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日 本 建 築 協 会

A R C H I T E C T U R E  A N D  S O C I E T Y  



同じ建て坪なら
倍くや

らいには使え

事 務 所 ・工 場 ・倉 庫 な ど 、 中 型 構 造 物 の 建 築 を ご 計 画 中 な ら 、 ぜ ひ 、 住 友 の プ レ ハ ブ

骨 組 〈スミフレーム V } を ご 利 用 く だ さ い 。 中柱 が不要で、間口、 屋 内 ス ペ ー ス が

広 く とれ、同じ 建 て坪なら、まず、倍くやらいに活用でき、合理的です 。 強 靭 で 耐 久 性

に富 み 、 建 築 も 簡単。 360種 以 上 の 標 準 設計 を 用意 しています 。

住 友 の プ レ ハ ブ 骨 組

-

ＮＨＺｬＺ Ｒｾ＠
住 友 金 属 工 業 株 式 会 社

東 京 r 一 葉 烹 師 千 代 田 巨 丸 町 内 ' 町 制 耐 住 友 ビ ル 〉 電 ロ 11 ) Z 2  

曾 揖 所 ー ー 福岡 広島・ 岡 山 高 崎 ・名 古屋・富 山 ・帥 問 ・暗 品 仙 台 札蝿



.. 

床材の総合メーカー

洗線された美しさがマチコタイルの生命 スキ ッ

とし た美しさ … マチコタイ ルだけが表現できるフ

ロアカラー 。独特のカラーが、インテ リア デザイ

ンを、みごとに、 新鮮に演出します 。

品質の良さは、すでに、欧米でも実証ずみ マチコ

タイルは美しいだけ でなく 、耐摩耗性、 耐薬品性

歩行感などにす ぐれ、品質の面で も、折り紙っき 。

インテリアデザイ ン時代 をリードするドイ ツやイ

タリアな どでもドシドシ使われていま す。

インテリアデザインを

みごとに演出する

マチコタイル

君子署;
リノリ ューム ・リノ 9 イル・マチコヲイ J レ・ナイアンヲイル総発売元

東洋リノリユーム株式会社

本 社 大阪市南区順慶町通り 4 の2 5 三和ビル

札 幌 / 仙台 / 東京 / 長野 / 名古屋 / 広島 / 高松 / 福 岡

1  
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宅ラヌ令シ

ｾラ ＺｊｾＮ ト

ｾラ ＺｉＺｊｾ ト

③ 

ノジギク園

設 計 兵 庫 県 建 築 課

施工 東海興業株式会社

使 用 場 所 外 装 全 面

セ ラ ス キ ン と は 陶 磁 器 の 皮 ( C E R AMI C S KI N) と

云 う 意 味 で 砂 粒 状 の有 色 陶 磁 器 と 結 合 剤 と を 混 合 、 液

状 と し た も の で 、 こ れを ス プ レ ー ( コ ン プ レ ン サ - 1吏

用 ) ガ ン に で 建 造 物 の 内 ・外 、 壁 面 、 天 井 etc に 吹 付

け、 防 水 性 と 装 飾 を 目 的 と す る 建 材 で す。

特 徴

. 色 彩 高 熱 焼 成 ( I  250. C ー I350. C ) に て 発 色

し た 陶 磁 器 を 主 材 料 に し て 顔 料 、 色 素

を 使 用 し な い 為 雨 風 、 太 陽 光 線 に よ る

色 彩 の 変 化 は 起 り ま せ ん。

. 防 水 '1生 通 気 性 、 防 水 皮 膜 を 形 成 し ま す。

. 耐 薬 品 性 弱自室、弱ア ル カ リ に 対 し で は 変 化 を 起

しません 0

・耐 寒 性 - 20. C に 4 時 間 冷 凍 し で も 亀 裂 そ の 他

の 異 常 は 認 め ま せ 人 。

. 下 地 コ ン ク リ ー ト 打 放 し 、 モ ル タ ル 、 べ 二

ヤ板、平日壁、フロソク、スレート、

テンケスま頁 etc

鉄 類 の 場 合 は 錆 止 塗料 を 塗 って下さ L 、。

山 本 窯 業 化 工 株 式 会 社

大 阪 市 東 淀 川 区 西 淡 路 町 3 ー 1 7  6  T  E  L  (322)  4851 - 4  

東京出張所 ・東京都，巷区西新橋 2 - 2 1 - 6 T E L  (431 )  7106- 7  

瀬 戸 工 場 ・愛知県瀬戸市大字山口字南山 138 T  E  L  (82)  8  8  4  7  

‘' 
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〈営業 品 目 〉

カ ー テ ン ウ オ ー ル

ア ル ミ サ ッシ ・ドア

ステ ン レ ス サ ッシ ・ ドア

ス チ ー ル サ ッシ ・ド ア

住 宅 用 ア ル ミサ ッシ *エリ ー ト砂

ア ル ミレ デ ィ ー メ ー ド サ ッシ ・ ドア

サ ッ シ の 綜 合 メ ー カ ー

⑩ｾイケシサァシ練式会祉

本社 ・工場 堺市松屋町 1- 6 T E し 堺 (38) 大代表 1 1  4  1  

鳳 工 場 堺 市 平 岡 町 4 8  T  E  L 堺 ( 7  ) 代表 5 5 4 1  

営 業 所 大 阪 ・ 東 京 ・ 名 古 屋 ・ 金 沢 ・ 福 岡 ・ 長 野

3  



既タ4
の 製 品 に は ・

ｄｒ ・ ＸＴＴ ヒミ ｾｾｪ
R A  システム

目 団指: i F 甥格品

. デ ル リ ン ブ ッ シ ュ 入

平 頭 角 型 ギ ボ シ 丁 番

寸 法 ("Ym)

全 u町

rr乎 名

1止 昨1

A  B  

89鳴，( 372' ) 89 89 

102鳴，( 4  )  102  102  

127私 ( 5  )  127  127 

. R A シ ス テ ム ( 90・抜け芯装置付・) です

・ ド ア ー の 1m問 時 に 音 を 立 て な い 。

・ 長 期 の 使 用 に も 摩 耗 す る 司王がな い 0

・注 油 の 必 要 が な い 。

- bR度 の 急 激 な 変 化 に も 耐 え ら れ る 。

Ｎ ｈ ＡￏＡｉｾさ ｬ こもｾ［ｴし、

Ｍ 完全防 ｩￎｾｩ のボンデライズ焼付・塗装である 。

七外
プ

fil 寸fh x  
首R Ｎ ｾ＠ S W A  鋼

l平 7  f圭 ユ〆 G I NG 中』

J レ ユ

C  
。

E  F  G  

J I S  

G3 3 0 7  

2. 5 12. 3 4. 5 1. 6  29 S PH- l  

2. 8 13. 0 4. 5 1. 6  32 S PH- 1  

3. 2 14 . 7 5. 0 1. 6  39 S PH- 1  

十 字 穴 付 木 捻 子 J I S . BI 11 2

H .  1  本 数 太 サ N: サ

10 X  6  6  4 . 5 25 

IO. 5X6. 2 8  4. 8 25 

12 X 6. 7  10 5. 1 32 

- 錐 でガ ゴ ド ( 下 穴 ) を 設 け る 必 要 が な い 。

料ジの革命ヌ ｉ ，ｾ ヲー
・全 ネ ジ 式 で す か ら 密 着 が 良 く 振動 の た め に

J友 け て く る よ う な こ と は な い 。

. ; n 状の音11分 で 木1511へ 安 定 し た 依 合 が出 来 る

のでドライパーの 倹 ｩ 骨り がなく製品を Ｑ ｾｾｾ め

ず に 固 定 出 来 る 。

・表 面 硬 化 を し て あ る た め に ネ ジ 山 の 破 加 が

少なく 反 復 作 用 に よ く 耐 え ま す 。

※ とア ー ト ミ の ヒ ン ジ の 中 f汲品J . .:' U 二 ( D R  - 844 

N  R- 64.  S  T- 84.  S  T - S  L - 84- 1 )  ( こlま

ス パ イ ラ ー が 附 属 さ れ て い ま す 。

ジス＿と Ｉｾｅｗι シ究ター・米国 ｆｈａ 規格品
- 自 然 換 気 に よ り 室 内 の 空 気 は い つ

も爽 や か 。 1 レ ジ ス タ ー

・室 内 冷 暖 房 の 保 温 調 節 が 容 易 。 jN o . S S - R

・ シャ y ター 120・ 迄 自 在 調 節 止 め付 。

・錆 の 発 生 、 変 色 が な く 湿 度 の 高 い

所 、 パ ス ル ー ム 等 に も 安 心 し て 使

用 出 来 る 。

・ ス ッ キ リ と し た デ ザ イ ン 中 間 色 の

落 ち つ い た 色 調。

・風 雨 の 晒 す 場 所 で も 雨 の 欧 込 む 心 グ リ ル

配 が な い 。 N O. S S - G

・ ソフ トシー トに で 取 付 け の |僚 の ガ 防 虫 網 付

夕つきがなく、完全? をi替 取 付 け 施

工 が出 来 る 。

a盟国" " " " ' " 雪理 =

- 圃 隈 男 曹 樫

G 砂

e J I S規格表示許可工場 日 本 住 宅 公 団 指 定 メ ー カ ー

承 知 工 業 株 式 会 社

4  

'" 
取 付 部 分 切 込 み 寸 法 "Ym (吋 ) 表 面 板 寸 法 わ ら)

縦 +黄 縦 横

150 ( 6  " )  260 ( 10つ 195 295 

150 ( 6  " )  310 ( 12つ 195 345 

150 ( 6 つ 360 ( 14 ")  195 395 

c  取 付 部 分 切 込 み 寸 法 "Ym (吋 ) 表 面 緩 寸 法 (' %. )

縦 +黄 縦 機

150 ( 6  " )  260 ( 10" )  195 295 

150 ( 6  " )  310  ( 12" )  195 345 

150 ( 6  " )  360 ( 14つ 195 395 

諜 鉄 筋 ft モ の お :"111->1の 侠 父 、 冷 暖 房 袋 自 の 通 風 口 に は恕氾l 的 な

Ｑ ｜ 且入、排 ｾ ￭Ｎ の レ ジス タ ー 、 グ リルをセ γ トし て 使用ください 。

.  本 … 社 一 大 一
工 場 東 大 阪 市 布 市 町 5 0  T E L 怯 岡 (ω81け) 5  5  6  6  

東 烹 東京都中失区日本+ 備晶本園町14- 4 T EL 束 烹 (何663司) 6  7  4  8  

営 柴F所月 ( ，ワ7 ラ ウ ン ビル内)

マ
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東 ・ 西 ア ス 協 組 統 一 年 限 仕 様 確 立
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ス

防

水

は

合 成 維 織 の 不 織 布 に ア ス タ イ ト を タ ッ プ リ と 含 浸 さ せ た 特 許 製

品 で 、 い わ ば ア ス タ イ ト の 層 に 維 繊 が 内 在 す る くプ レ ハ ブ 防 水

被 膜〉 と も い え る 防 水 補 強 材 の 決 定 版 で す 。

下 地 色裂 に 順 応す る 延伸 性 の ほ か 、 低 温 で も 脆 化 しない柔軟性、

粘 り と 強 制 性 、 j腐 朽 ・老 化 し な い ず ば ぬ け た 耐 候 ・耐久 性 な ど

補 強 材 と し て 理 想 的 な 特 性 を も っ て い ま す 。
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ｾｾｦｊＢ 、， ιｾＢ ，. ..  

φ ⑪ 

特 殊 な 製 法 に よ っ て っ く り だ さ れ る 最 高 の 防 水 材 で 、 一 般 の 合

成 樹 脂 に も ま さ る 画 期 的 な 特 性 を も ち 、 〈黒 い プ ラ ス チ ッ ク 〉 と

も い え る も の で す 。

耐 候 ・耐 久 性、 温 度 に よ っ て 硬化 ・軟 化 し な い !幅 広 い 祖 度 特γ 性

加 熱 安 定 性 、 強 い 粘 着 性 、 適 度 な 塑 性 流 動 性 な ど 、 防 水 材 と し

て 要 求 さ れ る あ ら ゆ る 特 性 を そ な え て い ま す

争ｾ

ＱＧ ｾφ イト

争ｾ

すぐれた伯諸色のアスタ イト と 、 特］ 言 午・宇ｦｉｾ i] !1包 材 強 力 ギ ル ソ イ ド を

組 み 合 わ せ た 防 水 層 は 、 そ の 相 乗 効 果 に よ っ て 、 ど ん な き び し

い 自 然 条 件 に も よ く 耐 え て 、 老 化 ・変 質 す る こ と な く 、 破 損 ・

漏 水 な ど の 事 故 を お こ さ な い 〈最 高の 防 水層 〉 で す

..-'ι. 1T，除雪ド

約 件

ア ル ト 事 業 協 同 組 合

ル ト 事 業 協 同 組 合

東 日 本 ア ス フ

西 日 本 ア ス フ

建設省東計65号認可

T E L 代 表 ( 866) 6  1  0  1  

T E L 代 表 ( 441) 5  9  5  1  

名 古 屋 ・T E  L  ( 571) 6361 

岡 山 . T E  L  ( 24 )  2692 

ア

京・ 千 代 田 区 岩 本 町 3 の 1 1 の 1 3 田 島 応 用 内

阪 ・大 阪 市 西 区 京 jll 丁 堀 1 の 7 4  

幌 . T  E  L  ( 22 )  6038 仙 台 ・ T E L ( 22 )  6413 

岡・ T E  L  ( 28)  2807 広 島 ・T E L ( 21 )  2281 

建設省阪建22号認可

東

大

札

福

5  
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ドアチ ェ y ク 60シリース

ドアチェ ック 70シリ ース

、

ドアチェ ック 80シリース

ゆ

ぅ|モ 品質性能とな対授がド式

ＲＲ ースター ｦ ｪＱＢぺｉＮ，Ｍｾ

フロアヒ ンジ

そのf也

ラパ トリヒンジ

ピポ ッ トヒンジ

ドアハンドル

上枠断面懸吊要領

内

R" '  
N  

片引き戸内観図

F hi 円一戸
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喧

3日3由 一一一.ao-←k ヨxl ーー

様印 td. !! 下 ・， τ ト§ い

535 
・印 h t. NSl - 4の湖合よ似"， .- 変更 b れ j f -.

. ニ ュースタ ースライド式 ドアオペ レーターの特徴

. i泊油d山i圧の土長壬F所庁と I泡包主気1式の Jヰ刷利、'11ι1. '人.. .1点江E

で問閉l るi述主l反』災t が自 lは山LIに変えられます。 . ｉ ｾ Ｎ ｉ る ｔ ・ ｬ￬￭ｪ で ー 且 ､ こって、その ｬ 行ゆるく ｉｾ Ｎ ｉ ります 。 ・ 十 ［ ＡＢ ， Ｇｬｩ の ｪｊＯ ｾ 合、すぐに子て、悦く ｭｭｬ が ＱＱ Ｇ， Ｊます 。 Ｎ ￺ ｬｬｩ 絡 が
安 く、日 IJi 金工事 がほとんどない。 ・i削 J 工事 、 似守 が 非常 に簡単です。

レ ー ル 取 付制医例悶

日本ｬＡｪＱーエ工、 υ ケ盤、単〓ｾＮ命
「 ヲー ノ-/ 司コO. 旦1不z、日

本 社 工 場 大 阪 市 生 野 区 総 矢 柄 町 2 2  2 司Hl i ( 06)  ( 158)  12 5 1  ( 代 )

東 京 支 l苫 東京 怖 千 代 悶 区神 田 小川 町2ー 12( 信 愛 ピ ル ) m結 ( 03 ) ( 293)  4 8 3 1  - 5  

札 幌 出 張 所 札 帆 市 月 寒 中 央 通 り 月 寒 3 1  4 ー 1 ，・官制 ( 0122)( 86) 8 2 5 5  - 6  

仙 台 出 損 所 仙 台 市 北 6 番 丁 1 8  1  m結 ( 0222 )( 34) 6  0  4  9  

名古屋出 張 所名 古屋 市北 区浪 打町 Ｒ Ｍ ＸＰ Ｍ Ｒ 司 ｬｮ ｾ ( 052)( 981)  1 5 3 1  - 3  

広 島 出 張 所 広 島 県 安 佐 部 位 東 町 線 弁 2 0  5  m問 ( 08281)( 1  )  1  6  1  1  

福 岡 出 張 所 柄 | 河 市 天 神 4 丁 目 4 帯 2 4  m a;r; ( 092)  ( 14)  2312 .  3312  

骨

一

6  



地 区 別

ｾ｢ 毎 ｩ 草 ｉ 也区

東 北 地 区

関 東 地 区

北 陸 地 区

東 海 地 区

近 畿 地 区

中 園 地 区

四 園 地 区

九 州 地 区

完 全 責 任 施 工 | 年 限 保 証

g 本7スの7ス17.，，，，，与

- シ グ マ ー ト による ウ エ ル ドシス テ ム 防 水工 法

・ 特 殊 絶 縁 防 水 工 法 ( 特 許 出 願 中 )

. メ ル タ ン 防 水工 法

- 全 国 に 配 置 さ れ た 組 合員 の 強 力 な 連 繋 と 技 術

で・完 全 な 施 工 工事 を お 引 受 け い た し ま す 。

A  3 5二 キ土 名 代 表 者 f主

日 本 ス レ ー ト 株 幌式出会張 社
f中 川 憲吉 札 幌 市 北 三 条 東 4 ー 1

日 新 建 工 株 式 会 社 札 所 大 木 久 俊 。 南 大 通 り 西 13丁 目

日 新 建 工 株 式 会 社 仙 台 出 張 所 滝 沢 慶 則 仙 台 市二 日 町 1 - 2

伊 騒 建 材 株 式 会 社 伊 藤 豊 吉 東京都台中東 区 西 浅 草 2 ー 15- 9  

北 条 涯 宵 工 業 株 式 会 社 北 条 弘 太 。 央区; 奏町 3 ー 7

金 悶 辰 次 郎

pJT 

有 限 会 社 金キ* 岡 興 業

j歴 費 建 材 式XI、， 会，Ze玄h  社

山 中 喜 代 治

新 宿 区 柏 神木 5 - 1172  

。 千 代 田 区 田 佐 久 間 町 河 岸 5 1号

日 新 建 工 株 キ土 荻 野 英 夫 。 荒 川 区 南 千 住 6 - 42  

日 本綜合防工水株誌鱒株株式言式式会三会会 社

山 崎 慎二 。 千 代 田 区 神田 猿 楽 町 1 - 9

マ サ ル j歴 青 ヰ土 西 田 勝 治 台文東 区 北 上 野 2 - 2 1ー 10

藤 井 エ 鎌 キ土 藤 井 喜 昌
京区; 林茶町 9 4

富 士 エ 材 ヰ土 小 島 英 夫 。 江 東 区 川|住 吉 町 l ー 14

溺木 図 工 事提 キ土
鶴木下田

武 。 千盛代 田 区 富 士 見 町 l ー 12

下 工 幾 キ土 。 田 区 江 東 僑 4 - 32 

里 子 ロ エ 材 株 株 式 式 会 社
聖子口 伝 八 。 渋 谷 区 下 通 り 3 - 15  

大 手 口 工 築 会 社 楠 井 喜 重 。 荒 川 区 南 千f主 6 - 151 - 2  

協 立 エ 隷 株 式 会 社 関 谷 克 巳 。 大 田 区 南 蒲 田 1 - 14- 2  

株 式 会 社 奈 良 株 屋 式 高 I苫
市 橋 祐 造 水 戸 市 泉 町 1009

石 田 建 材 工 換 d2Eb会. 社

石 田 想 吉 高 崎 市 八 作島 町 117

同 辛 口 建 業 株 式 社 徳 永 昭 二 新 潟 市 流 場 宮 浦 1 - 1711 

島有有大 手限口限屋工会社業建社株会折式設小会僑株社政島宮次式工山郎営会業商業社庖所所

島才斤 勝 人

金 沢 市 此 花 町 5 - 7

橋 嫡 一 郎 宮山県高岡市二番貧了

小 島 一 公
。 。 志 野 2 5  

島 田 真 一 富 山 市 堀)11小 泉 町 7 7 6

株 式 会 社 三 井 工 業 所 三 井 辰 雄 静 岡 市 大 和 町 1 - 20 

協中 和 建 材 工 事 佐 株 式 会 社 渡 辺 E ヨ 清 水 市 渋) 115 2  0  

央 木 建 材 村 工 事提株式式 会 キ 土
木 下 作 ニ 名 古 屋 市 中 区 南 久 屋 町 3 ー 12

日 建 鋼主主染 株 会 社 伊 藤 隆 造勇
。 西 区 南 押 切 町 5 - 12 

宮 崎 材 l吉 宮 崎
。

中 区f罪事寺山町 1 0  0  

東 京 建 材 工 業 株 式 会 社 伊 藤 銭 善 名 古 屋 市 中 村 区 稲 上 町 1 - 41 

日 新 工 材 株 株 式 式 会 社
井 場 t貰 大 阪 市 西 区 新 町 北 通 l ー 17

マ ル エ ス 工 築 会 社 山 崎 達 夫 福島区上福通島 南 l ー 152

株 式 会 社 新 宇 土 光 式大 商 J吉
松本水 重 治

。 南 区 塩 町 2  - 13 

清 水 興 柴 会 社 。 北 区 鶴 野 町 3 4  

マ サ ル 涯 育 工事提株 式4会* 阪 営 業 所
清勝見 実勲

尼 崎 市 水 堂 加 茂 6 4  

中 村 涯 膏 工 縫 株 式 会 社 中 村 秋 太 郎 神 戸 市 生 田 区 北 長 狭 通 6 丁 目 神 織 共 栄 ビ ル

棚 田 建 材 有 限 会 社 棚 田 秀 吉 。 葺 合 区 よ 筒 井 通 8 - 221 

フ タ パ 興 事 権 株 式式 会 社 友 長 保 男 大 阪 市 福 島 区 よ 福 島 北 4 - 49 

石 僑 建 材 株 会 社 石 僑 節 雄 福 井 市 松 ケ 綾 田J 6  2  

豊 永 建 材 株 式 会 社 木 村 豊 広 島 市 若 草 町 1 0 6 5  

大 和 工 業 株 式 会 社 広 島 出 張 所 。 庚 午 南 町 1 - 2

株 式 会 社 三 洋 校 建 谷 岡 量産 広 島 県 大 竹 市 小 方 田T小 方 2 4  5  5  

東 中 国 防 水 工 柴 有 限 会 社 馬 場 久 岡 山 市 磨 屋 町 7 - 18  

株 式 会 社 山 本 商 会 山 本 進 松 山 市三 番目J 7 - 8 - 1山 本 ビ ル

大 三 工 幾 株 式 式 会 社 飯 間 浅 吉 高 松 市 本 町 2 ー 17

高 知 ; 歴 苛 株 会dコaEhZ  社
横 井 良一 高 知 市 塩 屋 崎 町 2 - 20 

徳 島 大 三 工 事 誕 株 式 社 柴 田 秋 男 徳 島 市 矢三 町東里子 18 1ー l

日 新 興 鎚 株 式 会 社 河 野 孝 義 延 岡 市 本 小 路 7 4  

キ朱 式 A  2 E三 キ土 エ キオ キ土 竹 村 藤 一 北 九 州 市 門 司 区 大 里 東 通 10了 目

株f * 式 会 社 大 ニ 商 会
戸 高 緩 雄 宮! 崎見市平日知川原 3 6 5

式 藤 会 社 北 原 建 式材 商 会 ｾｴｬ 京Ｚ 正 鹿 島 市 草 牟 田 町 3 9  8  0  

安 工 事 株 会 社 川 勝 正 之 福 岡 市 大 浜 l 一 新 町 9 5  

臼 建 エ 材 株 式 会 社 i隼 緩 博 一 大 手 門 2 - 8 - 6

- 建設省東計第240号認可 日 本 ア ス フ ア ル ト 防 水 工 業 協 同 組合

東 京 行1I 足 立 区 千 f主 来 IHT 9  3  rl ｾＩｩ 工業株式会 社内包 訊 Ｈ ＸＸＲ Ｉ 2  4  2  4  ( 代 )

l刈」収支 部 東 京 船 足 立 区 千 住* I
U
r 93 rI ｾＩｩ 工業株式会 社内 t 目指 ( 882) 2  4  2  4  ( 代 )

|湖西 支 部 大 阪 市 西 区 新町 北i並l ー 18 LI ｾｲｲ 工業株 式会社大阪支 ｪ 苫 内市話 Ｈ ＵＳ Ｑ Ｉ ＵＲＸ Ｑ Ｍ 3  

九 州 支filS .[.¥1河 市 大 手 門 l の 6 ｲｉ新 工業 株 式会社 九州 ｡ｬｬｾ 長所内 屯 訴 ( 74 ) 3  4  6  1  

|防水|

電 言i5

( 22 )  3458 ・4426 ( 23 ) 80 16  

( 22 )  5  0  1  5  

( 25 )  5  4  3  1代

(841 )  5646 ・5729

( 55361)) )  2676 ・4382

(3 6 4 3 4 1代

866) 6993 ・2892

(( 80321) 241 1~ 5  

292)  2  6  6  1  f吃

842)  6  3  1  1  イ吃

(( 94431)) )  027 1 ・2582

634) 0950 ・0900

(263)  4  8  6  1  イセ:

(634)  0  8  2  1  f吃

(441 )  375 1  (444)  0405 

(802)  4  7  5  1  f-¥;"; 

731) 0358 (738) 340 1  

(( 3 )) 0 171 ~ 6  

2  ) 3301 - 2  

( 45 )  2  2  5  1  イセ:

(( 21 )) 0085 ( 3l ) 6420 

2 ) 0 9 9 9  

3  )  0  3  9  1  

( 3 1) 4 3 8 5  

( 85 )  9 151 - 3  

(  2  )  2  2  2  1イt

(25 1)  3  5  4  1  

(57 1)  f-¥;"; 554 1- 4  

(321 )  13 11 ・1331

(46 1)  9363 (48 1)  562 1  

(541 )  3785- 6  

(458)  484 1- 3  

(261) 7 195- 7  

(371 ) 025 1- 3  

481)  7  3  5  5  

( 34 )  5884 ・5658

(  22 )  9182代

(458)  0267・0277 (45 1)  6089 

( 23 )  0  7  7  5  

( 61 )  637 1- 4  

( 7 1) 4 6 8 7  

( 2 ) 3 5 4 3  

( 23 )  1  1  8  1  f-¥;"; 

(  3  )  626 1- 3  

( 5 1)  6  8  1  1  - 5  

(( 2 )  ) 3 2 4 4  

4  )  4  1  6  1  

4  3  0  5 ・4 3  0  6  

( 38 )  1468- 9  

(  2  )  5  0  0  1  

(  3  )  9395- 6  

( 28 )  5207- 9  

( 75 )  7  7  5  2  

7  



ドする画期的新製品グター界をリーツ
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開閉機使用車E囲 ( スラ ットS C 16 )  

3  

電 動 開 問 機

L 型

巻 取 り 軸 と の連 絡 機 情

お よ びL 型 機情

チ 工 γ 収 納 箱

実 用 新 案リミ ノトスイ J チ

ガ パ ナ ー 機 情

手 動 機偶

・特長・

4者E写出 願 中

1 . 開閉機を設ける場所の心配がいりません 。

2 . 凸部のない真直な シャ y ターケース 。

3 . 袖壁は不用です 。

4 . 減速機構はす; べて完全密閉式です 。

5 . 小型で耐久力に 富む減速機摘。

6  給油の 必 要がありません 。

7 . エ ン ドレス強力ロ ー ラーチエ ンの 内 造。

8  リミ ッ ト ・スイ ッチを完全に内造。

9 . 手動爆作をひとつにしました 。

10. ヒユ ース装置の取付けカ、可 能。

11 . 一斉 ・両 面 ・遼摘操作いつれも可能です 。

L 型，'i I動n月 問 機 は 、 日 本 シ ャ ッ タ ー 技 術 研 究 所 に お い て 、 長

年 に わ た り 、 国 立 大 学 精 符 機 械 工 学 部 諸 教 授 の 指 導 を あ お ぎつ

つ 、 当 社技術陣 が総 力を あげて 研 究 開 発し、遂に従来の ｮｾＱ 問機
の概 念 を 破 っ て 完 成 し た 画期 的 な 新 製 品 で す 。

この 1m問機には独自IJ に 満 ち た 新機 併 が 数 多 く 取 り 入 れ ら れ て

おり ( 特， i午3 件 、 実 用 新 案 2 f牛 を 出 版 中 ) 、減速機、モータ一、

ブ レー キ 機椛、 停 電 時 用 子 到j 淡 路 は も と よ り 、 リ ミ y トスイ y

チ 、 配fE板 に 至 る ま で 、 す べ て を 一 つ の 円 筒 内 に コ ン パ ク トに

中内めであります 。

従 って 、 建 築 設 計 上 の 納 り が 非 常 に 簡 単で、 しかも 、 取 付 や

そ の 後 の 保 守 点 検 等 も 楽 に で き る よ う 考 案 さ れ て お り ま す 。

こ れ ら の 点 か ら 児 て 、 従 来 の 製 品 に 比 べ 総 ゆ る 点 に 秀 れ て お

り、シャ y タ ー 問 問 機 の 決 定 版 と い え る で し ょ う 。

刷株式会社日本シャッター製作所

川 崎 市 新 丸 子 東 3 丁 目 1 1  5  9 番 地 電 話( 代 ) 中 原 ( 41 ) 6325 営 難 所 仙 台 静 岡 高 松 北 九 州

大 阪 市 東 淀 川 区 田 川 通 6 丁 目 3 8 番 地 電話 ( 代 ) ( 301)  3  6  5  6  東 部 北 陸 広 島 鹿 児 島

福 岡 県 粕 屋 郡 粕 屋 町 仲 原 釜 屋 2 7  2  7 番 地 電 話( 代 )( 65) 6  1  3  1  嫌 西 神 戸 大 分

名 古 屋 市 中 川 区 北 江 町 2 丁 目 1 2 番 地 電話 ( 代 )( 361) 7  4  4  1  償 浜 岡 山 宮 崎

東 京 工 場

大 阪 工 場

九 州 工 場

名 古 屋 工 場

8  
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7 円切手

日本建築協会会告

をはっ て

砂関西電力病院見学会

下 さい

集合 ・午後 l 時30分~解散 ・3 1侍9月23 日 (土)時日

標記病院正面外来玄関附近 ・目標会旗

( ただ しなに わ筋玉江橋北詰，阪大病院西隣)

9月20 日までに電話でお申し込みくださいぺただし定員

集合場所

込申

大 阪 市 東 区 北 浜 3 丁目 37番 地

A

Q

一
品

係

協

版

築

出

建本日社 団 法 人

(

切

り

取

り

線

)

50名lζ 達 し次第締切ります。

大阪市福島区堂島浜辺り 3 丁目 3 の l

日建設計工務株式会社

株 式 会 社 竹 中 工 務 広

S R C造 地 下 2 階 ・地上 9 階 ・嶋屋 3 階

2.789，95m' 

16. 320，95111' 

所 在 地

設 計

旋 エ

構造 ・規綴

建 築 面 積

延 面 積

建 築 概 要

中御

昭和42年 5 月31日竣 J ' ，着 工 昭 和40年 12月14 日

昭和42年 6 月30日

期

院

コニ

開

砂天理教おやさとやかたほか諸施設見学会

定

9月29日 ( 金) 集会 ・午前 9 時20分~解散 ・午後 6 時

北区中之島 ・中央公会堂西哀，京阪パス ・目標会旗

9月20 日までに往復はがきにてお申 し込み くだ さい。

時

集合場所

申 込

日

園通信欄 (本会で :111坂を希望さ れる 図書題名などをお知ら せ下さしつ

員50名lζ は「参加証」をお送りいたします。

出発 9 時30分→天理着 111時→12時( 見学) ， 12時→ 1時( 昼食 ・休

l 時→ 4 時( 見学) 天理発 411寺30分→ 6 時( 大阪着，解散)

神 殿， 霊E考館， 炊事本町S. 天理教病院，図書館，天理大学体育館，いちれ

つ会館( 旧奈良県庁舎移築建物) . 北策，宕護婦宿舎

憩) ， 

主な見学建物
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・ 目 次 風 力 係 数 に 関 す る 基 本 的 事 項

風 力 / 風 圧 係 数 / 風 力 係 数 / レイノノレ ズ 数 / 境』界 層 ・層 流と舌し.Jit /

円 筒 の 抗 力 係 数 ・流 れ の 剥 離 / 円 筒 の 抗 力 係 数 ・平 面 板 の 揚 力 と 抗

力 / 理 想 流 体 の 計 算 / 風 力 係 数 に 対 す る 縦 横 比 の 影 響 / 物体の栂: 互

干 渉 ・充 実 率 室 内 圧 / 風 速 勾 配 と 風 力 係 数 の 惟 定 / 動 的 風 力 係 数

風 胴 実 験 結 果 の 若 干 例

無 限 長 構 造 材 の 風 力 係 数 / 無 限 長 単 一 材 の @ _ 力 係 数 / 平 函 板 の 傾

き と 揚 力 ・抗 力 / 卜ラ ス の 充 実 率 と 風 力 係 数 / 鋼 管 鉄塔 の 風 力係 数

/ ひ さ し を 有 す る 家 屋 の 風 圧 分 布 / 隣 接 家 屋 の 影 響 / 開 い た 建 物 の

室 内 圧 係 数 / 高 層 建 物 正 面 受 風 時 の 風 圧 係 数 / 円 形 屋 根 の 風 圧 分 布

/ 吊 η 屋 根 の 風 圧 分 布 / 人 間 の 受 け る 風 力

各 国 の 規 定 に 示 さ れ た 風 力 係 数

日 本 / 米 国 / 英 国 / カ ナ ダ / ソ ビ エ ト/ ドイツ / ス イ ス

援護 出 版 図 書 ・ 注 文 書 物

- この注文書でお申込みの方は会員特価で販売いたします

後建 築 の 風 力 係 数

名書図

送料 55円特価 300円

・42月 9 月刊行

41年 版

送 料 95円特価 300円

・41年12月刊行

後 日本民家集

ふるさとのすまい

特価 800円 送 料 150円

• 40年 1月刊行

援護左官工法指針

(

切

り

取

り

線

)

推せんのことば 帖仇ＢＢＮ｟ＢＮＮｾ科目Ｎｾｾｾ

I  高 橋 慶 夫 氏 ( 大|仮 処 築Z)'; 如 i) j --tJ : J毛) 2  

i  執 筆 さ れ る 石 山 布 陣 式 : は }j .l l土 j J の こ と に カ ・け で は わ がl到 の 椛

1成 て、あ っ て 、 特 に 最 近 は 扶 風 時 の

い て く わ し く fiJl 究 さ れ て い る と |卦Il 、て い る 。

木 ｾ ｉ ｾ の Ｑ Ｑ Ｇ Ｑ 谷を見せていただ き 、 まず次のような 印 象を 強く

うけた。

・基 本的 な 事 項 に つ い て は 初 心 者 に も 分 り や す く 31i. k)， に 解 説

さ れ て い る ・ 風 JJ 問 実 験 結 栄 の 説 明 は 笑 務 に た ず さ わ っ て い る

人 に 非 常 に 参 考 に な り 、 特 に 布 川 建 物 、 IIIJ りl凶 似 そ の 他 の 資

料は Ｍ ＱＧｩＺ ￆ である ・ 各国の鋭定が収集しであ る が 、これは ｦｊＧ］ｩ Ｑ ｾＺ ＺＺ

の な い も の で あ る ・ 図 表 が 多 い こ と も あ り が た い 。

近刊図書 ( 11月発刊予定)

後 鉄 骨 の デ ザ イ ン < 実例と考え方>

新し い鋼陥造設計規準案による設sI実例と 、解説および

本会独自の断面算定表を集録しています。

- 予価 2，000円 ・B 5版 ・400頁

図3 案内書 ( 9 月末完成) をと希望の万は下記K OWを付して下 さし、。

図書 案内書 送付の 乙と

才){I:令 (

名

送 付先

氏

編 集 ・発 刊 社団 法 人 日 本 建 築 協 会

大 阪 市 東 区 北 浜3・37 電 話 大|坂 ( 231) 9648

2寄

番

勤務先

電話 (

電話 (



m

m

ω

-
m

-

・仙

.

0

・

m

y
中

川

市

町

叫

伽

巴

町

w

h

m

d

ω

珂

仲

町

伊

u

d

m

v

F

A

-
m

町
一

r

L凶

泣

防

総

時

間

山

中

川

α

m

d

m

m

m

u

'
伯

尚

u

h

y

m

.

d

h

w

 

し

m

d

一

訪

問

耐

w

h

m

m

・M

m

は

m

d

h
・

ω
・
附

.

M

L

@

=

江

E

y

r

m

n

u
品

開

削

Y .  I丑苛 としての Y は l の花文字的変型にす ぎず、ギ リンア慌のー 記号の 4 つの変型 ( U ，V ，W，Y J の l つ である.

ｙ がラテン ￣ｦｦ に 愉入された のは 後 のことで あ っ て、もとむとは ギリ シ ア詰 ｬ こ ｪ 虫 干 幸 町 ｔｉ を 表わすためにギリン Ｗ ｾ ｩ

からの借入訴に円み用いられた.
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Z  

担 lp] J めは

Z  Iike  Y  was  a  ut e i mportat i on i nto the Latin 

and used onl y in Greek l oan' words.  l n earl y 

Latin the Z- sound passed into r， and G  was 

put  in i旬 puce. l n the 6.rst cent.  B.  c.， Z  wa s  

re叩 t roduced i nto the al phabet to represent 

more preci sel y the v<l lue of Greek Z  

Z l z l Z  

z.  z は Y と同じくラテン 1mに愉入されたのは後のことで、ギリン 7 ifHからのfif 入慨にのみ JH' 、られた@ 初 JVJ ラテ

ン語では、 Z 音が r Iこ推移し 、 G がその代りに用い られた. 紀元副j 1世紀に Z がギリ y ア語伺 Z をより正確に表

わすため にアル 7 7 ベ y トに再び1 : 1) 入 れ られた.

- 2  8 -
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ここにも生きている

ピ=ロT ド踊嵐

屋 根 に ビ ニ ロ イ ド 防水 を胞 エ した 京 阪 ピ ノレ( 松阪 屋)

ど ん な 地 域 で も ど ん な 構 造 の 建物 をつく っ

ても完全な防水ができたら 一 一一 それを Ｇｪｾ 川 化

して す で に す ぐ れ た 数 々 の ' 九ー中古を示してい

} のが〈 ビ 二 口 イ ド 2 号 〉 で す

7水 下地 に キ レ ツ が で き て も 破 れ ず 寒 冷 地

J コ 冬 に も 丈 夫 で ど ん な 場所 に 使 っても 腐 り

ま せ ん そ れ は 弊 社 が合 成繊 維 に よ る 不織 布

を 独 特 な 方 法 で加 工 し た 技 術 の 成 果 で す

京 阪 ピ ノレ( 松 阪屋 ) の 屋恨 に も ビ ニ 口 イ ド 2 号

γ よ る 防 水工 事 を ご 採 用 い た だ きま した

営 業 品 目 . ピ ニ ロ イ ド 防 ノ'J< . 工事 . ア ス フ

アル ト 防 水 工 事 ・ 三 星 ソ フ トン タ イ ル 貼 工

事 . 保 温 ・保 冷工 事 ・ 三 星 プ ラ ス オ ー ル

・ 三 星 コ ー キ ン 販 売 ・工 事 . シポレ γ ク ス

工 事

マ

三 星 産 業 株 式 会 社

J東京都千代田区岩本町 3 ー 11- 13

T  E  L  ( 866) 0271- 6 ・6121- 9  

出張所 / 札制( 72) 6031 仙 台 ( 21) 5366ー 7 名古屋 ( 94 1) 3751

( 97 1) 4574  大 阪 ( 443) 9721- 3  術開 ( 76) 2076( 75) 0298 

ミ主

主司
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法 令 コ ー ナ ー

日本建築協会法規委員会

ｾ 新都 市 計 画 法 につい て

事rr .ml市計画法が国会に上程された 。大都市の

過密交H誌に対処できる武球としての本法案の出

現は待望久しいものであった 。

本法案の主要項目は大要次の諸点にある 。

1. 上位計画l L iまく ，土地利用計 画策定の義務

付け。

2. 昔| 画決定の権| 岐を建設大臣か ら，知事ある

いは市長に下す乙と っ

3. rn1M化抑制のための dJ 街化調獲区域等の指

定っ

4. itt 築基準法にあ った地域，地 区街IJ が 都言|法

ｬｃ とりし、れらｾＱ，たとと 。

5  住宅地造成事業についての制限が強化され

るとと 。

以上からわかる ζ とは ，従米の者Hl 計法より相

本欄 li 法令ニ ュー ス， 告示，通ili 例JJ! ，認定，指定，

m法，材制その 他の資料をmu¥しようとするものです。

なお本 コーナーには法令削淡の欄を設けてありますの

で，質疑の投稿などと協力をお願いいたします。あて先は

日 本辿築協 会 内 法観 蚕只 会Ｈ大阪 ｭ ｾＡ 区北浜 Ｓ ) としてく

ださい。 本欄の執事は法規委只で行ないますが，主たる執

'll ll 'として次の) i にお願いしております。

法的ユユ ースや論説的記事

大阪府辿築部市街地ill 築J!民 間 住 正 lCi氏

H 傾関係 大阪府建築部主s築指導 目! 良品l l J fR氏

通i土・例l Qなど

大阪市 建築 局 主￟ 築 部 情導 ￸ｾ 長 三品 -rr 犬氏

法令 fl lJ東 大阪市建築局建築部辞任.cl! 長 竹口 信夫氏

内容によっては，その郎度適 当な ) i をお野iいすることに

準 工業地域 41 1.4 

工 業 地 減 6.6  

1，221. 0  

1t面 dJ 住 居 地 域 1，556. 1  

( 住居専用地区 64. 5)  

商 業 地 域 62. 6 

計 1. 618.7 

防 火 地 以 47， 4  

準防火地域 15. 2  

大阪市 住 居 地 峻 8，437.9(  36. 9)  

商 業 地 域 2，482. 3( → 61. 5) 

準工業地域 3，903. 5( ー19.4)

工 業 地 域 4，443. 8(  5. 3)  

計 19，267. 5 

防 火 地 域 567.0( 十 29. 6)

準防火地域 5，822. 4(  + 42. 2)  

6，389.  4(  ｾ＠ 71. 8) 

しております。法令関係のニュース ，論説的 J己'J1についセ阪

抗を ｓ きました 時 ｉｾｉ と 本 誌ｬＮｬｊ版の 時期 が Ｒ カ刀 ほどづれま

すことを含んでお読みいただきたく ，なお本欄について次

の略号を ffil 、る ζ とにしましたのでお断りしておきます。

建築1正相法 法

l]築法相法路行令

l]築 l正唱法施行IJ.!則

開和 X バ年 ill 投句告示第x x  x  x 号

ill 築上法

ill!.>上法施行令

ill 築上法施行組員1I

都市計同法

昭 X -，( in告

令

m則

ベ〆 λ 号

上法

上令

上m則

同1計法

t法IJI 蚤民 会〉

答 @ の部分 も5 階と考えるべきです。 @と@

の合計が床面 100m' を乙えれば直通隣段を，

令第 123 条 第 1J真の避難階段とする必要が

生じて参ります。

問(2) 床 面積 の算定方法について

答 床面秘の} i 定については ，令 第 2 条第 l 項

3 号 lζ 規定されていますが，実 際の建築物

については騒々の疑問が生じて お ります。

間利32年ポ ー チ等の床面積の算定方法につ

いて新潟県の土木部長 あて建設省か らの回

答 が出ています。 乙れ IL よって も不 十 分 で

あるとして娃築基準法の容積地区制度の創

設を機 lζ 1If1 39. 2. 24 付住指発第26号で各特

定行政)J あて床面積の算定方法について通

当の進歩は認められるが，者Hlr l J の発展に対応す 注 大阪 di の防火地域については ，1113利142年 連 が11¥されていますので， その本文を次 lζ

る公共施 設の整備に関する明確な方針がないと 7 月27日，建 設 省 告 示 第2，179号により 列記します。

とや，土 地利用における地域地区制が従来と概

指 定， その効力は ，IIs 和42年 B 月16日よ

念としてはあまり変っていないなと ，あきたり り発生する乙とになっています。 床面積の算定は ，建築物の各階またはその

ない感もある 。 とにかく ，都市将来の ビジョ ン Ｈ ＴＲιＮＴ 現在 ・ 上 ｉ ｉ ｉ ｾ 聞 記Ｉ 部で壁，扉 ， シャッタ ー，手すり ，柱等の区画

を明確に ， 乙れに基づいて事業なり ，規制なり の中心線で閉まれた部分の水平投Ji 正面積による

でそれを笑現してゆく努力が必裂であろう 。 が ， [' 屋外部分とみなされる部分」 は屋外観覧

いずれにせよ ，建築関係者とすれば，設 計 以 ｾ 法 令 相談 席を除き ，床 面 桜 lζ 算入しないっ

前の段階 lCおいて土地利用 lζ 関して嫌が応でも

深い関心を持たざるを得なくなる点は，不便で

はあろうが，今後非常に重要なととになってく

るつ これが都市問題の解決のためには本来の姿

であろうと考えられる 。 ( iI' ll ' Ii 委員記)

ｾ大 阪 府下の地 域 ， 地 区の

指定に つい て

1111利42年 7 月19日開催の大阪占Hldj 昔I'i 園地方審

議会において ，門真[11' ，Jt 而d1の用途地域，防

火地域の指定が決定し，近日付"ζ 施行される予

定です。また大阪市においては ，新大阪駅周辺

の土地区画整理の進展にあわせて，駅周辺を商

業地域 lζ 変更し ，防火地域，準防火地域を追加

指定する乙とになっていますっ各都市の地域商

肢は次のとおりです。

門PI ]J 住 居 地 域 778. 5ha  

商 業 地 域 24. 5 

法令相談は ，みなさまから疑問の提供をして

いただいて， それに関係先から田谷をしていた

だ乙うとする ものです。 なお回答については ，

地方の行政庁だけで、お答えできないものがあり

ますので ， その湯合は本省の回答をいただく ζ

と!ζ しますので相当の日時を要する乙とになり

ますととをど承知おきくださし、。

関川 次の断面の建築物について@ の部分は地

上 5 階と考えられるが，@ の部分は地上

何階であるか。

「屋外部1分とみなされる部分」 とは ， その) ，' i j

，9f1の相当部分がEまのような風雨を防き1与る構造

の区画を欠き，かつ，居住，執 務，作 業，集 会

娯 楽，物品の陳列，保管または格納その他の屋

内的用途を目的としない部分をいい，おおむね

次の各号 lζ 掲げる ものをいう 。

ポーチ ，公共用歩廊， ピロティ 等 で， その

部分の接する道路または空地と イ本の空間を

形 成，かっ，常時人または車の通行が可能な

もの今

2. 通常の形式のパノレコニ ーお よび乙れに形態

の綴似する吹 き さら しの片廊下 等っ

( 注 通達そのまま写した もので あ りますが，

乙れだけでは ，床 面 積lζ 疑問が出てまい

ります。そ の湯合は関係行政)1で あ る 都

道的県 dJ の述築行政担当主務訴にお勾' ね

ください) ( 竹口 委貝記〉
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グンイアノレド

)

電 通 本 社

このビルは東京における特定街区第 l 号ーとして指定 ( 目前[ 139年 8 月)

された築地 2 丁目特定街区に主主てられたものである 。

自動車時代にふさわしいダイナミ ックでかつスケー ルの雄大なもので、

自動車 の ア プ ローチが円 治にいくよう 1 階 の大半をピロティとして| 湖

放している 。

外装 の 柱 ・梁型にはポンタイル l吹き付けを、ヨEFE - 塔屋にはショ ック

ベトンパネルを 貼 っ ている 。 また、弁附とも日 Ｑ Ｑ 犀の ￯ Ｇ ，Ｇｾ さは同 ー である

が、日層部分の ［ Ｑ 発量化 のため 、ド符ｾＧｾ (梁から床までの高さ ) と柱が建

物 の」こにいくほと，IJ、さくしてあることなどは、大きな特色である 。

椛造設計

設1iifl 設計

( 空調) 井 上宇市、 森 村 協

同設計事務所

( 衛 生) 井 上 字 市 、 大 滝 設

備 事 務 所

椛 造 鉄骨鉄筋コンクリー

トiiE一帯11鉄筋コンク リー

ト造

規 桜 地 下 3 階 ・地 上 15階

建 築 而 杭 1，593m

2  

建 ぺ い率 48 .90%  

延 而 和 29 ，208m

2  

( 容積率 773. 6%)

昭和138
i
p12月一

昭和 42年 5 月

東 京 都 中 央 区 築 地

丹下 位三 十都市

建 築 設 計研 究所

坪 井 善 勝 研 究 室

設計監理

役員室

事務室

CJ  
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合 成 コ ム 系 (ネオプレンコム)

異 形 建 物 に 最 適

最 終 仕 上 材 は ハ イ バ ロ ン

色彩・ ・ー 2 1色

お 部 屋 の ポ イ ン ト は

床 材 か ら ・

明 る い 配 色・・・落 ち つ い た ム ー ド

色 種 類 一 一 一 3 4色

て7 ) レヨニA

⑩ 

日 新

気 候 較 差 の 著 し い

所 に 最 適

防 水 工 恵 を プ レ ハ

ブ 化 新 材 料

(合 成 ゴ ム 系 コ ン パ

ウ ン ド に て 加工 )

大 阪 支 庖 / 大 阪 市 西 区 新 町 北 通 1 ー 18 T  E  L  ( 53 1 )  5  2  8  1  - 3  

本 社 / 来 京 都 足 立 区 千 住 来 町 9 3  T  E  L  ( 8 8  2  )  2  4  2  4  - 34 

出 張 所 / 名 古 屋 ( 74 1) 6 2 5 7 - 8 広 品 ( 21 ) 1  0  1  9 ・ 6 0 6 1  

福 岡 ( 74 )  3  4  6  1  - 3  キじ帆( 51 )  6  8  8  5  .  5  6  5  9  



栓摘をおまちしております。掲憶の

分には組品遭呈いたします。

口 万博工事に建築技能工

養成をからませよ口

大正期 lζ 東京駅前に画期的の丸 ビノレ建設工事

が米国の某社の手で‘ 着手された。丸 ヒソレ建設が

完成すると同時に丸 ヒソレ大工，丸ビノレ左官が業

界K 誕生した。当時はあまり好評ではなかった

が，とにかくも素人を丸ビノレ工事中 K 養成し ，

日本 lζ 残してくれた。それがやがて，野丁場の

大工左官の新しい型を生成し出す基礎になった

乙とは事実である 。今度は空前の長大の万博中

業なのである。特に技能工の養成の教育材料，

実習材 とb ては絶好のチャンスだと考えられ

る。現在大阪府は労務者，技能者の求人募集を

全国の職安に依頼するというが，おそらく技能

工は不足するであろうと惟苦笑される。そ乙で現

在の養成施設によらず， 新しく万博建設姿務

員，伎能工養成所として発足するのが一番よい

のではないか。養成教育と万博建設事業をーつ

にしたものにしたならと思う。教育と仕事を両

立させて行く方法にする。

やがて万博建設事業が完了するとともに ，万

博大工，万博左官その他が数多く ，建築界 lζ 新

しい型式 と新 しい技能を習得した技能工として

誕生する ζ と願ってやまない。

( 大阪市浪述区元町 l ー 762 鈴木忠五郎)

口 大阪駅前にマンモステント 口

去る 8月10日- 15日にわたって大阪駅前lζ マ

ンモステン トが出現した。 rクレモ ナ ・ブリ リ

アン 卜・7 ーキー」と称する ，キャンパスと ロ

ーフ。をつか った吊り屋板橋造の テント で，15m

X l5 mの l ユニ ッ 卜を 9 ユニ ッ ト連結させ，花

びら状 IC組立てていた。組立てi時間は 4 - 5 1時

間。収容人員 4，0∞ 人。長さ52 mX 48. 5m，高

さ7 m。キャンパスの色は赤，グリーン，アイ

ボリ ー。縫製施工は矢野テン ト商会。

口 モントリオール

万国博視察団募集 口

l  デザイン述合 E X P  067- 70- ー浜口隆一

評論事務所のデザイン述合では ，モ ン トリ オ

ール万博閉会式 という時点をねらって浜 口隆

一氏 と共に視察 しよう とする 企画をもち ，目

下参加者を募集 してい る。昭和42年 10月22日

- l l 月 4 日( 14日間)， 会費39.5万円。ニューヨ

ーク，ロサ ンゼJ レスも視察する。詳細は東京

都港区南青山4 - 15- 40(電03- 403- 5581)

の向上事務所へ。

2. 岡本太郎モン トリオ ーノレ万国博視察トJ1一一

岡本太郎万国博プ ロデュ ーサーがリードし .

コンサノレテイングする モ ントリオ ーノレ万博視

察 グノレープの募集が， 創合企画ならびに東京

観光 K K (東京都港区芝雰平 IUT Ｔ ＰＧｾ 己 Ｐ Ｓ Ｍ ＵＰ Ｓ Ｍ

0811) で企画されている 。期間は l別府]42年 10

月8 日- 10月14 日。'l:'l用45万円。
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口 明治建築土木史年表・関西篇 ( その 9 ) (1日j 治 I I年 7 月 19日- 7 月21 日) 口

明治

II 年 7 月19日 大日警視( 後の筒制総舵) 川路利H ol 'I'. 'f Lfi料収入取締規則」を布達。 8 刈 ! 日より }J 包

行さる 今

らゆウと〈

11 11 20 隙'qc，1  Ｈ 医 ｗｾｖｉｾｾ 長進Ｈ ＱＡ， Ｚｦｮ 旅ｼ災以 ｬ 除必然の子 ＩＭｾ ｭ 医 正石 黒 忠Ａｾｾ Ｈ後の山相 ￆￎＡ ＮＨ ｴＧ ｊＮ ｾｊ Ｇ号

の父) 。 前年鹿児仏戦争の際の流行病防止の努力により勲四等。年金 135円を受く 内

内務省 。 前年の内 ｉｊｾ 勧業時覧会解説者編纂 。 Ｒ Ｘ 日までに申込んだ 一 般人の［ｦｵ ｬｩｬｬＮＨＧ［ に
かA ζ uま

も Ｂ 払下げる Ｂ 旨 内 ｜ Ｎｪ ｕｽ ｬＺｊｻ， ｦｾ￭ 作 ｕｊ 工 ｬ めＨ公営テポパ ー トのようなものＩより公告さる 《

院短卿山F峰、有tlJJ o 州南戦争[ r'! i l l t 地で八大流行病 K f [ った者に l袋軍恩給を下附すると

しら' " 今" つ

通達。八大流行病は ，天然痘，コ レラ ， チフス ，jj 易チフス ，間以: 熱，赤 ii :，j ，脚気，弛張熱o

11 21 日 Ufi} 日本領事館新築用の木 ・石材等を ，外務省より広島丸で廻i ' . ! ! i するとととなる の

ノ 11 1 /  然海，箱根の近況を報じた新聞記事あり。箱板は湯元，搭の沢，宮の下，木賀の}

+w，ζ は，毎日外人 4 ， 5 組を含む東京の紳士，商人が，その妻妾や芸者宅:をづ 1; 主れ

ふ《 寸Z み ふり ね ふ が わ い ま さ り

て米て ，旅館福住などは振の客をと とわるほど。また熱海は ，根府)11 ，今切から小 111

1京箱般にかけて，新道が開拓されて道路の便利がよくなったので，駕篭を雇う 者 が

いなくなってしまったという 。 ( 東京都北区神谷 2 ノ22 ノ 13 須藤欣一 )

1IIIJIJ IIIIIIIJIIIII IIIJIJlllrl l lll lll rlllllllIJtlIIII IUlll 11111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111IIII11111111111111111111UIIIIIIIIIIJIII I1111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111111 

書 評 L 浜 口 隆 一 評 論 集 1 現 代 建 築 の 断 面 口

アーキテクチュアル ・アー ト( Ar chi tect ura l  Ar t ) とビノレテ、イング ・エンジニアリング (Bui l di ng

Engi  neeri  ng) というこつの要素が，いわば二つの中心点をもった桁円か， あるいはヒョウタンの

ような形で つにつながっているのが「建築」であると著者はいう。

「現代建築を理解するために J は， 乙の建築造形 と建造技術との二重性をよく理解し ， その二重

性の問題を怠識しなければならなし 、。本音ではこの二つの要素をふまえた上で， 作品批評や建築評

論を試みているわけだが. 1インダス トリアリズム J ( 工業主義) と「国民的人間像をふくんだ建

築」を追求する態度をも積極的にみせている。乙れが， 密度のある評論にしている所以だろうし ，

また ，乙乙 IC集録された作品批評をし て説得力をもって読者にせまる所以だろう。

作品批評ないし作品解説にとりあけ、られている建物は， 日本相互銀行本庖， 長崎親和銀行，山口

銀行 ，関山ビソレ ，N C R ビノレ，三菱 ビJ レ， そごう読売会館， 朝日生命本社ビノレ，京王デパート， 日

生 ヒノレ ，天相l' ビノレほか，字部市民会館，京都会館， 東京文化会館， 呉市庁舎市民会館，日南文化セ

ンター ，法政大学大学院，法政大学工学部学舎， 九州、|工大講堂， 学習院大学三角校舎，佐賀県立図

苫飴 ，国立凶作美術館，宮崎観光ホ テJ レ， ホテル ・ニュ ーオータニ ， 大阪ロイヤノレホテ J レ等々 ，そ

れぞれのl I !y.' ，' :; 、で話題となった作品である。

とζ ろで作品批評で， いつも考えさせられるものに ， 建物のデザイン K は「表も哀もない」とい

う乙との怠 l味である。かつて，浜口氏は ， ある座談会での新朝日 ヒソレの批評のなかで ， 表似IJ の金属

外装の立派さに対して袈侃IJ ( 南側) の壁面はデザインがお粗末だという意味のことをいわれたと と

がある。乙の怠i床は . おそらく ，商業建築といえとも公共性の強い悠物というものは ， 市民に責任

をもっている 。その d'J民は表だけに住んでいるのでない門周囲 K も住んでいる。 したがって ，; Wか

らもみられているということからいわれたのだろうと思って， ひそかに敬意を表 した乙 とがある。

ζ うした態度が，本書の作品批評にも感じ られるハ しかし ， ちょっと気になるのは ， 自動車で向っ

てその第一印象をつかむという態皮がi 1々にしてみえる乙とだm これは ，建物 lζ よっては ， 必ず し

もよい批評とはならないと} ，l _ I . うのだか '内

もちろん ，乙んに ちのniJll J車1I .'y代 ( ζ 対応でき るような流動的な品目彰という点からつかむとすれば，

たしかにそのとおり . fl 1f t ) ] 車による批 j ‘vも大切である η 一方， その建物が都市生活に対して負うて

いるプ ラス7 イナス 1(li はとうして指摘できるかとなると ， それだけでは十分でなく ，また別のアプ

ローチ が必要だろう内 11 < も災もない」デザインの意味をもういちど検討してみたいものである。

ツー リズム一一ミリタリズムに対するものとしての一一文明論も面白いが， ちょっと乙れは消化

不良の感じがする 今

ともあれ， 1現代総築の断面」 と題するこの評論集は ， 手軽に作品を通じて現代建築の性絡を知

ると とがで= きる格好の読物である の 若者には第 2 ， 第 3 のi箆: 度のある評論集をだされる乙とと思う

が，その期待 や 大 で あ る 。 ( 松 井 昭 光 記 〉

浜口隆一評論集 l 現代ill 築の断 imo B  6 版。 350頁。; t 悩 1. 600問。近代建築社発行。
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手忌司ＡＮｾ *- "ピミ，SG 〈丁 番 型 〉

- 特 長

1. 丁番がドアーク ローザー を兼ねていますので、外観は目立たず、そのシンプ

ルなデザインぽ震に良〈マッチします 。

2. 画期的なダブル スプリング七万換機構( クラッチ) により 、充介な 閉扉力を具え

ております 。

3. 内蔵されたス トップ装置により 、扉は 85' - 90・の問でストップします 。

4. 閉扉速度の コントロールは円滑で、速度調整はどなたにも簡単にできます。

5. ドア ーチ ェックを使用することが困難な特殊な 扉 にも使用できます。

6. 機構的 に摩j察函が少〈無理がありませんので、耐久力に優れ 、20万回以上に

及ぶ耐久テストでもこ れが実証されています。

発売 元 日 恵 機 材 株 式 会 社

東 京 都 千 代 田 区 丸 / 内 2 - 2 ( 九 ビ ル459区 )

電 話 東 京 ( 201) 3  3  3  3  ( 211)  0  0  0  5  

大 阪 出 張 所 大 阪 市 東 区 高 麗 橋 5 - 16( 今 井 ビ ル )

電 話 大 阪 ( 231 ) 4 6 0 8

製 造 元 白 木 電 気 精 器 械 式 奮 枇



建 築 と 社
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ニュ ス1m縞をお送 り ください。
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- 大阪府雇用促進協会結成の動き

大阪建設業協会では ，万博工事その他大規模

工事などに必要な建設労務者の舷保や労務者不

足対策を 検討していたが， 乙のほど理事会で

「大阪府建設業雇用促進協会J ( 仮称) を結成

することを決めた。規約，事業計画予算などは

近いうちに決めることになった。乙 の雇用促進

協会は ，大阪府下の建設業者を会員組織と し，

年間予算約 700 万で，他府県よりの労務者を集

めるための P Rや，労務者名簿の作成，家族へ

の述絡調整，賃金支払いの保証なとを行なって

会員の労務者募集に協力する。

. 建築設計センターで

実施設計を共同で

建築家協会関西支部に所属している中堅の設

計事務所 5 社は ，建築家技術述盟をつくって設

計活動をつづ。けているが，乙のほど，基本設計

後の実施設計の共同作業の場として「協同組合

建築センター J ( 大阪市東区京縮 3松村ビノレ内)

を開設した。

. プレハプ住宅をオランダへ輸出

積水ノ、ウス K Kでは ，オランダのベスター礼

とプレハブ住宅の輸出につい て， 3 年 liij から話

し合いを進めていたが， 乙のほと契約がまとま

りまず 3 棟輸出 ，続いて 7 紋も近日輪H¥される 。

先日来日したベスタ 一社ベッカ一社長の l訴によ

れば 2 年前 iζ サンプノレハウスを it てて . セキ

スイハウスヨーロッバタイ プとして改良( こ努め

た結果，新聞 ・テレとに もJ1ii.り 上 げられるよう

になり ，オランダおよび西 トイツ で大きな反包'

をl呼び ，鉄什住宅の鯵らしさや 11 木の工業製品

という乙とで，非常 l ζ H，Tv. とのこと である、制

水ハウスか ら輸出する材料は ｊｾ 似材を除いた外

部材料一式で，内装材は引地で製作される乙と

になっている内西ドイ Y での i以売ulli 絡は ，100ぱ

の住' t で48- 54千 D M(邦貨432- 486万円) で.

ヨーロッバで高まっている独、' r i J: 't の'， (Js}f lζ 治

介した ものとして今後の j住民がた 11 され るべ

• E  X  P  0 - 70契 約 第 1 号 一一

カナダ館 ( 鏡 の殿 堂 ) ー引ト

カナタ l改Jf. fは 8 月 l 日，1970年の日本万国防

覧会への :1:1必芸刈11の正式契約を結んだの契約訓

印は，午前 Ｑ Ｑ ＱＱＡｪ ， 日本 ｽｪ ｬｊｾ博協会東 京 事務所で ，

石坂万博協会会長と p . リードカナタ E X P O

'70 委員会委L1長の|日j で行なわれたう

これは E X  P  0  '70の正式契約第 l 号である。

カナタ館は ，万国博会場のメイン ・エ ン トラ

ンスをは いったすぐの場所に建設され，敷地は

捉 i却され，カナダの指導( I "J な 8 人の建築家，展

示デザイ ナーの委員会によって審査され，エ リ

クソン ー 7 ッセイ設計 司王務所が入選した。

9，ω Onf ，予算は展示館，展示物，アト ラクショ コンクーノレは二段階 lζ 分け 6 カ月にわたって

ン，広告， P Rを含め 1，120万 ドノレ (4α.[¥3，2∞ 行なわれた。第一段階は 208 の応募の中から 6

万円) が予定されている。カナダ飴の: 建築は つの以終予選作が選び:1: された。乙の 6つの設

" 鋭の殿堂" と いえるものである。

四枚の巨大な鋭の壁が第一の特徴で，壁の高

さは 19. 5m，451交の傾斜で会場をおおい ，その

下が展示場， レス トラ ンになる。乙のおl の壁は

日本の美しい空を映し :1: すとともに ，カナダの

風景の広大な乙と ，力強さ ，単純な美しさを象

徴する。入口の両国も鋭で ，入l易者を無限に l決

し出し ，22幻的な内部の空間を作り出す。 メイ

ンの出入口の歩道は池で縁どられているが， ζ

の1也が銑の墜を反映してミラ ーボーノレのように

光る。

中央の池の中には 5 本の鋭の柱が立てられ，

それぞれが舞台をおおう大きなノマラソノレを支え

る。舞台で演技が行なわていないときは乙のパ

ラソノレがゆっくりと回転するようになってい

る。内庭は中央の池の方へ，庭園 ，舞台，彫刻

い乙いの場と段々になっており ，砂色のコンク

リート のT 字形が池の方へ傾斜し ，鋭の壁の中

lζ 無限に続くように見えるのも ， "鋭の殿堂 "

にふさわしい設計となっている 。

乙のパビリオンの設計は ，設計コンクーノレの

形式がとられ，カナダ在住の王立建築家協会の

全会員 lζ 参加を知的し . その結果 208 の設計が

計者は ，エリクソン - < ' ツセイのほか，アフレ

ック ，テ' スノ《ラッソ ，ディマコポウロス ， レー

ベンソノレド ，サイズ( モントリオーノレ) ;  <'ノレ

セノレ ・ガーニュ & レオナード ・D . ウォーショ

ー( モントリオーノレ) ;  ジョン ・ギャロ y プ

( トロント) ，ガーディナ ー， ソー ントン ，ゲ

イス ，ディビッドソン ，ギャレッ 卜， 7 ッソン

& アソシェーツ( ノミンクーパー) ;  イアン ・7

ーチン( モン トリオー J レ) 。

入選者のエリクソン 7 ッセイ設計事務所

( パンクーパー) はアーサー ・チャーノレズ ・エ

リクソン氏とジョフリー ・マッセイ氏の主宰す

るもので，両氏は 1963年 lζ シモン ・フレ ーザ一

大学コンペティションで 1 ｾ等 立を獲得していら

い ， 共同でｾ築設計業務を行なってきた。 Ｑ Ｙ 凶

年東京国際見本市の展示館ベスト ・デザイン ，

66年および67年のプレストレスト ・コンクリ ー

ト・インスチチュ ート 1}: ，66年のパンク ーパー

サイテーション1 } : なと多くの立を獲得し てい

る。エリクソン氏は建築設計業務のほか，ブリ

ティシュ ・コロンピア 大学助教授をつとめ ，ジ

ョフリー ・7 ・ノセイ氏はハ ーパード大学出身の

佳築学: 士の山 。
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す ぐ れ た 居 住 性 を 創 造 す る

軽 量 気 泡 コ ン ク リ ー ト

長ポレ ＱＱＱ ＧＷｾ夜

車至 量 (比重 o.5コンクト卜Mの重量)

断
熱 ( コンクトトの 1 0 倍の断熱性 )

耐 火 (法

Fえ... 

耐 火 キオ 料)

. シポレックスは工場、住宅から超高層ビルまで

あらゆる建物の屋根 ・床 ・壁 ・間仕切 ・耐火被

覆に使用されますが次の建物には特に最適です

工期短縮を要するすべての建物

2  z ; g 調を要する工場 ・倉 庫事 務 所 住 宅等

3  鉄骨大張聞の工場 ・体 育 館 等

4  軽量化を要する高層建築物 ・軟 弱 地 盤 の 建 物

5  鉄 骨 耐 火 構 造 の 建 物

20 

聖一ー
h ‘ I  ｾ 量 当 ｾ Ｍ ｬ

前田産業( 株) 八屋工場

設計施工 Ｈ 株 Ｉ 竹中工務｝， ｩｾ

f史J日告11位 外壁

唾至言言p

b ポレ11/ '77... 販 売 株 式 会 社

本 社 東 京 都 千 代 田 区 岩 本 町 2 ノ 1 ノ 16( 森 川 ビ ル )

電 話 東 京 ( 86 1) 代 表 7 2 4 1  

大 阪 支 J苫 大 阪 市 西 区 京 町 堀 通 | ノ 125( 東 洋 ビ ル )

電 話 大 阪 ( 443) 代 表 7 7 4 1  

名 古 屋 支 唐 名 古 屋 市 中 村 区 広 小 路 西 通 3 ノ 2 ( 大商 ビ ル )

電 話 名 古 屋 ( 58 1) 代 表 7 4  2  1  



口 写真と 概要 をどしどしお送りください。

凡例 : a. 所在地 b  建築而H' l c . 延而秘 d  附iiE胤悦 e. コニ JUI 

画面画面

262 . 神 戸 銀 行 京 都 支 庖

設計 : 梓 建 築 事 務 所

施 工 : K .  K  大 林 組

a  京都 市下 京区 四条通魁屋町

西入ル立売東町25の l

b  .  743 .47m'  

c  .  2 . 173 .42m'  

d .  S R C.  B l. 3 F .  P  

･Ｎ 昭和 Ｔ Ｑ 年 Ｙ 月ｾ昭 和 ＴＲｾ Ｑ Ｇ 6 月

263 . 香 雪 記 念 病 院

設 川 崎 工 K .K 竹 中 工 務 庖

a .  i' GHrl i 大字 鷲林寺剣谷 l の 5

b.  1. 100. l m'  

c  .  7. 574  .Om'  

d .  R C.  B  1.  6 F .  P 2  

e.  n{ Hn39年 12月~昭和42年 5 月

264. 静 岡 明 治 生 命 館

設計 ・地工 : K.K 竹 中 工 務 底

a  静 岡 市 常 盤 町 l の 4

b  673 .4m'  

5. 003 .7m'  

S  R  C .  B  1 .  8  F .  P  2  

e  昭和41年 3 月~昭和42年 6 月

265 . 大 阪 女 子 短 期 大 掌 附 属 高 等 学 校

( 増築)

設計 施 工 : K .K 米 国 工 務 l吉

a . 大 阪 府 藤 井 寺 市 岡

b .  2. 029 .36m'  

c  .  1O.615 .62m'  

d  .  R  C.  7  F .  P  2  

e  昭和40年 5 月~昭和42年 3 月

268 . 口 イ ‘y  ア ル

設計 ー地 工 K .K .竹 中 工 務 底

a  東京都港 区 北w山3丁目 5町30

b .  Ｑ ｾ Ｎ Ｒ ｭ Ｇ＠

1. 178 .4m'  

d .  R C .  B l. 6 F .  P 2  

e  昭和41年 10月~昭和42年 5 月

266 . 姫 路 短 期 大 学 附 属 幼 稚 園

設計 兵 庫 県 建 築 部 営 錯 誤

施工 。高 見 建 設 K . K

a . 姫 路 市 新 在 家

b  .  475.  15m'  

c  .  406 .3  m'  

d .  R  C .  1  F  

e  . 昭和42年 l 月~昭和42年 4 月

269 .  丸ホ ア J レ

設計 ・地 工 K .K 竹 中 工 務 庖

a  礼 申見市南 7 条 西 3 丁目

b.  Ｔｾ Ｎ Ｕ ｭ Ｇ＠

1. 459.0m'  

d .  R C.  B l ， 3 F .  P l  

e. 昭和41年 6 月~昭和42年 5 H

267 . 松 蔭 女 子 学 園 大 学 第 2 期

設計 ・地工 K.K 竹 中 工 務 庖

a  神戸市ーあ 収区多 聞町火町 if:l;; 409

b .  982 .2m'  

3. 451 .2m'  

R  C.  B  1.  4  F  

e . 昭和41年 9 月一昭和42年 5 月

キ去 志270 .  
:tl: 

刀之

設計 三 座 建 築 事 務 所

施 工 . 林 建 設 工 換 K . K  

a. 神戸市生田区三 宮町 2 丁 目32

b.  129 .43m'  

c  .  434 . 1缶d

d.  S.  4  F (既 設地下 室利用 )

e  昭和41年 II 月~昭和42年 3 月

民家的雰囲気を取入れ、 1  .  2 階

別傾 向食堂を気安〈手11mできる問

乃

2 1  



各種玄関マ ット設計製作 E 4 P kJ  コトしートヨＭＨｾ下・ Ｓ ト

口口
三Ｇリ“二，Ｏｾ
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断 面 詳 細 図

ハ イ セ ン ス を

しこう /

. P A T . N O. 7 4 8 4 0  1  

お そ う じ 百 貨

グッドデザインを

選ぼう

三百リ" 孟.I V 工 業 株 式 会 社

営 業 本 部 / 大 l以 di llLil メ -1じJ)/ti i l : I'. ;U! .  r l 12 0  T  ｾ＠ L  ( 531)  3 514 . 8 246 ・934 7

本 社 工 場 / 以打11 けi t HI え 久 l吐き長山 II IJ 3 8 0の 2 '1・ビし ( 9 2)  6  3  6  1  - 3  

〈営 業 所〉

東 京 I T E L ( 666)  4 7 14  ( 668 ) 4873  

名 古 屋 I T E L ( 731)  5 1 3 8 ・5 3 9 6

京 都 I T  E  L  ( 22)  5 3 6 3 .  0 2 1 4  

大 阪 I T  E  L  ( 531)  3 5  1  4  .  8 2 4 6  

福 岡 I T  E  L  ( 29)  2  7  0  6  

ｾｾ、



• 

画

クラスメート

28 (大阪工 業 大 特 門 学 院( 現短大) 大正 12年 ~

昭和 5 年卒〕

1f より ( 似林時 )

大佐和彦太郎 ( 1くK 共 栄 挫 J1tl 取締役村氏 1I!{f1l 5 1j"'f:) 

道 田 泰 治 郎 ( K K 新 l 務所取締役総務部 lと )(.11: 12
1
1'守 )

生 駒 忠 彦 ( '1駒往築設川 '1' 削 r k . 1附 15 '1'.'( )  

大 下 順 三 郎 ( 州 l挫，;¥t K K取締役村 J< .  1附 15' 1司 )

星 麗 文 F 千11住; [ 1 K  K'ii¥'Jjjl[i 締役大l 1e15! 1半)

関 盛 治 ( 阪神 l二本 r:1i K K'ii¥' ffi 取 締 役 大 IE 14! 門 )

大 津 敏 晴 ( K K !l tf 11制l'ii¥' {)j取締役) ， 11: 14 11' 半)

大阪市北lメー. c大会館 7 ラブ京にて

、

大阪工業大学といっても、その歴史は大正 11年の関西工学専修学校に始り、関西工

業、関西高等工学校、摂商工業専門学校、と発展し、 昭和 24年大阪工業大学と改称さ

れたもので、いわばその草分H寺代の老兵の一部 の集りである 。

卒業生5万有余、年間予算約20憶と厄大に膨れ上り博士課程の大学院も併設され、校

友会館も 一昨年竣工をみ、そ の前途は洋々たるもので、これが現在の大阪工大のす が

たである 。工大クラブ会員で今日の欠席者は、尾亀清四郎 (三晃商会会長1 I {{ 7  ) 、海上

静一 ( 海上建築事務所長1 I {{ 5  ) 、神足繁雄 ( 神足建築事務所長 11(1 5  ) 、福 山良三 (莱本建

設 K K常務 II{{ 5  ) 、宇賀 一郎 (字賀一郎建築技術研究所長1I{{ 5  ) 、堅田静雄 ( 堅田建設 K

K 社長 II{{ 7  ) 以上六君である 。

大津 、長い役所生活から 鮮かな転身ぶり、現在業者の 営業担当常務と して目先きの

鋭さは業界の定評とか。

問 、関西で始めてという 13階建の新阪神ホテルを見事完成させ、老兵の意気陽々た

るもの、又夜の方面でもわれわれの大先輩である 。

星 、朝日ビル時代の元気はどこいやら、最近悪友連から1L、の星などと異名をとり会社

の片隅で小 さくちん座ましまして御座る 。

大下 、自称昭和の青年と称し 一年を 400 日で暮す全くの仕 'JTの虫、最近は大山 llitr 天

王山観光開発事業 にとっ 組 んで、いよいよその本領を発揮している 。

生駒 、長い闘病生活から最近ょうやく立ち上り万博を控えて闘志を燃している 。

道 田、大正 12年卒の工大草分けの大先輩、府の営繕から長〈特調に勤め今は業者の

総務重役、正に名官房長官ぶり 。

大佐和 、学生時代から真而目 一方の君の性格は事業の面にも良くあらわれ、苦しい

中小企業の中にあって堅実な経営をつづけている 。 ( 星 記 )
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成

? 盆z

Ｂ｝ｾヨ地.....宅

Eさ2

力ミ"昔の人は土地 lζ 対して非常に敬皮な気持を持っており ，土地は精霊が宿るものと考え ，

教的な気持を持って ζ れと対していた。もちろん改変能力も非常に之しいものであったから ，

それ乙そ神の怒りに触れてひどい自に会ったのである。したが
うっかり改変しようものなら ，

って建築は地形に対して非常に注意深く建てられたが故に ，全くよく自然にマッチしていた "

とケビン ・リンチは言っている。今 は人聞はわずかばかりの改変力ができたことにおどって ，

しかも自然を完全に把握もできない状態で。宅地造成はど土地を自由自在に変えようとする。

んどん進行しているが，果して雨量計算が完全にチェックできる人が何人いるだろうか。わず

自分自
かな道路の節約と ，平 な土地の方が傾斜した土地より建てやすいと一般に 信 じ込ませ，

よくよく考えまた経済的であるか，らも単純に信じてである。果して本当に建てやすいのか，

自然を美しく改造できるかどうか
る必要がある。何よりもまづ分を知り ，敬皮な気持になり ，

(Ni )  
考えてみる乙とだ。

割 増 か割 増 か 安 全房惨 冷

ζ の原稿が印刷される乙ろには ，不評判の大阪のタクシーの冷房割増料金問題もどうやらケ

リがついている乙とであろう。タクシーに限らず，最近の冷房設備の普及はめざましい。とと
， 

3  

「当屈は防火上安全です」と書いてある庖
ろで「冷房中」と書いてある料理屈などは多いが，

衛生関係、では「そんな 馬鹿な乙 と ! J といわれるかもしれないが，は未だ見たととがない。

同様に「防
「秀 ・優 ・可」などと各屈の衛生上の評価を示す表示が行なわれているのだから ，

自家
火上の安全度」に応じて各屈に級別の表示をしてもおかしくないはずであるが，問題は a

西 沢 文 隆

板倉準三 建築研究所大阪支所長

ビノレの火災など
用車のためにムチウチ病防止用の安全枕を取りつけるだけの関心はあっても，

「あのホテ J レは冷暖房完備だから少
夢 lとも考えた乙とがないという人が多いという点にある。

堀 内 三 郎

京 都 大 学 教 授 ・エ 博

「スプ リンクラなどの防火 ・避難設備があっ て
々料金が高くても泊ろう」というのもよいが，

中 出 俊 郎

郎 竹 中 工 務 j苫 神 戸 営 業 所 長

(H o)  
安心だから泊ろう」というようにならないものだろうか。

範垂先惨 率三 村 酔

須 賀 工 業 版 取 締 役 技 術 部 長

乙の 言葉 は古くて新しい含蓄の ある 言葉である。よい建築を残そうとするならば ，作業所の

さら lζ
担当者は自ら率先して仕事に取組むべきである。そうするととによって部下が見習い ，

まわりの人たちも見習う。その結集した力が立派な作品を生むものである。最近，都市計画の

乙れらの建物を解体時に見る
一環による 市街地改造などで古い建物をとり乙わしているが，

と，石積ならびに大理石の張り具合，整然 とした配筋状態など，担当者が寝食を忘れて仕事 に

打ち込んだ努力の跡が うかがわれる。他産業の合理化とともに建築界においても一線の建物が

同じ材料を使用して完成した建物であっしかし同じ機械を使い ，できる時代になりつつある。

ても ，施工担当者の 心掛けいかんによってはずいぶん逢うものである。仕事一筋に生き ，率先

(N a)  
霊範する精神があってとそ，本当によい建築が創造されるものである。

エ人と
妖

. . . . . 続・自

近代ビノレ内はま乙とに快適でその 空気温度は夏も冬もほとんど差がない。乙れは虫や細菌 lζ

1/ 南京虫，油虫，
地下室では夏の風物たる蚊が一年中飛び回っていたり ，

も好環境を与え ，

メ入

寸
カビ等が異常に発生したりする場合もある。自然界は微妙に力の均衡がとれているが，

ーーー，

日の機械文明は自然への挑戦と破壊に憂身をやっし ，予期 しなかった弊害の解決に苦労してい

あるいは宅地造成による 山津波
るかの観がある。大気汚染，河川汚濁，交通災害，農薬の害，

公害と称される人災は天災を上回っている。複雑優勢な自然力に逆って，下手に機械力
など，

に頼れば，人工の微力 さ，均衡の複雑さを思い知らされ，技術家の迂澗さが責められる。自然

乙れをフ J レlζ 活用また は防護するデパ イ

25 

(Mi )  

力の摂理と大きさを正 しく手抜かりなく分析評価し ，

スの上にさらに改善増強のための人工力を加味する 乙と を，計画の 11慎序と 心得 たい 。

7 月号より12月号まで上

記の 4 人の執筆者で担当

して もらいます。
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本号は都合 ICより 「作品作風欄」は休紋させて

いただきます。次号は四国の最近唆工建物を紹

介する予定です。ど了承下さい 。
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建 築 資 と 融金

通商産業省企業局産業資金課長

斉 藤 太

1 . は めじ

本稿の目的は ，建築資金と して，財政資金が どのようなパイ

プを通じ ， どのように流れているか，いいかえれば，国は建築

資金を供給するためどのような制度を用意 してい るか，を明ら

かにするこ とで ある。

周知のように ，わが国においては ，予算と同時期に財政投融

資計画が策定され，予算の参考資料と して毎年国会に提出され

ている。乙の財政投融資計画は ，産業投資特別会計，資金運用

部資金，簡保資金および公募債借入金などの原資に関する資金

計画とその資金の供給計画からなっており ，毎年度，財 政 資 金

がどのよ うに配分されるかが決定される。もちろん国はとれら

の資金を直接に貸付するのではなく ， 日本開発銀行，住 宅 金 融

公庫のような機関を通じて貸付を行なっているので ある 。

さて，本題 lζ 戻って， とれらの財政資金のうちのいくばくか

が建築資金として配分される乙ととなるが，それはどのような

機関を通じ ， どのような形で配分されているのであろうか。

残念ながら今までのと乙ろ ，財政資金を建築資金という形で

明確に整 理 したデータはない。したがって，乙乙で は，財 政 投

融資計画に基づいて政府金融機関などが行なっている設備資金

( 乙の 中には ，建築資金関係のものだけでなく ，機 械 な ど の 設

備取得のための資金も含まれる) 融資をピックアップして行く

乙と lζ しfこい。

2  . 機 関別 設 備資 金 融 資 制 度 の 概 要

(1) 日本開発銀行

(イ) 同行の主要業務は「設備の取得，改良，補修または土地

の造成に必要な J 長期資金の貸付および債務保証であ り，対象

企業， 対象業種については同行設立の趣旨にそうものであれ

ば，特に限定はない 。

( ロ) 貸付条件 貸付額，貸付比率 とも，とくに限度はない。

した がって ， 貸 付比 率は ， 業種によっては Ｗ Ｐｾ Ｘ Ｐ ＹＶ から ＱＰ ＵＧぢ前

後まで広範囲に分散している。

なお ，42年度の業種 ( 項目 ) 別貸付計画および貸付金利など

は別表の とおりである 。
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別表 42年度日本開発銀行貸付計画

142年度当1 L>.  0;:" ( I . r ¥ 1  

項 目 |初計画額|金利( 年) I  備
考

電 カ

i芭円 %  

162 6. 5  

海 連 841  6. 5 

地 域 目司 発 400 基準金利

石 炭 110 6.5 

特( 電子定工業を機含む械)  
65 響 工 芸 7. 5

工 6. 5

硫 安 10  6. 5  
( ただ し， ガス寝転換およ)

び肥料形態転 lζ 限る

重 機 械 開 発 30 7.5 

石 油 業 80 6. 5  

E呈 業 公 害 15 7. 5  
(貸出後 3 年間 峨 り )  

7. 05百

電 子 計 算 機 70 7. 5  

対動象車潮ロ業タイ 種イ石bf=ヤ油z績，特化維金殊風鋼乗ア用，醐プン車エモ， 自ロ

産 業 構 造 改 善 100 基準金利

アアよ 工非業人 ニお

対象業種グ= 総合モデノレ、ンョ

ッピン セン ター，ボラン

大び都流市通再機構開発近代お化よ 220 
1 /  

タリーチェ ーン，ノマレット

プールセンター，国際観光

駐自動車車場等ターミナノレ，倉庫，

対非象鉄業種属= 新業技等術のプ企レ業化

そ の イ也 150 
1 /  金 鉱 ， ハブ

人工軽量骨材，輸出産業等

計 2. 253 

注) 基準金利 . 年8.296

い) 次 K ，建築資金 lと関係のあると思われる主な業種( 項目〉

の貸付制度の概要を簡単に述べてみよう。

(  i  ) 産業の構造改善の推進

資本自由 化など本格的な 開放経済体制 lζ 備えて，国際競走力

の強化に格段の努力を払う乙とが必要である。 とのため ，合 併

共同投資，過剰設備の処理など産業全体の構造改善を推進し ，

その実現を期すための融資を行なっている。なお，貸 付 計 画 額

貸付金利，対象業種については別表 lζ 示したとおりである ( 以

下についても同じ〉

( ii ) 産業の体質改善 と近代化

① 非鉄金属鉱業など ; 鉱産物の安定的供給体制を確立する

ため ，新規優秀鉱山の開発工事，製錬所の近代化，合 理化 工 事

経営 の多角化のた めの投資などについ て融資を行なっている。

② プレハブ建築産業，人口軽量骨 材工業 ; 国民生活の向上

を図るため ， プレハブ建築産業の量 産体制による コストの低 下



を推進し ，また ，砂利など天然資材の枯沼傾向にかんがみ，人

工軽量管材の量産化を助成するための融資を行なっている。

(i i i) 流通，消費者対策の推進

① ボラ ンタリ ー・ チェ ー ン( 小売商連鎖事業) ; 流通機構

合理化のため ，既存の独立小売業者の連鎖化を行なうものに対

し融資を行なっている。なお，対象設備は ，倉庫，事務室，研

究室などが主なものである。

② 卸総合 センタ ー; 卸機能の再開発と流通コストの引下げ

を図るとともに大都市の再開発にも資するため κ ，取引 ，展示

など商的機能 と集荷，荷さばきなど物的流通機能を備え ，かっ

諸施設の共同利用も可能な「卸総合センタ ー」の建設を推進す

るための融資制度。

③ パレットプー J レ制度 ; ノf レット輸送( 貨物輸送用荷台に

よる輸送) の普及を図るための融資制度。融資対象は ， 乙の制

度 lζ 加入する者が保有するパレット，フォ ー クリフト ，専用ト

ラックあるいは倉庫，ヤー ドの設置，改造資金などである。

(2)  北海道東北開発公庫

(  i  ) 同公庫は ，北海道，東北地方( 新潟県を含む〉における

産業の振興開発を促進するため， i 設備の取得，改良もしくは

補修 lζ 伴い必要な長期資金の投融資および債務保証J を主たる

業務としており ， 運用規模は 4 年度 385億円 ，42年度 400億円

( 計画) と逐年i曽加している。

( ii ) 貸付対象など ; 貸付対象業種は同公庫法第四条 lζ 示すと

おりほとんどの業種について貸付が行われているが，政府の政

策目的として日本開発銀行の行なう電力 ，石炭 ，硫安，特定機

械などの業種は ，原則として融資対象としない。対象企業は ，

資本金 1 千万円以上の企業 [ζ 限られ，貸付金の限度額は，原則

として所要資金の7096以内 ，貸付金利は年8. 2必である。

(3)  公害防止事業団

同事業団は ，産業公害を防止するために ，産業公害防止施設

の設置，譲渡などおよび資金の貸付を行なっており ，42年度の

実質的な事業規模は75億円となっている。融資対象地域または

水域は ， i ばい煙排出の規制などに関する法律」および「公共

用水域の水質の保全 lζ 関する法律J !ζ 規定する指定地域あるい

は指定水域および乙れらに準ずるものでなければならない。

なお ，貸付対象施設は ，業務対象地域 lζ 設置される共同公害

防止施設および事業団が設置する共同公害防止施設を利用する

工場または事業場が必要とする前処理施設( 集排水路，ガス導

貸付条件

金 手IJ (年) 融資比率

中小企業または 当初 3年間 6. 5タ6
ＸＰ ｾ ぢ以下

地方公共団体 以後 7.096 

Z、ーL  の 他 当初 3年間 7.0タ6
70必 以下

以後 ＷＮ Ｕ ｾ ぢ

管，予備貯りゅ うそうなど) である。

(4)  住宅金融公庫

同公庫は ，国民大衆が健康で- 文化的な生活を営むに足る住宅

の建設に必要な建設資金を融資するこ とを目的 とし てお り，42 

年度の貸付規模は 1，642 億円( 計画) となっている 。同公庫の

主要業務は ，以下 lζ 列記するとおりであり ，建築資金供給機関

とし て，いわば本命たる機関である。

① 次の住宅の建設( 新たに建設された住宅で，まだ人の居住

の用 lζ 供したととのないものの購入を含む) に必要な資金およ

びその住宅の建設に付随して新たに土地または借地権を取得す

るに必要な資金の貸付 け

個人住宅，住宅組合住宅，賃貸住宅，分譲住宅

② 宅地造成資金の貸付け

@  学校，幼稚園などの建設および関連公共施設の整備資金の

貸付け

@  住宅改良資金の貸付け

@  災害復興住宅の建設，補修などの資金の貸付け

@  地すべり関連住宅の建設，移転などの資金の貸付け

⑦ 宅地防災工事資金の貸付け

@  中高層耐火建築および防災建築物の建設資金の貸付け

@  産業労働者住宅建設資金の貸付け

⑬ 公庫とあらかじめ保険契約を締結している金融機関の住宅

の建設などに必要な資金の貸付けについての保険

@  付帯業務

付) 住宅などの設計，工事，維持補修および土地の造成など

に関する指導

(ロ) 住宅地，借地権の取得 lζ 関するあっ旋

村 上記( イ)，(ロ)の業務に関連して行な う土地の取得，造成，

譲渡および住宅の建設，譲渡

い) 貸付金に関連して取得した動産，不動産などの管理お よ

び処分

(5)  年金福祉事業団

( i ) 同事業団は ，厚生年金保険などの被保険者などの福祉の

増進に必要な施設の設置または整備を促進するため ，次の業務

を行なっている。

① 老人福祉施設，療養施設で政令の定めるものの設置および

運営

@  厚生年金保険の適用事業所の事業主に対する上記施設の設

置または整備に要する資金の貸付け

③ 上記①② lζ 付帯する業務

( ii ) 貸付対象施設

① 住宅( 厚生年金保険および船員保険の被保険者のための社

宅または寄宿舎〉

② 病院，診療所および付属の看護婦宿舎，医員宿舎または看

護婦養成所
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@  保養所，休養所などの心身の疲労を回復する施設

④ 体育館，運動場，プーJ レ，テニ ス コー ト，野球場など

⑤ 集会場，図書館などの教義文化のための施設

(i ii) 貸付条件 ; 貸付の限度額は最低50万円であり ，また ，貸

付利率および貸付比率は ，次の とおりである。

区 分 | 貸付利皐 | 貸付比率

大企業の事業主( 船舶所有者を含む)

(商業，サービス業は50人，鉱業は 1，000人そ¥1 年 796 

の他3∞人以上の被保険者を使用するものj

中小企業事業主，その他の法人 年 6.596

(6)  雇用促進事業団

住宅 7096 

その他8096

9096 

(  i  ) 雇用促進事業団は ，雇用促進卒業団法に基づいて，昭和

36年 lζ 設立された機関であり ， 労働者の技能の習得および向

上，地域間および産業閣の移動の円滑化，その他就職の援助に

関し必要な業務を行なう乙とを目的としている。

( i  i) 同事業団は ，上記の目的を達成するため ，事業主または

事業主の団体が，公共職業安定所の紹介 lとより ，労働者を雇い

入れる際，事業団は当該事業主または事業主の団体 lζ 対し ，①

労働者住宅 ②福祉施設 ③事業内職業訓練施設などに必要な

資金を長期かつ低利( 年6. 596) で貸付けている。 42年度にお

ける貸付計画は 120億円となっている。

(1)  中小企業金融公庫

同公庫の主たる業務は ，中小企業者の設備の近代化および体

質改普ーの推進 lζ 必要な長期資金などの貸付を行なう乙とであ

る。 乙の貸付 lζ は，一般貸付と特別貸付とがあり ，貸付の方法

には直接貸付と代理貸付とがある。なお ，42年度の当初貸付計

画は2，357億円である。

(  i  ) 一般貸付

原則として，資本金 5 千万円以下または従業員 300 人以下の

企業に対する設備資金および長期運転資金の貸付を行なうもの

であり ，製造業，鉱業，土石採石業，建設業，運送業，倉庫業，

電気供給業，ガス供給業などの18業種を対象としている 。貸付

金額は ，直接貸付の場合 3 千万円以下，代理貸付の場合 1 千万

円以下であり ，貸付利率は両者とも年8.296である。

( i  i) 特別貸付

42年度における貸付条件などは ，下表の とおりである。

(8  )  商工組合中央金庫

間金庫は ，中小企業など協同組合その他主と して 中小規模の

事業者を構成員とする団体 lと対する一般貸付，特殊貸付，預金

などの業務を行なっている。貸付対象資金は ，組合の協同事業

に必要な運転資金，組合が組合員の事業資金として貸し付ける

転貸資金，組合員が自己の事業 lζ 要する設備および運転資金な

どの長期および短期の資金である。

(9)  国民金融公庫

同公庫は ，独立した事業 lと対する小口事業資金の貸付を主た

る業務としており ，42年度当初貸付計画は 3，143 億円とな って

おり ，貸付対象資金は ，設備資金および運転資金の両方が認め

られている。

なお， とくに建築資金関係のものと しては ， 特別貸付とし

て，中小企業における労働災害を防止するための施設などを設

置するための融資を目的とした「産業安全衛生施設設置資金J ，

炭鉱の終閉山に伴い融資を行なう「産炭地中小企業者特別貸付」

あるいは「災害貸付」などの制度がある。

間 中小企業振興事業団

同事業団は，中小企業者の事業の共同化，工場および庖舗の

集団化，その他中小企業構造の高度化を強力に推進するために

必要な指導および資金の貸付などを主たる業務と している 。42

年度の貸付規模は 120億円( 計画〉である。

。1) 産炭地域振興事業団

産炭地域振興事業団は ，昭和37年，産炭地域振興事業団法に

基づいて設立された機関であり ，石炭鉱業の不況に よ り特に疲

幣の著しい産炭地域における鉱工業などの計画的な発展を図る

ため ，産炭地域における鉱工業などに対す る設備資金の貸付を

行なっている。なお ，42年度における設備資金 lζ 対する貸付計

画は30億円 となっている 。

|号室| 貸 付 対 象 | 資金使途 | 利 率 |貸付期間|据置期間| 岬 度 融 資 枠

|枠 10 原則として l 年以上の長期契約が1 1  C: f VV" I M"  III x-J  1  

霊安堅持 ＱＺ Ｑ 。窓会説明し輸出実績抑以上 ｼ 設備資金回政界 ｾ Ｑ Ｒ 行 年 Ｑ Ｑ 年以内
I  mr Ｑ ＧＭＧｾ ＷＢ ｾＱ ＺＺＱＺＮ ｙＧＭ ｊｦ ｾｊ＠ l  .. ＮＮ， Ｇｴｎ ＱＭｕＺ［ＱＧￇ ｉｉｾ ＢＭｖ Ｏ ｕ ｖＮ ＭＧＭ Ｑ＠ 17. 596 

|晶 | のもの 1  1' .  '-' / 0 1  

30 

|片 1 1"凡雌批ム同年間まで年|

産業安全衛 1 Ｎ 、 ｼ 労働基準法の対象となる製造業者 ， 十 九 ｉｾ Ｇｌｾ［ ｾＮａＺ Ｑ Ｖ Ｎ＠ 596 11年以上

生施設貸付 |直 |建設業者など 施設最書作jp後年 17年以内

15 

協 議 |直 |説 明 錦 織 違 和 備 資 金 輔 君17年以内 11

別融資 |代 13条指定業種に属するもの 1  11  
一一一一一一L 一Iv  :;;>f<:. J I : I J - . C. / K1::J.i'..... ' I"'.l ':1 ' "0)  U  V . J  I  ルて年7. 996

|工場排水などの規制l C 関する法律施 一一一 一一一一一一一一一一

1∞ 

ー業 λ 骨 1 =- 11' 第一欄に掲げる業種に属す1 1  

国 |直 |るもの 拭 l  k u笠主だ

1  1鉱山保安法第 2 条lζ 規定する鉱業権| ぼ 泊 応 肱 川 町

1  .. 1者 |設 備 資 金 F27?を:|1咋以内!2年以内Ic国民公庫分も含む〉

貸 付 |代 15足煙炉也の規制などに関する法| 弘r 7.0話出1 1  
I  I律第 2 条に規定するばい煙または特| 民 十 月 1 1  

定有害物質を排出するもの

( 備考〉取扱方式の欄の「直」は直接貸付け， r代J は代理貸付
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大 都 市 再 開 発 と 建 設 資 金

日本開発銀行大阪支居間近役

龍 昇
士

ロ

大 都 市 問 題 の 発 生

昭和30年代， とくにその後半から「都市化」は激しい速度で

進行している。すでに東京都とその周辺部には 2，000 万人の人

聞が住み ，いわゆる東海道ベソレト地帯の人口は 4，000 万人にも

達している。との都市化現象は ， 日本経済の高度成長の象徴で

あるが，同時に地価の高騰，住宅難，通勤難，公害などのさまざま

な問題を引きお乙しているのも深刻な現実である。いまや，都

市問題は日本の政治と経済が当面している最大の問題である。

しかし ， 乙の都市化の大きな流れについて，政策も人々の意

識も 十分な適応が行なわれたとはいいがたい。

とくに 政策の面では ，戦後20年間，大都市問題が国の課題 と

して正式に議論された乙とはなかったといってよい状態であっ

た。それはあくまで，東京都の問題として，あるいは大阪市の問

題と して扱われてきた。従来から行な われてきた「地域開発政

策」においても ，後進地域を開発する乙とによって，結果的 lζ

大都市への人口と産業の集中を防止するという消極的な姿勢が

とられたにすぎなかった。

過 密 対 策 の 進 行

結局の と乙ろが，大都市の膨脹をくいとめる乙とはできなか

った。とくに ，東京と大阪を中心とし た周辺部の都市機能は麻

庫状態 lζ 陥る ζ とになった。現実問題として過密の幣害はすで

に放置しえなくな ってきた。 ζ のため，政府においても昭和39

年どろから大都市問題を大きな課題と してと りあげざるをえな

くなってきた。 I集まっているから惑い」という考えだけでは

なく ，現実に集まっている人口や産業をどのようにして再開発

し都市機能を軌道にのせるのか， とくに都心の市街地を近代的

に体質改善するとと が問題の焦点 となってきた。

もちろん ，都市改造事業が過去全く放置されていたわけでは

ない。土地区画整理法，市街地改造法，住宅地区改良法，防災

街区造成法なと、各種の手法が過去使われてきた。しかし ，乙 う

した制度は分散的あるいは ，硬直的で実効をあげにくい面があ

っfこ。

乙のために ，新しい都市政策確立への勤きがはじまり ，政府

では市街地再発のための「新都市計画法J ，土地私権の大巾な

制限をふくむ「都市再開発法」の成立を準備 して おり ，I土地収

用法」の一部改正はすでに前国会で成立をみている。著 しくた

ちおくれていたわが国の都市政策もようやく軌道にのりかけて

きた。乙の場合，問題となるのは都市改造事業が膨大な資金を

必要としているにもかかわらず，政府の財源は限られて いる乙

とである。

乙とから ，都市再開発事業を国 と地方公共団体だけの事業 と

して進 めるのではなく ，民間自身による再開発を期待する新 し

い考えが生まれてきた。民間の巨大なエネノレギーが大都市地域

に集中するのだから ，集中そのものは事実 として認め，さらにそ

の民閣のエネノレギーを利用して再開発を促進すべきであるとい

う考えが建設省などから出されてきた。いわゆる民間デベロ ツ

ノf ーの問題である。

民間デベロッパー として はすでに大不動産会社 ・電鉄会社 ・

商社など各種の形で現われている。その事業も土地の空関利用

( 高層 ビノレな ど) ，交通，ニュー タウンの建設など多様な分野に

わたっいる 。と くに ，大阪周辺における大阪府開発附による東

大阪流通セン ターの建設，大阪市開発公社闘による井池ビ、ノレ，

マーチャン ダイズ ・マー ト闘の総合卸 センター の建設は(1)企業

形態が半官半民の株式会社であり (2) いずれも工事規模 100 億円

以上のス ケーノレである乙となどの点において注目される 。しか

し， 乙うした再開発事業はわが国において 出現しはじめたばか

りの段階であり ，地価の高騰その他の要因で採算ベースにのり

にくい場合が多い。乙のために，民間再開発事業にたい して政

府資金の函で援助する乙と ，あるいは政府 と民聞が協同した形

の，企業形態で開発を進める乙となどの諸問題が新しく提起さ

れることになったのである。
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再 開 発 事 業 と 政 府 資 金

とのよ うな背景のもとで 開発銀行による都市再開発融資が行

なわれるととになった。次表にみられる ように私鉄，倉庫など

については昭和34年頃から融資が行われてい たが，正式には昭

和41年度から「大都市再開発および流通機構近代化」という 柱

がたてられ積極的な融資が行われる乙とにな った。

開銀 「大都市再開発 ・流通近代化」融資実績 ( 単位百万円)

|昭/34: 35 1  36 1  37 I  38 1  39 I  40 1  41 I 計

私 鉄 6，940，23，950 

駐 車 場 一 一 一! 500， 4901  3001  760 L  1301  3，180 

ターミ ナノレ

m ll オ… … 1

5

.

010

-1  50

1  

50

1  ［ｾｾ Ａ＠ Ｚ ｾｾ ｉ＠ ［ ｾｾ ｉ＠ ｾｾｾ＠ 7501  2，250 

流通センタ ー - 11. 440  3，600 5，040 

工 場 疎 開 90 90 

小 計 800;1. 350;  8502，700;4，09014， 900j7， 310112， 510i34， 510 

倉 庫
間 γ 1 6 m 11 ml m 1 3 7 0 M1 7

ボランタ リー

一 一 一 一 一 2601 260 

チ ェ ー ン

そ の 他 一 一 一 一 一 3501 350 

小 計

ｾＺ Ｑ＠ Ｚｾｾ Ｎ＠ ｾ［ｾ＠ ｾ＠ ｾｾｾ ＺＧ＠ ｾｾｾ ｉ ｾ Ｇ＠ ＺＺ ｾ ｩ ｾＧ＠ ｾｾｾ ｉ ，＠ ｾＧＺ ｾｾｾ Ｇ＠ ｾｾ Ｚ＠
合 計 1， 337i1， 600 1， 7903，3755，545'6，120'8，880114，490[43，137 

もともと大都市再開発事業という概念は漠然としたものであ

るの で，当面融資は次のように限定した形で行われて いる。

1  対象区域

首都圏，近畿圏整備整備法による 既成市街地区域ならびに

近郊整備区域。中部圏の都市整備区域

2  対象企業

資本金 5，000 万円以上の民間企業。地方公共団体の出資は

原則として50必未満

3  貸付条件

融資額は 工事 費の ＳＰ ｾ ＵＰ ＹＶ ， 利率は一部を除けば原則とし

て 年利 ＸＮ Ｒ ＹＶ 。貸 付期間は大体において Ｓ ｾ ＲＰ 年。

4  対象事業の範囲

36  

A 交通条件の改善事業

①私鉄( 都心乗入れ工事，立体交差工事など〉

②駐車場 ( 都市計画駐車場，立体駐車場)

③タ ー ミナ ノレ( パ スタ ー ミナノレ ，空港施設など)

B 市街地整備改善事業

④流通センタ ー ( 流通業務団地， トラックタ ー ミナルな

ど)

⑤既成市街地街区整備事業( 特定街区の高層 ビJ レなど〉

@ 既成市街地よりの 工場分散 ( 工場疎開)

C 流通機構近代化事業

⑦ボランタリ ーチェ ー ン本部施設設備

@ 卸総合 センタ ー建設

@ 倉庫，サイロ ，冷蔵庫などの整備

⑬その他( 民営食品市場〉

-申、、

ーも

神 品 川 山 山 川、 町村名明

. . I. l nml i nmli 事務線開3車線豊富喜Jji 軍XlIl J 灯す打れ

｡ ・ Ｑ ・・・・・・・ Ｑ ・ Ｔ ・， Ｎ蕩 ＱＱＮ ＱＺＱ Ｂ・ ｾｭ 常徳 Ｎｷ Ｎ 語怨鎗 . .  ..，句、守・rn"i.、句、守官、勾
Ｎ“ＢＮ・・ ＮＮＮＮ｡ ・鱒 ＮＮ週ＮＮｴｉＮＮＮＮＮ舗鋼ＮＮＮ，降 ｗ 鍵匂吋勺 ｭ 今今窃句、ｾＢ勺 Ｂｉｾ Ａ ，、
ＮＮＮＮＮＮＮＮＮＮ，略 Ｓ ＺＱ ＳＮ ＮＮ ・ＢＢＮ事 ＱＳ ＮｭｾＺＡｮ 、 ［ ｲＢｬｬｾ ヨＴＮｩ ＱＳＱＱ ・ 努、 ・ Ｂ毛勾で ，
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大 阪 マ ー チャ ンダイズ ・マート の総合調1センタ ー

以上の諸事業はかなり異質なものをふくんでいるが，都市再

開発のプ ロジェクト として大規模なものは ，流通 セン ター， 街

区整備事業，卸総合センタ ーなどである。

流通セ ンターは「流通業務団地」における土地の造成， トラ

ック ター ミナノレ，倉庫などの業務施設の建設で，東京における

日本自動車タ ー ミナル( 附の板紙 ，京浜二区，大阪における束大

阪開発附などが とりあ げられている。

既成市街地にお ける 街区整備事業は建築基準法にお ける特定

街区の土地空間の高度利用を 目的としたもので，中枢管理機構

の高層ビルを対象 としてい る。具体的な ケースとして は，東京

ター ミナノレ ，神戸貿易 センター などが検討されており ，三井[ (

力関ビ J レはこの項目ではないが「新技術開発」融資の対象とし

て考慮されつつある。

卸総合セ ンターは，大規模な 問屋集団の ビノレで あり ，現在大

阪天満橋のマ ーチャンダイズ ・マー 卜附などの融資が新た lζ 検

討されつつある。

こうした開発銀行の 「大都市再開発J 融資は ，いま開始され

たばかり であり ，その対象も広範な都市再開発事業の一部に限

られている。また ，実質資金枠も昭和42年度の場合 260 億円で

あり ，その量も限定されている。

しかしなが ら，今後都市改造事業を本格的にすすめるために

は， さらに巨額な資金を必要とする乙とはい うま でもない。し

たがって，長期 ・低利の資金をいかに動員するかという点が，

今後の一つの問題であろう。

すでに ，長期信用銀行 ，信託銀行，生命保険会社な どの長期

金融機関もと うし た事業を積極的に融資対象と しつつある。今

後は ，公共投資だけではなく ，政府資金ととうした各種の民間

資金を組み合わせる乙とによって，民間の手による再開発事業

を促進する 乙とが必要であろう。
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は じ め に

との特集のなかで，いわば普通銀行の代表として一般住宅の

建設資金と題 して執筆する乙とをうけたまわりま した。主とし

て ，建設される個人の方々が，金 融 機 関 の 融 資 を ど の よ う に 借

り，資金を調達するかという立場で，編 集 してみたいと思いま

す。

なお一覧表は後部に添付されるというはなしですから ，多少，我田引

水的になり恐縮ですが，われわれ銀行の，企画しているものを紹介さ

せていただきたいと存じます。

住宅建設は ， まず借入人( 建設 者〉側から考えて，現実に は，

① 自己資金で賄いうる範囲を算定してみる。

② 次 lζ ， サラリ ー マンなどであれば勤務先からの住 宅 融 資 規

定で借りられる範囲を算出してみる。

@  次に低利の政府系の金融機関( 住宅金融公庫など〉の借入

限度を当ってみる。

④ 次に民間銀行から調達を考える。

⑤ 以 上，合計し ，実 際 lζ 建設する住宅のねだんとのバランス

をはじいてみる。

以上のような順序となるのが通例です。本稿では ，上 記 の 事 情

から次のように編集してみたいと存じます。

(イ) まず@ の住宅金融公庫を抽出させていただき ，一 応 の 紹

介をする。

(ロ) 次に①の自己資金調達と@ の借入れ調達のプランをセッ

卜した ， 銀行のロ ー ン制度，を紹介する。また 関連した

いろいろの制度を紹介する。

村 最後に現実の問題となって各企業においても本格的に検

討されてきている持家制度( 借入れする社員側からは②

の問題となります) を紹介する。

( 注〉各銀行で多少なりとも ，条件，内容なと異なります。例えば上

記公庫業務，持家制度としての銀行とのタイアップも ，それぞ

れ事情は異なっています。一応大和銀行( 住宅金融公庫の取扱

は，大阪府，京都府，兵庫県，愛知県，三重県，東京都，千葉

県にまたがり ，かつ信托業務を兼営し不動産業務をも併営する

唯一の都市銀行で幅広いサ ービス部門をもっています) 1とおけ

る業務全般を紹介させていただきたいと存じます。

1.  住 宅金 融公 庫 か ら の 資 金 調 達方 法

住宅金融公庫では ，個人を対象と して住宅建設資金を融資す

るため ，毎 年 2 月一般からの申し込みを受けつけています。

( 時期は 4 月 ・7 月 ，期 間 は 約 2 週 間，新聞などで発表されます)

申込者は所定の自己資金を持ち ，収 入 状 況，住 宅 困 窮 度 な ど

一定の条件を満している乙とが必要です。申込者のうち ，抽 せ

んに当せん した人 に対して貸し付けが行なわれます。

申し込みから貸付までのあらましは次のとおりです。

山

申

込

み

者

の

資

格

( 昭和42年 6 月30日現在〉

①償還の見込みが確実である乙と ，所要月 収の基準は借入

金10万円につき

木造，防火欝造，組立木造 1............ 5，5∞円

または不燃組立構造の住宅 J

簡易耐火構造の住宅… … ・ ・・・ 4，8∞円

耐火構造の住宅 ー ー ー . .... 4，200円

所要月収が本人だけで足りない場合は，永続性のある同

居予定家族の確実な収入 lζ 限り加算される

②建設しようとする住宅の敷地を現 IC所有しているか，あ

るいは敷地の入手，借地の見込みが確実であるとと

③同居予定家族が l 人以上ある乙と

④償還について確実な連帯保証人があるとと

⑤日本の国籍( 二重国籍を除く〉を有する乙と

①貸付の対象となる住宅

住宅部分の床面積が30m' (約 9坪〉以上120m' (約36坪〉

以下( なお，公庫の建設基準 IC適合するものである乙と

が必要〕

e貸付の対象となる土地

あらたに取得し ，また取得を必要とする土地であって，公

庫から土地資金を貸付しなければ，住宅を建設する こと

が困難と認められるもの( 土地購入のみの場合は対象外)

③貸付の対象となる面積

住宅一一ー申し込み回数 ， 住宅構造 ｾｲ より異なるが Ｕ Ｓ ｭＧ

(約 16坪) が限度 3

土地一一165 ]]f (約50坪) まで。乙える部分は全額自己

負担になる。

( 便槽以外の付荷: 設備費は貸付の対象 K ならない)

@貸付金額の限度

住宅，土地とも公庫が定める住宅の建設費または土地の

標準価額のそれぞれ 7 割 5 分以内

(土地53万円 ，便糟 2 万円 ，建物 95万円，計 150万円が

最高限度)

@ 利 率 年 5 分 5 厘

⑤償還期間

木造，防火構造，組立木造 1.... .. ......18年以内

または不燃組立構造の住宅 J

簡易耐火構造の住宅・ ー. . ・ ...25年以内

耐火構造の住宅…. . .... .... .. .... ........ 35年以内

⑦償還方法 住宅が竣工し抵当権設定の翌月から毎月元

金均等償還( 利息は残存元金 K 対 して上記

利率で計算され，元金と手I j 息を含めて返済

する乙ととなる)

住宅金融公庫あるいは住宅金融公庫業務取扱い金融機関

(大和銀行など〉につぎの書類のほか申し込み人の印鑑，

米穀通帳を持参する。

①個人住宅資金借入申込書

②拙せん番号通知書

③拍せん( 選考) 結果の通知書

間

貸

付

の

条

件

印

申

し

込

み

の

手

続

き

3 7  



当せんすればつぎの書類を取扱い金融機関! と提出する

(4) 
①土地登記簿謄本

書 ②地主の土地賃貸承認書

類 ③当せん者の収入証明書

の
④住民税の納税証明書

提

⑤住宅を必要とする理白書

出

⑥住民票謄本

①速帯保証人の収入証明書，住民税納税証明書他

住宅の設計が公庫法の目的や建設基準! c 合っているかど

(5) 

うか，工事の仕様書や建設費が適正であるか調査を受ける

設
( 申請は摘せん結果発表後45日以内 [ζ 行な う)

計

提出書類

審

①設計審査申請書

査

②設計審査に関する通知書用紙

の

申

③建設図書( 図面および仕様書)

-日月h  
④工事請負契約書の写 しまたは案

⑤建築基準法!ζ もとづく確認申請書一他

設計審査に合格すると，合絡白から 15日以内 11 : 金融機関

lζ 貸付契約の申し出をする

必要書類は

①住宅資金貸付{ζ 関する契約書

(6) 

②住宅資金借入れ申し込み明細書

貸
③融資住宅の工事施工に関する努約書

付 ④家屋保険筆記申請委任状

契
⑤低当権設定登記申請委任状

約

⑥公正証書作成委任状

①本人保証人の印鑑証明

③火災保険契約締結に関する委任状

'  
③地主の土地譲渡承諾書( 土地購入融資をうける場合〉

⑬地主の住宅建築に関する承認苔( 住宅を{ 着地[ζ 建築する

場合) 他

(7) I  

着 |貸付契約後30日以内に工事に着手する

コこ |  

附

現

物

審

査

①貸付け契約後ef.) 日以内に現場審査を受けられるよう工事

を進め，公共団体( 府県建築課等) へ現場審査申請書を

提出して審査を受ける

②現窃審査に合格し，金融機関( こ「資金請求」をし工事高

に応じて定められた資金の支払し 、を受ける

完了屈を公共団体に提出し検査! と合格すると検査済証が

発行されて建物が綾工となる

間

竣

工

gol. 金融機関において抵当権設定，償還等について最後の手

手最 |  

続終 |続を行なう

以 上，個人が一般の住宅を建てる場合について説明しました

が，住宅金融公庫では， その他にも中高層耐火建築物融資や事

業主を対象とする産業労働者住宅融資など各用途 lζ 応じた貸し

出 し を 行 な っ て い ま す 。 例 え ば 土 地 が あ る が 庖 舗 っ き の 住 宅

( いわ ゆる ゲタパキ住宅〉 を建てたいというよ うな場合 " 中高

居 " とよばれる融資制度などもあります。

なおど承知の ζ とと思いますが，各都道府県毎にそれぞれ指

定金融機関( 銀行などが指定されています) があり ，受け付け

ていま すからど利用ください。

( 注) 大和銀行の場合は大阪府，京都府，兵庫県，愛知県，三重県，東

京都，千葉県などを取扱地援としています。
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2. 銀行の住宅資金借入制度

銀行の住宅融資いわゆる住宅 ロー ンは， 大別する と

(1) 積 立 型

(2) 提 携 型

の 2 方式があります。

(1)  の積立形は積立金に応じてその何倍かを貸出す方式で，通

常，. Ｑ 年 ｾ Ｕ 年程度の期間で積立て ， 積立額の Ｑ ｾ Ｓ 倍の資金

を期間 Ｔ 年 ｾ Ｘ 年程度で融資しています。

大和銀行の " 融資型住宅信託 " では ， 申込人の希望に応じて

3 年あるいは 5 年 ，金銭信託として積立ててい ただいた後 ，

積立月額の 100 倍を貸し付け，乙れを約 8 年以内で返済ねが

う方式となっ ています。

(2) の提傍型は提携業者の商品購入者に対して，銀行が融資す

るもので，主としてプレハブ住宅会社と銀行との提携で盛ん

になってきた方式です。 ζ の場合提携会社が連帯保証人とな

ります。

通常 ， 分譲価格の ＵＰ ＹＶ ｾ ＷＰ ＹＶ を融資するの で ， 購入者は頭金

を 準 備 す る だ け で， マ イ ホ ー ム を 手 lζ 入れる乙とができま

す。現在銀行と提携しているのは各私鉄や住宅メ ー カー， 土

地造成業者などです。

積立型の一歩前進したものとして，特 lζ 住宅金融公庫融資当

せん者を対象 lζ ，公庫融資額と同額を即座にお貸 しする制度も

あります。

申込時 lζ 一定額の金銭信託をお預け入れ願い直ちにど融資す

る制度で，公庫融資には当せんしたが資金が足りないといった

方 [ζ 利用されています。

一一貸出 の条 件ー一一

貸出の条件は各銀行により内容に差異がありますがおおむ j

次のとおりとなります。

(1) 貸 出 額

購入物件価額の ＵＰ 必 ｾ ＷＰ ＹＶ とし ， 更Ａと借入人の年収により貸

出額 lζ 制限をもうけている場合があります。

(2) 期 間

通常 Ｔ 年 ｾ Ｘ 年で ， 16年( 大和銀行の提携方式) が最長期間

となっています。

③ 返 済 方 法

元金均等返済方式

元利均等償還方式

の 2 方法があり後者の場合は{ 首入期間中毎月一定額を返済す

る乙とになります。

④ 手IJ 率

｀ＲＮＶ ｾ ｀ＲＮ Ｘ＠ ( 年利約1096前後)

利息前払方式と後払方式とがあり ， また利息分もお貸しする

アドオン方式をとる 場合もあります。

⑤ 担保 ・保 証 人

融資物件である土地建物を担保とするほか，ほとんどの銀行

が個人の保証人を要求しています。

⑤ 生命保険っき住宅ロ ー ン

最近の傾向として，銀行が生命保険会社と提携し団体信用生

命保険をつける例が現われてきています。すなわち借入人本

人が死亡した場合でも融資残高は保険金で充当され，迫族は

支払の必要がないというととです。

⑦ 住宅金融公庫との併用について



住宅金融公庫借入と銀行借入の両方を利用 して住宅を建設す

る場合，担保権の順位が公庫 l 番 ，銀行 2 番 となる 関係で併

用を認める例 がふえ てい ます。

次 IC大和銀行の住宅信託と住宅金融公庫を利用した住宅 ローンの実例

を紹介しておきます。

宅地 1ふ5ni (約50坪) 150万円( 坪当り 3 万円)

耐火構造の住宅 60ni (約18坪) 216万円( 坪当り 12万円)

付帯設備費 30万円

396万円計

の土地建物を買うために，まず手元資金80万円を 3年間金銭信託と し

て預け ( 3 年後の元利合計96万円 ) ，更に毎月 2 万円ずつ「融資つき

の住宅信託J IC預け， 3 年後! と大和銀行の融資と住宅金融公庫の融資

を受けますと ，次のように必要資金が調達できます。

自己資金 96万円

住宅金融公庫融資 100万円

大和銀行の融資 2∞万円

計 396万円

なお，借入金の返済は

. 住宅金融公庫は約35年の元金均等返済

( 元利合計は当初約 7 千円以後漸減)

・大和銀行に対しては約 7 年4 カ月の元利均等返済

( 毎月 20千円の返済，積立金は満期後融資金の返済lζ あてていただ

きます)

となります。

3.  持家制度について

企業年金制度の普及により ，従来退職金で家を建てていたサ

ラリ ーマン の生活が 「在職中に家を建て ，退職後は年金を受け

取る」生活に変わってきたた め，住宅制度 lζ 対する関心は急速

に高まっています。

そ乙で各企業でも社員持家制度を真剣に検討し始めています

が ，持家制度実施にあたってのチェックポイ ント は次の通りで

す。

(1)  住宅資金積立制度の実脆

(2)  住宅融資制度の実施

(3)  持家借上げ制度の実施，宅地の確保や住宅相談の実施，寮

社宅制度の完備など

それぞれについ て，あらましを説明します。

(1) 住宅資金積立制度

住宅の ようにまと まった資金を必要とする場合に所要資金の

すべてを借入に依存する乙とは ，大きな負担を後日 lζ 残す乙

とにな ります。そ乙で便利で安全かっ有利な住宅資金積立制

度が必要です。職場で手軽に積立てできる よう貯蓄団体を結

成して行なう団体信託などもその一例といえます。

(2) 住宅融資制度の実施

冒頭に述べたように住宅資金づくりには手軽にしかも有利に

使える資金から利用するのがその コツといえます。

したがってまず 1. 自己資金を充当

次 lζ 2.低利の社内融資制度の利用

3. 住宅金融公庫など政府系金融機関の利用

4. 銀行の融資制度の利用

とい うl順番に考えるのが適当でしょう。

銀行の融資制度も更に一歩進めて，社内融資との一元化をは

かり ，会 社 ・銀行提携による社員住宅融資制度を作る乙とが

できます。乙の場合には会社保証により銀行が従業員に融資

を行ない ，必要な場合には会社が従業員に対し利子補給を行

なう乙ともできます。

後述の住宅融資型団体信託による融資制度は提携方式の一例

といえます。

(3) ①持家借上げ制度の実施

社員の転勤が予想される会社にあっては，転勤社員の持家を

一時的に社宅として借上げる制度をつ くり後顧の憂いなく任

地に赴ける よう な配慮が必要です。

②宅地の確保 ・住宅相談

最近の住宅事情で一番の問題点は宅地の確保です。そ乙でよ

り完全な持家制度を実施する ためには ，宅地の斡旋，でき得

れば ，会社による一括購入，社員への分譲の制度など検討の

必要がありましょう。

更に住宅建設のための設計相談，税務 ・法務相談も社員に と

っては必要です。

乙れらの問題は大和銀行のよ うに不動産業務を営む銀行にお

任せになるのが得策といえます。

@ 寮 ・社 宅

社員が持家を取得するまでの住宅対策 とし て寮 ・社宅は依然

として重要な役割を果すものと思われます。ただ持家制度の

実施により寮 ・社宅の運営の適正化が容易になるものと期待

されます。

会社と銀行提携 によ る持家制度の一例

一一大和銀行の住宅融資型団体信託一一

し く み

(1) 将来住宅取得を希望する社員で団体を結成する。

(2)  構成員は団体を通じて毎月 ，大和銀行に住宅資金を積立てる。

(3) 1年以上積立て残高20万円になれば

50万円 - 150万円

2 年以上積立て残高50万円になれば

150万円超- 3∞万円

の融資( 但し年収の 1255ぢ以内) を受け る資格が得られます。

(4) 大和銀行は社員に直接 lζ 貸出し ，会社は乙れに対して保証するだ

けで資金負担も事務負担もかかりません。

以上を図解しますと

乙の制度の利点は

(1)  積立金は職場で天引されるので手軽に資金づくりができる。

(2)  積立金は利回りの高い金銭信託で逐用されるので有利。

(3) 融資期間が100カ月で比較的長期である。

(4) 住宅金融公庫の融資を受けた場合でも利用できる。

(5) 積立開始後短期で融資を受けられる。

などですが，各会社の実情に応じてオ ーダーメードの制度を作り ，更

に利点をふやす乙ともできます。

以上，大和銀行の住宅融資制度を中心 lζ ，銀行からの建設資

金調達方法を説明しま したが，紙面の都金もあり十分な説明が

できなかったと思います。その点につきましては本庄で住宅相

談コ ーナー ( T E L 271- 1221) を設けて住宅に関する相談を承

っておりますのでど照会下さればど満足願えるものと確信いた

しております。
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一 般 建 築 と 建 設 資 金 一主として大企業の場合 一

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 財 務 課

8  1 設 備 と し て の 建 築

一般に ，企業における建築については ，その建築物自体が，

企業の営業目的のための設備である場合と ，然らざる場合 lζ 大

別できょう。すなわち ，

(1)  その建物自体が， 企業の営業目的 として使用される場合

は，製造業における工場が一般的であり ， 乙のほ か業種的 lζ 特

殊なものとして ，ホテ J レ，賃貸ビソレ，倉庫，百貨居，および病

院，などの建物がとれであり，

(2) 企業の直接の営業目的でないものは ，通常，会社の本庖 ・

支庖等の社屋および福利厚生のための寮，社宅，付属病院など

の施設が挙げられる。

(1)の建物は，企業目的そのものの為に 利用 され，まさに ，設備

投資 とし てその投下資本の収益性 (設備生産性) が問題となる

が，一方(2)の場合は，む しろ，営業の便宜性や災害予防，従業員の

福利，能率の向上などが，その主たる目的とされ，両者の建設目

的および資金の性格には自づから相違点があると考えられる。

8  2 資 金 調 達 の 方 法

と乙 ろで，企業がこうした建物 lζ 対する計画を行う場合，そ

の必要資金の調達をいかにすべきかがまづ問題となる。各種の

資金調達手段一一株式，社債，借入金， 自己資金( 内部留保や

減価償却) のうち ，いずれを選ぶのが最も 適当であるかという

乙とにつ いては ，企業経営上，重要な課題 として，さまざまな

角度から の検討がなされよう。

例え ば，資金の安定性や流動性が問題とされるほか，資金 コ

スト の比較が行なわれる。

借入金の場合の資金 コストは ，いうまでもなく金利( 実効金

利) であるが，社債の場合は ，いわゆる「発行者利回り」が企

業の負担 となるし ，株式の場合は ，金利のように事前 lζ 確定さ

れるものではな いが，配当金は ，現実的には ，企業にとって経

常的世用の性格をも つ ものと考えられる。その上，わが国では

税法上，金利は全部損金に算入されるに対し ，配当金は ，益金

として課税後の利益金から 支払われるため ，それだけ企業の負

担が ふえる し ， 増資費用などの雑ｾ Ｂｬ も加算すれば ， 株式の コ ス

トは更に高く つく 結果 となる。

いずれに しても ，乙うした設備資金については ，長期性をも

つだけに ，その調達方法については，企業の資本構造や損益 と

の関係で慎重な検討を要する。
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現在，わが国では ，社債や株式を発行して一般大衆から資金

を調達する方法( 直接金融〉は ，手続上も煩雑であり ，また資

本市場が概して未発達である ζ とや，前記のように税制面でのI

取扱いが 不利であ るととろ から ， 金融機関から 借入れる方法

( 間接金融〉の比重がかなり大きいのが実状である。

8  3  建設資金融資の考え方

そ乙で，次に金融機関の立場から ， とうした建設資金の需要

Ir . 対する金融の考え方および取扱いの実際 K ついて，若干触れ

てみよう。

いわゆる民間の長期金融機関といわれ るものは ，長期信用銀

行三行 ( 興銀，長銀，不動産銀行) ，イ言托銀行および生命保険

会社が乙れであるが， 乙れらの金融機関の資金源泉型態は ，い

ずれも長期性を有 しているので，企業の設備資金( または ，長

期運転資金) の供給者と して利用されている。

いうまでもなく ，工場や社屋，ホテ J レ，病院等に対する建設

資金は ，その投下資本の回収期間との関速にお いて，長期的設

備資金 としての性格をも っているが，金融機関の立場からみた

場合，機械等の一般生産設備に対する金融の場合 と比較 して，

本質的差異をもつものとは考えない。なぜなら ，金融の立場か

らは ，機械の場合でも ，建築の場合でも ，単にそれ自体の投資

効果が問題ではなく ，むしろ ，それを含めた企業全体の資本と

収益の状況，将来の弁済能力などが融資判断の主たる対象とさ

れるからである。

乙うした理解の上にたって，融資の申込み に接した場合の審

査の重点事項についてみると ，まづ，当然の乙 とであるが，貸

付の安全性，すなわち ，貸付金が路実 lζ 期日 lζ 返済されるかど

うかの判断が基本となる。融資の際，金融機関が，審査を行な

う主目的はまさに ζ の点にある。

具体的には，その企業の経営者，業績，業界における地位，立

地条件，安定取引先の有無，設備状況，金融力，従業員の紫質な

ど，企業の内部的，外部的な環境から ，企業の経営基盤や成長性

を判断するとともに ，財務諸表( 貸借対照表，損益計算書その

他) を基礎と して，企業の財政状態および損益状況が確認され

る。そのため，各種の経営比率( 静態的，動態的および収益的各

比率〉について過去 ・現在はもとより ，将来の見通しゃ開業他

社との比較など，多角的な検討が加えられ るのが普通である。

更i C，以上のように貸付の 安全性や収益性 lと問題がな くと

も，融資の対象として，公共性ないし倫理的立場からの判断が



加えられる。蓋し ，長期金融機関は ，その資金の公共的性格か

ら，国民経済の発展 lζ 寄与するよう最も有効な方面に融資 さる

べきであると考えられるからである。

S  4 業 種 的 特 徴 と 着 眼 点

次 lζ ，建築資金融資の場合 1[ ，対象 となる 規模や，判断の着

眼点を ，それぞれの ケース について，簡単にみてみよう。

なお，融資対象先は ，資本金 3，000万円以上の企業( 法人〉

を一応の基準と して考えておく。

(1)  一般事業会社の工場建設資金の場合

通常 ，土地および機械設備， 建物 ( 工場およびその付帯設

備) は ，一体として計画され，資金も 一体として調達される。

したがって乙の 場合は ，工場 という建物だ けを独立にとり上げ

て判断するのは ，当を得たものでなく ，企業全体の経営を担え

る乙とは ，前述の通りである。

(2)  賃貸 ビル ( 投資ビル) 建設資金の場合

賃貸ビ J レの場合，土地購入および建設費の調達は，一般に ，

自己資金，借入金のほか，いわゆる協力金( または ，保証預り

金〕敷金で手当される。

したがって，貸ビ ノレ経営の基本は ，テナントの確保が先決で

あり ，その利用率いかんにより ，業績および資金繰りが左右され

る。そのため ，賃貸ビ J レは，立地条件，構造，付帯設備に魅力が

ある とと もK ，協力金や敷金，賃料，付加費用などを含めた入居

条件が，他ビノレと比較之された上で，決められる必要があろう。

いずれにしても ，賃貸ビノレの場合，その建物自体についての投下

資本が実際に稼動し ，収益に寄与する状態を見通した上で計画

されねばならない。通常 ，融資金 lζ 対する返済財源は ，テナン

トより 受入れる協力金 および営業収入( 賃料) 1ζ よるわけである

ので，テナントの利用 率の見込みが適切である乙と を要する。

(3)  ホテル，旅館の建設資金

ホテノレ，旅館業への融資は ，正式ホテル( 国際観光ホテノレ滋

備法により政府 lζ 登録されるもの〉の資格をもつ もののほか，

乙れに準じる規模と品格をもっビジネスホテルや，観光旅館が

対象となろう。( 例えば，客室 x 室，収容人員 y 人程度以上) 。

ただ し，規模が大きくても ，いわゆる 主連込みホテルミ的存在

のものについては ，倫理的，公共的見地から融資の対象として

は， とりあ げ難い 。

ホテノレ，または旅館は ， 一般に ， 立地条件が良い ζ とのほ

か，年間通しの客室稼動率が一定率以上見込ま れる乙とが必要

であり ，また ，客室料以外 lζ ，宴会場，貸室，食堂，売庖，そ

の他，場所によっては ，駐車場や プーノレなどの付帯施設による

営業収入が平準的 lζ 業績に寄与 し得るとと ，などが安定したホ

テJ レ経営の要素をなすと みられる 。

(4)  倉庫建設資金の場合

普通倉庫 lζ ついて みれば，庫腹の量が一定の規模を有すると

と，安定的荷主の確保，貨物回転率，保管物 の種類とその構成

比，などが要素とみられるが，なかで‘も ，大口荷主の確保がポ

イントで あり ，保管物によっては景気の変動によっ て，メーカ

ー側の在庫調整の影響を受けるので， 乙れによって業績が左右

される。最近 ，流通機構の変革! と伴い ，倉庫は単 lζ 長期間物資

を保管しておく場所としての機能から大きく変ってきた 。例 え

ば，輸送の発達 1C. 伴い ，幹線道路沿線 lζ ミ内陸倉庫とが急増し

ているほか， ショ ーウインド ーを備えた販売倉庫や，生産工場

の延長 とし ての機能をもった倉庫もできている。

いずれにしても ，新しい流通過程の中でその倉庫のもつ機能

が将来とも ，いかに位置づけられるかが，判断の重点 となろう。

(5)  病院，診療所建設資金の場合

民間の病院は ，私立大学の付属病院( 例えば，慶応大，慈 恵

医大，東京医大などの各付属病院) が大手であるが，医療法人

として一定規模( 例えばベッド数100床) 以上の ものであれば，

対象 となり ，必ずしも総合病院でなくても ，特色ある専門病院

( 結核療養所や精神病院) でもよい。( 診療所はベッド数19以

下で小規模につき除く〉

病院の場合，通常，病僚の増設，新医療設備の購入などの資

金 lζ 対 し，融資される。病院の経営を支えるもの は，患者の利

用度 にあり ，医師の評判と設備状況に負うととろが大きい。経

営首脳部，経理組織などの基礎が堅実である ととのほか，新 設

備稼動後の収益予想が適切に見込まれる乙と ，現在少くとも経

常収支において黒字である乙となどは必要であろう。

(6)  百貨庖・スーパ一等建設資金

大都市の交通機関と結びついたタ ー ミナルデパート が伸びて

いるが，百貨屈の庖舗の新増設は ，一般小売業者1C . 対する不当

な圧迫を規制する目的で百貨居法により規制されている。庖舗

増設の場合，交通機関より みた立地条件が特に重要であるが，

安定 した 顧客屈の確保と ， 商品政策の特色をど乙 lζ おくか，

(例 えば，その百貨屈のイメ ージとして，高級専門庖 としてゆ

くか，大衆向 lζ 重点をお くか，また ，主力商品は衣料品か家庭

用品かなど) により ，業績に差異ーが出て乙ょう。

スーパーの場合，大都市中心 !ζ ，庖舗の拡充が盛んで，百貨

屈の売上げに匹敵するものも現われているが，主と して大手な

いし中堅( 例えば従業員 x 名以上: 年商 y 信、円以上〉が対象と

なろう。居舗の増設が急テンポで行なわれたため， 自己資本よ

り，借入金依存度が高いのが目立つが，借入金額 lζ 対する再投

下資本との関係で融資額や期間が検討されよう。

(7) 学 校 の 建 設 資 金

私立の学校法人において校舎の増改築資金が問題となろう

が，一般的 lとは融資の対象として困難な場合が多い。

S  5 融 資 の 条 件

融資の条件，すなわち ，金額，期間，利率，担保などについて
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は，い うまでもなく ，個々の融資先対象企業の実態により個別

的lζ 決まる ζ とがらである。工場やホテノレ，病院など業種や資

金の使途によって決まるというよりも ，すで1ζ 述べたどとく，そ

の企業の財政状態や規模，返済能力等が決定の重点的要素をな

している 。 したがって，乙乙では一般的な点を述べるに止める 。

( ア) 融 資 額

建設所要資金のうち，自己資金での調達額，借入金への依存

度などにより，企業の財務比率の推移をみるとともに，他金融

機関への振合い状況も勘案のうえ ，通常，大企業の場合，貸出

しコストと の関連で， 融資額の最低は 3000 万円程度 として お

り，またー企業への通計の貸出限度( 上限) は，金融機関の総

預金量の一定割合以下とされている。

〈イ) 融資金の返済財源

すでにふれたどとし融資 {ζ 当り ，建設計画自体の妥当性や投

資効果を見究めた上，将来にわたる資金計画と返済財源 との関

連が審査される。返済財源は ，その設備の稼動による収益を も

って償還されるのが建前であるが，福利厚生的設備( 寮や社宅

など) Iζ 投資されるときは ，それ自体による収益は期待されな

いのが普通であ り， との場合は ，企業全体の収益バラ ンス から

みる 乙ととなろう 。

なお ，不動産及び財団を担保とした場合， ζ れをもって一次

的な返済資源とは考えていない。担保は ，不測の事態 lζ 備え ，

優先権を確保しておくと乙ろに狙いがあり ，い くら担保があっ

ても ，確実な返済財源、がない限り ，融資には ，応じ難いという

のが基本的な考え方である。しかし ，半面，新興の装置産業の

ように ，設立後の経過年数が比較的短く ，償却費や資本質負担

の圧迫から ，累積赤字を残している企業でも ，確固たる経営基

盤と有力銀行の支援態勢などからみ て，事業の将来性 lζ 不安の

ない場合 l乙は ，融資されるケ ースもあろう。

( ウ) 担保および保証

資金の長期性からして，有担保主義が原則である。担保とし

て，不動産担保，有価証券( 株式，公社債など) 担保のほか，

工場財団をはじめとする各種財団抵当があり ，また ，主として

新規の取引や信用不安がある場合には ，担保 lζ 代えて，主力銀

行の保証を求めることがある。なお，例外的に ，親会社の保証

や社長個人の連帯保証を併せ徴する場合もある。

不動産担保の場合，担保力の算定 lζ 際し ては， 評価書あるい

は固定資産の課税標準価格等による評価額に ，所定の掛目を乗

じて担保価格を算定し，当該債権のほか，先l順位債権額および同

順位となるべき債券額を控除して余力をみるのが普通である 。

財団抵当は ，工場財団がほとんどであるが，所有権および抵

当権の目的物として工場に属する土地，建物，機械器具， 自動

車，地上権，賃借権，工業所有権などの有形，無形の財産権を

もって組成され，法律上一個の不動産とみなされている。担保

力の算定については不動産担保 lζ 準じて行なわれる。
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有価証券担保は ，株式，公社債のほか，投資信託，貸付信託

受益証券が用い られ，いづれも ，所定の掛自により担保価格が

算定され る。特に ，株式の 場合は ，市場性のある一流上場銘柄

であると とが望ましい。

なお現 lと所有している資産または ，将来取得すべ き資産につ

いて，金融機関より要求の あったときは ，直ちに正式担保 とし

て差入れる旨の特約をする乙とがある。 ζ れを担保留保または

ネガティブ ・クロ ーズと呼んでいるが，建物の建設を行なう場

合，工事物件が完成後乙れを正式担保 l乙差入れる方法で利用さ

れると とがあ る。

( エ) 貸 付 期 間

期聞が長期にわたるほど，景気変動や産業構造の変化等によ

って，企業の経営内容が変化するし ，担保価値にも影響を うけ

る。したがって，貸付先企業の経営内容に より，期間の長短が

決められる とと もに ，通常有価証券担保の場合は ，期間 3 年程

度( 但し ，満期後更新できる) ，不動産担保のときは， 5 年~

10年，最長15年以内とされ，財団抵当は ，不動産担保 lζ 準じる

扱いがなされる。

( オ) 返 済 方 法

長期の貸付では，分割返済形式がとられるのが、通例であり ，

企業の資金計画，投資物件! とよる収益との関連で，一定の据置

期間後分割返済を行な う場合もある。例えば，貸付期間 7 年で

2 年据置 ・5 年分割返済など。また ，利息の計算は ，前払いと

後払いの二通りがある。

( カ) 貸 付 手IJ 率

貸付利率は ，本来，資金の需給関係によって定まるものであ

るが，景気動向や金融政策からの影響が大きく ，また ，長期資

金貸付利率は ，代表的長期金融機関たる輿，長銀のレ ート が基

準と怠れる ζ とが多い。

しかし ，個々の貸付利率の決定に際しては ，企業の経営規模

や資産内容などが問題とされる乙とはもちろん，担保の種類，

貸付期間の長短によって ，格差が出てくる乙とはいうまでもな

かろう。現代，長期資金の利率は ， 日歩 2 銭 2 厘 5 毛- 2 銭 6

厘程度となっ ている。

( キ) 貸 付 の 形 式

長期貸付においては，債権内容，返済方法などを明らかにし

ておく必要があり ，また ，不動産，財団を担保とする乙とが多

いので，通常，抵当権設定契約と併せ一本の契約託事: を作成す

る。( 証書貸付)

なお， 乙れに ，手形併用の特約を入れる場合もある。

( ク〉協調融資 ( または共同融資)

二つ以上の金融機関が， 契約を締結して共同融資団を組成

し， 貸付先企業との聞にー箇の約定を締結して貸付を行な う場

合がある。 ζ れを協調融資と呼んでいるが，巨大企業や公共性

の強い業種の大口資金需要を消化する場合にその例が多い。



第 1 表 住 宅 建 設 資 金 一 覧 表

1  . 公 的 機 関 に よ る 住 宅 建 設 資 金

2 . 民 間 事 業 体 に よ る 住 宅 建 設 資 金

第 2 表 中 小 企 業 特 別 融 資 一 覧 表

第 3 表 建 物 種 別 融 資 機 関 〈 制 度 〉 一 覧 表

乙んにち ，建物の建設計画をするに際して ，重要な職能のひとつに「企函」という

分野がある。 i 企画」というものは ，いままでは ，クライアン卜の側のみできめられ

てきた乙とが多かったが，最近では ，設計者も「企画J IC参画し ，その専門的知識を

もってクライアントと設計以前の段階で，協力する度合いが多くなってきた。 ζ のよ

うに設計者や建築技術者が「企画J というものを知らなくては ，よい建設計画や設計

もできないといっても過言でないときにさしかかっている。そういった怠味でどうい

う建物にはどういう融資制度があり ，その貸付条件はどうか，についてのひととおり

の知識はもっ必要があると恩われる。とくに ，中ノト企業のクライアントに対しては ，

設計者はむしろ ，進んで乙ういった企画なり ，建設資金の融資問題についても進言す

る立場をも有しているといえよう。

乙乙 lζ 集録した一覧表は，以上のような怠図か ら編集幹事会において ，いろいろの

資料を検討して，また関係機関の助言協力をえて一覧表 ICまとめたものである。

第 l 表の「住宅建設資金一覧表」は，公的機関 ICよる住宅建設資金と民間事業体に

よる住宅建設資金とに大別して，わかりやすく 一覧表 1<:: したものであるが，大阪府市

街地建築課，同工業課，住宅金融公} ，巨大阪支所，日本生命保険相互会社，大阪住宅建

設促進協議会等の資料とその協力によるものである。下記幹事のうち ，折谷が「公的

機関による住宅建設資金」を ，精神が「以n封事業体による住宅建設資金」を担当して

まとめた。

第 2 表と第 3 表は， 建物種別と融資機関との貸付条件^ ! f をあきらか 1<:: しようとし

て，いろいろの機関からのど協力 をえて集録 したものである。とくに第 2 表は ，大阪

銀行協会金融相談所の「中小企業特殊金融一覧表J ( 昭和42年 7 月) をもとにして，

追舗，削除などをして掲載した。あらゆる建物種別ごとに ，その融資機関と貸付条件

等をあきらかにしようという意図のうち ，大企業の建物の場合も集録したかったが，

いろいろと問題点もあるので，今回は一覧表にでき なかった。

それで，貸付対象が割合はっきりしている公庫，公団 ，事業団などの中小企業特別融

資制度を中心にして， 集録したものである。大企業の建物の場合の一覧表について

は，大阪銀行協会でひきつづいてど協力ねがっているので，別の機会にゆずりたい。

第 3 表は，とくに ，中小規模の建物種別ごとに融資制度の窓口をあきらかにしよう

としたもので，第 2 表とあわせ利用ねがえれば幸いである。

乙れらの一覧表の作成については，大阪銀行協会金融相談所( 大阪市東区谷町 3 丁

目15 電大阪06- 942- 1371) ならびに東京銀行協会金融相談所( 東京都千代田区丸ノ内

1- 8 電03- 216- 3761) のご協力をえた。とくに日野月柳市氏( 大阪銀行協会金融相談

所長) ，松村秀夫氏( 東京銀行協会金融相談所長) と小松博親氏( 同所調査役) のと

協力をえた乙とをとくに記して感謝の窓を表する ものである。融資についての詳しい

乙とは両相談所か該当融資機関に直接に尋ねられたい 。

編集幹事会での担当者はっさのとおり( 順不同) 。折谷芳明( 大阪府企業局) ，構

神宏至朗( 安井建築設計事務所) ，松岡昌久( 都di 設計) ，福原裕治( 大阪市市街地

改造) ，松井昭光( 日本建築協会) 。
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第 1 表住宅建設資金一覧表

1  . 公的機関による住宅建設資金

住 宅 区 分

貸 付 制 度 上 | 貸 付

の 種 別 | 金 融 機 関
考

目 的 と 行 為

個 人 住 宅 | 一 般 | 住 宅 金 融 | 自 家 の 新 築

個 人 住 宅 | 公 庫 | お よ び 賦 入

ならひ' にこ

れ に 必 要 な

用 地 を 取 得

す る 場 合

貸

対 象 者

l 住 宅 に 困 っ て い て 所

定 的 自 己 資 金 の あ る

個 人

2. 公 庫 か ら の 借 入 金 に

対 す る 償 還 の 見 込 み

イ寸 主サ 象

建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等

住 宅

あ

は

。

で

毛

上

下

住

以

以

用

E

T

d

併

の

め

の

叫

閉

じ

等

面

よ

き

総

m

u

付

物

叩

所

建

羽

務

が

t

r

e

y

 

k

司

拘

合

は

商

場

た

床

め

ま

の

宅

。

き

分

住

と

付

部

用

こ

舗

宅

専

る

庖

住

1

t

つ

4

が 確 実 で あ る こ と 。

I  3. 建 設 費 は 公 庫 で 定 め る 標 準 建 設 ' 伎 の 1. 51音
収 入 月 額 の 基 準 は 公 |

|  以 下 の 額 で あ る こ と 。

庫 か ら の 借 入 金10万
ー

貸 イ寸 条 イ牛

l 利 率 i 返 済 方 法 担 保

限 度 額 | 返 済 期 間 |お よ び 保柾 人

l 住 宅 土 地 と も 公 庫 | 利 率 | 返 済 方 法

相 談 窓 口

住 宅 金 融 公 庫 大 阪

- - - - I 支 所

が 定 め る 住 宅 の 様 | 年 5 分 5 厘| 貸付金による』

i . ¥! ! 建設費 ま た は こt I  I住 宅 が 竣 工 し

備

慣 先 受 付

申 し 込 み 回 数 に 応 じ 受 付

区骨を置量定して 優 先 貸 付大 阪 市 東 区 盟 後 町

19 - 1  

T E L  (941 )田 ト51 る・

関 西 地 区 地 埴 区 分

を41年 JJl: よ り 突 指 し て い

住 宅 金融 公 Ii Hi ti 務

取 揖F占

大 相 姐 行

住 友 劇 行

近 世 相 互 掛 行

大 阪 相 互 銀 行

大 正 ・

幸 福 "  

八 尾 借用 金liI!

関西本I l 互観行

植 迎 信 用 金 串

削 健 相 互 姐 行

東 大 阪 偲 用 金 庸

大 阪 閉一 作

+ 三 "

靴 有 w

堺 市 .. 

耽 聞 ，

大 阪 労 働 金 曜

大 阪 府 信 用轟 車 協

同 組 合 連 合 会

出 和 田 偲 用 金 雌

阪 商慣 用 金 雌

三 億 併 用 金 曜

I!!;ll • 

弘 容 “  

大 阪 商 業 の

提 車 信 用 組 合

思 和 "  

住 宅

甲 地 地

J;t .li's i打、宇拍7打、乙訓郎

大 阪 府 . 伊 丹 市 、 尼 崎 市

西 宮 市 . 神 戸 市 、 明 石 市

加古川市‘ 高砂市、姫路市

ま 阜 市 川 西 市 、 加 古 叩

印 南 部 、 奈 良 市 、 生 息'J I!II

<11耽 山 市

乙 地 地

揖 岡 市 、 相 生 市 非 樫 市

竜野市. I l l 保町1. 大 和 高

田 市 、 大 相 郡 山 市 . 北 鶴

岨 即 . 荘 崎 町 . 平 群 町.

三 蝿 村 . 安 場 町 梅 市 市

有田市、樺草I ! I I .

丙 地 地 甲 乙 地 域 以 外

土 地

A 地 域 @ 京 冊 市 ‘ 大 阪

市‘ 盟中市. 東大阪市、

耽 田 市 . 八 尾 市 . 守 口 市

神 戸 市 . 尼 崎 市 . 西 宮 市

情 丹 市 、 声 屋 市

@ . ( I ) に摘げる市町近却

で 公 曜 韓 植 が 指 定 す る 地

埴

B 地 域 @ 宇 治 市 、 向 日

町、騨市、1 . ; 1 : 柏田市. 高

槻 市 . 枚 方 市 、茨木市、

寝 座 川 市 、 笹 原 市 . 大 東

市 ‘ 門 真 市 . 池 田 市 、 箕

面 市 、 柏 原 市 . 羽 曳 野 市、

阜 大 埠 市 、 臨 井 寺 市 、 販

問2市 . 高 石 市 、 忠 岡 町 .

短時市. 明石市、宝揖市、

川 西 市 ‘ 和 歌 山 市

@ . 6に掲 げ る 近却 で 公

庫総被カ吟昔定する地埴

C 地 地 A .  B 以 外 的 市

必よ l F近 郊 地 域

D 地 域 A. B. C 以 外同

地 域

円 に つ き む ね 次 お お

の と お り

円∞P
3

 

5

 

、
1

1

1

l
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l

l

J

櫛

造

組

火

木

燃

宅

防

立

不

住

、

組

は

造

造

、

た

楠

木

造

ま

立

簡 易 耐 火 櫛 造 1

>  4800 
の 住 宅 |  

42 年 I! f . 標猶

{ 主 毛 向 精 進 IＺｾ Ｎ ＮＺＺ ＮＮ＠ ｾ＠ ::.，:: I地 域 区 分

主I l 段貨のが 価額

20. 6∞円 甲 地 域

木 造 | 17，9∞ 乙
.. 

16，800 丙
.. 

ｾｪｪ＠ 火 t膏 A剖zl
21. 0∞ 甲 地 域

モ ル タ J レ 控 等

18，3∞ 乙
.. 

17，2∞ F可
.. 

iJl 立 オミ jJ込長

19，7∞ 

不 燃 組 立 栴 造 | 21. 0∞ 

E J槌 F J ロ芳造事I 21 側 | 甲 乙丙 地 域

耐 火 .tw/; 怠の住 i .  I 耐 火 槍 造 I 23. 5∞ 

毛 ｾ＠ 4200 I  ( 鉄筋コンクリート造等) I  (23. 捌 )

収 入 月 額 が 申 し 込 み

水 洗 式 便 所I 20，0∞ | 全 地 減

本 人 だ け で こ の 基 準 1
4 公 庫 の 建 設 基 準 に 適 合 す る も の

に足りない場合は、

15 計 画 建 売 住 宅 購 入 者 貸 付 は 原 則 と し て20戸

永 続 性 の あ る 同 居 予 | 以 上 の 集 団 で あ る こ と 。

定 家 族 の 確 実 な 収 入 |

I  6 .北 海 道 に お い て は 、 耐 火 ま た は 簡 易 耐 火 構
に か ぎ り 、 加 算 す る |

回 遊のもの。

ことカ' て・きる 。

7. 貸付対象面積三五 53m
2

3. 建設しようとする{ 主

宅 の 敷 地 を 現 に 所 有 l

t 用 地

しているか、 f昔f也し

ているか、あるいは敷

地 の 入 手 、 借 地の 見

込 が 確 実 で あ る こ と 。

4 . 同 居 予 定 家 族 が 一 人

以 上 あ る こ と 。

1. あ ら た に 取 得 し ま た は 取 得 を 心 聖 書 と す る 土

地 で あ っ て 、 公 庫 か ら 土 地 資 金 の 貸 付 を 受

け な け れ ば 住 宅 を 建 設 す る こ と が 困 維 で あ

る と 認lめ ら れ る も の で あ る こ と 。 さ し あ た

り 土 地 だ け 購 入 す る も の は 貸 付 の 対 象 と な

らない。

5. 日 本 国 籍 ( 二盟 国 籍 1

2 貸 付 対 象 面 積 豆

165m

2

を 除 < ) を 有 す る こ I 3. 住 宅 ・土 地 と も 貸 付 対 象 面 積 を こ え る 部 分

と。 I は 全 額 自 己 負 担 と な る 。
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2 .但 し 実 際 の 住 宅 建
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3 .土 地 内 標 滋価 格

m宮 当 叩 崎 | 地 域 区 分

4 . 3 0 0 1  A 地 域

2 . 8 0 0 1 8  .. 
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上 様 は4 2年 度 単価 を

示す。

話 35年



貸 イ寸 立サ 象 貸 イ寸 条 イ牛

住 宅 区 分 1 の 種 別 金 融 機 関 I

手リ 率 返 済 方 法 担 保

相 談 窓 口 | 備 考

目 的 と 行 為 対 象 者 建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等 F艮 度 額

返 済 期 間 お よ び'1呆Z正人

山 | 住 宅 | 自 家 の 新 築
Ｑ Ｎ ｉｾｭ Ｈ ＵＰ アール以上の Ｑ Ｎ 一 般例人住宅 Ｑ ＭＶ ｬｔｾに準じる。 l 一 般 個 人 住 宅 1 - 利 率 返 済 方 法

漁 村 住 宅 金 融 公 庫 ( 新 築 住 宅
斜H乍をしているもの) Ｒ Ｎ 貸付対象而 ｉ 干 ｩ ｾ ￩ 孟 ＶＰ ｭ Ｇ 3 項 に 準 じ る ι

年 5 分 5 厘 一 般 個 人 住 宅

を! 司家とし

文 は 林 業 、 漁 業 ( 林

3 .但 し 、 府 県主宰が個別l に 設 計 指 導 を お こ な う
に 地 じ る 。

て即時入する

業 、 漁 業 内 収 入 が 5

も の の う ち 、 府 県 等 ご と に 選 考 合 絡 件 数 の 返済期! 日l
容IJ 以 上の も の ) に 従

場合も含む )

司王し住生活改主宰を行
2 内l以 内 に お い て 1 戸 当 り 67m' 以 内。

一 般 個 人 住 | 確 実 な 蹴 保

な お う と す る 者
宅 1 - 3 項 証 人 。

2. 以 下一 般 例 人 住 宅 1 にｩＮｉｾじる。

- 5 項 に 単 じ る 。

個 人 吋 住 宅 1

1

…
l 公 共 事 業 等 笑 施 の た l 一 般 個 人 住 宅 1 - 6  J買 に 準 じ る 。 1. 一 般 個 人 住 宅 1 -

特 別 貸 付 金 融 公 庫 築
的 立 退 き を 必 裂 と す

2 貸 付 対 象 関 税。 3  J貨に準じる 。
年 5 分 5 厘 一 般 個 人 住 宅

2. 購 入
る 者。

木 造 、 防 火 榊 造 ま た は 組 立 木 造 孟46m'
に自l' l じる 。

3. 新 築 、 購

2. 炭鉱荷! H後者

耐 火 川 進 、 簡 易 耐 火 術 進
A i l"i J切IHJ

3 . ilIt 炭 I也 地 域 に 居 住 し

入にやl 随

炭 鉱 終 閉 山 に と も な

ま た は 不 燃 組 立 構 造 豆50m'

一 般 個 人 住 | 確 実 な 述 幣 保

す る 用 地

う移住者。
用 . tt主 主玉 165m'

宅 1 - 3 項 日巨人。

の 取 得

4. 入 居 収 入 基 地 を こ え にｩＮ Ｑ ｾ じる 。
4 土 地 区 画

る公営住宅入居者。

聖韮理等貸
5. 公庫、公団、来I f i主 事

イ寸け、 お 業 に よ り 造 成 さ れ た

よ ぴ 造 成
土 地 め線受人。 ./  

土 地 授 受
6. 公 肢 の 割 当 を 受 け tbi，

者には、
会および民間z y ; . 業主

土地' 貨の

体 が 往 訟 し た 、 計 画

建 売 住 宅 購 入 者。

貸 付 け は

7. 災 害 に よ り 住 宅 に 被

しない。

害を受けた者。

た だ し 公
8. な だ れ 地 す べ り 等 の

周1法 に よ
危 険 地 域 内 居 住 者。

るゴニtt主を 9 .建 築 基 地 法 第 9 条ま

機 り 受 け
た な 斜 10粂 の 規 定 に

た 者 宅 地
よ り 特 定 行 政 庁 か ら

イ質券土地

住 宅 の 除 却 改 築 ( 5  

ｾｭ ｪ［Ｎ ｵ ニ Ｉ 移転等の命
は 貸 付 け

令 予 告 を 受 け た も の。

を 受 け 得
10 以 下一 般 個 人 住 宅 l

る。 - 5 項に部じる。

分 穣 住 宅 | 勤 労 者 ( サ 住 宅 金 融 公 持 家 政 策 の l 地 方 住 宅 供 給 公 社 1. 榊造、規模苦手は往設大臣の認. 可を受けた地 1. 公 庫 が 定 め る 源 地 利 率 建 築 竣 工 後u't
住宅金融公雌大

綴 渡 価 格 の 限 度

ラ リ ー マ ン ) 官邑 一 環 と し て 方 公 社 の 事 業 計 画 の と お ' ) 。 建 設 費 ま た は 土 地 年 5 分 5 座 務 弁 済 抵 当 権

阪支所

分 譲 住 宅
集 団 分 岐 住

際 準 価 格 の 8 ｜ｬ， ｾｊ＠ 設 定 契 約 を 結

ー大阪府住宅供給
主主量生大臣の認可を

宅の挫段、

2. 11付 対 象 I耐賞。

( ヰヒ1毎ill で は 8 ｾｭ＠
返 済 ｊｾ ｉＯ Ｚｊｉ＠

ん だ 月 の 箆 月

公社 受 け た 地 方 公 社 の

およ u' こ t l 住 宅 5 分 以 内 )
1.木 造 不 燃 組

から毎月控トい

大阪市東区今惜 事 業 計 画 の と お り。

に 必 裂 な 用
2 .土 地 担 保 長 ltJ J分 校

立梢i ! a 孟 18年
2丁目 22( 雌泊ビル)

一 戸建 住 宅 孟 53m' ( 北 海 道 は 孟 56m' )

住 宅 貸 付 は 、 椋 準 2. 簡 易 耐 火 櫛 石在実な連平梓保

T  E  L  (203)5451  

1也の耳兄f与を

i車紋主主およ υ 耐 火 構 造 で 述tht 住 宅 以 外 の 共 ｾ豆 ＲＵ 年 証 。

大阪市住宅供給

するもの。

間住宅三玉 56m' ( 北 海 道 は 孟 60m' )

建 設 費 と 住 宅 建 設

公公社

に 必 袈 な 土 地 取 得 ( 北 海 道孟30年 )
大阪市班区本町 4

周 士也

に 嬰 す る 費 用 を 合 3 .市す火. f，Vli 盆
の 1 (本町野村 ピ

計ーした吉買の 8 ;出J 5  孟35年 ，レ)

l 戸 建 孟 175m' ( 北 海 道 は 孟 210m' ) 分。 4. 中 高 層 耐 火 T E L  (271)3235 

i単 絞 挫 の 2 戸主L¥孟 165m' ( 北 海 道 は 孟 200m') 建 築 物 内 の 耐 ー兵庫県 . 京偲府

連 続 挫 の 3 戸 建 以 上 孟 135m' 火構造共同{ 王 住宅供給公社

U-A 1  

耐 火 精 進 で 述 絞 主 主 以 併 の 共 同 住 宅 豆 100m' 毛 主 玉 50年



ｾ＠

住 宅 区 分 | 貸付 制 度 上 l貸 付 ↓

イ寸 立サ 象 貸 イ寸 条 イヰ=。3

手リ 率 返 済 方 法 担 保

相 談 窓 口 備 考

の 稜 別 金 融 機 関 目 的 と 行 為 対
象 者 建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等 F良 度 額

返 済 期 間 お よ びf呆E正人

一 般 分 譲 | 住 宅 金 融 lM 1. n. l "I-l I説、人 11 本 'ii' j{;/J j'，' 1  .  1  1  i ・" ，')1.ぷ1( l i Wは 50 m' 以 |二60m' 以 ド で あ 1  ＮｾＧ功 労Ｎｲ，Ｎ分 Ｂ￭ ＡｦｩＧ宅に 平IJ 吟t ilii 汚 J i i-1，
， ! I 己分融公

議渡{ 耐酬院4得度

住 宅 ( 甲) 公 庫 Ij;' 七に市ーじ I Vi:三協会 ること. マ1
1
，じる。 11三 5 う，) - 5/' l! 日り ｾＧＩ￭Ｇ .行分 "ll lj '

1・l' 大肱 λ "斤

l 太郎山および川辺

る。 2 .11; 0:I 1IJ として 50}. 以 1'. の! t・ I.tl であること。 ' もにす1
1
¥じる。

，， ＧｭｬＢｩ ｾ り立ｼリ ｊ 火付 ｩ

2. HH/ I i -1，人1"( 1'i1111i 1イミ燃 3.11; 0:1I IJ として 3 桜 木 以上 。 返済 ｊｾｊ 川
jtI または制 l なイ〈 jtl

ｊ 悠ｾ公 社 。 ＴＮＱ ， ￵Ｔ Ｎｬｬ の Ｇ ｊｊｾ Ｎｬ也 ＱＨｬｩｗ は ＱＷ Ｕ m' な い し 230 m' と 勤労 ＮＯＢￎｾｽＢｬｬｬｴ 6官' 必な巡，lif 似
孟220 Ji l' l  

す る こ と 。 ' 包に il
l

じる。 ;ii F.人。 ィ、伊人組、川河ii!I 、Nl j  

ＵＮ 公Ａ 市 町融 資住宅挫設Ｉ， ｾ ｩ ｬｬ ｜ に迎合すること 。 ｾＩｊ 耐 ｦ 火または耐火

6. l'f f.J 対 象 l而航。
付'1j 主で一戸也

勤 労 ./"i 分 設 住 宅 に 準 じ る 。
話270万 Pl

必来'/e. .ill 孟300万 円

2 そのf也のI也I或

木造|リJ 火附iiE制1立

イミ泣孟 200万円

不燃車Il 立、間払由「

火または耐火川i主

町一戸処

孟270 Ji 問

ｪｍｫｾＯ ￨Ｎ ｩｬｬ 孟 Ｓ ＰＰ 万円

3 .共同住宅、全地域

孟340 J 'i 円

一 般 分 譲 | 住 宅 金 融 | 勤労者 分 譲
1. 地 方 住 宅 供 給 公 社。 1. 一 戸 当 り の 床 面 積 は 30 m' 以 上12 0 m' 以 下 で 1. 勤 労 者 分 議 住 宅 に 利 率 返 済 方 法 住宅金融公

議 渡 価 額 の 限 定

住 宅 ( 乙 ) 公 庫 住 宅 に 準 じ 住 宅 協 会 、 住 宅 公 社。 あること。 準じる。 年 5 分 5 厘 勤 労 者 分 設 住 雌 k 阪支所
42年 度

る。
2. 原日IJ として 20戸 以 上の 集 団 で あ る こ と 。

宅 に 準 じ る 。 ー大阪府、大

2. 都 道 府 県 、 市 1. 木 造 防 火 柵 逃

3. 公 庫 の 融 資 建 設 基 準 に 適 合 す る 。

i亙r斉WJ l ftJ
阪rt i " . 京師

車且立木造

3. 財 団 法 人 日 本 労 働 者 勤 労 者 分 線 住 確 笑 な 述 帯 保 府. 兵I事 叫

4. 貸 付 対 象 面 積。 孟400万 円

住 宅 協 会 、 財 団 法 人 宅に準じる。 恋人。
同住宅供給

首 都 圏 不 燃 建 築 公 社。 住 宅
公社

2. 不 燃 組 立 村i 進

一 戸 建 木 造 防 火 構 造 ま た は 組 立 木 造 孟 46m'

大阪府建築
簡 易 耐 火 榊 造

不 燃 組 立 構 造 、 簡 易 耐 火 構 造 壬5 Om'

部住宅開発 耐 火 構 造

而f 火. fjYli 盆 Ｈｾ ｴｩｦｩｴ ｩｩＧ￭Ｚ 孟 ＵＳ ｭ Ｇ Ｉ
醜 話450万 円

騨市住宅協

合

3 共 同 住 宅

用 士也 . n中市住宅

全 地 域

1  木 造 、防 火 構 造 、 組 立 木 造 話 150m'

孟5007 ] 円

協会

戸 建 不 燃 組 立 妥 165m' ( 北 海 道 話 200m' ) ー千里開発セ

述 統 2 戸 建 孟 135m'
ン タ ー

連 続 3 戸 建 孟 100 m'
会最北開発セ

耐 火 構 造 で 述 統 建 以 外 の 共 同 住 宅 豆 67m'
J タ ー

計 画 建 売 | 住 宅 金 融 | 公 E同 当
1. 下 項 に 掲 げ る 事 業 主 一 般 分 線 住 宅 ( 乙 ) に 準 じ る 。 公 庫 で 定 め る 様 都 建 利 率

住宅金融公
| 一般分泌住宅( 乙)

分 磁 住 宅 公 庫 て を 受 け た 体 が あ ら か じ め 公 庫 設 費 お よ び 用地 貨 の 年 5 分 5 座 勤 労 者 分 娘 住
1>11大阪支所

に 準 じ る 。

業 主 体 が の 割 当 て を 受 け て 主jI; 7 釧 5 分 ( 北 海 道 の 宅に都じる。

処置生した計 設 し た 計 画 建 売 住 宅 fi 1 i 耐構造は 8 釧) ｾＱ 斉 ｗｊ 問 ｬ

画 建 売 住 宅 を 購 入 す る も の。 勤 労 者 分 線 住 申 込 人 と 同 等

お よ び 敷 地 財 団 法 人 第一 住 宅 協 宅 に 準 じ る 。 以 上 の 資 力 の

を 購 入 す る 会 、 社 団 法 人 全 国 毛 ある連帯干保証

もの. 地 造 成 迎 合 会 お よ び 人。

社 団 法 人 日 本 分 液 住

宅協会。



住 宅 区 分

貸 付 制 度上 l 貸 付

の 種 別 |金 融 機 関

考

貸 貸

限 度 額

条

利 率

返 済 期 間

f牛

返 済 方 法 担 保

お よ びf呆言正人

対 象

建 築 物 ・ 敷 地 ・設 備 等

イ寸イ寸

者目 的 と 行 為 | 対 象

相 談 窓 口 備

公 庫 指 定 年 度 に 公 肢

の事業7 1 < . 認を受けて

計 画 建 売 事 業 を 行 っ

たｾ ｉｬ 鉄会社。

上 記 以 外 の 法 人 で 総

裁 がi盛絡と認めるもの

2 .住 宅 に 困 っ て い る 人

で 同 居 ( 予定) 家 族

が l 人 以 上 あ る こ と 。

3 自己負l T l 金の調達が

できる者。

4 収 入 月 級 が 償 還 元 利

金 ( 初 回 ) の 6 倍 以

上 あ る も の。

賃 貸 住 宅 |一 般 賃 貸 |住 宅 金 融 I n貸 住 宅 の い 地 方 公 共 団 体 の 出 資 11. 耐 火 柿 進 ま た は 簡 易 耐 火 精 進 に よ る 共 同 住 | 公 庫 で 定 め る 傑 準 控 | 利 率 | 返済方法

住 宅 | 公 庫 | 怨 設 お よ び | ま た は 経 営 上 の 援 助 | 宅であること。 1 設 費 、 お よ び 土 地 椋 | 年 5 分 5 厘 | 建 築 竣 工 後 償

こ れ に 必 要 | にかかる公設法人で、 12 . 1 戸 当 り 30 m'以 上120m' まで。 1準 備 絡 の 7 制 5 分 以 | 返 済 期 間 | 務 弁 済 抵 当 権

な 用 地 の 取 | 住 宅 の 賃 貸 卒 業 を 行 13. 公 庫 の 融 資 建 設 基 準 に 適 合 す る こ と 。 1内 1  50年 以 内 | 設 定 契 約 を 結

得 。 1 なうもの。 14. 貸付対象而航。 1 2 階 建 以 下 | ん だ 月 の 翌 月

( 住 宅 協 会 、住 宅 公 | 盆 ー 主 1  1の而f 火 構 造。 1 か ら 毎 月 払 い。

社、 地 方 住 毛 供 給 公 | 事業主体を通じ、 1 戸 当 り 孟46m'

社 ) 用 地

住 宅 部 分 的 延岡 械 の 2 倍 ( 北 海 道 で は 3 倍 )

以 内。

壬 35年

簡 易 耐 火 構 造

話 25年 | 確 実 な 述帯 保

( 北 海道三五 30年 1 証人。

住吉金融公

lo1! . k 阪主所

k 阪 府 . 大

阪 市 . 京 師

府 . 兵1M県

住吉供給公

社

騨s ! i 、盟中

市 住 吉 協 会

賃 貸 分 誌 の 条 件

1. 家 賃 は 省 令 で 定

め ら れ て いる官民

の 範 囲 内 とする

2 .敷 金 は 家 賃 の 3

ヶ 月 分 に 相 当 す

る額 ま で 徴 収 で

きる

3 .権 利 金 協 力 金 等

の 徴 収 は - -cTJ ifE

め ら れ な い 。

勤 労 青 年 |住 宅 金 融 | 勤 労 背 年 宿 1 1.地 方 公 共 団 体 の 出資 11.耐 火附 進 ま た は 簡 易 耐 火 椛 造であること。 1一 般 賃 貸 住 宅 に 準 じ 返 済 方 法 | ・佐官金融公

共 同 宿 舎 | 公 庫 | 合 的 挫 設 お | 等 に よ り設 立 さ れ た 12 .居在室床在日縦 三五 23 m' る。 1年 5 分 5 座 | 一 般1 t H 住 宅 | 川 は 阪 立 所

よ び こ れ に | 地 方 住 宅 供 給 公 社 、 13 .原 則 として 30人 以 上42収容できるもの。 1 に 準 じ る 。

必 裂 な 用 地 | 協会、公社。 14. 宿 舎 と し て の 共 同 施 設 ( 食 堂 、 洗 而 所 、 浴 返 済 期 関

の取得。 1 2. 育英司王撲を目的とす| 場 、 使 所 等 ) 有 す る こ と。 一般 賃 貸 住 宅

5 公 庫 の 建 設 基 準 に 適 合 す る こ と 。

6 貸付対象而獄。

住 宅 共 同 施 設 部 分 を 含 み 壬 16m' / 人

用 地 謡26m' /人 ( 北 海 道 孟 35m' / 人)

学 生 寮 |住 宅 金 融 | 大 学 生 の 学 い . 学 生 の 奨 学 、援 護 事 い . 勤 労 背 年 共 同 宿 舎 の 1 - 4 項 に 準 じ る 。 1 一 般 賃 貸 住 宅 に 機 じ

公 庫 | 生熊の建設。| 業を目的とする法人。 12 貸付対象而積。 1 る。

利 率 | 返 附 法 | 吋 融 制

年 5 分 5 庄 一 般 賃 貸 住 宅 太 阪 主 所

に 準 じ る 。

i塁r斉J切!日i

一 般 賃 貸 住 宅 確 笑 な 連 帯 保

に準じる。 証人。

利 率 返 済 方 法

住宅金融公庫

年 5 分 5 厘 一 般 賃 貸 住 宅

大 阪 支 所

i亙r斉Jtilllll に準じる。

一 般 n貸 住 宅

』こ 4邑じる 。

確 実 な 連 帯 保

証 人。

る法人。
に 準 じ る 。 確実な: i i l i 帯保

J正人。

2. 公 庫 の 貸 付 金 を 完 済 | 共 同 施 設 部 分 を 含 み 孟 16m' ! 人

す る ま で 、 家 賃 を も

って償 還 財 源 と し な

いものであること。

寄 宿 舎
一 般 賃 貸 住 宅 に 準 じ

る。

>j::.. 

' 1  

、

学

学

特

学

は

宿

学

学

門

等

は

の

く

寄

大

大

専

官

同

た

校

し

の

設

立

期

等

、

ま

学

も

従

建

私

一知

高

校

校

殊

生

生

舎

融

庫

金宅住

公

l 私 立 学 校 法 第 3 条 に 11. 耐 火 構 造 で あ る こと 。

規定する学校法人。 12 .勤 労 背 年 共 同宿 舎 の 2 - 4 項に単じる。

2. 公 庫 の 貸 付 金 を 完 済 13. 貸 付対 象 面 積。

す る ま で 、 家 賃 を も | 共 同方自殺 部 分 を 含 み 孟 16m' ! 人

っ て 償 還 財 源 と し な

いものであること。
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住 宅 区 分
考

貸 付 制 度 上 | 貸 付

の 種 矧j 金 融 機 関

貸 イ寸 貸

限 度

イ寸 条

利 率

返 済 期 間

f牛

返 済 方 法 担 保

お よ び 保E正人

相 談 窓 口 備

目 的 と 行 為 | 対 象 者

対 象

建 築 物 ・敷 地 ・設 備 等 額

の 共 同 住 宅 で あ る こ と 。

l  地 上 3 階 以 上 の 耐 火 榊 造。 1公/ Oli . で定める{ J : ! iVl4J! 1 利 率 | 返 済 方 法 疋

2 . [点目 IJ と し て 住 宅 部 分 の 延 fffi 般 が1000m' 以 上。| 設刊の99. 4 5 %. 年 5 分 5 lill 1 平Ij t! i ) 等毎月払

c、。

た め 、 土 地 | な け れ ば 建 設 が で き | た だ し 周 囲 の 状 況 か ら み て 800m' ま で 緩 和 で

所 有 者 が ア | な い も の。 1 きる 。

マートを怨 13 .建 設 敷 地 が 原 則 と し 1 3. 公 庫 の 融 資 建 設 法 準 に 迎 合 し n 貸 住 宅 と し

設 し て 都 市 | て 申 込 み 年 皮 肉 前 々 | て適当な，建物であること 。

の 立 体 化 ぉ | 年 度 以 前 に 取 得 さ れ 14. 貸 付 対 象 面 積 ( 床 面 鰍 ) 46m' /戸 以 内。

よ び 住 宅 錐 | た 土 地 で あ る こ と 。 1 ( 共 用 部 分 も 含 む ) 。

の 緩 和 を は 14 場 所 がu貸 住 宅 と し

A i 行WJI ::J

50年11i 泣 敷 地 建 物 そ の

他 代m保 物 件

に は 公li l ! のた

め に 第一 順 位

向 f正当千億を 主主

定 す る 。

月毎

法

等

方

均

!

l

、

一
r

z
干

し

返

元

払
内

-

l

s

 

座
p
b

 

率

歩

銭

利

目

2

. f 主主金融 公l棋

k 思主 萌

侃道府県生t !l5l !1

. . 師揖

( 太 阪 府 也 築 都 市

街 地 他 集 担

T EL剖 1. 0351)  

6大r. 1S rtJ U 篠 卯

当 師 揖

( 大 阪 市 姐 括 局 企

画 醜

TEL2032151)  

大阪府挫! l 5 都市街

地 瞳 領 陣

大 阪 市 東 区 大 手 前

返 済 期 間 | 取 扱 銀 行 に 担 l 之 町

5 ヶ 年 以 内 | 保 を 提 供 し 2

( 原 則 と し て | 名 以 上 の 保 証

最 終 貸 出 し 後 | 人 を 必 要 と す

6 ヶ 月 据 置 く ) 1  ｾＮ＠

T E L  (941 )0351  

家 賃 お よ び 貸 借 入

の 選 定

- 公 1111の 承 認 を 必

要 と す る 。 l 戸

当 り 家n は 省 令

で 定 め ら れ た 範

囲 内 と す る

. 11借 入 の 選 定 方

法は、公募による

が 、 賃 貸 戸 数 の

5 分 の l 以 内 は

公 募 の 方 法 に よ

ら ず 建 築 主 の 関

係 者 を 入 居 さ せ

ることカeて' きる.

. 敷 金 以 外 の 権

利 金 協 力金 等 の

徴 収 は 一 切 認 め

ら れ な い

民 間 アパ ー

ト 建 設

社 員 住 宅 |一 般 産 業 労 | 住 宅 金 融 | 一 般 産 業 労 11. 一般事業者。

土 地 担 保 付 | 住 宅 金 融 | 市 街 地 に あ い 位1人 、 法 人 い ず れ も

賃 貸 住 宅 | 公 庫 | る 遊 休 地 の | よい。

利 用 を 促 す 12. 公 庫 か ら 資 金 貸 付 が

か る も の。 てi直I也であること .

大 阪 府 | 府 下 に お け い 住 宅 金 融 公 庫 法 およ

るアノマート| ぴ 大 阪 府 中 高 層 耐 火

お よ びUl 'i 1  建 築 資 金 融 資 制 度 に

共 同 住 宅 の | 融資を受ける以外向者

連 設。 12 特 定 の 入 居 者 の た め

に 建 て ら れ た も の

Ｈ例えば会社のＧｻ［ｾま

た は 寄 宿 舎 等) そ の

他 本 制 度 に よ る 融 資

を 不 適 当 と 総 め ら れ

る も の は 適 用 し な L 、。

l -簡 易 耐 火 又 は 耐 火 榊 造 の 共 同 住 宅 に 限 る 。

13.3m' 当 り 倣 資 |

| 融 資 限 度 額

基 単 紙 |  

簡 劫 耐 火 2 階 建 I 3 万 円 I  6 0 0 万 円

耐 火 2 階 建 I 3.5万 円 I  9 0 0 万 円

H  3 階 挫 I 4 万 円 I  1  2 0 0 万 円

"  4 階 建 4. 5万 円 I  1  8 0 0 万 円

取 級 銀 行

大和、 三 和 、住友、

岱士、 三 菱 、 第一 、

三 井、日本勧業、

東 海 、 協 和 、 神 戸

働 者 住宅 | 公

( 社宅 、 単

身 寮 )

庫 | 働 者 の た め 1 . 常時使 用 す る 従 業 只

に 、 事 業 者 | が 5 人以上ある。

が 公庫 の 融 | ・使用 す る 従 業 只 の f主

資 を う け て | 宅 不 足 が 甚 だ し く 、

給 与 住 宅 の | 従 業 員 に 住 宅 を 怨 設

建 設 ま た は | し て 貸 し つ け よ う と

購 入 、 お よ | するもの。

び こ れ に 必 | ・住 宅 の 建 設 に 必 裂 な

要 な 用 地 の | 資 金の 金制 を 別 途 す

取 得 を す る | るのに図騰な事業者。

ものである。| ・公 庫 へ 貸付 元 利 金 の

返 済 見 込 み が 倣5たで

あること。

- 建 設 し よ う と す る 住

宅 の 立地 条 件 、 建設

計 画 、 使 用 料 、 家 賃

等 が 適 正 で あ る 事 業

者。

1. 建 設 基 準

住 宅 イ 、 世 帯 向 共 同 住 宅

1. 甲 類 ( 備 考 欄 参 照 ) I 利 率 返 済 方 法

1. 甲類 事 業 者 | 金 銭 消 費 貸 借

年 6 分 5 度 | 契 約 を 締 結 し

| 最 終 回 の 資 金

2. 乙 類 事 業 者 |

| 交 付 を 受 け て

年 7 分 | ー

I か ら 元 利 均 等

割 賦 償 還 の 方

法 に よ り 毎 月

i亙r斉J羽|昔!

1.耐 火 構 造

。、

-

v

 

'

h

 

キ

イ

話 35年

2. 簡 易 耐 火締

造 孟 25年 | 確 実 な保 証 人。

( 北 海 道

資 1 3 . そ の他 の構

|  進め住宅。

¥'Il J 目

豆 30年 )

住 宅 金融 公 雄

大 阪 支 所

ー畑道府 県 瞳 聾 担

当節 陣

( 大阪 府 強 集 部市

街 地 強 集 醜}

.  6 大 市 建 築 知 車

部 醜

( 大阪市挫! l 51;;j企

画 牌)

1 .建 設 資 金 を 貸 り

る 事 業 者 は 下記

の 内 容 に よ り 2

分類する。

甲 類

・従 業 只 が 300人

以 下 ま た は 資 本

金 5 千 万 円 以 下

の事 業 者

- 商業 ま た は サ ー

ピ ス 業 ( 医 業 お

よ び 歯 科 医 業 を

除 < ) を主とする

もので、 従業. Q

50人 以 下 ま た は

資 本 金 l 千 万円

肉 以 下 の 卒 業 者

一
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時

一

刷

司
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孟 18年

以 上 は 甲 乙 類

共通。



貸 付 制 度 上 | 貸 付

住 宅 区 分 I-: r J  ｾＮＺＧＲＮ＠ ｾ＠ I  

の 種 矧l 金 融 機 関 考

貸

目 的 と 行 為 | 対 象

イ寸

者

対 象 策

限 度

条

利 率

返 済 期 間

イ牛

返 済 方 法 担 保

およひ'1，呆重正人

相 談 窓 口 備

f寸

建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等 額

2 .賃 貸 事 業 を 行 う も の

事業者ーがその事業に

使 用 す る 産 業 労 働 者

の た め に 住 宅 を 建 設

し て 、 貸 付 さ せ る 目

的 で 出 資 ま た は 融 資

す る 法 人 、 い わ ゆ る

住 宅 供 給 公 社 、 住 宅

- 便 所 、 洗 商 所 お よ び 押 入 、 そ の 他 収 納 設 備 13 .建 設 費 用 地 質 が 公

を 設 け る 。 1 庫の定める獄準主主

・原 則 と し て 洗 た く 設 備 、 食 堂 、 炊 事 室 、 浴 | 設 費 を こ え る 場合

場 、 休 養 室 、集 会 室 お よ び 管 理 室 を 設 け る | は 公庫 の 定 め る 燃

こ し |  準 建 設 費 を も っ て

通用する。

用 地

敷 地 は 安 全 上 お よ び 衛 生 上 良 好 な 土 地 で 日

協 会 、 住 宅 公 社 等 。 1 常 生 活 に 便 利 な 土 地。

3 .分 百貨 事 業 を 行 う も の 1
2. 貸 付 対 象 面 積 ( 甲 乙 分 類 は 備 考 に 記 す。 )

一 般 事 業 者 に 鰻 渡 す 11分| 住 宅 | 建 物 | 用 地

る 目 的 で 、 公 庫 か ら 11 矧| 舶 別 |貸付対線 l而附 |北海道以 |北 海 道

II ml  '."  "" 1  /戸‘ 人 |外的地区 |地 区
産 住 資 金 を 借 り 受 け 11 !  ，. .， . !. . . .，.... """"" !  

一 1  1  Ｑ ＴＧ 十都巾北間仕 ｾｉ < 川

て 住 宅 を 建 殺 す る 地

方公平士、または総裁

の 認 め た も の。

日山一一 ・. - 】 ー;46m
1

孟 67m冒 孟1oom
1

世11干向 その他 孟46m官 孟15Om
1

孟175m
1

町t

Ｑ Ｑ Ｑ 身ＧＷＮｾ宿合 長 15m官 孟 26m
1

孟 35m官

1止併向共同住宅

時ｾ
¥ 

乙

世帯向 その他 孟43m
1

町I

111 身 架 宿 舎 孟13m
1

- 鉱 業 を 主 と す る

も の で 従 業 只 が

1 千 人 以 下 、 資

本金 5 千 万 円 以

の事業者。

・民 法 第34条 に 規

定 す る 公 益 法 人

. 学 校 法 人 ま た は

私 立 学 校 法 第64

条 第 4 項 の 法 人。

. 社会福止法人。

乙 類

申 類 以外 の 事 業

者 。

2 住 宅 の 管 理

使 用 料 ま た は 家

主主の徴収限度額

は原則として、

公 服 へ の 毎 月 償

i Q 金を公庫貸付

金 に 係 る 住 宅 総

戸 数 で 除 し た 1

戸 ( ま た は l 人 )

当たり月割l ) f 1 ! i Q

金 相 当 額 を 限 度

とする。

産 業 労 働 者 |住 宅 金 融 | 卒 業 者 が 従

分 担 住 宅 |公 庫 | 業只 の た め

( 従業員持 1 に 、 公Jil i の

家 住宅 ) 1 融 資 を 受 け

て 住 宅 を 建

設 し て 、 従

業 只 に 捜 渡

す る い わ ゆ

る 従 業 只 の

持 家 住 宅 に

対 す る 貸 付

で あ る 。

ｾ＠
c:o 

1 .一 般 事 業 者

- 常 時 使 用 す る 従 業 只

が 5 人 以 上 あ る こ と

. 使 用 す る 従 業 只 の 住

宅 不 足 が 醤 だ し く 、

こ の た め 従 業 只 に 住

宅 を 建 設 し て 娘 iJit す

る 事 業 者。

- 住 宅 の 建 設 に 必 裂 な

資 金 の 調 達 す る こ と

の 困 難 な 事 業 者。

- 事 業 内 容 が 適 当 か っ

堅 実 で 、 従 業 只 の 持

家 住 宅 を 建 設 す る 充

分な能力を有するもの

2. 事 業 者 の 代 行 す る も

1. 建 設 基 準 ! 一 般 産 業 労 働 者 住宅 | 利率 | 返 済 方 法

@ 共 同 住 宅 | に準 じる。 1一 般産 業 労 働 | 原 IIIJ と し て 元

l 戸 当 り 床 面 積 は30m'以 上120m'以下とする 。1 1者 住宅 に 準 じ | 金 均 等 割I町政

・地 上 |堵 数 2 以 上 を 有 し 1 縦 4 戸 以 上 の主I ! ; 物 1 1る。 1巡 の 方 法 に よ

榊 進 は 耐 火 椛 造 、 簡 易 耐 火 構 造 ま た は 公服、 1 1  1 り 毎 月 払 い で

承 認 の 不 燃 組 立 構 造 と す る 。 1 1返済J I ; I J附 | 返済する 。

@ そ の 他 住 宅 1  1一 般 産 業 労 働

.  1 戸 当 り 床 面 積 は30m' 以 上120m' 以 下 1  1者 住宅 に 継 じ

l 団 地5戸 以 上 の 集 団 を も っ て 建 設 す る こ と 。1 1る。

川 進 は 間 わ な い。 1 1 確 実 な 保 証 人

木 造 、 防 火 構 造 お よ び 組 立 木 造 は l 戸 建 と

す る こ と 。

2 貸 付 対 象 而 桜

榊 造 |戸 越 別 | 住 宅 | 用 地

話 165

孟 135

孟 l∞

込し

は

者

申

類

働

金

分

労

資

乙

業

設

甲

産

恕

み

般

働

じ

労

州

中

業

に

産

毛

般

住

。

一

者

る

住宅に準じる。

2. 住 宅 の 分 鰻

イ 分2漢方式には、

所 有 権 移 転 長 期

分 綬 と 所 有 権 留

保 長 期 分 餓 と が

あ る が 、 前 方 式

を原則とする。

ロ 分 限 価 額 は 公 庫

で 定 め る 限 度 額

以下として、 Z

受 人 に と っ てia

ill な負担 と な ら

な い よ う に 定 め

な け れ ば な ら な

し、。

ノ、協機会内 量生也

事 業 者 と 従 業 只

との附1で 紛 争 を

生 じ な い よ う 運

営していくため、

協 議 会 を 設 け な

ければならない。

グコ

事 業 者 が 従 業 民 の た 11 木造防*f ，'昨i立 1 . =  ""'L I  ｟｟ ｾ ＢＮＮ＠ .，，= I  

11 _  ＭＭＺＭＮｾｾＺＧＭＺＺＺＺ＠ 1 戸 l:Il l 孟46m'/ 戸 |孟15Om'/戸

め に 住 宅 を 挫 殺 し て 11 又は組立木造 1- - 1- '- "  1  

宮袋波させる目的で、 ＱｾＭＭＭＭｾＭＭＭＭ ＭＫＭＭＭＭ ＭＱ＠
出 資 ま た は 融 資 を し 1 1 I 戸 建 | 孟50

て 、 建 設 な ら び に 分 11 - _. .  . 1  目

線司王務等の依航をす 11 不 燃 組 立 悩 |主 |2戸建 | 凶 |  孟 出

る 法 人 、 い わ ゆ る 地 11 1  ill l  3戸建| 孟50 孟 l∞

方 住 宅 供 給 公 社 、 住 1 ___ ー

宅 協 会 等。 11._" .. .，，."" Ｑｬ 戸 建 ｼ 北 ｈ 叫ー ｉ ｾｴ［ ぷ Ｒ ∞
3. 百貨 泌 を 行 うもの. 11簡易耐火榊泣 1....  I  _  _ "  1  ' w，_.... : - __ 1  

卒 業 者 が 従 業 只 に 液 11 ｾ ＢＮ ｾＮ＠ ，，，..= 1迎 |2 戸越 |

川又は耐火精道 |税 l '  

渡 す る た め 、 住 宅 を 11 |挫 13戸建 | 孟50

必 要 と す る も の に 対 . . .，. .. .-.. ._. ..

ｉｉ Ｎ［Ｆ［Ｚ ｾ＠ . 1.  U t l  .，，， 1連 続 位 以 外 1 ｾｏｏ＠ 1  し住宅を税減する事 Ｑ Ｑ 耐火例泣 ｉ ＺｾＺＺＺｾＺＭ［［Ｂ Ｇ Ｍｉ 孟53 1  孟 67
11 |共 同 住 宅 1  - - - 1  

業 を 行 な う 法 人 、 い 1

1 ・

13 大 都 市 お よ び 周 辺 に 建 て る 場 合 は 、 な る べ

わ ゆ る 地 方 住宅 公社、|

住宅協会等。 1 <  3 寝 室 以 上 の 規 般 の 共 同 住 宅 と す る こ と 。
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住 宅 区 分

備 考

貸 付 制 度 上 | 貸 付

の 種 別 | 金 融 機 関

目 的 と 行 為

貸

対 象 者

イ寸 象対

建 築 物 ・ 敷 地 ・ 段 備 等

1 .府 下 に 工 場 ま た は 事 11. 建 設 内 容

業 場 を 有 す る ZJ_l : 業者。| 住 宅

2. 従 業 只 ( 厚 生 年 金 保 1，一三

険 の 被 保 険 者 ) カず300 目 一

人 未 満 の 事 業主 で、

貸

限 度 額

- 貸 付 料 金 と し て 毎 | 利 率

イ寸 条

利 率

返 済 期 間

件

返 済 方 法 担 保

お よ び 保E正人

返 済 方 法

月府市に納入する。| 年 6 分 5 厘 | 貸 付 料 金 と し

・ 貸 付 料 の1芋出内訳 I I て払う。

は 厚 生 省 の 標 準 建 | 返 済 期 間

設 費 の 元 利 ( 年 利 120年 間 の 貸付 | 貸 付 事 業 主 と

6 分 5 厘 ) の 均 等 | 期 間l経 過 後 は | 同 等 の 能 力 を

償 還 額 、 固 定 資 産 | 無 償 で 譲 渡 。 I もつ保証人。

税 市 長 村 交 付 金 相

当 額 、 火 災 保 険 料

お よ び 管 理 事 務 貨

の 合 計 額。 -

得 た 額 のi範 囲 内 と

する。

n
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、
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-
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E

E

1

4

〉

'

h

E

B

E

E

f

a

d

主

の

人

の

、

王

者

む

業

他

法

業

業

有

含

企

の

企

事

所

小

そ

大

舶

中

船

2 人以上。

千 0 分 5 厘

( 日歩 1 銭

7  J.夏 8 毛)

2 .大 企 業 の 事 ，

1 mイ呆および保:

業主( 船舶所|

| 証人

有 者 を 含 む )1

- 担 保 は 原 則

年 7 分

( 日歩 1 銭

9 厘 2 毛)

は 50万円。

- 融 資 限 度 額 の最 低 | 返 済期 間

還

限

年

年

年

し

お

お

時

な

償

期

孟

孟

孟

問

造

火

易

火

造

期置

国

情

耐

簡

耐

木

据

と し て こ の

融 資 に よ っ

て 取 得 し た

不 動産 の ほ

か 必 要 と 認

め ら れ るも

グ〉。

- 速 帯 保 証 人

2 名 以 上

相 鮫 窓 口

- 大 阪 府商工

部 工 業 諜

- 大 阪 市 経 済

局 援 興 課

大 阪 府 民 生

部 保険 課

1 .納 付 金

・府 市 有 地 利 用 の

場 合 は 土 地 代 を

建 物 の 「 貸 付 お

よ ひ 畷 波 契 約J

の 締 結 前 に 納 入

する。

- 実 際 の 建 設 費 と

厚 生 省 の 示 す 標

準 建 設 費 の 差 額

に つ い て は 特別

納 付 金 と し て 建

設着工前に納入。

2 建 物 の 管 理

・事 業 主 が 費 用 負

担 と し て 管 理 す

る。

- 事 業 主 は 入 居 し

た 従 業 貝 か ら

適 正 な 家 賃 を 取

ることカf て・きる。

. 賃借権の鰻波、

目 的外使 用 、 入

居 定 員 を こ え て

の入居は禁じる。

従 業 員 ま た は そ の 家

族 を 入 居 さ せ よ う と

す る も の。

3. 募 集 前 年 度 ( 1 月 一

12 月 ) の 保 険 料 の納

入 成 績 が 良 好 な も の。

4. 従 業 貝 の 住 宅 困 窮 率

が 高 い も の。

5 .納 付 金 ( 土 地 代 保 証

金 ) および貸イす料の

納 入 に た え ら れ る 。

床 面 積

分 | 階 数 |

1世 帯 ま た は1人当り

主 | 簡 易 耐 火 I 2  階

品 | 耐 火 I 3 - 4 階

斗! 1  

身 ! 耐 火 I 2 - 4 階

1; ，}  I  

- 標 準 建 設 費 以 下 で あ る こ と 。

・世 帯 向 住 宅 は 2 部 屋 以 上 、 押 入 、 洗 漉 設 備

浴 室 を 設 け る 。

・単 身 者 向 住 宅 は 1 室 2 人 収 容 と し 共 同 施 設

と し て 使 所 、 洗 面 、 洗 溜 設 備 、 食 堂 、 炊 事

室 、 休 養 室 、 管 理 人 釜 ( 一 世 幣 居 住 可 能)

49.  5 m
2  

49. 5 

16. 5 

お よ び 浴 室 を 設 け る 。

用 地

・ 府 市 有 地 ま た は 企 業 提 供 地 に 建 設 す る 。

. 糠 準 敷 地 面 積。

単 身 者 向 の 場 合 30m' / 人

世 帯 向 の 場 合 60m' /戸 ( 耐 火 3 階 )

130m' /戸 ( 簡 耐 火 2 階 )

1.厚 生 年 金 保 険 の 適 用 11.対 象 住 宅 建 物 は 社 宅 、寄 宿 舎。

事 業 所 の 事 業 主 お よ 12. 貸 付 標 準 面 積。

ぴ 船 貝 保 険 の 船 舶 所 | 住 宅

有 者。 I 五 五 両 住 宅 孟 16. 5m' / 人

ある 。 I 宅協会。

6 .労 働 組 合。

以
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料

給

資

た

一

資

と

き

で

改

取

と

で

が

険

険

縫

い

町

宅

資

用

の

増

地

途

の

者

保

保

の

引

金

住

融

使

も

、

土

目

も

険

た

-

ら

等

差

余

が

め

て

る

築

、

を

る

保

め

か

付

を

剰

部

金

し

れ

新

築

得

す

住 宅 以 外 に 療 養

施 設 ( 病 院 診 療

所等) 、厚生福祉

施 設、( 休養方面殺

体 育 施 設 、 給 食

施 設 教 育 文化 施

設 等 ) の 融 資 も

f専ら れ る。

厚 生 年 金 | 大 阪 市 | 中 小 企 業 従

住 宅 | 大 阪 府 1.業 只 の 住 宅

鰍 緩 和 の た

め 、 大 阪 府

市 が 従 業 員

住 宅 を 建 設

してまTイ寸け

る も の で

ある 。

厚 生 年 金 | 年 金 福 祉 喋 | 厚 生 年 金 保

還 元 住 宅 | 集 団 | 険 、 船 員 保

険 お よ び 国

民 年 金 の 被



住 宅 区 分

貸 付 制 度 上 |貸 付

の 種 別 |金 融 機 関 備 考

貸 イ寸

者目 的 と 行 為 | 対 象

対 象

建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等

貸

限 度

イ寸 条

利 率

返 済 期 間

件

返 済 方 法 担 保

お よ び 保 証 人

相 鮫 窓 口

るあ

人

，
，

r

 

カ

宮

類

F

M

E

-

や
唱

6

2

。

。

む

の

る

る

=

宅

じ

い

住

抽

出

て

者

に

し

宅

身

法

定

単

治

設

住

、

法

を

桜

宅

築

費

面

者

住

建

設

象

向

は

建

対

E

一

身

帯

造

幣

付

耳

一

せ

椛

椋

貸

住

一

単

t

，

。
，

』丹、

u

A

勾

以

主

者

る

居

業

る

設

人

業

職

す

人

事

す

新

5

事

就

置

に

の

定

の

を

る

転

設

舎

A

口

指

所

者

れ

移

の

宿

場

の

業

職

入

の

団

周

る

臣

官

申

就

い

用

業

者

い

大

で

転

居

庖

事

職

て

。

働

域

移

上

現

が

就

し

主

労

地

，
，

。
ζ

句
。

安

じ

の

、

を

て

庖

に

宿

業

通

者

進

上

し

を

主

寄

職

を

働

促

向

と

者

業

共

所

労

用

祉

的

働

事

宅

公

定

て

沼

稲

目

労

う

社

事進促周

回

雇

業

進

宅

)

促

晴

宅

用

矧

住

彊

住

(

世 帯 向 住 宅 孟 49. 5m
2

/ 戸

舎 の 新 築 購 | 拡 充 の た め 、 そ の 地

I  -'-" ，_ ｴ］［Ｚｉ Ｏ ＮＮｬＭｾ＠ ... ＮｬｬＮｬＮＮ Ｇｾ Ｂ，Ｂ ｟ ｟｟＠ I 用 地

入、増築、 |  域 に 居 住 す る 労 働 者 l 一一一一

敷 地 内 購 入

に 必 要 な 資

金 を 融 資 す

るもの。

を30人 ま た は10人 以

上 原 い 入 れ る 事 業 主 。

4 . 35オ 以 上 の 労 働 者 3

人 以 上 雇 用 事 業 主 。

5  . 労 働 者 住 宅 不 完 備 の

た め 労 働 者 履 い 入 れ

困 難 と 認 め ら れ る

業 主 で 、 戦 業 安 定 所

を 通 じ 扇 用 す る 事 業

主。

6  .新 産 都 市 指 定地 域 内

で 、 事 業 場 の 新 設 の

た め20人 以 上 、 拡 充

の た め10人 以 上 の 労

働 者 を 扇 用 す る 事 業

主。

7  . 職 安 の 紹 介 に よ り 浴

湾 労 務 者 を 雇 用 す る

業 主。

8 .事 業 協 同 組 合 、 商 工

会 談 所 等 の 法 人 格 を

有 し て い る も の 。

共 同 住 宅 、 共 同 宿 舎

そ の 他 の 住 宅

孟 建 物 融 資 対 象

面 積 の 2 倍

孟 165m
2

額

返 済 方 法

3

賦

保

元

る

の

割

ぴ

還

じ

等

の

よ

金

単

均

毎

。

お

。

年

に

金

月

済

保

人

生

宅

元

ケ

返

担

証

厚

住

の

厘

銭

)

場

銭

)

業

5

1

毛

の

分

1

毛

企

。

分

歩

8

他

7

歩

2

小

A

ロ

6

日

厘

の

年

目

度

中

場

年

(

7

そ

合

(

9

・

1

η
ζ

%

%

 

ハ
U

ハ
U

A

V

η

'

 

の

A

ロ

の

資

場

資

設

の

設

建

他

建

都

の

撤

標

そ

標

- 雇 用 促 進 事 | 住 宅 以 外 に 福 祉 施

主匙団 | 設 設 置 資 金 、 事 業

大 阪 支 部 | 内職業訓練施設置E

T  E  L  251  0131 1 置 資 金 の 融 資 も あ

- 大 阪 府 労 働

部E

職 業 業 務 課

T  E  L  941  0351  

- 職 業 安 定 所

る。

中 小企 撲 従

業 員 共 同 宿

大 阪 市 | 厚 生 年 金 住 11. 市 内 に 主 た る 事 業 所

宅 を 利 用 し | を 有 し 、 厚 生 年 金 保

て 従 業 只 の | 険 に 加 入 し て 3 ヶ 年

共 同 宿 舎 を | 以 上 引 続 き 中 小 規 模

建 設 す る 場 | の 商 工 業 、 そ の 他 の

合の、笑際主主| 事 業 を 営 み 厚 生 年 金

政 資 と 様 準 | 保 険 を 完 納 し て い る

建 設 費 と の | も の。

差 額 ( 企 業

主 負 担 ) を 12. 国 税 、 地 方 税 の 納 付

補 充 す る た | が 良 好 な も の を も つ

め に 融 資 す | て 組 織 し て い る 組 合

る。 1 ま た は そ の 他 の 団 体。

舎

。、

』“

5 .屋 外 附手間封筒工事、 特 殊 基 礎 工 事 、 昇 降 機

設 置 工 事 等 に つ い て も 融 資 さ れ る 。

1. 中 小 企 業 の 場 合 | 利率

戸可日

厚 生 年 金 選 元 住 宅 の 1 . 2.  4 項に準じる。| 実際m設 資 金 と 厚 生 | 利 率

年 金 還 元 融 資 資 金 に | 日 歩 2銭 2厘

よ る 融 資 金 額 と の 差

額。 返 済 期 間

孟 7 年

据 置 期 間

孟 6 ヶ 月

返 済 方 法

・半 年 賦 元 金

均 等 償 還。

6 ヶ 月 以 内 の

据 置 期 間 を 設

ける。

無 担 保。

・保 証 人 組

合 ま た は 団 体

的 役 只 3 名 以

内 の 速 帯 保 証

人 が 必 要。

大 阪 市 経 済 局 | 本 融 資 を 利 用 す る

金 融 謀 、 振 興 | こ と に よ り 従 業 只

諜 | 共 同 宿 舎 は す べ て

融 資 に よ り 建 設 す

ることができる。



h  

奄可=

住 宅 区 分 考

貸 付 制 度 上 | 貸 付

の 種 別 | 金 脳 機 関

中 小 企 業

退 職 金 共 演

住 宅

( 労働者

住 宅 )

中 小企 業退

職 金 共 済 事

業 団

目 的 と 行 為 | 対

労 働 者 の 福

祉 地i並をは

か る た め 労

働- ri 住 宅 の

新 築 な ら び

に地改築、

それに聖書す

る こ ｴ｟ｪ也耳 ｬｬＮｾＡ 干

の 資 金 を 事

業 主 に 融 資

す る も の で

ある。

貸 イ寸

者

対 象

建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等

- 社 宅

・独身寮

貸

限 度

必華客な建設貨の7 0 %

以 内。

最 高 限 度 は

企 業 内 総 設

孟 1 千 万 円

共 同 施 設

話 5 千 万 円

イ寸 条

利 率

返 済 期 間

利 率

年 8 分 2 1豆

( 日歩 2 銭 2

屈 4 毛)

イ牛

返 済 方 法 担 保

お よ び 保E正人

返 済 方 法

3 ヶ 月 ま た は

6 ヶ 月 ご と の

元金均等l ' f J J賦

イft il20

f旦{呆

貸 付 に よ っ て

得 た 建 物 ま た

は 不 動 産 を m

イ呆とするまた

は ほ か の 不

動 産 を 提 供 す

る。

保 証 人

2 名 以 上。

相 談 窓 口

都 道 府 県 労 政

諜 ま た は 労 政

壬務所

( 大 阪 府 労 働

ＱｾＱＱ 労政諜 ｪ

備

1 .関 西 地 区 融 資 取

扱 金 融 機 関

滋 賀 滋1'.: 銀 行

京 都 京 都

大 阪 大 阪 H

兵 庫 布l'戸 H

奈 良 南 都 H

手口 ｾｦｫ 山幸と ｒ 品 "  

2. 労 働 者 住 宅 の 他

に 保 健 施 設 ( 衛

生 室 浴 場 体 育 館

等) 給食砲設、

教 育 文 化 施 設

( 会館 、 集 会 答

図 守 室 ) の 融 資

も 受 け ら れ る 。

特 定 | 住 宅 公 団

分 議 住 宅

労 働 者 の 住

宅 維 を 緩 和

す る も の で 、

個 人 や 法 人

を 対 象 に 集

団 住 宅 と し

て抱! : s t 官製 i度

し 、 公 団 か

ら 波 り 受 け

た 会 社 は 社

民 や 従 業 只

に 賃 貸 し た

り 分 捜 し た

りするもの。

つ ま り 公 団

が 住 宅 的 建

設 に 必 要 な

資 金 組 織 で

住 宅 を 建 設

し、従供し、

年 賦 で は ら

っ て も ら う

ものである。

象

l 中 小企 業 退 職 金 共 済

制 度 に 加 入 し て い る

事業主。

2 附 成 只 ( 事 業 主 ) の

M 以 上 が 中 小 企 業

退 職 金 共 済 llil ] l 立に加

入している Ｇ ｊ ｪＺｾ匙 主団

体 。

商 工 会 議 所 、 商 工 会

ま た は 事 業 協 同 組 合

等 の 事 業 主 団 体 で 法

人 絡 を 有 す る も の。

3. 中 小企 業 退 級 金 共 済

1I 11JI.支 加 入 の 時 期 、 借

金 納 付 金 制 お よ び 加

入 従 業 只 数 に つ い て

の伽l限はない。

4 個 人 で は 融 資 を 受 け

られない。

1 .事 業 者 で そ の 使 用 す

る 従 業 只 に 対 し 住 宅

を 貸 付 け 譲 渡 し よ う

とするもの。

2. 住 宅 組 合 法 に よ る 組

合 只。

3. 特 定の司王業者の使用

す る 従 業 只 に 対 し 住

宅 を 供 給 す る 事 業 を

行 う 会 社 、 共 同 組 合。

そ の 他 の 法 人。

4 .入 居 希 望 者 が 現 に 住

宅 に 困 っ て い て 分 波

代 金 の 支 払 い 見 込 が

確 実 で あ る 。

1. 建 設 場 所 、 娘 受 希 望 者が 提 供 す る 土 地 で 公

団 が 適 当 と 認 め た 所 に 建 設 。

2 .榊 造

・原 則 と し て 耐 火 構 造 。

.  2 階 以 下 は 簡 易 耐 火 榊 造 と す る こ と が で き

るe

3 .規 模 住 宅

世 l 住 宅 専 用 部 分 的 床 面 械 孟30m'

常| ・ 2 室以上同居住箆 、台所、使所、浴室を

E |  そ な え る .

宅 | ・できるかぎり 3 寝宅とするこ と.

食

d

所

粧

5

面

休

孟

洗

。

・

備

こ

当

所

駐

る

一

人

使

漏

け

一

l

に

洗

佐

一

'

他

、

を

一

，

W

同

宣

宝

一

お

由

主

浴

人

一

孟

佳

、

理

一

械

居

場

智

一

括

ま

匹

一

床

に

炊

室

一

住

合

、

会

一

居

宿

金

集

一

単

身

者

共

同

宿

舎

一

用 地

都 市 計 画 上 、 建 築 基 準 法 上 、 土 地 抵 当 権 等 の

規制l がある。

公 団 で き め る 建 設

基 準 工 事 費 を 限 度

額とする。

. 42年度住宅主阻止基

地 額。

鴎 別 l 企 舗

世|却

帯 却 d 以上μ|  

同ト一一一- - - - - l )  .280 

住 蜘 味 引

宅 白d 以上 ) .350 

酬 。 努l

共 同 住 宅 句山千円/人

北 海 道 地 区 は 別 に 定

める。

- 他 に 特 殊 基 砲 、 柏

栽閲 Ｑ 也設備ｾとし

て 加 算 で き る 。

額

i昼ii 守J切r. 1J

孟 10年

但 し 1 年 以 内

向 鋸 訟 期 間 を

おく。

利 率 | 返 済 方 法

年 7 分 5 厘 1 3 ヶ 月 毎 の 御l

| 賦支払。

返 済 J鈎間

1. 常 時 使 用 す | 確 実 な 述 幣 保

る 従 業 貝 の | 証 人 1 名 以 上。

数 が 300人

以 下 資 本 金

5 千 万 円 以

下 ( 商 業 サ

ー ビ ス 業

の 場 合 は 1

千 万 円 以 下 )

の 会社 お よ

び 個 人 、 公

的 機 関 等 が

宮授 受 す る 場

合 豆20年

2 . そ の他 の 場

合 三 五 15年

1. 日 本 住 宅 公 11.設 計 に つ い て

団 大 阪 支 所 1 ( 3 ) 世帯向住宅

T  E  L  (443)57611  原 則 と し て 公 団

2 各 都 道 府 県 | の 標 単 設 計 を 利

公 団 |  用 す る 。

J]: 務 担 当 課 I @単身者共同約千子

・ 大 阪 府 建 築 | 申 し 込 者 がr&a.十

都 市 街 地 建 | 図 牲 を 作 成 し 公

築 諜 l  団 に 提 供 す る 。

・京 都 府 土 木 12 旋設分』浪

建 築 部 建 築 | 世 帯 向 住 宅 、 単

線 |  身 者 共 同 宿 合 と

・奈 良 県 土 木 | あ わ せ て 建 設 す

部 建 築 諜 |  る事務所、底おI i

・兵 庫 県 建 築 | 等 の 施 設 の 分 波

音I1住 宅 課 !  もある。

- 和 歌 山 県 土

木 部 建 築 諜

. 滋 賀 県 土 木

部建築謀。
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住 宅 区 分

市 街 地 再 開

発 住 宅

貸 付 制 度上

σコ 手重 ｾｉｊ＠

鍛 中 高 層

耐 火 建 築 物

( 住宅付l苫

舗 事 務 所 )

防 災 建 築 物

中 高 層 耐 火

土 地 担 保

貸 f寸

金 融 機 関

住 宅 金 融

品0:、' 庫

住 宅 金 融

1、:.-:
国E

住 宅 金 融

/ゐ、温、
庫

貸 イ寸

目 的 と 行 為 対 象 者

都 市 の 既 成 1 .建 設 に 必 要 な 敷 地 を

市 街 地 あ る 所 有 す る か 、 あ る い

い は そ の 周 は{ 昔t也 し て い る こ と

:illの J也主主に ( 地 主 の 承認 が 必 要 )

おいて、土地 2. 自 己 負 担 金 の 調 達 が

の 合 理 的 利 確 実 に で き る こ と 。

用 と 災 害 防

1上をは; ヵ、り

あ わ せ て 住

宅 難 緩 和 の

ため、建築す

るイ国人また

は 法 人 に 融

資 す る も の

一 般中 高 層 一 般 中 高 層 耐 火 建 築 物

耐 火 建 築 物 に準じる。

に 準 じ る 。

全 部 が 住宅
- 個 人 ま た は 法 人 た だ

で あ る 中 間 し 地 方 公 共 団 体 は 除

層 耐 火 建 築 〈。

物 等 を 建 設 - 自 己 資 金の 淵 途 が で

す る も の に
きる。

対 し 土 地 資
- 元 利 金の償 還の 見 込

金 相 当 分 を

が 確 実 で あ る 。

建 設 費 に 加

算 し て 標 準

建 設 貨 の ほ

ぽ 全 額 の 貸

イ寸をするこ

と に よ り 中

高 層 共 同 住

宅 ( 賃貸、

分 譲) の建

設を促す。

立サ 象

建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等

2也 地
防火地域、 植防火地 I 左1割以外的地壇

域、商業地域

般 地 面 構 商業地域孟250m' 以外的地域孟 330m'

戸当り利用面楠 イ荷a草地域孟 13m' 以外向地域孟 16m'

構 i置耐火構造または聞品耐火構造

時 数 地上 3 階以上

住宅部分床而楠

孟÷ ー孟+
/ 延 耐 楠

抵 而 4貨 孟10∞m'

戸当住宅商慣 孟1剖 m官ただし自家f直用住宅孟2日 m'

対4f面R  車寸賓

住宅部分 世帯向住宅亘邸m' / 戸 単身者住宅孟 16m'/ 人

非 住 宅 住宅師升向庇而楠 | 住宅部骨肉床面楠

部 分 と噂両情 的半骨

3也 域
防災姐ｾ街区および指定を受ける見込みの

ある地域

情 i 1 1 耐火構造

防火地埴内は地上 3 階以上もし〈は高き

階 数 又 は 11m以上、または地上 3附以上向郁骨肉増

績を予定した構造内地上 H 智雄同もの.

高 き 防火地埴以外的地域は地上 2 附以上また

は向き 6 m以上.

{ 主宅部分時 lfii 楠

. . す

/ 抵 I師 同

遁 蘭 4貨 孟10∞m哩

戸当住宅蘭情 孟120m' ただし自家 lol ' 用住宅孟2田 m'

住宅部分
世帯向住宅孟 85m'! 戸

百 単身高i住 宅 孟 16m' / 人

fす

対
住宅部分的床面情と帯薗捕まで化だし地方

a良 事ｾ tt  ."， 公共団体、防災組合. 住宅供給公社、住宅

而
部 分協会等が'1' 業主体的場合は住宅床面情的%

4貴

まて・

1  .t也上 3 階 以 上 の 耐 火 構 造 。

2 .原 則 と し て 延 面 積 が1，OOOm' 以 上 戸 数 が15

戸 以 上 の 共 同 住 宅 で あ る こ と 。

た だ し 周 囲 の 状 況 か ら み て 8 0 0 m' ま で 緩 和

でるきる。

3 . 1 戸 30m' 以 上120m' 以 内 の 規 模

4 .建 物 が 全 部 住 宅 で あ る こ と が 必 要 、 底 舗 、 事

務 所 等 の 非 住 宅 の併 設 は 貸 付 対 象 外。

5 .建 設 敷 地 は 下 記 円 安件 を 満 た す こ と 。

商 業 地 域 そのil 包のI也M

敷 地 問 術 孟 250m' 孟 330m'

1 F i 当り敷地

孟13m' 孟 16m'

利 用 I而 椛

前商I道 路 ilJ 日 孟 8 m 孟 6 m

6 .貸 付 対 象 面 積 8 5 m
2
/ 戸 以 内

貸 イ寸 条 イ牛

手リ 率 返 済 方 法 担 保

相 該 窓 口 備 考

F艮 度 額

返 済 期 間 お よ び"f呆置正人

1. 融 資 対 象 床 面 積 × 利 率 返 済 方 法 - 住 宅 金 融 公 1  .用 途 制 限

標 単 建 設 費 X 7 5 % 住 宅 部 分 元 利 均 等 毎 月 庫 大 阪 支 所。 非 住 宅 部 分 に は

最 高 限 度 は 各 人 に
年 7 分 宇ムい。 - 都 道 府 県 建 用 途 制 限 が あ る 。

っき 6，000万 円 ま で
非 住 宅 部 分 築 担 当 部 課 2. 賃 貸 す る 場 合 の

2 .42年 度 標 準 建 設 費

年 7 分 5 鹿。 1. ! l . イ呆およびイ呆 ( 大 阪 府 建 築 条 件 、 住 宅 部 分

本型瞳具陸型撞具

証人。 部 市 街 地 建 の 家 賃 は 公 庫 内

簡易酎大 自，匝旧
i星r斉』羽 rJJ 申 し 込 み が 個 築 課) 定 め る 基 準 に よ

2 陪 お，5ω お，卿
10 ヶ 年 償 還 人 の 場 合。 6 大 市 建 築 り 算 出 す る こ と 。

耐火 3.4冊 剖，(岡田 剖，4∞ 2 人 担 当 部 諜

5以上 25，4∞ 25，8∞ 
法 人 の 場 合 は ( 大 阪 市 建 築

- 他 に 特 殊 基 礎 工 事 、

代 表 者 を 含 む。 局 企 画 課)

m' 当 り # 降 機 工 事

2 人

に も 融 資 が あ る 。

- 北 海 道 地 区 は 別 途

定める。

一 般中 高 層 耐 火 建 築 利 率 返 済 方 法 一 般 中 高 層 耐

物 に 準 じる。 住 宅 部 分 元 利 均 等 毎 月 火 建 築 物 に 準

年 7 分 宇ムい。 じる 。

非 住 宅 部 分

年 7 分 5 厘 確 実 な 保 証 人。

返 済 期 間

10 ヶ 年 償 還

徳 治 建 設 質 的 利 率 返 済 方 法 一 般 中 高 層 耐 入 居 者 は 一 般 公 募

99. 4 5 %  年 7 分 元 利 均等 毎 月 火 建 築 物 に 単 に よ る が 全 戸 数 の

宇ムい。
じる。 2 0 %ま で は 関 係 者

返 済 期 間 の 特別 入居 が 認 め

10年 俄 巡
確 実 な 保 証 人。 ら h. る。



住 宅 区 分 備 考

¥.1l 

・A
貸 付 制 度 上 | 貸 付

の 種 別 | 金 融 機 関

目 的 と 行 為

貸 付

対 象 者

公 共 住 宅 を | 住 宅 金 融 | 賃貸住宅、

含 む 中 高 層 | 公 庫 | 分 浪 住 宅 ま

耐 火 建 築 物 1 1 た は 公 営 住

毛 を 併 殺 す

る 中 高 層 耐

火 建 築 物 等

の 非 住 宅 部

分 を 建 設 す

る も の に 対

し 、 有利 な

貸 付 を お こ

な う こ と に

よ り 賃 貸 住

宅 分 線 住 宅 、

公 営 住 宅 の

怨 設 を 容 易

に す る 。

市 街 地 ! 大 阪 府 | 市 街 地 に お | 土 地 の 所 有 者 借 地 権 者

再 開 発 I I け る 土 地 の I ( 地 主 的 承 諾 が 必 要)

市 街 地 ア パ

ー ト 付 ビ ル

住 宅 公 団

- 個 人 ま た は 法 人。

. 自 己 資 金 の 調 達 が で

き る も の。

・元 利 金 の 償 巡 の 見 込

が 確 実 で あ る も の。

合 理 的 利 用 | で あ る こ と 。

と 災 害 防 止

のために、

耐 火 椛 造 の

ピ ル 建 設 等

を 容 易 に し

市 街 地 再 開

発 を 促 進 す

るものて' 、

融 資 あ っ せ

ん を す る も

グ〉。

対 象

建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等

l 而T火;f，'/i j盆

- 公 共 住 宅 の 階 数 を 含 め 地 上 階 数 3 以 上。

・主l ¥築延面積主主 1000m' ( 公 共 住 宅 延 面 積 含

む)

建築物に内める住宅部分の割合主主. J 1

・敷 地 孟330m' ( 商 業 地 域 孟 250m' )

・建 築 地 準 お よ び 公 庫 の 建 設 要 領 に 迎 合 す

ること 。

Ｒ 貸付対象而手 ＱｾＨ

ヨl'住 宅 部 分 の 貸 付 対象 面 積 で 公 共 住宅 の1面

積 と 等 間 約 ま で。

融 資 あ っ せ ん の 対 象 卒 業

! 日iJ j 災 建 築 街 区 造 成 法 に も と づ く 防 災 建 築 街

区 造 成 第 三 位 ま た は 府 が 市 街 地 再 開 発 上 適 当

と 認 め る 事 業。

2 市 街 地 に 建 築 さ れ る 500m'以 上 の 耐 火 建 築

物 。

@ 住 宅 金 融 公 庫 法 に も と づ く 融 資 を 受 け る

もグ〉。

⑨ 公 共 事 業 に 関 連 す る も の ( 街 路 卒 業 等 )

の 防 火 、 単 防 火 地 域 、 商 業 地 域 に 主 主 て ら れ

る も の。

1. 敷 地 を 公 | 土 地 の 所 有 者 ま た は 借 1] 京NI J と し て 敷 地 は l ，500m' 以 上

団 に 賃 貸 | 地 権 者 ( 地 主 の 承 諾 が

し 公 団 が l

般宮十施工 | 必 要 ) で あ る こ し

して耳E矛指

戸斤、 l苫宙開

付 ア パ ー

トを沼Ａｾ宣

す る .

2  Ｎ ｬ ｾ［Ｎ 矛ｾ戸斤、

1苫書iU音E分

はイ問人ま

た は 法 人

的 所 有 に

な る .

3 ア パ ー ト

昔日分は公

ｂ 日カ哨王 ｾｴＮ

して ー 舟主

に n 貸 す

す る 。

貸 イ寸 条 イ牛

10年1 f t 泣

利 率

限 度 額 | 利 率 | 返済方法寺町呆

| 返 済 期 間 | お よ び 保 証 人

・椋 準 建 設 費 の9 0 % 1 利 率 | 返 済 方 法

以内。 I 年 7 分 5 厘 | 元 利 均 等 毎 月

上 申 術 者 に 原 貝rJ とし 払い。

て 8 千万円まで。 1返 済 期 間

石寵実な保証人。

返 済 方 法

元

制

川

、

主
h

等

等

均

均

月

金

金

ケ

元

利

2

l

 

-

A

 

座5

 

銭

歩

2

日

内

i星r斉jtJl J日l

1. 市 街 地 再 開

発 事 業 に つ

建

耐

。

に

る

物

は

年

地

れ

築

て

叩

街

さ

建

い

豆

一

市

築

火

2

 

年

の

2
m

物

日

出

下

イ

建

(

以

∞

の

山

H

4

J

上

設

数

日

剖

以

建

階

5

準

)

物

数

標

皮

建

階

内

ζ

35，OOO- / m'  三三 5  年

- 併 殺 さ れ る 公 団 ア | 利 率

ノマートの床商秘 X I 年 7 分 5 鹿

21，800- / m'  ( 42年

度 )の 総 額 に つ い て | 返 済 期 間

た だ し 上 記 総 額 を | 孟 10年

事務所、活苦市部分

の 床 面 積 で 除 し た

単 価 が65，400- / m'

以 下 で あ る こ と 。

そ の 他 地 質 調 査 費

の 全 額 、 特 殊 基 礎

工 事 非 降 機 駐 車 場

分 設 住 宅 工 事 に 対

し て 融 資 が あ

f且イ呆およ U' 1) 長

官正人。

l  個人の場合。

2 名以上。

2 法人の場合。

代 表 者 を 含

む 2 名。

3 組合の場合。

理 事全 貝 。

4 担保の提供。

返 済 方 法

元 金 均 等 3 ヶ

月分也irJ払 い。

た だ し 返 済 金

の 中 に は 事 務

質 5 %建 設J切

問中の利息、

4. 5 %力utT-。

相 談 窓 口

の

な

者

は

入

間

山

脈

制
+

&

 

者

に

居

定

。

入

選

い

耐

準

層

に

荷

物

中

築

般

建

る

一

火

じ

大 阪 府 建 築 部 11.原 則 と し て 住 宅

市 街 地 建 築 翻 < 1  融 資 保 険 に 付 す

ること。

2. 融 資 の 方 法。

1. 融 資 あ っ せ

ん申込者。

2. 現 場 検 査

3 .融資申荷主主

送 付

4 .審 査 意 見3

5. 工 事 渚 工 届

6 認定通安rr1! }

. 住 宅 公 団 大

阪 支 所 市 街

地 住 宅 謀

TEL 443.5761 

7. 融 資 契 約

8  融 資

9 . 工 事 完 了 届

10 工 事 完 了 検 査

11 . 工 事完 了 検 査

通 知 性

12. 貸 付 受 行 通 知

主F

1. 様 t終 処 設 費 X 4正面I

Ｎｦ ￬ｾ ただし 住 宅金融

公 庫 融 資 、 住 宅 公

団 融 資 、 そ の 他 本

制 度 以 外 の 融 資 等

を 受 け た H寺は、そ

の 金 額 を 差 号 | いた

金額以内。



住 宅 区 分

貸 付 制 度 上 | 貸 付

の 種 別 | 金 融 機 関
考

l 利 率

限 度 額 |

| 返 済 期 間

住 宅 改 良 | 一 般 住 宅 改 | 住 宅 金 陶 | 自 分 の 家 を 11 改 良 す る 住 宅 を 所 有 1 1・改良後 の 住 宅 の l 戸 当 り の 床 面 積 的Om' 以 | 費 用 額 の 7 割 以 内 で | 利率

良 | 公 庫 | 地主語、改築| し て い る も の 者。 1 上 と な る も の。 110万 円 か ら 35万 円 ま | 年 6 分

修 給 し た い 1 2 .資金貸付を受・けなけ I 2. 貸 付 を 受 け る こ と の で き る 住 宅 改 良 工 事 。 1 で。

人 に 資 金 を | れ ば 住 宅 改 良 の で き | ・住 宅 の 増 築 、 改 築 す る 工 事 お よ び 住 宅 部 分

融 通 す る も | な い も の。 1 の 安 全 上 、 衛 生 上 耐 久 上 ま た は 居 住 上 通 常

的。 I 3. 所 用 の 自 己 資 金 の 調 | 必 要 な 修 繕 、 そ の 他 の 工 事 で あ っ て 柱 ・ は

逮 の 見 込 の あ る も のJ り ・土 台 基 礎 ・屋 根 ・ 外 壁 : I末 、 そ の 他 こ

れ ら に 類 す る 部 分 お よ び こ れ ら の 附 帯 設 備

目 的 と 行 為

貸 象 貸 イ寸

返 済 期 間

10年 以 内

当初イ貧i塁 元 利

金 が 1 ヶ 月

3000同 以 上 と

条 件

返 済 方 法 担 保

お よ び 保Z正人

返 済 方 法

金 銭 消 費 貸 借

契 約 を 結 ん だ

笠 々 月 か ら 2

ヶ 月 払 い 、 希

望 に よ り 毎

月、 3 ヶ月

6 ヶ 月 と す る

ことができる。

な る よ う 定 め | 迎 帯 保 証 人 。

た J(J J問 。

一 般 住 宅 改 良 に 準 じ | 利 率

ふ | 年 6 分

返 済 期 間

一 般 住 宅 改 良

に 単 じ る 。

相 談 窓 口

- 住 宅 金 融 公

庫 大 阪 支 所

. 公 庫 取 扱 い

銀 行

備

と

に

借

の

地

る

岱

貸

設

土

す

証

貨

建

(

了

正

消

ぴ

屋

完

公

銭

結

家

が

と

金

を

事

同

時

り

約

A

ロ

工

公

よ

契

場

良改

。

宅

る

住

じ

般

州

中

月

的

る

に

毎

節

あ

方

法

等

季

の

め

方

均

。

し

入

等

惜

別

金

い

だ

収

家

返

元

払

た

な

必

鹿

合

5

場

分

間

の

等

5

期

設

進

率

済

桂

木

利

年

返

し

返 済 方 法

一 般 住 宅 改 良

に 単 じ る 。

孟 18年 | は 2 月 払 い 3

附 耐 孟 25年| 月、 6 月 払 い

( 北 海 道 | と す る こ と も

孟30年 ) 1 認 め られる。

耐 火 孟 35年

3 年 以 内 の 据

世 J(J JI Ul 含む。

2. 補 修 の 場 合 | 確 実 な 述 帯 保

話 10年 | 証人。

1 年 以 内 の

ｾￅｩｦ ｦｪ 丘 ｊ 切聞を

含 む。

取 得 資 金 の 貸 付 が

あ れ ば 土 地 に も )

に 抵 当 権 を 設 定 す

る。

補 修 の 場 合 は 貸 付

金ヵ' 20万 円 を こ え

る 場 合 は 抵 当 権 を

設 定 す る が 、 20万

円 以 下 の 場 合 は 設

定しない。

。1

u、

イ寸 対

主サ 象 者 建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等

に つ い て の 工 事 。

特 別 住 宅 | 往 宅 金 融 | 災 害 に よ り 11. 災 害 に よ り 机 傷 し た | 一 般 住 宅 改 良 に 単 じ る 。

改 良 | 公 庫 | 損 傷 し た 伎 | 住 宅 を 当 時 所 有 し て

宅 の 補 修 を | い た も の。

す る も の。 1 2. 建 築 基 単 法 第 9 条 ま

災 害 復 興 | 災 害 復 興 |住 宅 金 融 | 大 災 害 ( 火

住 宅 l 住 宅 |公 庫 | 災 池 袋

暴 風 雨 等)

の 場 合 の 椴

災 住 宅 の 復

旧 を 容 易 に

するため、

つまり、

1 災 害 復 興

住 宅 の 建

設

ま Tょは; こt L

に阿f 阻i す る

艶 地 も し 〈

{ 土用地の取

f持。 ，

2. 災 主宰 復 興

住 宅 の 補

{Iままたは

こ れ に 附

l泌 す る 移

+ 王もしく

は型基地。

ず

四

H

わ

与

巧

4

H
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と
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たは自no条 の 規 定 に

よ り 改 築 移 転 、 増 築 、

修繕、 または様様皇子ー

の 命 令 の 予 告 通 知 の

対 象 と な っ た 住 宅 を

当時戸斤有していたも

グコ。

3. 一 般 住 宅 改 良 の 2. 3

項 に 融 じ る 。

個 人 も し く は 法 人 が 対

象 で あ っ て 以 下 の 条 件

を 有 し て い る も の 。

1.火 災 に つ い て は 200

戸 以 上 、 そ の 他 の 災

1. 建 設 基 準

@ 建 設 の 場 合

1 戸 当 り の 住 宅 床 商 機 が13m' 以 上67m' 以

下 。

( 稲 災 直 前 の 家 屋 を 原 型 に 復 旧 す る も の で

1. 建 設 の 場 合

@ 機 部 建 設 費 以 下 。

42年 度 建 設 費

北樽近臨問問

そlE G1810|初 3

E 出竺土f

地 域I自j わ ず 12万 円

2 補 修 の 場 合

@布I i 修費 4 万 円 以 上

34万 問 以 下

@ 移 転 資12万 円

。 畿地 質12万 円

@、 の 合 わ せ て 貸 し

つ け る 。

限 度 は12万 円
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0' )  

住 宅 区 分

宅 地 造 成

貸 付 制 度 上

の 種 別

1也 す ベ リ

関 連 住 宅

宅 地 造 成

宅 地 防 災

貸 イ寸

金 脳 機 関

住 宅 金 融

ｾ＠ 、
庫

住 宅 金 融

ノｾ
庫

住 宅 金 融

ｾ 、ＧＢ ，. 

目 的 と 行 為

I也 す べ り に

よる被・5 を

こ う む る 恐

れ の あ る 家

出 の 移 転 も

しく I立こ t l

に か わ る べ

き 家 極 的 住

え生これに ｾｦＮｴ

阪i す る

用 地 の 取 得

をするもの。

太郎市およびそ

の周辺町I也械

または斬住宅

l別発 'IQ定的助i

工地区等、宅

I也維の符しい

I也減をi 1i .. .'u也

域として優先

自勺に貸付を IT

うととむ に‘

多年1主に h た

る宅地造成 Ｇ ｬ ｾ

ｾｾｨｩｬｩｪ を初 ｉｊ ＾Ｂｊ三

Ｑ ｦｊＧＮに Ｍ ｴＮｾ して

Jr幽本必する

ことにより大

団地1己I也近成

を容易にする

つまり i二地内

取 1!; およびi宜

成 ＢＢ ｊ ｾ 業時 的融

資である.

宅 途 に と も

なし、カ什すく

ず れ 等 の 災

ｾＺが生ずる

恐 れ が 許 し

い 市 街 地 ま

た は 市 街 地

に な ろ う と

す る 区 域 内

で災; 1 ; : の発

生 の 防 止 を

す る も の で

宅 地 造 成 規

制 法 第 15条

16条 に 示 す

擁 壁 ま た は

排 水 施 設

貸 イ寸 対 象

対 象 者 建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等

併1人 も し く は 法 人 が 対 1 .往 設 基 準

象 で 以 下 の 条 件 を 有 し l 戸 当 り の 住 宅 部 分 の 床 面 械 孟 13m'

て い る も の . - 移 転 ま た は 建 設 後 の 建 物 は 建 築 基 融 法 に 適

l 都 道 府 県 が 承 認 し た
合 す る ほ か 原 則 と し て 各 戸 に 居 住 室 、便所、

ｉ 則［ｭＧ ｾ Ｚ 業計画に記載
お よ び 炊 事 場 を 設 け る こ と 。

さ れ た 住 宅 部 分 を 有
- 木 造 等 的 場 合 は 原 目1) と し て l 戸主I l である。

す る 家 庭 に 係 る も の 。

2. 貸 付 対 象 而 航。

2 . 向ら} ; ヰf主 す る た め ま

建 設 の 場 合 孟 13m'/戸

た は 他 人 に 貸 す た め

移 転 の 場 合 孟 80m'/戸

ｼ則 ｩ 主ＧＩＮ｜ＮＤｾ十 ｩ 函の公表

町 中 か ら 2 年 以 内 に

I也すべり| 刻述住宅を

移 転 ま た は 往 設 し ょ

うとするもの。

3 .元手1)1 ; : のイ1 " t 巡見込が

保: J . ミて' あること。

I  .1也万 公 共 団 体 I  .  rr イ.t を 受 け る 規 伎 は 原 則 と し て l 団 I也1. 65

2. 1也 万 公 共 団 体 の 出 資 ha 以 上 で あ る こ と 。

主宰により設立された 2. 貸 付対 象 而 般 は 1 .65ha以 上 の 全 て の 而 般 に

法 人 で 宅 地 の 分 泌 ' Ji. nイ.t け ら れ る 。

$ を 行 う も の。

住宅協会。

住宅公社。

地 方 住 宅 供 給 公 社

3 財 団 法 人 、 日 本 労 働

.rif下 主 協 会。

4 . i 1 i : 成後環境の良い{ 主

宅 地 と な る 見 込 が あ

り近傍 ｾｩ 似地価額に

比 較 し て 相 当 低 廉 と

な り う る も の 。

例人または法人を対象とす
宅 地 造 成 に 関 す る 工 事 の 技 術 的 法 機 に 迎 合 し

るもので以下町条件を布す

た 機Z授、排水施設。

るもグ> .

I. I主・邑部分をイ了する家hl 円

用に( J もする土地( 宅i立' }"I

: ! ( ; または ' 己分峨' l>l'i のm

に供せら札る上地を除 ( )  

同 所1i ｾ号または借地する

J守て' __，1'11法上地について勧

告または改善命令を受け

' " もグ>.

2 勧告を受けて 2 年以内命

令を受けて I 年以内に毛

I也防災資金借入れの巾し

こみをしたもの.

3 収入J l 舗が. 償還元利金

的 6 倍以上あるニと.

4. 貸付金15万円以上向崎合

においては貸付金町係る

上地のうえに公庫のため

に第 ) AAf.立町f正当備は; ut

定できること .

貸 イ寸 条 イ牛

手リ 率 返 済 方 法 担 保

相 談 窓 口 備 考

限 度 額

返 済 期 間 お よ び' j，皐1正人

tI! 設 手1) ''' ¥ 6龍夫な i主1Wf栄 f五 定改 良 に 準

陣争ι

王手 5 分 51豆 J正人。 じる。
北 海 道 そ町他

戸
耐 火

返 済 期 間1

当。千 円

開 制

本i車 専

810 
災 3 復 興 住 宅

限IJI: 副 0
本hl .

670 

670 の 総 設 の 場 合

耐 火

に t¥' ¥じる。

n、， 開 制

当 21 20.3 

木造

8.4 

16.8 

p  

内

。1叩 100 100 

」二

t也

土地の取得 Ｇ ｬｾ および 手1) 'ヂ 込 ii'i J hli:.
- 住 宅 金 融 公

造 成W ( 公 1・Il 内 線 機 年 7 分 5 1'lI ｊ｛［ 平 ｉｐｾｊ 勺 ｾｴｬ ｩＺ 月
1・巨大阪 支 所

価 額 を こ え る 場 令 は

払 L 、。
- 公J o l ( 業務取

その他i矧 ) の 8.，lm以
ilii i'i J mli¥1 t&い宝i JH子。

内。

主玉 5 王F

宅 地 防 災 工 ・)i. に 要 す 利 率 返 済 万 法
- 住 宅 金 融 公

る 費 用 の 7 ;則 5 分 に 年 6 分 5 厘 宅 地 造 成 と 同
Jol l 大 阪 支 所

本11当する金古ii で 5 万 じ。 Ｍ 公五 ｉｬ ｾ昆ー務取

円 以 上40方 向 以 下。 返済J t l I間
扱 い 銀 行

孟 15i j 三 確実なi ! l i .IWi 呆

;m: 人。



住 宅 区 分

貸 付 制 度 上 l 貸 付

の 種 別 | 金 融 機 関

貸 対 象

建 築 物 ・ 敷 地 ・ 設 備 等

考

イ寸

者目 的 と 行 為 | 対 象
額

宅 日 券 | 住 宅 金 融 | 住 宅 地 織 入 宅地債券積立者の応手工

公 庫 難 解 消 め た 資 格

め 、 公 庫 が - 自 ら 居 住 す る 住 宅 の

宅 地 仔t券 を 担!il 止 の た め に 住 宅 を

発 行 し 償 券 必 要 と す る 個 人 、 法

術 立 希 望 者 人 は 惚 め ら れ な い 。

が 土 地 代 金 - 宅 地 仔t券 関 連 土 地 を

の 半 額 程 度 造 成 す る 事 業 主 体 が

を 械 立 て る 宅 地 の2授受人のまT絡

こと 4こより に! l i I J 阪を設けた場合

優 先 的 に 土 に は 、 そ の 資 格 を 有

地 が 入 手 で す る も の に 限 る

き る こ と を 1 世 併 1 口 に 限 ら れ

目自力としーた る

もの 日 本 国 織 を 有 す る も

σ3 

貸

限 度

- 都 道 府 県 な ら び に 地 方 住 宅 供 給 公 社 、 協 会 11. 積 立 限 度 額 は 波 波

公 団 等 の 事 業 主 体 が 造 成 し て い る 宅 地 で あ | 予 定 価 額 の お お む

り、公庫が俄券| 則 i単 土 地 と し て 決 定 し た 宅 | ね 半 額

地より選定する。 12 イ)'1券 の 内 容

形 式 無 記 名 式 加l

引 債 券

・街 灯1 1 万、 5 万

10万 円 券 の

3 極 あ ふ

イ寸 条 イ牛

手リ 率 返 済 方 法 担 保

返 済 期 間 お よ び 保E正人

和 ｊｌｾ 主 返 済 方 法

『前J切イ賞i塁の利 ィtt 券 は そ の 満

回り WI 日 に 額 商 金

- 期 限 3 年 内 初1を償還する。

もグ〉は

年 4 分 5 1厘 一般j Q保附u ' e

- 期 限 5 年 の 券

もグ) ，立

年 5 分、

- す べ て 複 利

計 算

返 済 期 間

期 限

3 年、 5 年、

も の の 2 極 頬

相 鮫 窓 口 備

住 宅 金 融 公 庫 11 土 地 醜 瞳 価 傾 向 半 額 |  

大阪支所。 11 情 立. I  

l  立 法

園 町 2 圃矧.

土 地i宜 血 が 並 行 す

る.

|「f m山叫|
決定して土地内; J ! 定 |  

|に上を皐ま た は 縄 出 し な い

と 醐 受 優 先 賢 帽 を 央

l … 一 線 す る

|土…銅山一 |

l - 込

情8惨 禍 立 者 は 順 位 に

そ う て 優 先.

麿戸竺l

住 宅 保 険 | 住 宅 陶 資 |住 宅 金 融 | 契 約 金 融 機 |例 人 ま た は 法 人 を 対 象 |他 殺 基 準

保 険 | 公 庫 | 閃 か ら の 住 | とし以下の主主築行為に い 専 用住 宅 は 166m'以 下 の も の

宅 建 設 資 金 | 融資を受け得る。 12. 併 用 住 宅 は 居 住 部 分 が166m' 以 下 べ 全 体 の

の 貸 出 し を 11 .住 宅 の 新 築 |  床 商 殺 の % 以 上 あ る こ と

保 険 に し て 12. 新 築 住 宅 の 購 入 13 共 同 家 屋 ( ア パ ー ト ) は 一 世 帯 の 用 に 供 す

民 間 住 宅 建 13. 共 同家 出 、 中 間 府 家 | る 各 部 分 の 床 面 紛 が166m ' 以 下 の も の

設 の 促 進 を | 庄の，怨築 14 中 高 層 家 屋 は 2 階以上あり、 2 世部: 以上の

図 る 。 14. 住 宅 の 移 転 |  別 に 供 す る 1 棟 町 家 屋 で 居 住 部 分 ( 一世 幣

5 住 宅 以 外 の 家 屋 の J;I ;. I の居住吉日分が 166m'以 下 ) の 床 而 械 が 全 体

f主持11分 の 建 築 |  の % 以 上

6  Ｎ ｬＱＢ ｉ ￨，ｩＨｾ語、修綿、模様符 ＱＵＮ 非居住部分が居住部分より広い場合 Ｈ 住宅

7 . 1  - 6 の 挫 築 に と も | 以 外 的 家 屋 ) は J;r: ;.住吉11分 の み で そ の 商 紛 が

な い 必 婆 と さ れ る 施 1 166m'以 下 の も の

設の主tt 設 16. 挫 築 基 準 法 に 適 合 す る も の

8. 1 - 5 、 7 、 お よ び |

l1"1築 に 必 要 な 土 地 の |貸 付 対 象 面 積

購 入 借 地 権 の 取 得 11 .専用住宅はそのi I i Hi ' i まで

9. 1 - 5 、 7 に 必 要 な 12 併 用 住 宅 は 全 体 の 床 面 積 ま で

よ 地 内 iiE成。 13 共 同 家 屋 は 各 世 僚 の 合 計 床 而 航 ま で

4 .中 高 層 家 屋 は 全 体 的 床 I茄 械 ま で

5. 住 宅 以外 の 家 屋 は J，1j- 住 部 分 の 床 面 積 ま で

c11 
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似 ｊｾ 艮なし 利 E事 返 済 方 法

月毎等勾金

い

元

払

割

よ

ー

に

~

関

る

分

機

国

持

9

度

融

て

約

m

担

金

つ

衝斤

A

A

a

 

の

る

ル

』

ま

4

F

m

珂

き

機

て

融

つ

金

よ

住 宅 金 融 公 庫

大阪支所。

- 公 庫 は 貸 付 金 の

貸 倒 れ 事 故 に つ

い て 未 回 収 領 内

9 0 %を支払う 。

. 保 険 料 は 貸 付 金

の9 0 %の 年 9 1匝

4 毛 9 糸 ( 日歩

2 1展 6 毛 )

返 済 期 間

6 ヶ 月 以 上

( 2  - 5 年 程

度 が 多 い )



包 第 1 表住宅建設資金一覧表

2. 民間事業体による住宅建設資金

貸 付 制 度 上 貸 イ寸
貸 イ寸 条 件

種 .8IJ 金 融 機 関

目 的 と 使 途 貸 付 対 象 者

官槍 考の

F艮 度 額 手リ 率 期 間 お よ び 返 済 方 法 事旦f皐:お よ ひ1畢:置正人

協 和 ナ シ ョ ナ ル ナ ン ョ ナ ル イ国 人 50万 円 一 300万 円 3 年 5 年 も の 3 年 5 年 8 年 10年 従 燐 会 社 内 保 証

住 宅 ロ ー ン
tbi， 

プ レ ハ プ 住 宅 購 入 資 金
月 利 7 庖 9 毛 均 等 回 収 型

8 年 10年 も の ボ ー ナ ス 併 用 型

平日

月 利 8 屈 2 毛

協 和 大 述 住 宅

銀

ダ イ ケ ン ホ ー ム の 購 入 資 金 イl!lI 人 同
上 同

上 同 上 間
上

ロ ン

協 和 住 宅
行

住 宅 の 新 築 購 入 、 増 築 改 築 協 和 住 宅 積 立 預 金 満 了 者 30万 円 - 3 0 0万 円 ( 椴 立 傾 の 月手IJ 8 1豆 100万 円 以 内 3 年 土 地 建 物 等 の 不 動 産 ま

ロ ン
2 倍 以 内 ) 100万 円 以 上 5 年 た は 有 価 証 券

一 般 企 業 と の 鑓 従 来 日 の 住 宅 購 入 資 金 提 携 企 業 の 従 業 只 戸斤裟資金の7 0 %以 下 で30万 ア ド オ ン 年 6 % 2 年、 4 年 、 6 年、 8 従 携 企 業 の 保 証 、 他 保

携 に よ る 従 業 只

近一
問 - 200万 円 カ年。 0 毎 月 均 等 分 取 人 l 名 取 得 不 動 産

向 住 宅 ロ ー ン
官IJ 弁 済O ボーナスイ1 ' t i泣

唱邑
方 式 併 用 も あ る

住 宅 プ ラ ン 預 金

中日
住宅、底ｾｩｉｩの新築、改築購 〈 キ ン キ 〉 住 宅 プ ラ ン 預 金 30万 円 一 300万 円 日歩 2 銭 6 座 桜 立 預 金 の 積 立 期 間 と 保 証 人 1 名 取 得 不 動 産 全 庖 に お い て 取 り

に よ る 伎 宅 口 一 入 な ら び に 宅 地 勝 入 資 金 加 入 者 で 積 立 預 金 町 中 途 ま
閉 じ 毎 月 均 等 分 割 弁 済

:t&う

ン 互
た は 満 了 時 に 融 資

( 預 金 口 座 か ら の 自 動

必i
振 替 弁 済 )

建 設 会 社 と の 徒 提 携 会 社 の 販 売 す る 分 譲 住 提 携 会 社 の 販 売 す る 分 波 住 所 要 資 金 の70 %以 下 で30万 ア ド オ ン 年 6 % 2 年、 4 年 、 6 年、 8 7. 総括t 会 社 の 保 証 、 他 保

携 に よ る 住 宅 ロ

行

宅 勝 入 資 金 宅 購 入 者 - 200万 向 年 と し 毎 月 均 等 分 割l弁 証 人 1 名 取 得 不 動 産

ー ン

r斉

大 和 ハ ウ ス 提 携 会 社 の 販 売 す る プ レ ハ プ レ ハ プ 住 宅 を 勝 入 し 原 則 個 人 購 入 物 件 価 格 の 半 額 以 ア ド オ ン 年 6 % 24， 36， 48ヶ 月 各 月 均 保 証 人 1 名 拘 保・・・ 購 入

住 宅 ロ ー ン プ 住 宅 購 入 資 金 と し て 自 己 で 所 有 し か っ 属 内 50方 - 150万 円 等 分 割 返 済 物 件 ( 但 し 提 例 会 社 の

f主する
{呆J正イ寸 )

山 陽 電 鉄 住 宅 提 携 会 社 の 分 線 住 宅 土 地 付 住 宅 を 購 入 し 原 則 と 個 入 購 入 物 件 価 絡 の 半 額 以 同 上 2 - 8 年 各 月 均 等 分 担FJ 保 証 人 I 名担保・ ー購 入

1:1 ン
し て 自 己 で 所 有 し か っ 居 住 内 5 0 - 150万 同 i亙r斉 物 件

神

す る 個 人
( 但 し 扱 携 会 社 内5 0 %

f呆ま正イ寸 )

神 戸 銀 行

戸

徒 携 会 社 の 販 売 す る 不 動 産 不 動 産 を 購 入 す る 例 人 購入物件価額の半品目以内 同 上 1 、 2 、 4 、 6 、 8 年 不 要 ( 但 し 従 例 会 社 町

阪 急 不 動 産 ( 土 地 ・住 宅 ・土地イ寸住宅)
但 し 3007 ] 円以下 各 月 均 等 分 割l返 済 イ ｾ｡ｾ 正イ寸 Ｉ

住 宅 ロ ー ン の 購 入 資 金

神 戸 銀 行
銀 提 携 会 社 の 販 売 す る 土 地 ・ 不 動 産 を 購 入 す る 例 人 販 売 価 額 の 半 額 以 内 但 し 同 上 1 、 2 、 4 、 6 、 8 年 不安 Ｈ 但 し 従 ｴｬｾ 会社の f . ! l . し提携会社で は

阪急電J . j I 住宅 住 宅 ( 土 地 付 を 含 む )
200万 肉 以 下 各 月 均 等 分 割j 返 済 保 証 付 ) 保 証 人 を 徴 求 し か

1:1 :ノ

つ当君主物 件 を 担保

行
とする

神 戸 銀 行 提 携 会 社 の 販 売 す る 不 動 産 不 動 産 を 購 入 す る 偶 人 購 入 物 件 価 格 の 半 額 以 内 ア ド オ ン 方 式 2 年 一 8 年 各 月 均 等 分 不 安 ( 但 し 提 携 会 社 の

神 戸 i l I 鉄 ( 土 地 ・ 住 宅 土 地 付 住 宅) の
50万 一 200万 円 6 %  由l返 済 保 証)

住 宅 ロ ー ン
購 入 資 金

神 戸 銀 行 同
上 同

上 同
上 同 上 1 、 2 、 4 、 6 、 8 年 同 上

有 馬 興 業

各月均等分l l / I 以星済

住 宅 ロ ー ン

一 一



。、

包コ

貸 付 制 度 上

の 種 !iJ1j 

三 和 住 宅 ロ ー ン

( キi"( 7 ) < ハウス )

企

( 大 和 ハ ウ ス 工 業 )

企

( 阪 急 不 動 産)

会

( 京阪神 急 行 電鉄)

企

( 東 洋 不 動 産 )

企

( 森 林 都 市)

ロ ーー ン イ寸

住 宅 預 金

華 下 し の ロ ー ン

住 友 サ ー ビ ス プ

ラン

住 宅 ロ ー ン

ホ ー ム ・ロ ー ン

貸 f寸

金 融 機 関

目 的 と 使 途

提 携 会 社 の 販 売 す る プ レ ハ

プ 住 宅 の 購 入 資 金 ( 土地 付

を 含 む )

提 携 会 社 の 販 売 す る プ レ ハ

プ 住 宅 の 購 入 資 金 ( 土 地 付

を 含 む )

土 地 ま た は 住 宅 ( 土 地 付 含

む ) の 購 入 資 金

手口

土 地 ま た は 土 地 付 住 宅 の 脱

入 資 金

銀

土 地 ま た は 住 宅 ( 含 土地 付

住 宅 ) の 購 入 資 金

土 地 付 住 宅 の 勝 入 資 金

千T

住 宅 ま た は 土 地 の 購 入 資 金

( 含土地イ寸住宅)

特 に 限 定 せ ず

大 和 団 地 羽 曳 野 ネ オ ポ リ ス

分 線 住 宅 ( 土 地 、 建 物 )

住

住 友 商 事 分 譲 住 宅 ( 土 地 、

建 物 )

ナ シ ョ ナ J レ 住 宅 建 材 の プ レ

ハ プ 住 宅 ( 土 地 付 の 場 合 は

友
土 地 を 含 む ) 以 下 同 じ

大 和 ハ ウ ス 工 業

大 往 木 村 工 業 の プ レ ハ ブ イ 主

鉱l

司 {コ

京 阪HtI lI 分 級 住 宅

阪 神 氾 半 分2貸 住 宅

伊 藤 忠 不 動 産

司i'T
松 下 興 産

特 に 限 定 な し

貸

貸 付 対 象 者

F艮 同E 額

イ悶 人 所 要 資 金

住 宅 の み 150万 円 ま で

土 地 付 200万 円 ま で

個 人 所 要 資 金

住 宅 の み 150万 円 ま で

土 地 付200万 円 ま で

"  
購 入 価 格 のM 以 下 で

1 件 300万 円 ま で

"  
購 入 価 格 の% 以 下 で 1 件

300万 円 ま で

購 入 価 格 の % 以 下 で 1 件

"  
300万 円 ま で

"  
購 入 価 格 のM 以 下 で H 牛

100万 円 ま で

"  
積 立 額 の 1. 51古最高200万 円

まて' 0

引用 人 お よ び小 営 業 主 5 万 円 以 上 100万 円 ま で

刊国 人 70万 円 一245万 円

( 購 入 物 件 価 格 の4 5 %程 度 )

50万 円 一300万 円

刊国 人
( 問 問 刻 み 購 入 物 件 価 格)

の7 0 %以 内

例 人 5 万 同 一 200万 円 ま で ( 1万

門 真1J み)

イ寸 条 イ牛

備 考

手リ 率 期 間 お よ び 返 済 方 法 担 保 お よ び 保証 人

ア ド オ ン 方 式 住 宅 の み48 カ 月 土 地 つ Ｍｴ Ｉｈｬｾ 会主土の保証

年 6 % き48、72 、96 カ 月 毎 月

均 等 お よ び ボ ー ナ ス H寺

対"古:ri i互r斉

ア ド オ ン 方 式 住 宅 の み48 カ 月 土 地 つ 従 携 会 社 の 保 証
昭 和42年 9 月より

年 6 % き48 、72 、96 カ 月 毎 月

一 般 方 式 ロ ー ン で

均 等 お よ び ボ ー ナ ス 時

は 、 融 資 の 最 高 級

1曽古:ri i互iJ'i

を ① 200万 円 か ら

600万阿にヲ| き上げ

"  
12 、24 、48、72、96 カ

"  
る 。 ② 融 資 期 lilIは

月 毎 月 均 等 お よ び ポ ー 最 長 8 年 ( 96ヶ月)

ナ ス 時 均 額 返 済 を10年 ( 120ヶ月 )

に 延 長 す る 。③ 金

"  
"  "  

手 Ｑ ｝Ｑ立 Ｘｾ 手、 ｲｯ ＾Ｇ ｆＧも

の で 日 歩 二 銭 8 1亙

"  24 、48、72 、96 カ 月 毎 "  

ii 可後: であ っ た の を

月 均 等 返 済

同 二 銭 6 1亘 3 分 に

引き下げる、< D 新

"  
36、48、72 カ 月 毎 月 均 "  た に 団 体 信 用 生 命

等 お よ び ボ ー ナ ス 時 増 保 険 を 同 行 の 負 担

宮:ri i基r斉 で つ け る こ と に な

住 宅 ま た は 土 地 の み 12、 不 動 産 ま た は 有 価 証 券

った。従 丹ｾ方式ロ

"  

24 、48 カ 月 土 地 付 住 宅

ーンについても、

ほ ぽ 同 程 度 の 改 正

12 、24 、48 、72、96 カ

をする。

月 毎 月 均 等 返 済

ア ド オ ン 方 式 6 、12、 18 、24 カ 月 毎
保 証 人 の 述 新 保 証 ま た

ｾｱｲｬ Ｎ＠ 保 年 6 % 月士勾等およびポ ナ ス
は 有jiHi 証券

有- t rH呆年 5. 5 % 1守 地 額 返 済

月手IJ 0 . 8 % 日歩 8 年 6 カ月
従携先が購入物{ ' I ユを m 申 込 後 1 年 半 で 倣

2 銭 6 J i l l 利息後取 元 利 均 等 月 賦 返 済
保 に 徴 求 資 お よ び 入 居

り

5 年 も のー・・
従持号先が購入物件を- t r l

申 入 後 物 件 完 成 次

月 利0 .7 9 % 5 年 ・8 年 . 10年元平IJ
保 に 徴 求

第 融 資 お よ び 入 居

( 日歩 2 銭 6 鹿) 均 等 月 賦 返 済 ボ ー ナ ス

8 年 ・10年 も の ・・・
時多額返済イ弁周す

月 利0 .8 2 % .  

( 日歩 2 銭 7 厘 )

月 利0 .7 5 %
6 .  12. 18.  24.  36ケ 1  ffs 2 部 上 場 の 優 良 株

( 日歩2 .47銭 ) 月 均 等 お よ び 不 均 等 "，1:; 

利 息 先 取 り



ｾ＠
。

貸 付 制 度 上

。コ 種 ｾ ｉｊ＠

即 時 融 資 型

住 宅 信 託

融資 Ｑｾ 住

宅 信 託 1  

年

型

ト一一一一

3  

年

型

ト一一一一

5  

年

型

定 型 住 宅 融 資

宅 地 ロ ー ン

近 鉄 総 括 号 宅 地

ロ ン

三 井不 動 産提 携

住 宅 ロ ー ン

セ キ ス イ 住 宅

玄3
ン

永 大 プ レ ハ プ

ロ ン

大 和 ナ ショ ナ

J レ住宅ローン

貸 イ寸

金 融 機 関

大

手口

銀

ｾｔ＠

貸 イ寸 条

目 的 と 使 途 貸 付 対 象 者

ｾＮＦ＠ 度 額 手IJ 率 期 間 お よ び 返 済方 法

住 宅 建 設 、 勝 入 資 金 ( 一部 大 和 銀 行 で 住 宅 金 融 公 庫 の 住 宅 金 融 公 庫 よ り の 借 入 額 月手IJ 0. 8 %  約 9 年

土 地 代 に 充 当 も 可 能) 融 資 を 受 け ら れ る 者 ( 個 人 ) ( 10万単位縦書買切姶) と同 ( 日歩2. 63銭 ) 元 利 込 均 等 返 済

額 ま で 且 つ50万 円 以 上

住 宅 建 設 、 購 入 資 金 ( 一部 住 宅 信 託 1 年 積 立 完 了 者 機立残; 悶の倍額 年 9. 6 % 約 6 年

土 地 代 に 充 当 も 可 能 ) ( イ閣人 ) ( 最 高500万 円 ) ( 日歩2. 63銭 ) 毎 月 融 資 額 の 1/ 100

.  

住 宅 建 設 ・購 入 資 金 ( 一 部 住 宅 促 託 3 年 積 立 完 了 者 積 立 月 叡l の 100倍 年 9 . 6 % 約 7 年 5 ヶ 月 毎 月 術 立

土 地 代 に 充 当 も 可 能) ( 例 人 ) ( 最 高500万 円 ) ( 日歩2 .63銭 ) 月 額 と 同 額 約 4 年 4 ケ

月 毎 月 .h ' ( 立月傾向 1. 5

{出

住 宅 建 設 ・賊 入 資 金 ( 一部 住 宅 信 託 5 年 術 立 完 了 者 術 立 月 傾 向 100倍 王手 9. 6 %  ｏ ｾＡＺｊＸ 年毎月的立月古 ｮ

土 地 代 に 充 当も 可 能 ) ( 倒 人 ) ( 伎 町300万 円 ) ( 日歩2 .63銭 ) の 1. 5倍

0 約 5 王手 5 ヶ 月 毎 月 似

立 月 傾 向 2 倍

住 宅 建 設 資 金 大 和 銀 行 取 扱 分 疎 地 鱗 入 者 住宅信託預入宮目的 5 倍 年 9. 6 % 約 8 年 毎 月 融 資 額 の

( 例人) ( 75万 - 200万 ) ( 日 Jjio2 .63室長) 1. 25/ 100 

分 疎地 購入 資 金 大 和 銀 行 取 扱 分 般J也 購 入 者 宅 地 購 入 価 傾 向 半 額 月 利0 .8 5 % 10年 以 内

( 例 人 ) ( 地 問 200万 同 ) ( 日歩 2. 8銭 )

分 疎地 購入 資 金 近 鉄 経 営 分 線 地 購 入 者 宅 地 購入価 額の8 0 % 月 利0 .8 5 % 10年 以 内

( 個 人 ) (50万 - 300万) ( 日歩 2. 8銭 )

住 宅 建 設 宅 地 購 入 資 金 三 井 不 動 産 経 営 分 線 地 購 入 - 住 宅 建 政 資 金 の 範 囲 で 月手IJ 0. 8 %  8 年 以 内

者 ( 個 人 ) 200万 同 ま で ( 宅 地 購 入 後 f 自宅長2 Ｎ ＶＳｾ Ｎｬ￬ Ｉ＠

l 年 以 内 )

- 宅 地勝 入 資 金 宅 地 購 入 価

Wri で150万 円 ま で

- 宅 地 鱗 入 ・ 住宅，建設資金

- 宅 地 購 入 後 直 ち に 住 宅 建

設 泊 工 の 場 合 250万 円 ま で

セ キ ス イ J 、ウス
自 己 所 有 の 土 地 が あ り 積 水 50万 - 150万 円 ま で 月 利0 .8 5 % 48ヶ 月 ま た は96ヶ月 の

ハ ウ ス を τ. t < められる f間人
( 土 Iー の 場 合 は 初 月 ｗｉｊｪ Ａ［ｊｾ手返済

万 円 ま で

本 底 j : : l 託苦11住 宅 相 談 コ ー ナ ー で は そ の他 業 者 と の 提 携 住 宅 ロー ン や各 種 企 業向 従 業 只 持 家 制 度 融 資 も 取 扱 っ て い る

永 大 プ レ ハ プ 住 宅
自 己 所有 の 土 地 が あ り 永大 購 入 価 額 の7 0 % 月 利0. 85% 最 ｩｬｾｈＶ 年

ハ ウ ス ( 10坪 以 上 ) を 求 め ( 50万 一 500方 向 )

ら れ る 個 人 お よ び 法 人

ナ シ ョ ナ ル 住 宅 ナショナノレ住宅を求められ 50万 - 200万 円 月 利0 .8 5 % 60 ヶ 月 ま た は96 ヶ月

る 個 人
( ポ ー ナ ス 併 用 可)

イ牛

備 考

事，[ 1呆およV ' i 呆Z正人

住 宅 金 融 公 庫 に 差 入 れ ① 融 資 予 定 額 の30

る 住 宅 に 第二 l順 位 の 低 % 以 上 の 金 銭 信 託

当 織 を 設 定 す る ( 利 息6. 2%) ② 公

庫 借 入 金 + 本 件 借

入 額 X 6 0 %く 年 収

取 得 不 動 産 ま た は 有 価 < D 積立は毎月 1 万

証 券 住 宅 金 融 公 庫 の 借 一 5 万 円 の ほ か

入 併 用 可 能 自 由 利 息 年 6 . 2 %

2 年 据 置 ② 融 資 額

X  2  ｾ五 年収

取 得 不 動 産 ま た は 有 価 CD積 立 は 毎 月 1 万

証 券 - 5 万円ま で の 定

( 住宅金融公I i ) I (7) 1昔) 事頁利息年6. 98%2  

入 併 用 可 能 年 据 置 ② 融 資 額 一

積 立 残 高 亘 年 収

取 得 不 動 産 ま た は 有 価 CD椴 立 は 毎 月 l 方

証 券 - 3 万 問 ま で け 定

( 住 宅 金 融 公 五 阿 古)
額 利 息 年6. 98%据

入 併 用 可 能 置 な し ② 融 資 額

積立残問主五年収

取 得 不 動 産 ま た は 有価 融 資 額 の) i 相 当 の

証 券 住 宅 信 託

( 住宅金融 公 庫 の 借 入 利 息6. 98%融 資 額

併 用 可 能 ) に 対 し て 別 に 年 収

嗣 ｊｾ 艮あり

勝 入 宅 地

腕 入 宅 地 融 資 額

孟 年 収 X 13 0 % 

取 得 不 動 産 融 資 額

主玉年収 X 8 0 %

セ キ ス イ ハ ウ ス

但 し 土 地 も 含 む
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貸 付 制 度 上

の 積 :;J IJ 

東 海 の プ レ ハ プ

ローーン

東 海 の 住 宅 プ ラ

ン 希 望 桜 立 預 金

住 宅 プ ラ ン

パ ブ リ ッ ク ・

ロ ン

永 大 プ レ ハ プ

ロ ン

永 大 分 自費 宅 地

住 宅 ロ ー ン

勧 銀 宅 地 ロ ー ン

w士 住 宅 ロ ー ン

( 大 和 ハ ウ ス ロ )

( N  K プ レ ハ プ

ロ )

b ¥士住宅ローン

( 有 楽土 地 口 )

証 券m保 ロ ー ン

L ー一一一

貸 イ寸

金 融 機 関

目 的 と 使 途

大 和 ハ ウ ス の 販 売 す る 住 宅

来 の 購 入 資 金

海

建 物 、 土 地 の 建 築 購 入 資 金

銀

干子

住宅唐古I i の購入資金

日 特 に 限 定 せ ず

本

7)<. 大 産 業( 株 ) の プ レ ハ プ1主

宅 購 入 資 金

樹1

ノk 大 産 業( 株 ) の 新 若 草 、 風

業
早 団 地 の 宅 地 お よ び 合 板 プ

レ ハ プ 住 宅 購 入 資 金

銀

勧 銀 土 地 建 物 ( 株 ) の 斡 旋 す

ｾｔ＠
る 土 地 の 購 入 資 金

大 和 ハ ウ ス ま た は N K プ レ

ハ プ が 販 売 す る 住 宅 の 購 入

資 金 ( 但 し 土 地 付 住 宅 の場

T.i 

合 は 当 該 土 地 購 入 資 金 も 含

む ) な ら び に 土 地 購 入 資 金

有 楽 土 地 が 販 売 す る 土 地 ま

士 た は 土 地 付 住 宅 の 購 入 資 金

鎚員

特 に 制 限 な し

( 土地 、 住 宅 購 入 資 金 な ど )

ｾｔ＠

貸

貸 付 対 象 者

F良 度 額

プ レ ハ プ 住 宅 の 購 入 者 購 入 資 金 の 半 額 以 内

最 高 150方 向 ま で

希 望 桜 立 預 金 の 積 立 完 了 者 最 低10万 円 一 最 高300万 円

( 術 立 期間12 年 - 5 年 ) 希 望 積 立 預 金 の 満 期 元 利 金

相 当 額

住 宅 プ ラ ン預 金 加 入 者 で 3 積 立 回 線 傾 向 車E問 内 で20方

- 5 年 nnの ，f t ( 立完了者
円 以 上 - 500万 円 ま で

パプリ ，:;7 ・ローン預金力日 積立目標高百の範囲内で20万

入 者 で 3 - 5 年 Ii JI の 積 立 完 同 以 上- 500万 同 ま で

7 者

永 大 産 業( 株 ) の プ レ ハ プ 住
購入金書Rの 半 額 以 下 、 ま た

宅 を 購 入 す る 個 人

は 申 込 人 の 税 込 年 収 額 の 範

囲内、但し 30万 円 以 上 100万

同 ま で

宅 地 1 区 間 、 建 物 l 練 の 価

永 大 産 業( 株 ) の新若草、! 民 格 的 合 計 か ら 20万 円 を 鐙 除

早 団 地 の 宅 地 お よ ぴ 合 板 プ し た 金 額 の 範 囲 内 ま た は 申

レ ハ プ 住 宅 を 購 入 す る 個 人 込 人 の 税 込 年 収 の 範 囲 内 内

い づ れ か 低 い 方30万 円 以 上

- 100万 円 ま で

購 入 土 地 価 絡 め 半 額 以 下 で

定例収入を有する伽| 人
か つ 申 込 人 の 税 込 年 収 のs屯

囲 内50万 円 以 上 - 200万 円

まて'

大手[1ハ ウ ス ま た は N K プレ 購 入 価 格 の 7 割 以 内 で か つ

ハ プの保 証 する世間人 10万 円 以 上 300万 円 ま で

( 万 円 単 位 )

有 楽土 地 が 保 証 す る 個 人 購 入 側 格 の 7 山l以 内 で か つ

10方 向 以 上 400万 同 ま で

( 万 問 単 位 )

イ同人 10万 円 以 上

400万 円 ま で

イ寸 条
イ牛

備 考

手リ 率 期 間 お よ び 返 済 方 法 担 保 お よ び 保E正人

ア ド オ ン 最 高96カ 月 ( 8 年 ) の 大 和 ハウス{ 倒的保証 東 海 の 窓 口 金 庖

年 利 6 % 均 等 月 賦 返 済 ( 個 人 当 ま た は 大 和 ハ ウ ス

座 か ら 自 動 返 済 ) の 営 業 所 で 受 付

ア ド オ ン 2年 - 5年 不 動 産 ( 土地 建 物 ) 東 海 の 窓 口 全 庖 で

日歩 2 銭 8 鹿 程 度 ( 希 望 積 立 預 金 の 契 約 取扱う

期 間 と 問 機 ) 積 立 の と

きの 1 回 の 積 立 額 以 上

をW111斌 返 済

日歩 2 銭 8 厘 程 度 積 立 期 間 と 同 じ 不 動 産 ま た は 有 価 証 券 全 庖 で 取 扱 う

(  3 年 一 5 年 )

日歩 2 銭 8 1亙程 度 積 立 Jtll 聞 と 同 じ 有 価 証 券 全 庖 で 取 扱 う

(  3 年 - 5 年 )

日歩 2 銭 8 鹿 怨 度 60 ヶ 月 以 内 当 該 購 入 物 件 本 底 、 大 阪 名 古 屋

支 庖 に て 取 扱 う

当 該 購 入 物 件 本 庖 、 大 阪 、 名 古

日歩 2 銭 8 鹿 f，U度 60ヶ 月 以 内 屋 支 庖 に て 取 扱 う

当 該 購 入 物 件 ( 従 携 会 東 京 都 内 本 支 底 お

日歩 2 銭 8 鹿 程 度 3 年 9 ヶ 月 か ら 社 に 差 入 ) よび浦和、板橋、

6 王手まて' 川 崎 、 鶴 見 、椴浜、

藤 沢 、 平 塚 、 厚 木

不 要 ( 但 し 提 例 会 社 の 1. 全 庖 で 取 扱 う

月平118 厘 最 長10年 保 証 が 必 要) 2 貸 出 日 は 希 望 に

( 日歩2銭 6厘 3 8) (  1 年 単 位 )
応 じ て 随 時 ( 但 し

毎月元手IJ 金 均 等 返 済
毎 月 1 日から 28 日

( 但 し ボ ー ナ ス 時 に 増
ま で に 返 済 日 は 毎

在IT;U; iJ 寺もでーきる
月 そ の 応 答 日

不聖書 ( 但 し 提 携 会 社 の 1. 全 庖 で 取 扱 う

月 利 8 厘 最 長 10年 ( 1 年 単 位)
保 証 が 必 要) 2. 貸 出 日 は 希 望 に

( 日歩2銭 6厘 3毛 毎 月 元 利 金 均 等 返 済
応 じ て 随 時 ( 但

( 但 し ボ ー ナ ス H寺に増
し毎月 1 日から 28

古i1 j gi .汚 も で き る 。
日まで) j昼iJ 寺日は

毎 月 そ の 応 答 日

材 価 証 券 ( 公社f l ' t およ 1. 全 庖 で 取 扱 う

融 資 Jtl Jrdl 1 年 以 内 3 年 以 内 分 割l返 済
ぴ 上 場 株 式 ) 2. 貸 出 日 は 希 望 に

の場 合 日 歩 2 銭 4
応 じ て 随 時 ( 但 し

厘、 1 年 超 2 年 以
毎 月 1 日から 28 日

内 の 1 年 間 は 2 銭
ま で) 、返済日は毎

5 厘、 2 年 超 3 年
月 そ の 応 答 日

以 内 の 1 年 間 は 日

歩 2 銭 6 厘



。3
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の 種 ｾｉｊ＠

三 井 住 宅 ロー ン

三 井 ハ ウ ス

ロ ン

三 井 阪 急 不動 産

住 宅 ロ ー ン

ス ー パ ー サ ー モ

ニ ー ハ ウ ス ロ ー

ン

三 井不 動 産 と の

住 宅 ロ ー ン

住 宅 保 険

住 宅 保 険

貸 イ寸

金 融 機 関

目 的 と 使 途

住 宅 、 庖 舗 の 新 築 増 築 、改

築 、 購 入 な ら び に 土 地 の 勝

入 資 金

プ レ ハ プ 住 宅 購 入資 金

)1: 

銀

土 地 、 住 宅 購 入 資 金

ス ー パ ー サ ー モ ニ ー ハ ウ ス

干T

購 入 資 金

土 地 住 宅 賊 入 資 金

東 邦 生 命 土 地 住 宅 購 入 資 金

( 柴田土地 建 物 と タ イ ア ップ)

日 本 生 命 住 宅 の 建 築 購 入

土 地 跡 入 資 金

貸

貸 付 対 象 者

F艮 度 額

三 井 住 宅預 金 加 入 者 で 2 - 積 立 回 線 金 額 の 1. 5倍 のi陀

5 年 間 の積 立 完 了 者。 住 宅 囲 内 て'10万 円 以 上 300万 円

預 金の 積 立 は 毎回 5000円 以 まで( 5 万 円 き ざ み ) 。 た だ

上、 1000円 き ざ み の 一 定 金 し 住 宅 の 改 築 は 200方 向 ま

吉耳。 で

ほ か に お 手 も と 金 に よ る 桜

立 ( 初 回 限 り ) な ら び に ポ

ー ナ ス に よ る 縦 立 ( 6 カ月

に l 固 め 均 等 積 立)

大 和 ハ ウ ス の プ レ ハ プ 住 宅 62万 円 以 上

購 入 希望者て' 購 入1il1i格 の 半 186万 問 ま で

額 以 上 の 定 期 預 金 ( 3 カ月)

をfj '[ け入れたイ同人

阪 急 不 動 産 が 販 売 す る 土 地 購 入 額 の 半 額 ま で 但 し l 件

お よ び 住 宅 o背 負 住 宅 も 含 300万 肉 を 限 度

む ) の 例 入 購 入 希 望 者

ト ー レ エ ン ジ ニ ア リ ン グ4的 62万 円 以 上186万 円 ま で

ス ー パ ー サ ー モ ニ ー ハ ウ ス

購 入 希 望 者 で 購 入 価 格 の 半

額 以 上 の 定 期 預 金 ( 3 カ月)

を 預 け 入 れ た 個 人

三 井不 動産 が 販 売 す る 土地 250万 同 以 内

勝 入 お よ び 向 上 建 物 建 築 資

金 借 入 希 望 者

20オ - 6 0オ ま での健康な者。 100万 同 一 1000万 同 ま で

続 燐 不 動 産 会 社 の 土 地 住 宅 100万 同 一 1000万 同

購 入 者 ( 10万 円 き ざ み )

提 携 企 業 体 の 従 業 只

イ寸 条 イ牛

備 考

手リ 率 期 間 お よ び返 済方 法 t ! H畢:お よ ひ1呆Z正人

アド ・オ ン 年 6 % 2 - 7 年 半 ( 積 立Jtll 附1 不 動 産 ( 土地 ・建 物) 全 庖 で 取 扱 う

( 日歩2銭 8座 程 度 ) の 1. 51吉の範 囲) 毎 月 ま た は 有 価 証 券

均 等 返 済

ア ド オ ン 年 6 % 4 カ 年 所 得 不 動 産 同 上

( 日歩2銭 8座 程 度 ) 毎 月 均 等 返 済

ア ド オ ン 年 6 % 1 年、 2 年、 4 年、 6 梅 副 支 局 で 取 扱 う

( 日歩2銭 8厘 程 度 ) 年、 Ｘ 年の Ｕ 脆 ｾｪ 毎月

均 等 返 済

ア ド オ ン 年 6 % 4 カ年 毎 月 均 等 返 済 所 得 不 動 産 全 底 で 取 扱 う

( 日歩2銭 8座 程 度 )

8 年 以 内 毎 月 均 等 中 之 島 支 庖 で 取 扱

返 済 つ

年 9 分 1 厘 5 年 . 10年 . 15年 、 年 建 物 が 完 成 す る と 抵 当 保 険 契 約 に は 3 年

払 - 半年 払 、 月 払 が あ
権 設 定 の 登 記 を し 、 ま 目 か ら 配 当 金 が つ

る が そ れ ぞ れ に 次 の 17
た 、 建 物 に は 当社 指 定 く の で 、 掛 金 は 年

法 が あ る 。

の 火災保険をつけ、 1'1 々安くなる。

@ 会期 間 を 通 じ 同 級 の

保 険 料 を 支 払 う 均 等 払

権 の 設 定 を す る 。 元 金 の 返 済 の 必 要

し、。
な 〈 、 保 険 料 と 貸

｀保険金のｾ ( . X .  .?5 
付 金 の 利 息、だけの

も あ る ) に 対 応 す る 保

宇ム い 込 の み で百了 。

険 料 を 一 時 払 い し 残 額

を均等: t 1、ぃ 、 返 済 は 満

期 金 途 中 不幸 の と きは

保 険 金 ，&f 疾 と な っ た

と き は 腕 疾 給 付 金 と 相

殺 す る 。

年 9 % 最 長20年 毎 月 元 利 均 等
提 携 会 社 提 携 企 業 体

融 資 と 同 H寺 に 融 資

弁 済 の ほ か 、 ボ ー ナ ス
に 述 帯 保 証 を 必 袈 と す

を 受 け た 者 に 融 資

時 的一 定 額 臨 時 弁 済 や
る と と も に 融 資 金 に よ

残 高 を 保 険 金 と す

契 約 満 了 自 の 一 部 一 括
る 取 得 物 件 に 対 し て j京

る 定 期 生 命 保 険 に

弁 済 も で き る 。
日IJ と し て 第 1 1順イ立のす' l t

加 入 さ せ る 。

当 権 を 日 本 生 命 が 設 定

(一I)
する 。

の か た ち を

( 金 融 公 吋 用 す )

り 保 険 金 額

る 場 合 は 第 2 順 位 融 資 残 高 に

とする 。 致 さ せ る 。
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貸

目 的 と 使 途 貸 付 対 象 者

貸 付 制 度 上 | 貸 付

の 穫 期J 1 金 融 機 関

限 度 額

住 毛 資 金| 大阪労働金庫| 自分が住むための主I ! ; 物の新 I 1. 所 属 組 合 が 、 労 働 金 庫 か 1 200 万 円 ま で

築 ・購 入 ' WI 改 築 ・2包地の| ら 他 の 貸 出 が う け ら れ る

個 人 長 JtJ J 貸 出

( 不 動 産m保 )

大 阪 労 働 金 庫

腕 入 資 金

自 分 が 住 む た め の 住 宅 内 新

築 、 購 入 資 金 、 す で に 不 動

産 を 住 宅 の地 改 築

(子…引高 知 商 品 の 購 入 な ど 、 l

日 常 生 活 で 比 較 的 大 きj

な 資 金 の 入 嬰 の と き 。/

し あ わ せ n 出 | 大 阪 労 働 金 庫 | 住 宅 資 金 ・借 家 の 権 利 金

(一学結婚正日
頒 商 品 の 購 入 な ど 回 世

生 活 で 比 較 的 大 き な 資 J

金の入聖書のとき 。 /

よ う に な っ て い る こ と 。

2 .毎 月 の 賃 金 か ら 、 借 入 金

のイri 逃 が 十 分 で き る こ と 。

3. 借 出 金 の % 以 上 の 住 宅 予

金 を 約 五 ず み で あ る こ と 。

1 .所 属 組 合 が 、 労 働 金 五11か 180万 円 ま で

ら 他 の 貸 出 が う け ら れ る

よ う に な っ て い る こ と 。

2. 毎 日 の 1t 金 か ら 、 借 入 金

のf "it 足立が十分できること 。

1 .所 属 組 合 が 、 労 金 か ら 他 110万 円

の 貸 出 が う け ら れ る よ う 115万 円

になっていること。 120万 問

2. 毎 月 の 賃 金 か ら 、 借 入 金 130万 円

のイn逃 が 十 分 で あ る こ と 。140方 向

3. し あ わ せ 預 金 を 6 ヶ 月 以

上 継 続 し て い る こ と。

但し、貸出額カず20万 円 以

下のときは、 3 ヶ 月 以 上

て' もよい。

イ寸

利 率

日1歩 2 童H N K

( 月手IJO. 78 %)

日 歩 3 銭

( 月平IJ 0 . 9 %)  

日JJ，"" 2 銭 6 厘

( 月 利0 .7 8 %)

条 イ牛

備 考

期 間 お よ び 返 済 方 法 事!H呆およひ'i呆Z正人

18年 以 内 Ｑ ＱＮ 貸出の目的物に ｾ Ｑ

但 し 、 貸 出 金 が50万 同 1 J順位の抵当佑設定、

未 満 の と き は 10年 以 内

11t - 入金の 1/100 を 元 利

均等ー月賦償還して 16年

3 ヶ月

10年 以 内

元 利 均 等 月 賦 償 還

Ｈ一一。ｾ Ｉを 毎 月 償 還 し て 5年1

7 カ月。 /

31固 の 元利 均 等 月 l町1"[

巡 。

但しれH呆 価 値 に 余 裕

が あ り 先 順 位 綿 利 者

が 住 宅 金 融 公 庫 ・勤

務 先 ( 共 済 会 ・互 助

会 を 含 む ) の と き は

第二 順 位 で も よ い。

2 .貸 出 額 の 2 ;Jil J の 住 宅

預 金

3 建 物 担 保 の l待 は 、 火

災 保 険 に 加 入 し 、 そ

れ に T空 機 の 設 定

・組 合 人 か ら 2 名 の 保

3正人。

←一寸

盛

貸

出

は; 一一一一一ー

1 .本 人 の 所 有 す る 不 動 | で

産 に 第一 l順 位 向 抵 当 | き

格設定、但し、 m保 | な

価値に余裕があり，- 1  ぃ

先 順 位 梅 幸IJ者 が 住 宅 1 1  

金 融 公 庫 ・勤務先( 共 目、

済 会 ・互 助 会 を 含 む )

の と き は 第二 順 位 で

もよい。

2. 建 物 担 保 の 場 合 は 火

災 保 険 に 加 入 し 、 そ

れ に T空機の設定。

組 合 貝 か ら 2 名 の 保 証

人。

貸 出 額 のy. の し あ わ せ | 個 人信 用 借 出 と の

預 金 、 組 合 の 保 証 組 合 | の 霊 絞 貸 出 は で き

只 か ら 2 名のイ呆証人。 I ない。

- 本 表 は 、昭 和42年 春 ま で に お け る 民 間 事 業 体 に よ る 住 宅 金 融 を 一 覧 表 に し た も の で あ る が 、 そ れ 以 后 に お い て 、 活 干 の 制 度 や 、 利率 、 貸付 限 度額 な ど の貸 付 条件 が 変 動 し て い る も の があ る と 恩 わ れ る 。

詳 し い こ と は 各 該 当 金 融 機 関 で 間 合 わ せ ら れ た い。

・民 間耳 工 業 体 に よ る 住 宅 金 融 と し て 、 本 表 に 掲 げ た 銀 行 関 係 の ほ か に 、 不動 産 会 社 そ の 他 信 託関 係 の も の を 含 め た 融 資 機 関 が あ る が 、今 回 は 都 合 で 省 略 した。
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中‘ 第 2 表中小企業特別融資一覧表( 昭和叫 9 月)

.  O Enはlill 量 生 資 金 融 資 に 関 係 の あ る 融資 機 関 ( 制 度 ) を 示 す .

・本軍E は 大 阪 銀 行 協 会 金 融 相 官 損 所 発 行 の 「 中 小 企 業 特 殊 金 融一 覧 表 」 を も と に し て 、 編 集

幹事会において、i Q . 判11削 除 を 行 な っ て 作 成 し た も の で あ る . 削 除 し た の は 建 物 に は 全

然 関 係 の な い 運 転 資 金 何 年削で あ る .

融 資 機 関 ( 制 度 )

0 国 民 金 融 公 庫

政

府

0 環 境 衛 生 金 融 公

庫

関

イヨ5

0 中 小 企 換 金 融 公

• 

金

0 商 工 組 合中 央 金

買値

日虫

0 住 宅 金 融公 庫

機

関

融 資

高 直 資 ( ま た は 保E正 ) 対 象

使 途 ま た は 対 象 施 設

普 通 貸 付 資 本 金 1. 000万 円 ( 特 別 ( 設) ( 巡 )

1. 500万 円) 従 業 只 150人 ( 商 業 、 サ

ー ビ ス 業50人 ) 以 下 の 法 人 個 人

環 境 衛生 関 係 営 業 者 : 7 リーニング 術生設備の放置軍基備や設備

業 、 浴 場 等 、 理 容 業 、 旅 館 業 、 喫 茶 の 近 代 化 、 協 業 化 、 経 営 の

腐 等 を 営 む 会 社 、 個 人 お よ び 組 合。 多 角 化 に 伴 う 庖 舗 の 改装 。

資 本 金1000万 円 以 下 従 業 員50人 以 下。 従 業 員 宿 禽 の 設 置 、 養成 施

環 境 衛 生 同 業 組 合 、 間 関 連 事 業 を 行 般 の近 代 化 、独 立 開業、 企

な う者 業合問、 理 容 師 養成 施 設の

理 容 師 養 成 施 設 の 設 置 者 聖韮侃E改 普

直 接 貸 付 資 本 金 5. 000万 円 ま た は ( 殺) ( 長 運)

従 業 只 300人 ( 商 業 、 サ ー ビ ス 業 、

1. 000万 円50人 ) 以 下 の 法人、個人、

組 合 ( 別 記 12業 績 )

代 理 貸 付 上 記 に 同 じ ( 設) ( 長 逝)

( }j l]記18業 種 )

・一 昔 日 大 企 業 に 対 す る 融 資 ( 日 本 開 発 銀 行 関 係 な ど ) も 集 録 し た .

- 迫 朝 日 し た も の は 中 小 企 業 振 興 司 王 業 団 、 日 本 開 発 銀 行 、 環 境 衛 生 金 融 公 邸 、 大 阪 府 市 街

地 再 開 発 資 金 融 資 の 欄 、 対 象 施 訟 の 欄 の 一 部 な ど で あ る .

( ま た I孟 f量生 E正) 条 イ牛

備 考

限 度 額 お よ び 利 率 期 間 お よ び 返 済 方 法 担 保 お よ び 連 帯 保 証 人

3 0 0万 円 ( 鮫 ) 7 年 以 内 個々の司王悩により担保を徴 企 業 規 模 制 限 : 月 売 上 高

年 8 . 2 % ( 日歩2. 25銭 ) ( 巡 ) 5 年 以 内 求 す る こ と が あ る 2. 000万 円 ( 卸 売 業3. 000

均 等 毎 月 返 済 保 証 人 個 人 1 名 以 上 万 円 ) 以下、他の金日直後関

法 人 2 名 以 上 1iti 入 お よ び;!/IJ 引事n 5. 000 

万 円 ( 内 借 入 金 2. 500万

円 ) 以下、 受 付常時、i I I

核 1' 13 込

個 人 貸 し 000万 円 元l: Ml O年 本 公1mの草r ; 務1J f . J 始はH召42

組 合 貸 3. 000万 円 説it丘期間 2 年 以 内 年 10 月 頃 の 予 定

年 8 . 2 %た だ し 、 近 代 化 事 業 で

特 に 定 め る も の年 7. 7 %

術 生 設 備 6. 5 %

3. 000万 円 ( 特 別5. 000万円、 ( 絞 ) 1  - 5 年 不 動 産 そ の 他

直工取2印E接修業.刷l貸理電、宜仁付主業気E対股供を出象含給業版集葉む、業積運に、通鉱送:ガ巡製業業ス業造土供、、業石合給旅( E加採業館12 .  

8. 000万 円 ま た は l 億 円 ) 据 置 l 年 以 内 保 証 人 1 名 以 上

年 8 . 2 % ( 日歩2. 25銭 ) ( 長 速) 1 - 3 年

据 i l i 6 月 以 内

代付容業か理灘)に貸物運、付品送公対販衆取象売微浴襲紫場業温葉、( 一雄、上部容映官直葉岡己接の県、叶貸柴ほT  

fiJ 月i亙r斉

原則として 1. 000万 円 ( 組 合3. 000 上 記 に 同 じ 上 記 に 閉 じ

受業る付.各金: 常融時機関、代理庖契約的あ万 同 ) 年 8. 2 % ( 日歩2 .25銭 )

その他 に 中 小 企 集 団 地 貸 付 、 中 小 企 業 近 代 化 促 進 貸 付 ( 指 定 機 械 取 得 、 最 高8. 000万 円 ) 、 特 定 輸 出 産 業 貸 付 ( 最 高8. 000万 円 ) 、 特 定 機 械 工 業 貸 付 ( 最 高 1 億 円 ) 等 が あ る

当 金 庫 に 出 資 し て い る 協 同 組 合 、 そ ( ! 量) (長 選) 組 合 3 億 円 年8. 4 %以 下 ( 殺 ) 10年 以 内 原 則 と し て 担 保 を 徴 求 す る 組 合 只 の 申 込 に は 所 属 組

の他の組合わ・よびその組合只 ( 短巡 ) ( 商 手 釧 引 を 含 む ) 組 合 只3. 000万 円 年8 .6 %以 下 ( 巡) 7 年 以 内 保 証 人 を 必 要 と す る 合 の 同 意 が 必 姿

1 年 以 内 組 内2 .25銭 一 括 ま た は 分 釧 返 済 受 付 常 時 、 直 接 申 込

組 合 員 2. 30銭

代 理 貸 付 個 人 住 宅 の 建 築 費 融 資 対 象 面 積 × 様 準 建 設 費 ( 土 35年 ( 耐 火 ) 、25年 ( 簡 貸 付 に か か る 土 地 建 物 建物の規模制限 . 住宅部分床

個 人 住 宅 の新 築 一 般 個 人 用 地 貸 地 は そ の 標 準 価 格 ) X 7 5 % 易 耐 火 ) 保 証 人 1 名 以 上
而械3 O- 120m'

年 5. 5 % 18年 ( 木 造) 以 内
司直資対象最高面積 : 土地 165

均 等 毎 月 返 済

m縫 物53m'

取担金融被聞 ・

神戸、住友、大和、相互銀行、

信用金庫、信用組合同特定庖 l  

舗そ の他



融 資 機 関 ( 制 度 ) 融 資 ( ま た は 保 証 ) 対 象

融 喧E (ま fニ t立 f呆 Z正)

期 間 お よ び 返 済 方 法 |  担 保 お よ び 連 都 保 証 人

条 イ牛

備 考

使 途 ま た は 対 象 施 設 限 度 額 お よ び 利 率

。3

ｾ＠

政

府

関

係

金

代 理 貸 付 | 中 高 層 耐 火 建 築 物 建 設 資 金 | 融 資 対 象 面 積 × 標 準 建 設 費 X 75 I  10年

中 高 層 耐 火 建 築 物 一 般 法 人 、 個 人 I % (6，000万 円 、 共 同 建 築 は 各 人 | 元 利 均 等 毎 月 返 済

6，000万 円 )

住 宅 部 分 年 7 %、 非 住 宅 部 分 年

7 . 5 % 

融 資 対 象 面 積 × 標 準 建 設 費 ( 土

地はその棟割喜価格 ) X 7 5 % ( 耐

火、 fiIi 易 耐 火 ) 、7 0 % ( 木 造)

代 理 貸 付

産 喋 労 働 者 住 宅 常 時 5 人 以 上 使 用

の 事 業 者

産 業 労 働 者 住 宅 の 建 設 資 金

用 地 資 金

年 6. 5 %

35年 ( 耐 火 ) 25年 ( 簡

易 耐 火 )

18年 ( 木 造 ) 以 内

元 利 均 等 毎 月 返 済

貸 付 に か か る 建 物 と そ の 敷

I也

保 証 人 1 名 以 上

貸 付 に か か る 土 地 、 建 物

保 証 人 1 名 以 上

構造規模制限 . ，延節制 10∞

m'.以上、 耐火文は簡易耐火、

地上3.皆以上. 住宅部分が話I町

情的) 1" ( 特別，%)以上あること

構造規模制限 アJ マ一 人苦手m

f号、集団住宅男1) に税制 がある

そ の他 に 住 宅 改 良 資 金 貸 付 ( 10- 3 5万 円 、年 6 分、 10年 以 内 ) 土 地 担 保 中 高 層 耐 火建 築物 等 賃 貸分 譲 住 宅 建 設 資 金 貸付、 産 業 労 働 者 分 線 住 宅 建 設 資 金 貸 付 等 が あ る

高虫
0 医 療 金 徹 公 庫 代 理 貸 付 病 院 又 は 診 療 所 を 開 設 す | ①病 院 ( 付 属 の 希 機 婦 宿 舎 、

る、個人または医療、公益、社会福祉、 |職員宿舎、看す並姉養成所を

学 校 の 各 特 殊 法 人 |含 む )

薬局を ｉ ｾ 日設する個人または法人 | ② 一 般 診 療 所 、歯 科診 療 所

助 産 所 を 開 設 す る 個 人 、 公 益 、 社 会 |診 療 所 の 共 同 利 用 施 設 ( 臨

縞 祉 各 法 人 | 床検査、その他検査のため医

師 が 共 同 で 利 用 す る 施 設)

③ 薬 局 ( 調 剤 に 必 要 な 施 設)

④ 助 産 所

① 住 宅 ( 厚 生 年 金 保 険 お よ

び 船 貝 保 険 の被 保 険 者 の た

め の 社 宅 一 世 幣 l古l住 宅 一 お

よ び 寄 宿 舎 一 単 身 向 住 宅

② 病 院 、 診 療 所お よ び11付属

の 希 穫 姉 宿 舎 、 腕只 宿 舎 ま

たは者一言聾姉主主成所

③ f呆 饗 所 、 休 養 所等 心身 の

疲 労 を 回 復 す る 施 設

④ 体育館、 運 動 場、プール、

テ ニ ス コ ー 卜 、 野 球 場 な ど

の健 康 の増 進 を は か る 施 設

⑤ 集 会 場 、 図 書 館な ど 教 義

文 化 の た め の 施 設

⑥ 従 業 員 や 組 合 貝 の た め の

給 食 施 設 ( 食 堂 厨房)

⑦ 老 人 ホ ー ム 、 母 子 健 康 セ

ン タ 一 、 母 子 ホ ー ム 、 児 童

会 館 、 児 童 遊 園等 の 社 会 福

祉 施 設 で 厚 生 大 臣 の ゑ 認 を

受 け た も の。

代 理 貸 付 厚 生 年 金 保 険 適 用 事 業 所

内 事 業主 、 船 員 保 険 の 船 舶 所 有 者 な

らび に 特 定 の 組 合 、 法 人 団 体

標 準 建 設費 ( 様 準 建 築 単 価 × 融

資 対 象 面 積 ) X 8 0 %、 但 し 下 記

金 額 以 内

病 院 給申所 助産所 事 局 金 利

5.0∞万円 定 め な い 年-6.5XI : 7%

1. 依田万円 2曲万円 20万阿 50万 同 年8. 2%

3四 万円 羽万円 30万 円 初 万 同 年8.2%

中 小 企 業ー事 業 主 、 法 人

標 準 所 要 傾 向90%( 最 低50万 円)

年 6. 5 %

大 企 業 的 事 業主 年 7  %  

貸付 比率 住 宅 70%

そ の 他80%

病院 診樫 所 助 産 所 藁 局

耐 火 25年 20年 15年 10' 手

簡易耐

火必よ 201f 15年 10年 7 年

ぴ木造

機 械 5 年 、 長 運 3 年、

据 也 2 王手

( す べ て 以 内 を 示 す )

均 等 毎 月 返 済

(1)35年 ( 耐 火 ) 、25年

( 簡 易 耐 火 ) 、18年 ( 本

造 ) 据 置 期 間 な し

(I)25年 ( 耐 火 ) そ の 他20

年 据 託期 間 2 年 以 内

③ @ 渇 @ 20年 ( 耐 火 )

そ の 他15年 据 置 期 間

1 - 2 年 以 内

⑥ 共 同 給 食 施 設 10年

そ の 他 施 設 5 年

据 世 期 間 6 月 以 内

半 年 創11H武 均 等 返 済

不 動 産 そ の 他

保 証 人 l 名 以 上

貸 付 金 で 建 設 ま た は 取 得 し

た 不 動 産 、 動 産 そ の他

保 証 人 1 名 以 上

公益法人または社会初祉法人

であ っても、年金偏祉2拝業図

的融資を受けられるも のは除 〈

申込金額によ っては‘ 直接受

H るものもある

取扱金融機関 商工中金、市

銀、地銀. 相互銀行、 信用金

庫、 信用組合
，、

機

関

0 年 金 福 祉 事 業 団

ヰE

業

0 雇用促進事事韓国

団

代 理 貸 付 公共職業一安定所の 紹 介 に

よ り 労 働 者 を 庭 用 す る 事 業 主 、 そ の

法 人 団 体

公 共職 業 安 定 所 長 の 証 明 性 必 要

① 労 働 者 住 宅 ( 共 同 住 宅 、

単 身者 共 同 宿 舎 、 そ の 他 世

帯 向 住 宅)

② 福 祉 施 設 ( 保 健 施 設 浴

場 、 洗 面 所 、 休 育 施 設 、 術

生 室 、 理 美 容 室 等 給 食 施

設 、 託 児 施 設 、 教 養 文化 施

設 ー 図 お 室 、 集 会 室ー 購 買

施 設 ー 売 庖 ー

③ 事 業 内 職 業 訓 練 施 設 ( 教

室 、実 習 室 )

融 資 対 象 商 秘 × 標 準 建 設 費 ( 土

f也はそ の』諜自終f図書JO X 9 0 % 

限 度 ① 定 め な い

② 1  ，500万 円 ( 事 業 主 の 団 体

3，000万 円 )

③ 建 物500万円、 機 械350万 円

年 6. 5分 ( 合計" ' 700万 円 )

1，000方 向 に 引 上 見 込

大 企 業 の 事 業 主 : 貸 付 比 率70 %

利率 7 %

(1)30年 ( 耐火) 、 20年

( 簡 易 耐 火 )、 18年 ( そ

の他 ) 以 内 、 据 程 期 間

なし

② @ 20年( 耐火) 、 15年

( その他 ) 以 内 、4勝 品

機 械 5 年 以 内

② ③ 据 讃 1 年 、 ま た は

6 月 以 内 3 月 割 賦 均 等

返 済

貸 付 金 で 建 設 ま た は 取 得 し

た 不 動 産 そ の 他

保 証 人 2 名 以 上

栂機所要額は事業図 的定的た

基 単 ( 縞 鍛 基量悼と111価 基 抽 )

により界出する

病院施設のときは土地取得資

金を除〈

取級金融機関 : 商工中金、農

林中金. 市銀 、地銀、 信託銀

行. 相互銀行、 信用金減、労

銀、信用組合

①円貸付対象戸数は廠用労働

者数に応ずる限度がある

①の業務については住宅金融

公庫が受託し 、さらに各金融

機関が再受託をして行なう

取怨金融横則 市銀; 地銀 、

相互銀行. 信用金庫内特定1苫

舗
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融 資 機 関 ( 制 度 )

0 中 小 企 撲 退 職 金

共 済 事 集 団

小 規 模 企 業 共 済

事 業 団

0 公 害 防 止 事 業 団

zj'; 

業

0 中 小 企 喋 振 興 事

難 団

団

O ( 株) 日本不動産

銀 行

銀

行

融 資 ( ま た は 保 証 ) 対 象

代 理 貸 付 中 小 企 業 退 職 金 共 済 制 度

加 入 事 業主 ま た は そ の 法 人 団 体

代 理 貸 付 小 規 模 企 業 共 済 制 度 に 加

入 し l 年以上持卜金払込済のもの ( 力n

入 者 が 法 人 役 只 の 場 合 は そ の 法 人 )

代 理 貸 付

産 業 公 害 防 止 の た め 必 要 な 施 設 を 設

置 す る 工 場 、 事 業 場 ま た は そ の 団 体

工 場 等 柴 田 化 事 業 に 対 す る 融 資

中 小企 業 者

中小 企 業 共 同工 場 ( 工 場 ア パ ー ト )

建 設 ・検 波 。 中 小 企 業 者

公 害 防 止 の 共 同 処 理 施 設

中小 企 業 者

商 底 街 近 代 化 の た め の 融 資

中 小 企 業 者

小 売 商 述 鎖 化 の た め の 融 資

中 小 企 業 者

共 同 施 設 の た め の 融 資

企 業 合 同 の た め の 融 資

一 般 商 工 業 者

直 接 貸 付

積 立 フ ド ー 融 資 制 度

一 定 期 間 に 一 定 目 棟 額 に 達 す る よ う

ワ リ フ ド ー ( 割l 引 日 本 不 動 産 償 券 )

の 毎 月 積 立 額 と 積 立 期 間 を 定 め 、 J羽

間 が 満 了 し 目 様 額 に 透 し た ら 、 そ の

2  f音 の 額 ま で 融 資 す る 制 度

融 資 ( ま た l立

使 途 ま た は 対 象 施 設 限 度 額 お よ び 利 率

労 働 者 住 宅( 社 宅 、 独 身 寮 ) 、 所 要 狐 の7 0 %

保 健 施 設 ( 衛 生 室 、浴場、 ( 原 則 と し て 1，000万 円 共 同 施

洗 面 所 、 理 髪 室 、 ま た は 体 設 5 ，000万 同 )

育 設 備 等) 年 8 .2 % ( 日歩2 .25銭 )

給 食 施 設( 食 堂 、 炊 事 場 等 ) 、

教 養 文 化 施 設 ( 会 館 集 会

所 、 図 合 室 等)

( 設) ( 巡 ) 加 入 口 数 l ロ10万 問 以 下

( 縁 日1007] 円 ) 年 8 .6 %

@ 業 務 対 象 地 域 に 設 註 さ れ 所 要 額 の8 0 %以 下

る共 同 公 害 防 止 施 設 3 年 間 年6. 5 %、 3 年 以 降 7 %

⑨ ば い 煙 処 理 施 設 汚 水 処

王室施設、特 定 有 害 物 質 処

理 施 設 、 お よ び こ れ ら に

附 属 す る m排 水 路 、 ガ ス

導 管 、予備J l ' 宇り申うそう 、

運 搬111 そ の 他 の 施 設 な ら

び に こ れ ら 施 設 の 用 地

土 地 取 得 ま た は 建 物 の 建 設 所 要 領 の6 5 % 年 2. 2 %以 内

工 場 ア パ ー ト 建 設 所 要 似 の8 0 % ｾＡｉＮｾ 利子

所 要 額 の8 0 % 無 利 子

① 共 同 施 設 所主要古:ri の6 5 % 年 2. 2 %以 内

② 共 同 庖 舗

|吉l 」ニ

ア ー ケ ー ド 施 設 同
-ノL、

同 上

( ii 生) 日歩2 .35銭 - 2. 7銭

住 宅、l吉舗、工場、倉庫、 積 立 目 標 額 の 2 倍 以 内 で 200方

社 宅、寮 、病 院 等 の 新 築 、 一 1，000万 同

増 改 築 ま た は ニ れ ら 物 件 の
融 資 申 込 期 間

購 入 ( 含 用 地 )
積 立 満 了 後一 カ 年 以 内

利 率 ア ド オ ン方 式 年 5. 8 %

残仔t方 式 日歩2. 7銭

保: 柾) 条 イキユ

期 間 お よ び 返 済 方 法 担 保 お よ び 連 帯 保 証 人

官障 考

10年 以 内 ( 1 年 以 内 的 原 則 と し て 不 動 産 そ の 他 I仔?i' 政:却のf-:r 入資佑認定J正I!J. J

J祈i位JtJ IIHI を 誼 〈 こ と が 保 証 人 原 則 と し て 2 名 以 担F必 :要

できる )
」ニ 取扱金融機関 商工中金大阪、

3 月または 6 月 制 服 返 済
悔 l到、堺各支日i . 日本不動産

銀行大阪支出、大阪銀行本宿

l 年 - 5年 以 内 締 出6 月 原I l i J として担{ 呆を徴求する 取級金融被関 商工中金本支

均 等 毎 月 返 済 但 し 加 入 口 数 l ロ5 万 円 以 1苫およびそ の代互主席 同信用組

内 無1f l.保 ( 最 高10 口50万 円 ) 合

保 証 人 l 名 以 上

共 同 公 害 I!}J JIニ施 設 不 動 産 そ の 他 取扱金融機関 ・日本興業、日

機 械 装 白 10年 以 内 l 年 イ呆言正人 2 名 以 上 本長期信用、日本不動産鋭行

品ヰ flC
および商工中金、市銀、地銀、

土 地 建 物 倒 築 物20年 以
相互銀行的特定結古市

内 3 年初i也

例 別 公 害 防 止 施 設10年

以 内 1 年 侃 世

均 等 毎 月 返 済 ま た は 定

JtJ lj!Ki斉

154三

こ町中小企業仮l J I ! 日l' 業団は、

3 年 1.vi世 12年 均 等 年
中小企業高度化資金融資と日

i依 ま た は 半 年 賦
本中小企指持センタ ーを発展

15王手
的に解消し、両者を総合して、

均 等 年j政 、 半 年 賦
日目制142年日月に設立されたも

15正手

のである.

資金搬は事業団カ叫0- 60%、

2 年躯; t J 丘、 13年均等、

都道府県が10- 40%を負担す

年 j欧 ま た は 半 年 賦

ることとなっている .

15正手
申込先 都道府県商工部

3 年初i也、 12年 均 等 年

i欧 ま た は 半 年 賦

12年

2 年 侭 f丘、 10年 均 等 年

i依 ま た は 半 年 賦

情j
上

同 上

1 - 5 年 』訴訟 1 年 不 動 産 、金融機関の保証、 代 理 貸 付 : 地銀、相銀、信

均 等 分 割 返 済 その世包{ 呆証人 1 名 以 上 金 の 特 定 庖 詣li

7 年 以 内 ( 6 ヶ 月 単 位 ) 積立1 ¥' 1 券、ならびに取得不 申 込 場 所 :

毎 月 均 等 ( ア ド オ ン 方 動 産 日 本 不 動 産 銀 行 本 支 庖

式 ) {呆!?己主人 1 名 以 上 指 定 証 券 会 社 本 支 底

毎 月 元 金 均 等 ( 残 償 方

式 )
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融 資 機 関 ( 制 度 )

0 日本 開 発 銀 行

ｾｬｻ＠

行

小 企 業 者 事 喋 資

金 常 時 あ つ 旋 制

資

大

|坂

中 小企 業 長 期 設

備 資 金 融 資

I(.f 

イ社

同虫
中 小 企 業 労 務 管

理 施 設 改善 資 金

融 資

純i

ｾｾ孔

中 小 企 業 公 害 防

止 設 備 資 金 特 別

融 資

融 資 ( ま fニ l立 f呆 置正) 条 イ牛

融 資 ( ま た は 保Z正 ) 対 象

使 途 ま た は 対 象 施 設 限 度 額 お よ び 利 率 剣 間 お よ び 返 済 方 法 担 保 お よ び 連 帯 保 証 人

国 際 観 光
国 際 観 光ホ テ ル 、 旅 館 の 新 占E単 金 利 年 8. 2 % ホ テ ル 15年 以 内 jTJ. 保 有

悶 ｬ 務観光す作業の ＡＮｾｦｾｩￎ を阿るために国 増 設 ( 土地 取 得 を 含 む )
部( fi 古 10年 以 内 保 証 人 要

p! ，' ¥観光登録ホテノレ ・旅館の新J i ' 1設
分割償還、定 ｊｾｊ 償還

に 融 資

自 動 車 タ ー ミ ナ ル 大 都 市 周 辺 の ト ラ ッ ク お よ 占E単 金 利 8. 4 %  40年 - 1 0年 担 保 有

道 路 交 通 の 混 雑 緩 和 と 旅 客 貨 物 輸 送 ぴ パ ス タ ー ミ ナ ルの 新 増 段
保 証 人 要

の 合理、1 > ; 目立、あわせて 流 通 機怖 の

t攻 普 を 目 的 と す る 融 資

営 換 倉 庫 、 営 業 サ イ ロ 、 営 業 冷 蔵 倉 倉 庫 遺 設 、 臨 港 埠 頭 倉 庫 、 基 準 金 利 8. 4 %  j s. 保 有

庫 合 成 業 法 第 3 条 に 基 づ く 営 業 許 内 陸 倉 庫 で 延 2，000坪 以 上
保 証 人 要

百T を 受 け た fr Jil I 業 者 サ イ ロ 倉庫、 1 万 ト ン 以 上

冷 蔵 倉 庫 5 千 ト ン 以 上

駐 車 場
路 外 駐 車 場 法 準 金 利 8 . 4 % 事 業 15年 以 内 m保 有

Ａｊ［ ｉ Ｚ ｾ ｉ ｉ 場法第 Ｒ 粂による路外Ａｊ［ ｾ ｾ ｉ ｉ 場の
米 業 10年 以 内 保 証 人 要

新ＮｴｲＧ ｦ Ｚ￬生工 Ｇ ｊ ｾ で、者 ｉＱ 市計図 ｚｊ ｯ［ ｭ または

これに郁ずる・ ｊｾ 業 。

「 既 成 市 街 地 に お け る 街 区 の 登 備 J が 昭 和42年 度 よ り 新 し い 融 資 対 象 と な っ た 。 超 日 屑 ピ ノ レ 、 総 合 卸 売 セ ン タ ー 、 流 通 セ ン タ ー に 融 資 さ れ る 。

資 本 金3007 ] 円または従業只 20人( 問 ( 設 ) (五ID 無 担 保 扱100万 問 、 有 jfl .保 扱100 ( 設) 3 年以内、 6 月 不 動 産 そ の 他

業 、 サ ー ビ ス 業no人 ) 以下町法人、
万円百十200万 円 ( 組 合 は 各300万 目か ら隅月分; 訓返済 保 証 人 無 担 保 扱 例 人 1 名 以

ｦｬｾＱ 人、組合
問、 200万問、 3十500万 円 ) ( 速 ) 通 常 l 年 6 月 以 上 法 人 2 名

日歩2. 3銭 以 下 保 証 料3. 8鹿 以 下 内、 6 月 白 か ら 隔 月 分 ( 卒 業 税 等 納 税 証 明 性 必 袈)

割Ji昼ii 守 有 J 口{ 呆扱個人は原 ll lJ として

不 要 法 人 l 名

① 資 本 金5，000万 円 文 は 従 業 只 300人 ( 設) 500万 円 ( 組 合700万 問 ) 5 年 以 内 不 動 産 そ の 他 ( 必 ず 拘 保 を

( i ¥有業、サーピス業 1，000 万円、
日歩 2. 3銭 以 下 保 証 料3. 8厘 以 下 6 月 白 か ら 隔 月 分 担mi s 要 す る )

50人 ) 以 下 町 法 人 、 例 入 、 組 合
中 小 企 業 近 代 化 基 本 計 聞 の 特 定 I斉 イ呆3正人 f困人は! 京 HIJ として

機 械 設 備 の 購 入 資 金7007] 円
不 要 法 人 l 名

上 た に 同 じ
保 健 衛 生 施 設 、 安 全 設 備 、 300万 円 3 年 以 内 不 動 産 そ の 他 ( 100万 円 以 下

危 険 防 止 施 設 、 文 化 厚 生 施 日歩 1 年 以 内 2. 2銭 Ｖ 月振出後隔月分 ￭ｾｱｊｩ￟ 原 則 と し て 無m保 ) 保 紅 人

設 等 の 新 設 、 改 善 の た め の l 年 超 2. 3銭 r汚 無 担 保 扱 個 人 1 名以上、

資 金 保 証 料 3. 81豆 以 下
法 人 2 名 以 上 有 担 保 級 個

人 l 名 、 法 人 2 名

資 本 金 5，000万 円 以 下 の 会 社 、 ま た 公 害 防 止 に 必 要 な 機 械 総 具 、 500方 向 5 年 以 内 不 動 産 そ の 他

はＧ， Ｚ ｩｾＭ ｉｬ 与使用する従業 民 的 数 が Ｓ ＰＰ 人 袋 位 、 お よ び 工 作 物 の 設 備 日歩 2. 3銭 保 証 料 3. 8座 以 下 1 年 据 置 後 6 月 毎 に 均 ( 100万 円 以 下 原 則 と し て 無

以 下 の 法 人 、 例 人
改 善 ま た は 事 業 場 の 移 転 資 ( 府 は 年 5 分の; tm合で手IJ子 補 給 等 分 割l返 済 f旦保，)

金 をする )
保 証 人 無 担 保 扱 個 人 2 名 、

法 人 3 名

有 担 保 扱 個 人 l 名、

法 人 2 名

備 考

中 泊 先 : 運 輸 行 親 光q

申 請 先 : 運輸省自l ! iJ pII} ;;j

中市・i先 : 運 輸 省 港 湾 局

司] J) 'f先 建 設 省 都 市 防

受 付 常時 ( f旦l 3 J:J を除く )

申込場所: 府金融球、府保証

協会、地方事務所、 JH下各市

役所 ( 無判保無保:i E 人融資的

一般融資については保証契約

締結内金融機関へ直披巾込)

取級金融機関 商工中 金. 池

町、大阪. 協和、神戸. 三和.

住友、泉州、部一、大相、点

t輩、勧銀、日士、妬卦L 三件、

三受

申込場所 府金融謀、府保J正

協会 . 地方<1' 務所、府下 作，11

f呈:ii lT

取扱金融機関 大阪、神戸.

三相. 住友 . 大和

受 付 常時 ( 但 l 3 月を除

<  ) 府町骨務澗査を聖書する

申込場所 府労政謀、労政事

務所

取級金値機関 三初、住友、大和

受 付 . 常時 ( 但し 3 月を除< )  

申造場所 府企画部公，庄司H廿

と/1. ;1里

取扱企敵機関 三和、住友、

大事1
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融 資 ( ま た {立 保: Z正) 条 イ牛

融 資 機 関 ( 制 度 ) 融 資 ( ま た は 保 鉦 ) 対 象

使 途 ま た は 対 象 施 設 限 度 額 お よ び 。利 率 期 間 お よ び 返 済 方 法 担 保 およ び 連 帯保 証 人 備 考

中 小 企 摸 設 備 近 代 特 定:業 織 に 2亥当 す る 資 本 金 5，000万 対 象 設 備 購 入 資 金 300万 円 ( 但 し 貸 付 対 象 設 備 校 5 正F l 王手掛i 泣 後 原 則 と し て 無tl1保
申込 場所 府 工 業 課 府

化 資 金 貸 付 問 ま た は 従 業 只 300人 ( サ ー ビ ス業 の ?<f ) 無 利 子 4 年 均 等 毎 年 分 訓 返 済 保 証 人 2 名 以 上
が 企 業 診 断 を 行 な う

大 1，000万円、 50人 、 商 業1，000方向、

|坂

9 人 ) 以 下 の 法 人 、 例 人

I(.f 

0 大 阪 府 市 街 地 再 開 1.  rliil i . l 也再開発 'I¥: 業 ( 防 災 怨 築 街 区 融 資 対 象 物 の 新 築 等 1: 符数 4 以 下 30 下PI/ m' 市 街 地 再 開 発 事 業 取 扱 金 融 機 関 に 担 保 お よ び 取 扱 金 融 機 関 : 市銀、 I也

発 資 金 融 資 iiE成 事 業 ) "  5 以 上 35 "  
10 カ 年 以 内 保 証 人 を 従 供。

銀 、 相 互 銀 行500m ' 以 上

金

2 市 街 地 に 建 築 さ れ る 500m'以 上の mし、本i 1iill 支 以 外 の 融 資 を 受 け 希 街 地 に 建 築 さ れ る 耐

の 耐 火 建 築 物

耐 火 池 築 物。 る と き は 、 そ れ らの 金 傾 向 合 計 火. i 1t 5 年 以 内

@ 住 友 金 融 公 庫 法 に 悲 〈

同虫 を基づ| いた板を限度とする 。

融 資 を 受 け る も の。

@ 公 共 事 業 に l刻 述 す るも

施

日歩 2 銭 5 1亘 以 内 の ( 街 路 事 業 等 )。

の | 坊火、単| 坊火、商業地

首E

域内に主II て ら れ る も の。

そ の他 に 中 小企 業員正念 融 資 ( そ の告111変 発 表) 、共 同 住宅 等 建 設 資 金 融 資 ( 木 造 と 簡 易 耐 火 榊 造 と の 差 額 融 資 、 1，800万 問 以 下 、 取 扱43/ 3迄 ) 等 が あ る

思露

一 般 融 資 保Z正 CD'i t 本 金5，000万P : I ま た は 従 業 以300 ( 設) ( 運 ) 3，000万 円 ( 組 合5，000万 同 ) 取 扱 金 融 機 関 所 定 不 動 産 そ の 他
受 付 常 時 申 込 に は 金 融

人 ( 商業、サ ー ビス; { k 1， ( )OO万円、 ( 含 商 手'Jli l引 似 保 証) 利 率 取 扱 保 証 人 1 名 以 上

機l期的' " 恕が必袈

大 50人 ) 以 下 の 法人、例入 、利子子 金 融 機 関 所 定 保 証 料3. 8厘 以下

取級金刷機周 保証契約締結

阪{ 三

的金融機関

府 用

中{ 呆
近 代 化 保 険 に か か 中 小 企 業 近 代 化 促 進 法 等 の 指 定ZI¥: 業 近 代 化 設 備 資 金 ま た は 付 幣 別 枠3，000万 円 ( 組 合5，000万 円 ) 1 年 以 上 不 動 産 そ の 他

取扱金制機関: 1皐紅契約締結

〆l、読

る 融 資 保E正 を 営 む 中 小 企 業 者 そ の 他 長 期 運 転 資 金 利 率 取 扱 金 融 緩 l刻 所 定 保 証 料 保 証 人 2 名 以 上

の金融機関、申込には近代化

五 ｾ ｴＧ［ ｬ，

業 会

3. 8厘 以 下

関係業者証明轡等添付

中 小 企 興 特 別 融 資 資 本 金5，000万 円 ま た は 従 業U1300人 ( 設) 300万 円 ( 特 別500方 向 ) ( 組 令 2 年 ( 特 別 3i j 三) 以 内 上 記 に 同 じ 但 し 担 保 に つ
申込場所 市金融線、各区役

( 商 業 、 サ ー ビ ス 業1，0007] 問、 50 500万 円 ) 無j ' ft 保 級150万 同 以 下 分=，1:1J 返 済 、 但 し 6 月 以 い て は 特 別 の 場 合 新 規 購 入
所、市保証協会

大 人) 以 下 の 法 人 、 例 人 、 組 合 、 団 体 日歩2. 3銭 以 下 保 証 料3. 8厘 以 下 内 の知itJ丘J(l 1川 設 け る こ 機 械 を :a. め る こ と が あ る
取扱金融機関 大阪、協和.

阪

とカずある
神戸、 三和、住友. 大和、 id

上、 三菱町大阪市内本支庖

市
受 付 夏季、秋季、継季

σ、
申込場所取扱金融機関

金

踊虫 商 庖 会設 備改 善 徹 ， ｪ￯ 商庖会総述 ｾｾｬ に加入の商庖会およ ( 設) 商 底 会3，000万 円 白 砂2. 3銭 以 下 36月 以 内 担 保 必 要 に 応 じ 徴 す る

受 付 常時

喧t ぴ 会 只
会 只 300万 円 日 歩2. 5銭 以 下 分 1

'
m返済、据也J t l l tHl 6 保 証 人 商 庖 会 の 場 合 役 只

申込渇所 制倍、近倣岡符11I

施
月 以 内 会 只 会 只 の 場 合 2 名

銀行の大阪市内本文1苫

首ミ

その他 に 、 組 作 融 資 ( 3 億円、 i商工 rl' 金 経 由 常 時 ) 輸 出 貿 易 手 形 金 融 ( 1 ，500万 円 常 時 ) 中 小 企 業 従 喋 員 共 同 宿 舎 融 資 ( 建 設 費 と 厚 生 年 金 還 元 融 資 と の 差 額 融 資 ) 中 小 工 場 設1liii 近 代 化 資 金 貸 付 (300万円、

近代化合旦I l 化投仰 の? <f 以 内 ) 、建 築 物 移 転 資 金 陶 資 ( 200万 円 、 公 共 事 業 施 行 に 伴 う 移 転 収 去 費 ) 等 が あ る

普 通 保 証 ① 資 本 金5，000方 向 ま た は 従 業 只300 ( 設) ( 巡 ) 3，000万 円 ( 組 合 5，000万 円) 取 扱 金 融 機 関 所 定 不 動 産 そ の 他 、 原 則 と し て
受 付 常時申込には金融

--------

人 (i 荷 業 、 サ ー ビ ス 業、 1，000万円、
( 商 手 割 引 極 度・保 証 を 含 む ) 300万 円 ( 組 合500万 円 ) 以

機l則的承認が必製

布fFEHI11  事機附E  
50人 ) 以 下 の 法 人 、個 人 、 組 合 利 率 取 扱 金 融 機 関 所 定 内 は 無 担 保

取扱金敵機関 . 保証拠約締結

保 証料 3. 8鹿 以 下 保 証 人 無 担 保 扱

町金融機関

大 個 人 1 名 以 上

倒産関連保証: ( 別枠 1. 800万

|坂
同 ( 組 合'3，3∞万1司)保紅料

『打

法 人 2 名 以 上

3.5厘以下] は本取織による

有 担 保 扱 個 人 1 名
無担保情保鉦人保E正 (50万問、

用
法 人 2 名 他的保証と虫償不可) も取級

{来

日正

ヲ

協

中 小 企 換 近 代 化 保 中 小企 業 近 代 化 促 進 法 等 の 指 定 事 業 近 代 化 設 備 資 金 ま た は 付 帯 別 枠3，000万 円 ( 組 合5，000万 円 ) 1 - 5 年 普 通 保 証 に 同 じ
取扱金融後関 : 保Z正契約締結

会

Z正 を 営 む 中 小 企 業 者 そ の他 長 期 運 転 資 金 利 車 金 融 機 関 所 定

の金倣機関. 申込には近代化

保 証 料3. 81夏 以 下

関係業者証明白等添付
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第 3 表建物不重別融資機関( 制度) 一覧表 (住宅関係は除く )

建 物 種 ｾｉｊ＠ 肩直 資 機 関 (告IJ 度 ) 建 物 種 ｾｉｊ＠ 融 資 機 関 (爺IJ 度 )

住 宅 金 融 公 庫 ( 住定っき J苫: ¥iIi、 'J'; 務 所ill 設 資 金rnn 病 院 ・ 診 療 見斤 医 療 金 融 公 庫

事 務 所 関 f系

日本 ｉｾ 日発銀行 Ｈ 小売商述 書 ＺｪＧｩ 化ＧｦＮＥｦ融資制度Ｉ
(伺

年金初祉司王業団

中 小 企 業 金 融 公 庫 ( 代 型 貸 付)

只病? 号、石護婦菱自立所

住 宅 金 融 公 庫 薬 局 ・ 助 注 所 医療 金 融 公 庫

一 般 商 I吉 関 f系 中 小 企 業 振興 卒 業 団 ( 尚 庖 街近 代化 資 金)
国 民 金 融 公 庫 ( 現 段 術 生 特 別 貸 付 )

( 含 ス ー パ マ ー ケ ッ ト)

"  
Ｈ 小売商業ｊ［Ｑ ｾ ｾＱ Ｑ￬共同化資令 Ｉ 旅 館

中 小 企 業 金 融 公 庫 ( 直 接 貸 付 )

"  
(Jも 同胞設1' i : . 令)

大 阪 府 市 街 地 再 開 発 資 金 融 資
国 際 観 光 登 録 ホ テ ル ・ 同 旅館 日 本 開 発 銀 行

飲 食 ・ 喫 茶 庖 関 係

国 民 金 融 公 庫

育 年 金福 祉 事 業 団

環 境 衛 生 金 融 公 庫

体 館

食 肉 類 ・ 氷 I吉 関 係
"  

( 運 動 場 、 プーノレ、テニ )

ス コ ー ト 、 野 球 場

年 金 福 祉 事 業 団

国 民 金 融 公 庫
集 会 所 ・ 図 書 館 関 係 応 用 促 進 事 業 団

環 境 衛 生 金 融 公 庫
中 小 企 業 退 職 金 共 済 事 業 団

理 容 ・ 美 容 関 係 雇 用 促 進 事 業 団 一 保 健 施 設

中 小 企 業 退 職 金 共 済 卒 業団一保健地元主

保 養 所 ・ 休 養 所 関 係 年 金 福 祉 事 業 団

中 小 企 業 金 融公 庫 ( 代 理 1' f 付) 老 人 ホ ー ム 、母 子 健 康 セ ン 年 金術 祉 事 業 団

環 境 衛 生 金 融 公 庫

タ 一 、母 子 ホ ー ム

中 小 企 業 金 融 公 庫 ( 代 理 貸 付)

駐 草 場

日本開発銀行一公共! 駐車場

浴 場 関 f系

廠 用 促 進 事 業 団 保 健 地 設
中小企業振興事業団 Ｈ 商庖街近代化資金 Ｉ ー共向 。 ｾｉ Ｚ ｊｉｉ 場

中 小 企 業 退 職金 共 済 事 業 団 一 保 他 地 設

ｾ＠ 港 施 設 日 本 開 発 銀 行

公 害 防 止 卒 業 団 ( ば い 煙 処 理 施 設 等 )

自 動 車 タ ー ミ ナ ル

コニ 場 関 f系 中 小 企 業 振興 事 業 団 ( 工 場 等 集 団 化 資 金 )

( ト ラ ッ ク ・ パ ス )

日本| 非! 発銀行

"  
( 企 業 合 同 資 金)

中 小 企 業 金 融 公 庫 ( 直 接 貸 付)

ボランタリチエン・郎センター 日本 ｉｾｾｊ 発銀行

中 小 企 業 振 興 事 業 団 ( 商 庖 街近 代 化 資 金 )
防 災 建 築 街 区 造 成 事 業

大 阪 府 市 街 地 再 開 発 資 金 融 資

"  
( 共同施設資金)

住 宅 金 融 公 庫 l OOOrr戸以上、 3 階 以 上 Ｈ￬ｾ毛布 ＱＱ 分ガ以上

倉 庫 関 f系

"  
( 商業団地資金)

市 街 地 耐 火 建 築 物 大 阪 府 市 街 地 再 開 発 資 金 融 資 ー500m2 以 1--

"  
Ｈ 小売商 業述書 Ｑｾ 化資金Ｉ 流通介h ) !

( 中 高 層) 住 宅 金 融 公 庫 一 1 ，OOOm
2

以上、 31; 皆以上

日 本 開 発 銀 行 ー サ イ ロ 介 庫 、 冷 蔵 介 川Z 住 宅 部 分M( 特別. % ) 以上

運 車命 施 設 中 小 企 業 金 倣 公 庫 ( 位桜 n付 ) ア ー ケ ー ド 施 設 中 小 企 業 振t惇: ] ' t 業団 ( 共同施設資金)

中小 企 業 金 融 公 庫 ( 代 理n 付ー)

技 能 教 育 施 設 雇 用 促 進 卒 業 団

映 画 館 関 イ系
( 職 業 訓 練 施 設 ) 中小企業振. ! J ! ¥! - 事業団 ( 共 同 施 設 資 金)

i主) 本 表 は建 物 何一別 ご と に 融 資 機 関 ( 主 と し て 中 小 企 業 に 対 す る 政 府 関 係 の 特 別 融 資 制 度 ) を 示 し た も の で あ る 。 し か し 充 分 な も の で な く 、 補 足 す べ き 点 も あ る こ と を お こ と わ り し て お き た い。

ま た 泌 物 そ の も の に 融 資 という 形 で な く 設 備 関 係 に 融 資 と い うものも ある 。

・融 資 機 関 が わ か れ ば 、 別 仰の m2 表 r I ド 小 企 業 特 別 融 資 一 覧 表」 に よ っ て 、 そ の 融 資 条 件 等 が わ か る の で 、 本 表 と 「 中 小 企 業 特 別 倣 資一 覧 表 」 と を 合 せ 活用 し て い た だ け れ ば幸 い で あ る 。

・住 宅 関 係 の も の は 、 別 仰 の 第 l 表 rt主宅主主設資金 一 覧 表」 を 参1mの こ と 。



オフィスビルの建設資金計画について

駅長谷川工務庖不動産部管理謀長

.，..， 

昌 本 好

F 金司

晶

私 lζ 与えられたテ ーマは「 オフィ ス ビル の建設資金計画と実

務」でどざいますが，オフィ ス ビノレに関しま しては従来より い

ろいろな角度から 研究がなされておりますので ，理論的諸問題

は別に して，オフィスビノレ の経営管理を いたし ております立場

からみて，実際上直面いた して参りました実務面を中心 として

お話を進めて参ります。

1. 概 要

既 lζ 周知のとおりオフ ィス ヒソレの建設がブームになりました

のは昭和35年頃から 40年頃までではないかと存じます。私たち

が街を歩きましでも各所 lζ ビノレ建築現場の見受けられた時代で

どざいます。乙のビノレブームに到達するまでの時代の推移を見

るために戦後の経済情勢を大きく次の 3 点に区分してみましょ

つ。

すなわち徹底的に破壊された戦火の中より立上った終戦直後

より昭和30年までの一時期。乙の時代は生産業が生産手段の回

復に全力を尽した時代でどざいます。

次が昭和30年から昭和40年の企業の内部充実期。製造部門の

復旧なって，本社管理部門の整備充実から ，流通部門の拡充発

展へと移行して国民経済の飛躍的進展をみた時代でどざいま

す。

第 3 のi時代が昭和40年以降の現代でございますが，オフィス

ビノレ発達の推移をみる場合， ζ の昭和30年代の時代の背景，経

済の流れを十分認識しておく必要があります。

なぜあのようなヒソレブームに到達したか。一つの要素は企業

の生産性の向上にもとづく売上の伸び，内部留保の充実にもと

づく経営の安定化，流通部門の発達 iζ 伴う営業部門の拡大，企

業の雇用能力の増大等が挙げられます。二番目の要素は金融資

本の 巨大化にあります。生産性の回復発展は金融資本の強大化

を招き， 金融機関の融資態度が製造部門重点主義から管理部

門，流通部門( 配給部門〉にも積極融資できるよう相当な資金

余力をもつにいたった乙とが挙げられます。ど存知のごとくビ

ノレ建築には何億何十億という建設資金を要するわけであります

が，生産手段K . 直結しないオフィスビノレ建設に関して ， 乙の金

融資本の成長はビノレブームの根本的要因とすらいえます。

更にもう一つの根本的要因はど存知のどとく地価の高騰でど

ざいます。オフィスビ ルに適合する目抜きの場所では ， うなぎ

のぼりに地価が高騰し ， もはや手の届かないと ζ ろにまで騰っ
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て しまった観すら見受けられます。 した がって管理部門， 流通

部門におきましては ，既存のオ フィ ス街で土地を購入 して自 社

社屋を建築しでも企業採算に合わないのが現状ではないか と存

じます。そ うか といって日常の企業活動の性格上オフ ィス街を

離れるわけにもいかないということが，そのままオ フィ ス街に

貸 ビノレブーム をまきお乙した要因と考えられます。

このような時代の背景にもとづくオ フィ ス ビノレの発達は ，ア

メリカのオフィス ビノレの如く ，運用利回りを中心 として投資資

産としてのみでは解明できない特異性をもっているように見受

けられます。したがって，現在わが国のオフィスビノレは一部の

一流不動産会社の貸ビル経営以外は ，何らかの形で既存の地主

lζ 速がるオフィス街用地の活用 lζ 起因しているのが現状でどざ

います。土地をもっているもののみがオフィスビノレを一番建て

やすい立場にあったという乙とですが，それでは具体的にこれ

ら地主がどのような計画で建設資金計画を行なったか建設の実

務をみて参りましょう。

2.  オフィスビ J レ建設の実務

前述の如く ，わが国のオフィスビルは自社社屋としてよりむ

しろオフィスビル即賃貸ビルとして発達してきたものが大多数

でございますので ，賃貸ビルを中心としてその建設資金計画を

見て参りましょう。

本来賃貸ビノレの建設資金計画は基本的 lζ 次の三形態 lζ 分類で

きます。

a . 全額自己資金で建設計画される場合。

ほとんど乙の形態は見受けられませんが，具体事例としては

所有不動産の売却等により税務対策上買替不動産取得として建

設されるもので，建設費全額を自己資金で負担する場合であっ

て，手持現金資産の預貯金，株式投資等との運用利回りとの比

較対象が中心となります。

b . 自己資金一部負担で建設計画される場合。

オフィスビル建設の最も通常の形態である。乙の場合自己資

金必要額は次の式から算定される。

A : 建設世総額。

B : 建設に附随する税金および諸経費。

C : テナン 卜より受入予定の入室保証金総額。

D : 月額賃貸料。

E : 必要自己資金額。



F : 投下資本を償却する年数。
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以上により時と場所さえ適しておれば C ，D は多くなり ，E は

少なくなり ， したがって F も短縮きれる。

C . 全額他人資金で建設計画される場合。

乙の形態の具体事例は建築主が自己資金投資の余力を全然有

せ ず，現存の 2 - 3 階の老朽事務所を改築する計画として発生

してきた形態で特異な例ではあるが，土地を持っており ，時と

場所さえ得れば近代オフィスビノレが建設できるという大きい指

標にもなり ，さらに乙の形態がオフィスビル建設の潜在投資意

欲を持つ土地所有者の誰もが考える一番原始的形態です。

計画の基本事項は概略次のとおりである。

建物建設費および附帯; 経由は建物完成後 6 カ月間を限度とし

て建設業者が資金融資して経営管理を行なう 。その聞に建築主

はテナン ト獲得に努力し ，収受した入室保証金を建設工事代金

の内入れに充当する。 6 カ月経過時点で建設業者は自己の立替

工事代金残額を銀行等金融機関に建築主の長期借入金として肩

替りする 。以後入室保証金，賃貸料等をもって乙の借入金償却

に充当する。

3.  オフィスビル建設の留意点。

それでは次κ 前述のオフィスヒソレの建設計画を具体的 lζ 遂行

するに当って関係者はどのような 点 Iζ 留意しなければならない

かを考えてみましょう。

a. まず第ー にオフィスビソレの賃貸ビノレとしての死命を制す

るものは建設場所でございます。前述の概要の項でもお話申し

上げたとおり ，現状では既存のオフィス街のみが賃貸ビノレの対

象としてテナント需要を喚起している状態で， ζ の地区を離れ

るといかに交通至便の地といえども ，賃貸ビノレとしての機能は

相当低下する乙とを否定できません。

b. 第二の留意点としては建設の時を得る乙と。

オリ ンピ ック前後のビ J レフ ームでいたると乙ろに新築ビノレが

乱立し ，空室が目立って週刊紙ダネになった乙とはほとんどの

方がど存知の とおりですが，大阪におきましでも折柄の不況と

賃貸ビソレの供給過剰が，賃貸条件の大幅下落を呈した実例のと

おりでどざいます。賃貸ビルも自由経済下においては ，需要供

給の原則に左右されるという当然の帰結でございますが，実際

オフィス ビノレ建設計画にあたっては ，景気変動を十分に計算 に

入れて建物完成の "時" を誤らぬ乙と こそ肝要と存じます。

C . テナン 卜狼得の手段を持つ乙と。

建設工事中にテナン 卜が殺到し完成と同時 lζ 全館満室とい う

事例も ，ある時期では見受けられましたが， 乙れは一時的現象

に しか過ぎません。オフィスヒソレ建設資金計画の基幹をなすの

は，テナン 卜より収受の入室保証金ですので，建設計画時に十

分そのテナン ト誘致対策について検討し ，十分なる手段をも っ

て 乙そ初めて工事着工すべきではないかと存じます。

ただ，一部の旧財問系企業，一部大商社，等は自社でテ ナン

ト誘致の見通しを十分もっておりますが，一般のオフィス ビノレ

の場合は ，有力不動産業者と提携するとか， ビJ レ建設業者に一

任する等により相当具体的手段， 対策を講じる必要がありま

す。少なくとも工事者工にあたっては 1 階のテナン 卜だけでも

見通しをつけている状態でなければなりません。賃貸ヒリレの場

合はとのテナント誘致対策，即建設資金計画といわれる所以で

あります。

d. 金融機関の協力を得る ζ と。

概要の項でも申し上げましたが，オフィスビ/ レの発展の基盤

は金融機関の融資力に負うところが大きい限り ，オ フィ スビ ノレ

建設は金融機関の協力なしにはなしえないとさえいえます。乙

れは建設工事代金の支払はもちろんの こと， テナ ント 入室にあ

たっては ，各企業とも金融機関の大小の援助を得ているのが現

状であります。

4. オフィスビ J レの将来について

オフィスヒソレの将来については都市計画，改正建築基準法等

と関連して考えていかねばなりませんが，既存のオ フィ ス街に

固執する現在の企業活動の形態に大変革の生じない隈り ，好む

と好まざるにかかわらず，空地スペ ースの必要性と建物の超高

層化は避けられない状況かと存じます。更に賃貸条件に ついて

もだんだんアメ リカナイズされまして，現在のよう な建設協力

金的性格の強い入室保証金から ，賃貸料未払に対する担保と し

ての敷金( 賃貸料の 6 カ月分- 1 カ年分) へと ，テナン卜よ り

収受する資金は低下傾向にあり ，ますますオフィ スビルの金融

資本への依存度は強まるのではないかと見受けら れます。乙れ

は現況の土地の活用の傾向より ，だんだん本来の不動産投資の

在り方に近づいてゆく乙とも意味い たして おります。
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住宅金融公庫融資による中高層耐火建築物の

建設資金計画

R I A建築綜合研究所

藤 田 多目 昭

住宅金融公庫の中高層 耐火建築物融資資金利用による居舗付

住宅の建設が各地にみられ，また最近は乙の制度を利用し商庖

街を 中心 として，かなり大きな範囲にわたって再開発事業が行

なわれるよ うになってきています。

わが国における再開発関係の現行制度は短期，採算型の融資

のみであり ， したがってとれが資金利用による事業は商業地等

に限定され，本格的な再開発には程遠く ，とりわけ ，本来主流

であるべき ，住宅についてはその採算が現行軌道にのり難く ，

商居部分の融資を受ける ための手段 としてのみ，住宅の建設ギ

行なわれている乙とから ，都市住宅がますます，ゆがめられた

形態で提供され， しかもし ば しば，都市の発展，商業地のポテ

ンシャ J レの増進という本来的な進展のための変化にともなっ

て，形態が順次移り変わるという ζ とではなくて，居者n建設の

ため融資を受け る方伎として住宅が建設され，不完全な姿のま

ま住宅が業務形態 lζ 移行しているのが散見されているのは ，大

きな問題点でしょう。

しかもとの場合しばしば「住宅をともなわない融資をしろ」

とい う形で要求が行な われており ，都市の将来を考える場合，

長期，低利資金の導入，税制の改正( 固定資産税減免，割増償

却，損金勘定) 等 lとより ，住宅の経営を軌道に のせ ，建設を容

易にする乙と乙 そが必要な とと だと思われます。

現行問題は多いとしても乙うした制度の中で，街づくりが進

められ，また市民が街の動き ，将来 lζ 対し関心をもっとすれば

一応の進歩であり ，そうした中で中高層資金を利用して建設 し

た場合どうした内容になってくるか， 乙乙で考えてみたいと思

います。乙の場合住宅部分と庖舗部分の 2 通りの部分が考えら

れ，庖命I i 部分の経営については ，結果的には一般 ビノレ，商庖の

経営と 何 ら異ると乙ろはありませんが， 乙乙では 中高層資金を

利用 して建設される実例からのもっとも一般的な場合について

説明するととと します。

・借入金償還のめやす

資金全体を1，000としてめやすをたててみます。

1，000のうち
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300 県，市等あっせんによる市中銀行借入

( 年利 9 分，10年償還の条件で借りるもの としま す〉

300 住宅金融公庫中高層資金借入

( 公庫借入年利住宅 7 分，非住宅 7 分 5 厘 ，10年償還〉

350  自己資金

50 補助金( 防災建築街区造成法等一償還不用)

の条件で調整するものとしますと ，

銀行および公庫K 対する全償還金は 600 で利息を加えると毎

年の償還は

日Ioi 対公庫および市中銀行の率

乙の他 l乙土地購入費，借地権利金，借地料，等の費用が必要

な場合があります。

・支出金額のめやす

同じように建設費を1，000として

1. 登録税( 初年度のみ〉

建物評価額の ＰＮＶ ｾ ぢ

評価を建設費の8096 とすれば

800x O. 696 = 目玉l

2.  不動産取得税( 初年度のみ〉

建物評価額の 3 5'ぢ

800 x  35' ぢ= 陪訂

( 登記内容により% は異る)

3， 固定資産税，都市計画税

建物評価額の 1. 696 

800 x  1. 696 =  12. 81  

( 市により%は異る ，防災建築街区造成法による場合減

免している市あり〉

4.  火災保険料

建物建設費の0. 396程度

1， OOOx O. 396 = 1三寸

( 地域，建物種類により% は異る)

5. 修 繕 貨

建物建設費の u ぢと仮定すれば

1，000 x 196=円子|

( 建物規模，種類により実質計算する必要あり〉

6. 減価償却費

建物評価額の 1. 55'ぢ とすれば

800x 1. 596 =日す]

( 法定償却年数により労は異る。住宅，防災建築街区 lζ



は特別割増償却が認められている)

償却費は税法上損金扱いになるが，実際上の金銭支出は

ないので大きいほど，資金繰り面では楽になる。

7. 維持管理費

乙乙では而司と仮定する。

( 建物，規模，内容によ り異るので実費計算する必要あり)

以上を集計すると

中高層資金利用による経営の計算一年額 投資( 単位1 ， 000)

| 初 年 度 | 2 - 1 0年 | 岬 以 後 |

登 録 税 4. 8  
。 。

不 動 産 取 得 税 24 
。 。

固定資産，都市計画税 12. 8 12. 8 12. 8  

火 災 保 険 料 3  3  3  

修 繕 'pl 10 10 10 

減 価 償 却 'pl 12 12 12 

維 持 管 理 費 100 100 100 

借 入 金 返 済 110 110 
。

計 276. 5  247. 8 137. 8 

ただし実際 lζ は

修繕費，維持管理費の実額は物価上昇のた めふ えてくる 。ただ

収入の方も当然上昇するので 当初計画としてのめやすとする 0

・収入の面について

一方収入の方では

(1)  商売による収入

(2) 建物賃貸による 収入

が考えられ，商売の場合は 当然売上げ利益の中から償還にあ

てるととになる。

建物賃貸収入による場合は，オフィスビソレの場合と同じでそ

の収支のバランスは次式のようになります。

建設貨をB 経費を建設費のP 苦手! とすれば

必要資金は B (l - q)  

q は建設協力金

乙れを元利均等年利 z 期間 t 年間で返すとすると

毎年の償還額は

l / t ・B ( l - q) (l +i ) ' となります。

したがって毎年の家賃収入を h とすれγ

収支のバラ ンス は

h= 1/1・B (l - q) (l + i ) ' +P・B

h  = 家賃 q  = 建設協力金

t  = 資金借入期間 z  = 年利

B = 建設費 P = 経費 ( 対建設費96)

上記以外に土地 iζ 関する費用があり ，乙 れには. 土地購入賞お

よび固定資産税があり ，土地賀が高くなると当然税金もあがる

乙とが考えられますが，土地費については償却を考える乙とは

おかしいので，実際 lとは資金繰りのみを考慮、 し，その中で処理

してい くのが適当 と思われます。

・住宅部分の家賃について

住宅金融公庫の融資を受けて建設した場合は住宅の家賃に つ

いて制限が加えられています。すなわち公庫からの貸付金お よ

びその利息を貸付期間で割った額 lζ ，公祖公課，エレ ベータ一

等維持管理費，更に公庫の承認した地代等を加えたものとい う

ことになっており ，実績によります と 1 m' 当 300円- 600円〈坪

当1，000円- 2，000円) になっています。また敷金は家賃の 6 カ

月分までとなっており ， 協力金等は一切とる乙とができませ

ん。国の資金を使い ，低家賃の住宅を建設する乙とが目的とな

っている公庫の乙とですので，やむを得ないと思いますが，結

果からみますと ，住宅からの収入は経営 には全 く貢献しないの

みか， 自己資金他金融機関イ昔入金等は他の収入から充足せねば

なりません。

ただし実際問題としてm' 500円 で は 2 D K で 50m' として

25，000円になりますから ， ζ れ以上の家賃をとる ζ とはむずか

しい ものと思います。

乙のあたりが今後特 lζ 各方面検討され，更に長期低利の資金

の導入に期待したい点です。

・中高層資金の利用について

中高層資金の利用は一般中小企業者にとって利用のしやす Eさ

からかなり使われております。たやすく使えるととはもちろん

大いによい乙とですが，そのため「ペンシ J レビノレ」とい われる

形態のビ ノレが出現しているのは困った乙とです。乙の制度を活

用して共同で街づくりをする方向にぜひ進みたいものだと思い

J .  . . -1-

; ; : ' 9 。
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商庖の建設資金計画と実務

大阪経営効率研究所 山
博力く 明

S  1 は じ め に

最近のわが国における流通革命の進行と ，それに呼応して起

る消費動向の変化にともなって商業形態が大きく変りつつある

乙とはよく知られているとおりである。とのよ うな商業形態，

なかでも特にその販売形態の変化に したがってその具体的な実

施の場である庖舗が新 しくならなければならないこ ともまた当

然の推移といえる 。 最近各地でみられる庖舗の大型化， 高級

化， 集中化等も乙の現象にほかならない。

しか し， このような時代の要請に した がって建設された商庖

々舗のすべてが自動的に採算が合っ てう まく運営されているか

は疑問な点が多く ， i ただ大型化し さえすればJ i 高級化しさ

えすれば」 とい う安易な考えから出発したためにその後の資金

バラ ンスが取れずその回復のために苦慮するととろが多いのが

実情ではないだろうか。との傾向 lζ 加えて庖舗設計者の一部 lζ

は， 自己の芸術的意欲を充足させるためまたは設計収入の増大

を図るために ，庖舗の採算性，機能性を越えて大型化，高級化

した庖舗を作 り上げている場合もないとはいえない。

もちろん 乙うした問題は一方的 lζ 施主である商庖々主の側よ

り起される場合もあるが，いずれに しても庖舗建設企画につい

ては，庖主および設計者の両方において十分に検討される必要

がある 。こ 乙では乙う した商庖における建設企画についての実

際的 な問題点をとりあげて考えてみよう。

S  2  一般的な資金計画についての考え方

商庖特有の 問題にはいる前 lζ 建設に伴う一般的な資金計画に

ついて述べてみ る。 商庖の場合でも根本的には貸ビノレ建設など

の場合 と同 じく，損益的な面から と資金繰的な面から考えてみ

なければな らない。

1. 損益面よりの検討

乙れは金の出入の量 lζ 関する問題でつぎの要素より成り立 つ

ている。

1- 1  収入に関するもの

1- 1- 1  営業収入・… 多くの商庖の場合現金売上 がその中心となっ

ている ので将来 5 - 10年間の見通 しを立て る必要がある 。掛売等が多

い場合収入が直ちに資金の調達とならないので回収基準式は受取 a/c
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回転率等の要素を入れて換算しなければならない。( 乙の点について

は次のｾ 3 でくわしく述べる)

1- 1- 2  営業外収入 ー・受取利息，新収入等で過去の決算資料等よ

り推算ができる。

1- 2  支出に関するもの

1- 2 - 1  営業経費ー・ 乙れも過去の決算資料等より算出できる。た

だし居舗が改築されたために増減する経費については十分検討 しなり

ればならない。( 特 lζ 建物の維持政等)

1- 2- 2  減価償却..・e ・- 建物に関する資用のうち最も大きいもので，

実際 lζ 資金流出が起らないので忘れる場合が多い。 ( 普通法定の償却

率をつかうが商庖の場合問題がある。ｾ 3 でのべる)

1- 2 - 3 支払利息 ーー 建設資金の調達に伴って発生するもので調達

資金の性質によりあらかじめ正確に算定する乙とができる。

1- 2 - 4  そ の 他…一雑損ならびに事業税等で過去の決算資料なら

びに前年度の損益情況より計算できる。

以上のような要素について将来 5 - 10年程度の推移を予想 し

乙れにより長期損益予想表をつくる。

2.  資金面よりの検討

前述の如く長期損益予想表により建設によ って将来の損益状

況がどのように変化するかを推定する乙とができるが， 乙れだ

けでは資金繰がうまくいくとは限らない。すなわち損益 とい う

金の出入の畳からのアプロ ーチと資金繰という金の出入の速さ

からの アプロ ーチは若干異るからである。昔からいわれている

「勘定合って銭足らず」とはまさに乙の現象を示 している。そ

乙で次の要素について検討を加える 。

2- 1  調達 lζ 関するもの

2- 1- 1  現在の手持資金 -現金，預金の有高等である。

2 - 1- 2 借 入 金 - 建設のために借入れなければならない 盃であ

る。乙れは逆 lζ 資金についての使途合計よりその他の調達合計を差引

く形で逆算される場合が多い。資金計画の究極の 目的は との必要借入

金量の算定にある ともいえるので十分検討を加えながら行なう必要が

ある。

2- 1- 3  営業収入 … 1- 2ー l で検討 した営業収入であ る。損益より

みた営業収入がそのまま資金調達とならない場合もあ るのでよ く注意

しなければならない。

2 - 1- 4  その他の収入・・・受取利息および新収入等である。

2- 2  使途 lζ 関するもの

2- 2- 1  営業経費ー・ 1- 2 - 1で倹討 したものである。

2- 2- 2  支払利息…・・ '1- 2- 3で検討 したものである 。

2- 2- 3  借入金の返済・・ー調達2 - 1ー 2で検討した借入金の返済の部

分である。 乙れも借入金の性質等によりその条件が決ってい るので正



確に算定する乙とができる。

2- 2- 4 益金処分による流出…. . . 長期損益予想より 計算された利益

金に よって発生する資金流出である。法人税，事業税，県 ・市民税，

役員賞与，配当金等が乙れに当る。別に計算表を作って算出検討す

る。将来の税率等については予測できないので現在の税率で間に合わ

せる場合が多い。

2- 2- 5 そ の 他 ーーー積立，定期預金などによる資金の固定化等で

ある。 現実 lζ 即してできるだけ詳細 lζ 算定する。

以上の要素に基づいて長期予惣資金繰表を 5 - 10年間作成す

る。乙れによって資金繰上必要な借入金の量の算定や ，資金繰

上ネックになる問題点等が発見され事前にその対策を講ずる乙

とができるよ うになる。

更 lζ 繰返してその要点をのべると次のようになる。資金計画

の要素には ，減価償却のように担金 とはなるが，実際 lζ 資金流

出を伴わない ものもあり ，借入金返済のように損金にはならな

いけれども ，資金流出が起るものなどあるために ，必ず損益面

からと資金繰面からのアプロ ーチ が必要になってくる。 ζ の乙

とは建設資金計画の検討については欠く乙とができない。

以上で大体建設資金計画についての一般的な考え方を述べた

が，次に商庖の場合の問題点を 2 ， 3 ピックアップし て，それ

について考察を進めてみよう。

S  3  商庖の建設資金計画における問題点

問題点につい て も便宜上，損益面におけるものと資金繰面! と

おけるものとに分けて考えてみる。

1. 損益上の問題点

1- 1  収入算定について

商屈の場合貸ビ J レ等の場合と異って最も重要な収入の算定が

困難な乙とである。貸ビ J レの場合，保証金，家賃の決定が適正

であれば，あとはほぼ正確に年間家賃収入を算定する乙とがで

きる。しかし商屈の場合，売上という形態をと お して の収入算

定はそう楽ではない。たとえ過去の実績があったとしても ，そ

の割合で新 しい庖舗の場合やっ て行けるとは限らないし ，また

各種統計，指標類もど乙まで その条件 に合 って利用で きるかが

問題だからである 。以下それに ついて要点をのべる。

1- 1- 1  外的条件よりの収入予測

・立地条件その他より見た商圏の決定 とその将来性

. 商圏内の消費購買力の決定とその推移予測

・商圏内の消費購買力 lζ 対する吸収率の算定

1- 1- 2  内的条件よりの収入予測

・過去の実績からの予測( 商庖の業歴，居主の経営能力〉

・同条件庖舗よりの推測

・売場効率，従業員効率よりの算定

以上の各要素を比較検討しながら収入 (売上) 予測を行な

う。 乙乙で注意 しなければならないととは乙うした方法によ っ

て算定された収入は ，新しい庖舗を作る乙とによって自動的に

発生する収入を示すものではなくて， 乙の庖舗を利用 して作る

乙との出来る収入の可能性を示すにすぎな いというととであ

る。いかに良い庖舗でも居主の経営能力が不足 しておれば十分

活用する乙とができないからである。

1- 2  償却について

庖舗の各部分についての償却の方法と率とは ，税法』ζ 乙まが

く規定されている。 しか し庖舗の実際の運営上からはそれよ り

もずっ と短い期聞に償却しなければならない場合が多い。 乙れ

らについて事前に十分検討 しておかねばならない。

1- 3  新居合!i 建設期間中の問題

多くの場合現存庖舗の建てかえという形が多い。 した がっ て

その閣の営業ができなかったり ，不十分な形で行なわれる場合

が多く ，収入が大 I ! HC減少したり ，別の仮営業所経営のため の

経質が増大する場合が多い。乙の期間の見通 しを立てねばなら

ない。 (2- 3参照の乙と)

2. 資金繰上の問題

2- 1  保証金について

当然の乙とであるが，居合11の場合ほ とんど全部を自分の所で

っか うので ，オフ ィスビノレのように保証金を取ってそれを建設

資金に充当する乙とができない。したがってその分だけ借入金

が多くなり ，資金繰がむつかしくなっている。そのため喫茶な

どの サー ビス 業などを地下等に入れて保証金を取ると同時に ，

客足を確保する作戦を取っている所もある 。

2- 2  在応商品について

商庖の; 場合庖舗を作った だけでは ，その機能がはたせない。

商品を踏んで販売をしなければならないからである。 したが

って商品回転率の悪い業種にあっては ， 乙の在庫商品を信用資

本で賄うととができず，初めから建設資金の一部 として算定 し

ておかなければならない場合がある。そ乙で現在時点における

運転資金バランス等を，あらかじめよく検討 しておく必要があ

る。

2- 3  休業による巡転資金の圧迫

S  3  1- 3で述べたように建設期間中の休業も しくは不十分な

経営 による売上低下が起る 場合が多い。 乙のとき ，売上による

信用資本の利用によって運転資金を生み出 している形態の商庖

では この期間中の売上低下に よる逆転資金の圧迫が起る。乙れ

についても事前に資金手 当を しておかな いと実際の資金繰のバ

ランス がとれない。

以上で商屈の資金計画についてその方式と問題点をのべてき

たが，いずれに しても大量の資金を投入 して長い将来にわた っ

てその成果をみなければならないものだ けに，その計画検討は

いくら行なっても十分すぎるという乙とはないだろう 。

勝兵先勝而後求戦，敗兵先戦而後求勝( 孫子，11[ 形第四) ( 勝兵ハ先

ヅ勝チテ後ニ戦ヲ求メ ，J j ' x: 兵ハ先ヅi滋ツテ後ニ勝ヲ求ム)
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郎次村{
昌屋根葺工史話 (2 ) 絵皮葺史話( その 2 )  

なじみや曲線を作る ζ とを見習う 乙と のできたはずの当時の桧皮葺工に

とって下地作 りはさしたる難か しい仕事でもなかったのであろう。もち

ろん裂板は粗末な寸法の不同のものであった乙と は幾多の国宝の瓦葺建

物の野地の状況で明らかである( 図参照) 。

以上大日 本年表を辿つての私見であるが，このような経過があって初

めて奈良朝中期以後の石山寺などの桧皮葺の仕事の程度などを想像する

ことができるのである。

! 順序が逆になったが，板を利用できない前の屋根の主主地すなわち野地

の実際はどのようなものであったかは明らかではないが，萱王) : の下地の

屋根篭の どとく直材の丸太や竹で造ったものや，または前記の想像のよ

うに一部裂板片で主主地のできたものもあったと思う。しかしいずれに し

ても ，桧皮の取付け方は釘や押縁などを使う前は葛の益などの植物の蔓

などで篭や野地Iζ 緊結されていたと考えられる。法隆寺の舎利殿( 国宝)

の室町時代の改修が瓦下地を古式lζ のっとり木舞掻! として直ちに瓦土を

置いている。乙れが原型かも しれない

( 注)

石山寺造営の内絵皮廷の材料の内黒葛とあるのは ζ れらの材料と恩わ

iI' ;)ミ ミヤケ 分ピト

れる。 日本書紀巻第15の顕宗天皇 (485) の縮見の屯倉の首の家の新築

の祝の席の歌IC部良とか純おなとの言葉があるのは，構造材の緊結材で

はめるが，桧皮等の緊結にも使われたと思う。

釘は竹釘は考えられるが，欽釘は極めて特殊な場合 ( C まれに何かに使

われた乙とがあると仮定すると ，否定するととはできない程度にしか考

工葺皮ヰ会

えられない。

さてそれらの桧皮の採集や桧方は初めは自給自足であったに間違い な

いが，古墳の騒輪屋なとを見ると ，首長の家とその他の家とに形の上で

も歴然とした差異ができ( l 咋馬県茶臼山古墳，4 ， 5 世紀頃) ，雄略天皇

が志幾大県主の家lζ 竪魚木を上げておったのを「奴やおのが家を天皇の

御舎に似せて造れり」と怒られてその家を焼いたという説話( 古事記)

等がある乙 とをみても ，すでに建築の上 ( C身分による格差の現われてき

たことがうかがわれ，また先の闘鶏御回の話や三重県石山古墳から発見

された埴輪家lζ は大斗を示したものも見え，仏教建築渡来以前にすでに

大陸風の技術の影響が相当にあった乙とが考えられる。 ζ のような点か

らみて，わが国古来の建築も年とともにかなりの技術の進歩があり伝え

られる 。出雲大社が平安朝まで高さ十六丈と称せられたほどではなく と

も相当平面積が大きい建築物が建設可能な域に達していたと思われる。

乙の種の建物は、桧皮ff; とみたい。そのように技術が育成されていたれ

ば乙そ ，その約百二，三十年後，飛鳥時代 lζ 仏寺建築の受入れに成功し

たと思われるのである。紀の文献にも雄略天皇から七，八十年{ 立の好明

天皇11年 9 月 (639) の条 [ζ 次の詔がある。

「詔して日く今年大宮および大寺を造らむ。すなわち百済川の側をも

って宮処となす，乙乙をもって西の民は宮を造り東の民は寺を造る。す

なわち話量覧をもって芙荏2なす」とある。沓直県は淡人王仁の子孫で

ある。技師長の役目であったろう。宮処の周閣の良民から丁を徴用して

いる。乙のような人達の中 IC桧皮葺の手馴れた者がおってもおか しくな

い。また皇極天皇元年 (642) 9月天皇大臣! と詔して日く ， r大寺を起

し造 らん と思欲うよろしく近江と越との丁を発すべし J ( 百済大寺) 。
法 隆 寺 舎 利 殿 野 地 図
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桧皮葺の始まったのはいつごろか らか明らかではないが，材料の板状

の一応耐水性のある ζ とから考えて利用の多少はおく と，時代的にみて

宜野等と大差があったようにも思えない。ただ家ら しい構えの大きさと

なる と，穂もの科の権秒j の方が集めやすくもあ り，萱葺の方 lζ 一歩を譲

ったとも思えぬ乙ともない。 4 世紀の終り頃の仁徳天皇の御代lζ は萱主主

であったが，5 世紀の半ばを過ぎると少し様子が変わってきたような説

話がみえてくる。すなわち雄略天皇 12年 (468) 10月の条 lζ

「乙乙において御白楼[ 己主まりて疾く四函を走る ζ と飛び行くがごとき

あり ，I期 ζ 伊勢の采女ありて仰ぎて綾の上をみて彼の疾く行くを怪み一

、ケ γ そ I ｾｹＮ＠

i定lζ たおれて，ささぐるところの餓を覆しつ」とある。

との話からも屋根の規模も高く大きくなると ，技術的にも熟紋した指

導的な工人が現われてきて，たとえ屋根茸の手伝いでも同じ仕事{ 乙手思i I

れた者が要求されるに至ったろう e その時代の他の記録を見ても ，大陸

の建築工の来朝する ものが相次いだことを記している。

すなわち敏達天皇 6 年 (577) には，百済王より造寺工 6 人を献る。

崇竣天皇元年 (588) (ζ は同，寺工，瓦博士等が送られてきている 。 そ

してそれから 数年を経ずして雛淡に四天王寺統いて大和 lζ 法興寺 ・法隆

寺 ( 607) などの建築がなされたのである 。

それらの伽藍の一部の附属家は桧皮葺の家であっ た乙とは ，前述の沿

革の内 lζ 記したと乙ろであり，異質の技術が入って同じ桧皮立でも ，屋

根の形に変化が少しずつ始まったのではないだろうかと想像される。そ

して皇極天皇 2 年 (643) (ζ 板蓋宮の文献が見え るのである。

杉原荘介氏の調査された登呂の遺跡の年代は西暦紀元前 l∞年か2∞年

位とされており ，板蓋宮よりはなお 7 ， 8∞年以前である。登自の遺跡

{ζ は回の排水溝の土留めや井戸枠に裂板材が多量 lζ 使用されている 。乙

の乙とを考えると ，裂板の利用はまたかなり古くから樹皮主主の野地とし

ても使われていたかもしれない。街地板の斑( むら) は桧皮の厚等の加

減で取ればよく，屋綴の曲線も大陸風の瓦工の土の利用によって，瓦の



また「乙の月より起して 12月より乙なたを限り宮室を営 らんと欲う国々

の殿屋の材を取らしむべし ，しかして東は遠江をかぎり西は安芸をかぎ

りて宮を造る丁を発す。」また天武天皇 13年 ( 必め には伊勢神宮 lζ 式年

遷宮の制が定められている。 ζ れらの文献だけでも想像できるように，

寺などの大建築には大陸の技術を導入 し，一方では在来の日本風の科l

社や宮室の建築の函 IL 日本固有の工人や人夫をかなり広い範囲から徴用

して作業せ しめている。いずれにしても指導的な主体の技術者は帰化人

が多いととが注目されるが， 大化改新位 ( 645) まで1とは建築のいろい

ろの職種にかなりの数の経験者ができ ていたと推定するに難くないう大

宝令 (701) を見ると ， 建築営絡についての制度が整備されるに至り ，

造薬師寺司，造大安寺司などが相次いで設置されているし ，それらに動員

される技術者や工人の乙とが令集解に規定されている。当時も技術者不

足の模様がわかり興味がもてる。すなわち令集解「木工寮の工部20人に

ついて雑色白丁にかき、らず，工を知るものを取りて充つ，すなわち考を

得るの色なり ，古記にいわく工部廿人は貴践をかぎらず，工を知る人を

充て考を得，ならびに衣服，常食を給す釈また乙れに同じ ，跡にいわく

友造らの工才を知る人等を取りて工郎となす雑戸にあらずJ ( 職員令，

木工祭) などとあり ，職種は不明でも日本固有の技術者，工人の積極的

な募集の模様を知る乙とができる。

以上のように， 日本古来の手練れた工人が漸く専門工として注目さ

れ，手工業者として採用された模様がわかる。このような風潮の上 lζ 大

和朝の勢子の安定を見るに至り ，従来まで転々と して移動した都城が文

武天皇の御代に藤原京 ( 694) となって首都と して計画造営されるに至り ，

戸数も 1. 000余をとえる集落となり ，公家を中心とした貴族たち もこれ

に従属する氏寺等の建造物も競ってととに建造される情勢になってき

た。乙の時勢lζ 漸く建築工も賦役の内の価値高い労働者となり ，半奴主主

的な夫役の雑労働者とはやや奥る立場となった者が相当数誕生してきた

ものと考えられる。

一般の夫役は大化改新以降は口分回を与えられ. 10月から 3 月まで夫

役 K 従うのが普通であった。雑役者と専門工が同待遇では不自然な乙と

は明らかである。そ乙1 < : 差別が生まれ，格差ができ仕事の内 にもその性

質によっては要求される技術の高度化K. 伴っ て不馴れな絡役の者を使う

より ，賃銀を支払って も熟練したものを使う 方がより効果的と考え られ

る段階に遥する。

また，社会や経済情勢の進展は次第lζ 能役労働や夫役を非能率的とみ

る多くの要因を生んで手工業がますます発達する状況とは反比例し て，

傍役労働は減少す る趨勢 となったのである

能力を無視した口数のみで絡役を課し ，機械的に口分回を与える経済

原則を無視した政策が成功するはずもなく ，早くも大化改新の破綻を見

せるに至ったのである。そして特K 比較的高度の技術を要する職種のも

のほど目立って拾頭してくるのは 当然の成行であり， 桧皮I主工もその内

に入っている。

すなわち以上の奈良朝時代の絵皮茸工の労働事情等がおぼろ気にわか

る文献が幸にして福山博士の研究によ って明らかにされている 。同氏の

日本建築史の研究の内に当時の石山寺造営の論文がある。それによると

向寺の仏堂，僧坊，鐙楼の三線が桧皮主主の建物であり ，それらに使用し

た桧皮葺や工手間などの ζ とをやや断片的ではあるが，大略知る乙とが

できる。すなわちまず材料である桧皮は東大寺の柏山である近江の甲賀

山か ら62囲が採取されたとか，回上鈴懸山作所で桧皮 681 ! 羽が採取され

陸連で石山 lζ 送られた等の記録が見える。

乙乙で注目される今一つの記録は，田上大石山の柚山で採取された桧

皮の乙とで，天平宝字 6 年 ( 762) の 3 月中に諮負人( 様夫) 羽栗大山

等によって採取され，その桧皮は輸送' t ! ( のみを要したのに反し ，以後の

収納の桧皮は買わねばならなかったと特記のある乙とである。 すなわち

前者は手聞を払って採取し ，後者は詰負で採取 していると 解されるので

ある。その材納帳によると桧皮の全置は717囲で内採取とあるのが304図

あと 413図が購入分となっている。つまり加工材料の納入契約があった

のである。 なお桧皮は一人につき 3 図ずつ速夫が日 IC一度または二度 lζ

運び，一部は舟巡によっているとある 3

その他材料とし て仏堂の桧皮をままく料( また仏堂の針枠を結ぶ料〕 と

( 注) ( 注) ( 注〉

して黒葛35了がまた別の日に堂の桧皮の針枠を打つ料として 7 寸釘 4 1，2・

が下用されたなどの記録がある。

( 注〉且r l o=Uの隻の乾純したものか

〔注) 針枠の意味が不明同曾336頁

( 注) 隻= ーの単位

次1(. 桧皮主主のl t 工lζ 単功 160 人を要し たという 工手聞の訪負工カ郎広

万呂の手実( 諮負笹) があるととを記しているつ

その他前記の僧坊 ( 3 棟) と鐙後の各建築もほ とんど以上と同糧問機

の記録があり ，材料の蒐集やまf工などはあ る一定の方法によって施工さ

れたととを示 している。

( 注) 桧皮の録取やff 工は織工 ICよって行なわれたとある が，同文笹の械工とあるのは f青白

を意味する如くである〈福山氏) とある。機工はまず手実 。それには見積られた1 ) 1 功 ，

主主，米塩等を記載し旺人の剛容を要した 機工はとのような手突を差出し ，造寺所は乙れに

よって食料を下給し ，仕事終了後 ICは功銭( 賃銀) を支払うのを原則としていたようである 。

一例として秋季手突恨の内にあるものをあ げると . r羽栗大山等の衆五人同心して将 IC苛き

奉らんとす。若一人の欠くる有らぱ残る人等必ず作り成さんJ c とが約束されている。 E の

覆の手実容には在者，何々，何々副書等明るかに保証人を附けている( 同瞥 379 J u なお力

部広万呂や羽栗大山等の貸工名 tiQ人は 5. 6 名ありそれぞれの者が 3人はいし 7人位の手下

の工人を持っていたようで. 当時の専門工の規鎮の貧弱さを察する E とができょう。したが

って乙れだけでは到底彼 らの生活費の絶てを賄う乙とはできず，彼らの大部分は給与された

田畑によって半且l的なことで生活をしていたと考えるれる。

以上によってさして大建築でなくても ，宮寺である石山寺の建築にお

ける桧皮葺工の一半を知るととができ ，当時の工人の生活の状況やその

程度も大略推益するに難くない。

すなわち ，桧皮弦の材料は生産調達も計画的にできしかも容易であり ，

仕事は簡単で請負ができる位ではあっても ， 周囲の社会的な諸般の事

情，なかんずく需要の貧弱，自分たちの財力の低さなどから当時とし て

は最も実権もあり ，もっとも需要の継続性が大きかった宮廷や社寺の庇

護の許K あってもなおかつ半専業としても仕事が続けてゆけるほどはな

かった状態にあったと恕像できるのである。

そのよ うな事情が，彼らをして次の平安朝時代lζ 公家や宮寺なとのほ

か裕福な荘園領主の許 IL寄生して座といわれる封建的なー磁の特権を持

つ集団を結成 して技術的な労務の提供をし ，その反対給付としての田畑

を与えられ，乙れを半民的』ζ 手がけなお余力を生産 lζ 従事する乙と によ

って，一応生活の安定を見出す方法を取るしむるに至ったのである。

しかも ，乙れらの在国領主は概して比較的仕事i立を持ち ，仕事の程度

も当時の最高級であったので，彼るにはまた新知識の導入に も便利であ

り，技術の錬療に申し分なく ，世襲や相続その他子方の教育lζ も使もあ

って出職も相当にでき ，質量と もに次第に専業化の可能な内容を整える

に至るのである。そ して永年彼らの自由を拘束していた土地との分離，

すなわち民事と縁を切る乙とができるよう K なって，別言すれば，土地

を与えてくれていた主と離れる乙とができるようになって初めて乙乙に

独立した職人が誕生するに至るのである。

しかし ，一般的にみて，手工業者( 職人) が自立でき る段階に達する

にはなお 5∞ 年余の歳月を経た鎌倉時代! と入ってからといわれている。

したがって専業に近い律令制で定められた宮直属の者ぐらいであったと

恩われる。

( 注) 奈良朝時代の高級な路策物は公家とこれを取巻く質族関係の公私の建物および宮寺と貴

族の氏寺およびそ の関係強物記事の建築がまなものであ' J . ともに公まの建築機関や領主のI韮

を主体として施工せられた。そのうち官 の辺築強情は大3 ; : 年間 IC定められた律令を初めと

し，奈良時代の養老年間 IC改められ平安朝 le 入っ てか与一括して，延喜式にまとめるれ大成さ

れたものである 。普 のわが国の朝廷による法制の縄述は E れが最後であるのは何か淋しく ，

その次は鎌倉時代 IC入って武家によって定 められた点永式 目まで飛阻しているのである。そ

の詳細は次の平安朝のl J ! 築事情の項でまとめて主主べる ζ とにしたい。

( つづく〉
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1 ロ の 問 題

日本建築学会から ，われわれが新規準 と呼んでいる鋼構造設

計・規準 Ｈ 案 Ｉ が発表され ， 全国にわた って の ｾｩｙｦ 習会が 行な われ

た今，乙の「技術の頁」で，あらためて，i 鋼構造の問題点」や

「急所」について考え てみるのは ，有意義なと とにちがいない 。

とのたび発表された新規準は， J  1  S で正式になった ，高張

力鋼その他の各種構造用鋼材をも含めて，それらを合理的に ，

うまく使えるよ うな，し かも ， 1 本筋の通った規準にまとめる

ため ，米国規準の良いととろを参考 [ζ ，最近の多 くの研究成果

を取入れて，高水準の技術を狙ってまとめられただけに ，進歩

的であ り，その取りまとめの過程において，多くの議論を呼び

起し ，そのために ，われわれに ，い ろいろな乙 とを考えさせて

くれた。その l つに ，建築基準法などの法令 との関係がある。

学会規準は ，現代までの内外学界における多くの研究成果 l乙

基いてまとめられたもので，実際の仕事のととも考えてあると

はいっても，とりあえず，技術の最高水準から考えられ，また

それを示しているはずのものである。 した がって，われわれの

仕事を規制する法令が，たとえ，技術の進展 lζ 応じて ドンドン

改正されて行くとしても，その手続きその他から見て，技術的に

は，常 [ζ ，学界での高水準を狙って造られる学会規準が，法令

の技術水準よりも先行する面を持っていたとしても ，それは ，

当然の ζ とであり ，また ，技術の目擦を示す意味を持つ学会規

準と ，行政的な必要から生まれる法令の技術上の規制 とは，その

立場もちがっている。乙のことは，学会講習会はじめの建設省

指導課長のお話にもあったと乙ろである。そのために ，学会規

準と法令との聞に喰いちがいが生じても ，やむを得ない乙とで

はあるが，いくらすぐれた学会規準であっても ，元来，われわ

れ社会のために ，われわれが守ろうと申し合せてつくったはず

の法令を無視し ，学会規準にしたが うわけにはゆかないのは ，

法治国の技術者 として ，当然、過ぎるほど当然である。万一，法

令よりも学会規準の方が厳しい制約を与えている場合があって

も，それは，技術の進歩にと もなって，新しい危険が予見され

るようになったからで，法令の示すのよりも余裕があり過き. る

ととになったとしても ，技術者としては ，学会規準によって，

その危険を避けるべきであって，それは ，法令を無視した乙と
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にはならない。しか し，逆 lζ ，学会規準から見る と，法令の規

制が余裕をとり過ぎている乙とになる場合，学会規準による方

が 卜ク だと考える のは ，法令を無視する もので，法治国の技術

者として，もってのほかといわな ければならない。 ζ とに ，新

技術の導入については ，法38条という ，建設大臣認定 ・許可の

余地が残しであるくらいだから ，守れないはずはない。

乙のような ，与 えられた技術規準や規制にどう対処すべきか

という， i 技術者の心構え J i 態度」は，新規準の条文や計算

式を， どう理解 し， どう使い となすか というととよ りも ，はる

かに線本的な ，ほ んとの問題点なのである。

0  

学会規準が，法令よりも ，技術的には先行するのが当然であ

るとして，それに対 して，技術者として， どう対 して行けばよ

いかということについて私見を述べたが，同様の乙とは ，学会

規準と ，その基盤となっている ，刻々と展開して行く研究成果

や，それに基く理論体系などに対しでも ，また ，いろいろ な経

験が加えられて進歩 して行く技術についても必要で，技術者と

して は，それらに対して，シッカリした考えを持っていなけれ

ばいけない。それは ，鋼構造が，すぐれた材料で構成されてお

り古くから ，よく研究され，工夫されてき ただけに ，研究成果

や技術は高い水準 lζ 達しており ，それらは ， うま く使えば威力

を発持するが，それだけに ，一歩誤ると大変な ζ とにな るもの

である。と はいって も， それは ，刻々に進歩する最先端の研究

や技術の乙とであって，それまでに積上げてきた もの をふりか

えって見る と，低い水準の. 余裕のあり過ぎるものから ，まだ

試みの段階で，絶対大丈夫だと いう確証の得られていない最先

端のものまで，いろいろな段階のものがあり ，それぞれ，一長

一短を持ち ，みんな使えるもの なのである。最高水準のものを

無理解に使って大変まずい ζ とになりかねないよう に，低い水

準のものでは ，材料が不経済になるなどの不都合も起り得る。

しかし ，大切なととは ，最高水準の難解な技術を「使う」のが

よい のではなく て， i使いとなす」乙とが肝要だという乙とで

ある。むしろ ，逆 lζ ，低い水準の技術を使ったと他人か ら批評

されても，それを気 lζ しないで，自分が確信の持てる「やさし



い技術」を ， 自在 lと「使いこなし」て，バランスのとれた鋼構

造物を造り上げる ζ との方が，はるかに大切なととであり ，す

ぐれた技術者のとるべき道でもある。

「やさしい技術」でもよい。それを ，自在に「使い乙なす」

ため lζ は，使ってよい場合と使ってはまずくなる場合，いいか

えると ，その技術の限界を知っておくととが大切である。それ

は，道具類を使いとなす場合を考えて見ると ，よく解るはずで

ある。最新鋭の道具でも ，なれないものには ，手慣れた古い道

具 [ζ 及ばない。それは，それを使ってどれくらいのことが山来

るか， どういう時にはいけないのか， どう使うと一番うまくで

きるかを知っているからである。技術でも ，よくは知らないの

に，知ったかぶりをして使うのが一番危い。骨組の形だけを真

似て， シッカ リ接合してない鉄骨ガレ ージなどは ，乙の極端に

まずい例で，一寸した雪でつぶれたのも ，当然だといえよう。

手慣れた技術を，間違いなく使い乙なす必要のある ζ とは，自

分 l 人だけの ζ とではないととに注意を要する。 l つの鋼構造

物を造るのには ，各種各部分の ，大勢の関係者の協力が必要で

ある。 1人の技術者が高水準の設計をしても ，現場がそれを理

解していなければ，注意の重点のおき方を誤り ，大事 lζ 至ると

とがある。かつて，大阪近郊で，そのよい事故例があったし ，

設計者が図面 lζ 明示しておくべき重要事項の書き方が不完全な

ために ，加工工場で見落しているのを ，見学現場で見つけた経

験が，わた しにはある。その鋼梢造物ができるまでに関与する

人達の技術水準が，あらかじめわかっている場合には ，高水準

の技術を使いたい欲望を押えて設計し，極力 ，間違いのチャン

スを未然 lζ 防どう とするような ，用意周到で親切な配慮をする

ような心構えを，常 lζ 持っていてほしいものである。

0  

技術者と しては ，新しい技術であっても ，身分不相応なもの

にひかれたり などしないで，むしろ. r やさ しい技術J でよいか

ら， 自分の責任の持てる ，確かなもので，関係者みんなも使い

乙なせる 技術を選んで，それを卜二分 lζ 「使い乙なす」乙とを

心掛けるべきである と述べたが， ζ れは ，よく考えて見ると ，

技術者が，むしろ ，おのれをむなしくして，今作ろうとしてい

る鋼構造物が，間違いなく ，良いものに仕上がる乙とだけを念

じての行為と いえる。新 しいあの構法を使って見たいとか， と

の計算式を使おうとか， 自分の興味が先行してしまい ，つい ，

大切な検討をオ ロソカにするよ うなのは ， その建物を， 実験

台， 自分の興味のイケニエ lζ 供するもので， 自分の世用で建て

るか，それでもまか してくれる篤志家をさがすべきで，他から

頼まれた物を了解も得ずに黙って，興味の玩具にしてしまうの

は，技術者として， もってのほかのととといえよう。

だからといって ，わたしは ，技術というものが，ある意味で

は，未知の世界への突入であり ， したがって，何らかのわから

ないものを含んだ場面での決断 ・決行であり ，その意味では ，

常 lζ ，どういう結果になるかわからないという不安を伴う実験

みたいなものであるととを，否定しよ うと は思わない。それは ，

われわれ人閣の行為というものの姿なのである。技術は ，過去

の多くの研究や実験や災害 ・事故などの ， 苦しい経験を通 し

て掴んだ因果律をたよりにしている。因果律がなりたつとすれ

ば，一定の条件からは ，きまった結果が出来るはずである。 しか

し，人閣の力は小 さく ，自然は無限に大きく ，人間の，思わぬ と

とが，しばしば起って，われわれを驚かし ，また困らせる。 しか

い われわれは，それに対して，初めの ，乙れとそ一定の条件と

思っていたと乙ろに見落していたものがあったので= はないのか

と反省し因果律を守る乙とに ，全力をあげている。しか し，そ

のよ うに，思わぬ乙とが起り得るとはいっても ，世の中がずい

ぶん進歩してきた昨今，あまり精密な ζ とを要求 しない限り ，

大体，結51ミの予知、がつ く程度になってきている。思わぬ ζ とが

起ったように見えても ，それは ，その技術者が，自分勝手な乙

とを予想していたり ，条件を見落したり ，見誤っていたからで

あって，われわれが先輩から受けついでいる知識や技術から見

ると ，意外 とか予想外 とかいう乙とは ，あまりわれわれの世界

では見当らない。予想外なととは ，む しろ多くの場合技術者の

心のスキから生れて来ている。だから ，わたしは ，鋼構造の問

題点は ，鋼構造の「技術」 の中よりも ，むしろ ，それを使いと

なすべき立場にある ，技術者自身の心の中 ，心構えにある とい

いたい。要は ， 技術者が， 自分 との戦いに勝つ乙とに帰する

と， i 技術の頁」で，精神論を ブッた次第である。
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月間の動き

口 昭和42年 7 月分 口

| 建 築 デ ー タ シ ート 編 集 委 員 会 |

デザイン分科会

1 日- 2 日 於信楽

出席者 絵村副委員長，池田主査ほか

2 委員

タイルの工弱視察を兼ねて現地で分科会作業

検討

6 日 5 時半- 8 時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 池 田 主 査 ほ か 2 委員

見本紙のレイアウト検討

編集分科会

15 日 12時- 51時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 池 国 主 査 ほ か 2 委員

見本シー ト刷の校正その他

委 員 会

20 日 51時半 - 8 時 半 於 会 館 集 会 室

出席者 中原，松村正副委員長ほか 7 委員

議 事 ( 1  ) 監修者について

( 2 ) デザイン分科会報告

( 3 ) 募集分科会報告

募集分科会

31 日 51時半- 8 時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 木 村 主 査 ほ か 2 委員

議 事 ( 1  ) 建築資材会社名簿作成について

( 2 ) 乙んどの作業κ ついて

| 住 宅 委 員 会

住宅資料蒐集小委員会

3 日 51時半- 8 時 半 於 会 館 集 会 室

出 席 者 大 橋，秋田 ，太田 ，柿崎，北本

各委員

資料蒐集の目的，対象，範囲，利用方法など

委 員 会

4 日 51時半- 8 時半 於会館集会室

出 席 者 泉 谷 副 委 員 長 ほ か 19委員

議事 ( 1  ) 第 4 回「よろず相談住宅展」について

( 2 ) 住宅資 料の蒐集について

住宅展説明会 (新聞記者)

6 日 正午- 21時 於 清 友 会 館

出 席 者 新聞社 側 神 戸 新 聞 ほ か 5 社

協 会 側 岡 橋，黒谷，野々村正

副委員長，坂井主査，

吉岡委員

よろづ相談住宅展開催 について内容説明を行

ない懇談

出 版 委 員 会

鉄骨デザイン幹事会

3 日 3 時- 6時 於会館集会室
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出席者 木 田 ・宮川幹事，若林委員

編集ノト委員会の迩営と作業打合せ

鉄骨デザイン編集小委員会

11 日 5 時半 - 8 1時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 木 田 ・宮川幹事，長田 ・若林 ・倉

石委員

議 事 ( 1  ) 原稿改訂作業について

( 2 ) 解説原稿について

( 3 ) 出版工程について

( 4  ) 図表作成について

( 5 ) 小委員会の迩営について

出版図書打合会

12 日 3 時- 6 時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 石 崎 溌 雄

「建築の風力係数」図- ; ! } の打合せ

鉄骨デザイン編集委員会

13 日 3 時- 5 1侍 於 会 館 集 会 室

出席者木回 ・ 宮川 ￭［￭ｾＴ ｪＺ ， 森田委員ほか

7 委員

議 事 ( 1  ) 原稿改訂作業について

( 2 ) 出版工程について

( 3 ) その他

鉄骨デザイン編集小委員会

19 日 5 1時- 10時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 木 田 ・宮川幹事，若林委員ほか

4 委員

新規準による数表の作成打合せ

鉄骨デザイン 小委員会

28日 正午- 51時 於会館集会室

出 席 者 若 林 笑 教 授，木田 ・宮川幹事ほか

4 委員

鏑構造設計基準策の疑問点について検討

鉄骨デザイン 特別資料打合会

29日 正午- 2 11寺 於 会 館 集 会 室

出 席 者 鷲 尾 委 員 長，八幡製鉄ほか 4 委員

特別資料の編集について協議

編 集 委 員 会

技術の頁小委員会

4 日 41時- 5 11寺 半 於 会 館 集 会 室

出 席 者 中 原 主 査 ほ か 2 名

主査選出と技術の頁テ ーマ企画

新らしい外装特集編集幹事会

7 日 4 1時- 8 11寺 半 於 会 館 集 会 室

出席者 自待相1
1幹事ほか 2 名

10月号の特集企画 とし て協議。なお「新ら し

い外装特集」を ilbi 近の外装特集」 と変更 し

fこ。

委 員 会

14日 4 11寺- 8 1時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 長 谷川委員長ほか 13名

議 事 ( 1)  7月号= 生産施 設特集経過報告

( 2 )  8 月号ニモン トリオ ーJ レ万博特集経

過報告

( 3 )  9 月号= 建設資金特集経過報告

( 4 )  10月号= 最近の外装特集企画( 幹事

会をも とに〉

( 5)  11月号= 第 14回" 8 年越築家特集企画

( 6) 技術の頁小委日会報告

( 7) 新 シリー ズの件

( 8 ) 読者の頁 ・ニュー ス原稿

( 9 )  12月号= 建築 と生命特集幹事会の件

( 10) 来年正月号よ りの特集号案検討

( 11)  1月号以降の特集号担当幹事の件

( 12) モニタ ー制の件

( 13) 広告改善の件

( 14) 編集委員 O Bの会の件

編集常任幹事会

14 日 8 時- 8 時 半 於 会 館 集 会 室

出席者 長谷川委員長，溝神主査ほか 4 名

議事 ( 1  ) 建設資金特集号の表の件

( 2) 外装材アンケ ート

( 3) 幸町、ンリ ーズの件

( 4  ) 地方建築界との結ひ‘ っき

( 5) 広告改善の件

作品作風小委員会 ( 第 4 回)

14 日 81時半- 10時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 生 江 主 査 ほ か 5 名

四国のす ｩｾ 築を調査してきた約百点の作品 ｬζ

対して渇峨作品を選定した。

法 規 委 員 会

委 員 会

26日 3 時- 5 時 於 会 館 集 会 室

出席者 福永委員ほか 10名

議事 ( 1  ) 初rrj " 計画法，都市再開発法案につい

て

( 2) 法令コ ーナーについて

( 3) 小委員追加委嘱

建 材 委 員 会

委 員 会

28日 3時- 5 時 於 会 館 集 会 室

出席者・ 沼内 ，香取正副委員長ほか 5 委員

「燃焼による有毒ガスと短」検討会

次回検討事項について

事 業 委 員 会

若い会員の集い小委員会

27 日 6 時- 8 時 於 会 館 集 会 室

出 席 者 能 勢 幹 事 ほ か 4 委員

議 事 ( 1  ) 本年度の事業計画について

( 2 ) 小委員会の辺営について

ｾ 彰候補 者選衡委員会

10 日 正午- 1 時 半 於 コク サイ ホテ J レ

出席. { i rr 沢委員長ほか 3 名

国家褒立候補者惟せん lζ ついて協議

I  ｾ＠ 尚
子

4 企』
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香雪記念病院見学会

設計 ・施 工 株 式 会 社 竹 中 工 務 広

22日 2 1時半- 4 時半

参加者 48名

スライディングフォームの現場見学会

( 食品コンピナ ー卜の東Hj'，サイロ 建設現場)

設計 大阪建築事務所

施工 株式会社 竹中工務庖

27日 2 時- 4 時半

参加者 23名



50 周 年 記 念 事 業 |  

デザインコンクール (大阪城公置内に建つ休

憩所) 現場説明

38 4 時- 5 時 出席ｾＮ・ ＴＰ 名

記念講演会

( モントリオ ーノレ万国博視終報告会)

24日 2 1時- 51時 於 関mホー J レ

モントリオ ーJ レ万国博を見て

工学博士西山卯三氏( 京都大学教授〉

スライ ド

( モントリオ ーJ レ万国博の会場諸施設)

解説者

高橋俊夫氏( 大阪建築事務所社長)

谷口尚武氏( 大林組常務取締役〕

三木敏男氏( 奥村組建築営業部長〉

山本純孝氏( 安井建築事務所設計部長)

梁瀬正男氏( 近畿沼気工事課長)

なお大林組ど提供の映画「モントリオ ール万

国博」を上映した。 入場者 3∞名

解散会

報告会終了後関沼会館において「モントリオ

ーJ レ万国博視察団」の解散会が行なわれ，高

橋団長の後拶，東畑会長の音頭で乾杯団員代

表よりそれぞれ旅行中の思い出発ぷがあって

6 時30分盛会裡に散会 した。 山j活者 65名

50周年記念事業総務委員会 |  

モントリオ ール万国博視察報告会打合会

7 日 正午- 3 1時 於 会食羽ミ会室

出席者高橋康夫氏ほか 4 氏

11 日 正午- 3 時於会館集会室

出席者三木敏男氏ほか 3 氏

13日 5 時- 11時於会館集会室

出席者 中原茂氏ほか 4 氏

15 日 3 時- 5 時於大阪建築事務所

出席者高橋康夫氏ほか 4 氏

19日 5 時- 111時 於 近 倣iU気本社

出 席 者 三木敏男氏ほか 3 氏

22日 6 時- 11時於会館集会室

出 席 者 三木敏男氏ほか 3 氏

記念事業写真グループ打合会

12日 正午- 2 時於会館集会室

出 席 者 原 桂一郎氏ほか 4 氏

よ ろ づ 相 談 住 宅 展 」

会期 13日- 18日

場 所 阪神百貨庖 8 階催幼

入場者 40.774人 相談件数 1，ω 3件

都 市 住 宅 会議 打 合 会 |  

5日 正午- 2時於建築学会近畿支部

出席者本会ほか 7 団体

7月の入会者 ( 敬称略〉

〔正会員 12名〕

梅 田 孝 治 木 須 淳 夫 塩路純一

大築 J志夫 木本 享宏 杉 浦 俊 彦

加 議 恒 郎 減 戸 賢三 永 広 直 接

建金

貝 羽 正 吾 阪上栄一 東 野 吉 朗

〔准会員 63名) ( 氏名省略〉
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信用み 5技術ど伝統の

7X771LトZ事専 業 大J吉

82 

ビ J レ言5t イ持者の補修は

補 修 専 門 の

ロ ボ イ ラ ー や 冷 凍 機 内 故 障 の と き シ ー ズ ン オ フ の 手 入 れ や検 査

等 の と き

ロ ポ ン プ や フ ァ ン の 故 障 の と き シ ャ フ ト や ベ ヤ リ ン グ の 取 替の

とき

ロ エ ン ヂ ン の 故 障 の と き ヂ ー セ ソ レ エ ン ヂ ン ・ガ ソ リ ン エ ン ヂ ン

当r の 政 断 の と き

。 給 水 や 排 水 守1. の 3古 っ た と き 漏 水 し た と き

0 1桁生昔器具何故障政H l のとき 陶 器 や 金 具 の 取 聖 子 の と き

ロ 窓 枠 や シ ャ ッ タ ー ー出 入 口 の 故 障の と き サ y シ ュ ・ ドア チ

エ y ク ・ブ ラ イ ン ド の 故 障 の と き

ロ タ ン ク や ピ y ト ・浄 化 閉 め 帰 除 の と き 鉄 似 タ ン ク の 鋭 落 し ゃ

ペンキf ! i r りの と き

d 二=tge m a  

送 風 機

株 式 会 社 谷 山 銭 工 所

誓言矢偏商由
大阪市北区真砂町 5 番地 電 話 大 阪 364 代 表 0 2 0 6 - 9

内 装 資 材 専 門l吉

株式

会社

ｾ＠

j芋:

室 谷 商 事 株 式 会 社

本 社 神戸市生田区北長狭通 4 - 1  ( 英和ビル)

直 通 電 話 神 戸 (33) 0881- 3  

支 l吉 大阪市北区絹笠町50( 堂ビル 5 階 502号室)

直 通 電 話 大 阪 (364) 2031- 4  

倉 庫 神戸市rr 合区八 I備通 1- 5  ( 屯話 @ 2923)

エ作 所 へ 3

本 社 大 阪 市 旭 区 今 市 町 1 - 2  6  2  

T  E  L  95 1  - 7  1  9  2 ・ 95 1- 0 8 7 0(仮設 中)

出張所 大阪市北区堂島浜通 1 - 25 新大ビル C 階

T E L 3 6 1- 3225 ・34 ト5819 ・( 夜間 ) 951 - 0244

. L A F 形 リミ y ト ロ ー ド 送 風 機

・ T A F 形 可 変 式 軸 流 送 風 機

・ S L 形 ス トリ ー ム ラ イ ン 送 風 機

営 業 品 目 ・ C L 形 セ ン ト リ ー ラ イ ン 送 風 機

・ フ。レー トフ イ ン ・ヒーター ・クーラ ー

本 社 工 場 / 大 阪 市 城 東 区 里子江 東 之 町 二 丁 目 一番 地

君主言;s チ亡H反 ( 931 )  イセ 7 8 0 3 - 9  

東 京 出 張 所 / 東 京 都 文 京 区 湯 島 四 丁 目 六 番 十 七 号

言舌 東 京 ( 8 1 1)  3  4  3  5 ・ 3 4 4 0  



空 調 設 備 の頁

ポ j丘. 1，む '1ぅ・H変 冷II} .  Jcr也'i'i' ｊＺ・ ｊｾ

Ｑ ｾ ＲＺ＠ 111・こ1f t } j i 面仁

ＨＱ ｬＺｬ ｴｩｮｩ 喜久芋・ ｊｾｦ［ＧＩ ， ￎ ｪ斤Ｉ

斎 久 工 業 株 式 会 社 大 阪 支 l吉

大 阪 市 北 区 ; 羽 衣 問T I 1 1s: l也

?日，is号 大 l坂 ( 443) 5  0  4  1  - 5  1s: 

点 ..!rt 本 社 点 .，¥r!.・伺i 千 代 川 区 大 F 開[ 2 の 8 1s:.l也 ( "  -1ょピ J レ)

O'l! ，!，r; *  J ;( (270)  7  4  1  1 需 ( 代 炎 )

札帆 f作業/i Jf 礼申ｊＮＡ Ｂｩ ， ｾｪ 火活， ｊｬｪｬ l i  I1札剣道鋭ピル γll ，，，' : 札制 22 :>i コb

常 ［ｊｾ ・ 川和 ｬ 庁 ＿ を ［ｉｾ di  r: ':i I品1 ｾｲ＠ 2  i i fT ' 6 ｾ［Ｇ＠ '..ii::; i; ｾｴｩＺ［［ｩ 百三 υＭ
ｨＧｉｾＩｈ ｉＧ ｉＧ［ｍｉ 可 ｴｬＢｾ )1: rfi iJ11  ｾ ，ｽ＠ 2 の i ...ii::;; i，¥¥iJ: 2' ｾＧ ｉ＠
fρf士:;1.柱ii川l日1'，吋d民1吋 Ｂ山Ｚら ＱＱＧ怯ｾ市 ｬｩ 2  I排昨 r  9  "仔“;，r，. ，:'仏.

ｬ附吊刈 Ｑ，川 ｬ川山 ｉ ｊｬ山 ｬｈＱＴ 引 ｌＧｾｉ か制Ｂ川 目リ ｬ什 ｩ 1川州尚刈l 山 t山!打i k  r似j比¥ :1 討 {り} の I 忍音厄 i而h吊1リ山j;川J川ii 詞 三i泌品山Ji

暖 冷 房 ・ 換 気 ・ 温 湿 度 調 整 ・ 衛 生 諸 設 備

設 計 ・ 施 工

建 設 工 業 株 式 会

代 表 取 締 役 田 中 喜 久 雄

大 l仮出仮所長 術 俣 英 雄

点以昨日中央 l正 日 本 附 j凶 3 - J  '， lL，;，ri ( 201)  0181({¥: )  

大 阪 rli ｾ仁 ＱＧＨ fil!jノ 1" HI[ 5  '，!.eJ i (  363)  4108- 9  

y，， ' j)';! ， rli 'i' 村) L / 1人J 2 ー 17 - 1 0 Ｇ ，ＡＮ￨，，，ｲ ｩ ＨＲｾ ｊ ＩＳ ＰＴＶ ・ ＶＰＰＷ

11，¥ 1刈 rli !U il，i  111 [  :l H  '，!.e J i  ( 74 )  6 杭 6 ｾ＠
7:; :; I  X  ｾ＠

社境

本 社

出張 所

暖冷房 ・換気- 空気調和

病院諸機械- 給排水- 衛生

創 業

大 正 二 年

式

社

京

株

会

東

設計 ・施工

空 気 調 和 ・ 冷 暖 房 設 備

給 排 水 ・衛 生 設 備

庖

庖

阪

幌

大

ヰL

社日

大 阪 市 東 淀川 区 加 島町 3 5 7

大阪支社 向 上

東 京 支 社 東 京 都 港 区 芝 浜;怯町 2 - 7 包括 (434) 6171 ( 大代)

支 庖 北 海 道 ・仙 台 ・ 名 古 屋 ・ 広 島 福 岡

営 業 所 盛 岡 ・ 到1I 路

電 話 ( 302) 2271- 9  ( 代)

業エ朝

株 式

会 社《会

名 古 屋 庖

冷 暖 房 y  6 S サ ッ シ

給排水、衛生水道 ｾ＠ 環 境 衛 生 施 設

電 気 1 =、荷 役 運 搬 機 械

厨 房 r ーー可? 化 学 鉱 山 機 械

三 機 工 業 22 大 阪 支 庖

取 締 役 社 長 大 前 玉 男

取締役支底長 十 通 口 』 券 栄

大阪市東区北浜 2 丁 目 2 2 番 地 電 話 大 阪 (202) 代表3071

本 庖 東 京 ー日比谷 ー三 倍ピル

支 庖 ・ 出 張 所 名 古 屋 、 個 問 、 札 幌 、 広 島 、 仙 台 、

富山、金沢、静岡、高 松

G ener al  E l ect ri c  ( G.  E ) キt 製

冷暖房機「ゾ、ンナ}I;l ウェサ'ートロ河その他各種冷暖房機

出水ボイラー f ，、イテンフ J (11_[j独WE B S T O社技術提携)

西日本総販売元

岩 佐 物 産 株 式 会 社

大阪市北区. i f ; 松町 3 - 56(  ＱＯ ＡｪＩￇ ｩ ， ｾｬ ピル Ｉ ｾｉｉ 川町 ＨＳＶＴ )2238(代 ぷ)

点点I : s ＧＱ Ｍ Ｇ 央 区ｾＧｊＮ作品 ｉ ー Ｑ 0  ｾＱｉ， Ｑ ，ｲ［＠ ( 551) 1079 ・1617

r，占 屋 市 南 医 大 破 泊 2 - 7  ｾｉｉ 訴 ＨＸ ＲＱ Ｉ 3  5  5  8  

八 怖 浜 市 大 川 町 3 ｭｬ ［ ｬｾ 八幡浜 ＵＱＴ ・ Ｑ 4  

本 社

東 京

名古屋

四 国

空 気 調 和 ・ 衛 生 設 備

設 計 施 工

。
晃 商 会

社 大 阪 市 北 区 日 図 面T 16 番 地 電 話 (364) 代 表7031

庖 東京郡千代田区神間小川町2丁目 l 番地 電 話 ( 292) 代 表7751

広 島 市 紙 屋 町 1 丁 目 2 番 22号 電 話 ( 47 ) 代 表4535

福 岡 市 大 名 1 丁 目 8 番 12号 電 話 ( 76 ) 代 表3795

名 古 屋 ・富 山 ー金 沢 ・福 井 京 都 ・松 江

設計施工
生

気

ノ.J( . 術

房 ・換

t非

冷

給

U愛

株 式 会 社

本

支

斎 藤 省 三 商 庖

庖 - * 京 駅 前 ) L ピ J レ 6 階 6 7  6 区

γ 日以来 ｊｾ (201)  3  7  6  1  - 4  

大 阪 市 西 区 上 { 主 婦 通 大 岡 ピ J レ616; ;

沼 ぷ 大 阪 (443) 3  3  6  1  - 6  

札 帆 市 北 十 条 西 1 8 丁 目 3 6 番 地

電 お 札 帆 (61) 4  3  7  1  - 3  

名 古 屋 市 中 区 栄 3 - 5 - 2 9 千代図的レ514 号

電 ，!li 中 局 (261) 0  6  4  1  - 3  

大 阪 城 口 研 究 所

取 締 役 社 長 城 口 庸 平

大 阪 市 北 区 高 居 間I ー ・1・包括大阪37l局7151 ( 代表)

京 郎 市 東 山 区 大 和 大 路 正 而 上 ル 屯 話 京 M l 56局4945 ( 代表)

神 戸 市 生 田 区 下 山 子 通 六 ノ ー ・m芯 神 戸34局 5 8  9  2  

株 式

会 社

出張所

社

t-. .  

z三ミ業 株 式工賀
デ
自

ハ

ノ

ノ

ノ

干

一
一

式

町

工

株

同

施

一

房

一比

一声

暖

蜘

凡

又

気

釘

電

屯

衛 生 設 備

大 阪 市 西 区 上 佐 沼 通 1 丁目 1 4  電 話 441- 5171

支 庖 一 東 京 ・大 阪 ・名 古 屋 ・京 都 ・神 戸 ・福 岡

空 気 調 和

社

取 締 役 社 長 官 行 三 郎

大 阪 市 西 区 江 戸 楓 1 - 6 0  屯，!fi (441)  8231 大 f¥':

* ボ 名 古 出 悩 | 出l

京h ! l . 神 戸 ・ 1M) 山 仙 松 ! よ 仏 ・熊 本 ・ 愉 i兵

札 帆 ・仙 台 . 'Jr ｩｾｾ ・ ［Ｇｊ 111 ・金 沢 ・悩 )1'

A

Q

一

A
大 阪

本 収

支! 占

出d長所

営 業 所 広 島

冷房 ・暖房 ・温湿度調整装置

換 気 ・給 排 水 ・衛 生 設 備

設 計 施 工

第 一 企 業 株 式 会 社 大 阪 支 庖

大 阪 市 北 区 北 同 心 田T l r l 1 5 7

1li: ，!f. (351)  ( 代 表 ) 2  8  0  8  

点 京 d I l 文 京 区 本 郷 1 丁 目 1 2  - 5  

'lU 11舌 (811 )  ( 代 表 ) 6  2  9  4  

支 庖 出張 所 名 古 屋 ・ 福 附 ・ 札 帆 ・仙 台 ・ 高 松 ・広 仏

空 気 調 和 装 置 ・ 塗 装 ・ 衛 生 設 備

設 計 施 工

社

支 底

材

大

建
株 式 会 社

ヰ土本

阪

ぬ こ γ 目 ( 新朝日ビノレ 5 階)

電 話 大 阪 ( 203) 3  7  2  1  ( 代)

東京高E中央区銀座西 6 丁 目 3( 朝日ピル 8 階)

名 古 屋 市 中 区 錦 2 丁 目 2 /  1  3  

札 税 ・広 ぬ ・ 神 戸 ・ 北 陸 仙 台 松 山

中 ノ大 阪 市 北 区

本社及東京本 1育

支 1吉

出 張 所

83 



温 湿 度 調 整 装 置 、 暖 房

冷 房 、 水 道 、 搬 送 機 設 備

設 計 並 ニ 施 工

第 一 工 業 株 式 会 社 大 阪 支 届

:  (361)  5  1  7  7  ( 代)

大 阪 市 北 区 富 田 町 3 0  電 話 I (364) 0  9  7  7  i代)

本 社 東 京 都 千 代 田 区 丸 ノ 内 3 - 2  ( 新東京ピ J レ)

司! rt舌 (211)  8  5  1  1  ・ 8  5  6  1  ( イ吃)

仙 台 市 新 伝 馬 町 6 0  

電 話 (21) 4  4  9  1  

名 古 屋 市 東 区 東 門 前 町 3 - 6  

'1ll: 1.舌 ( 971) 3  6  2  1  

空 調 設 備 の 頁

給 - 排水・衛生 ・消 火 ・暖冷房 設 備

西原衛生工業所大阪底

株式

畜社

電 話 大 阪 ⑩ 3531 番大 阪市 大 淀 区中 津 南 通 4 丁目 11

仙 台 支 1苫

名古屋支庖

給 水 衛 生 空 気 調 和 設 備

設 計 施

暖 ・冷房 ・空気温湿度調整装置

回 設 計 施 工

社

A

Q

一

A

工

式株業山平

地

平

唱

E

A

内

〈

U

《

〈

u

n

U

 

炉
、
、{

 

開

口

)

 

勺

占

丁

叫

(

 

番2  

ム

口

小
山

2  

平

大 阪 市 西 区 江 戸

電 話 大 阪 ( 441) 代 1 9 9 4  

堀

工

取 締 役 社 長

品主4

-← 

大 阪 市 北 区 梅 田 8 番地( 新阪急ピル 8 階)

電 話 大 阪 ( 312) 4  5  2  1  ( 代表)

東 京 都 千 代 田 区 神 田 駿 河 台 4 丁 目 2 番 地

套拘
fi!!! 高

大阪支庖

社本

株式会社

生・消火設備

工

森 野 工 務 庖

暖冷房・給排水・衛

設 計 施

Ci"iW• 空気調和装置 各滋冷凍機

設 計 ・製 作・ 施 工

東 洋 キ ャ リ ア 工 業 株 式 会 社

大 阪 支 庖

本社

支底

大 阪 市 北 区 堂 島 浜 通 l ー 2 5  ( 新大ピル)

電 話 大 阪 (344) 1  5  1  2  (大 代 )

東京都中央区日本締本石田J 4 ー 2 ( 三井第二別館)

東 京 ・名 古 屋 出 張 所 九 州

埼 玉 県 北 足 立 郡 ・ 東 京 都 足 立 区

社

宿

場

本

支

工

大 阪 市 北 区 菅 原 町 7 5  電話 ( 361) 附 6571

東京都新宿区新小川町 3 - 32 電話 ( 269) 2833- 4

冷 暖 房 ・ 温 湿 度 調 整 ・ 水 道

衛 生 ・ 潰 境 衛 生 施 設

設 計 施 工

空 気 調 和 設 備

せ計施工

換気・除塵設備関

く ｭ 哩ｾ

社

包括 (443) 代表8161- 9

包括 (9∞) 5  1  4  1  

電結 (541) 0966(551)1655 

屯お (34) げ 78 .  4386 

電話 (47) 7575 .  7588 

A

Q

一

A
式株

本 社 大 阪 市 西 区 京 町 線 l 丁目 6 2  

出張所東京郎北区上十条 1丁目 9番22号

名古屋市中村区水主町 l の 1 2  

神戸市生田区北長狭通7丁目 l のl

広 島 市 袋 町 6 番 4 号

業エ田山

東 洋 烈 工 業 織 式 会 短 大 阪 安 値

T  E  L  ( 443)  8  0  7  1  

T  E  L  ( 562)  1  3  5  1  

大 阪 市 西 区 京 町 堀 4 丁 目

本 社 東京都中央区京橋 2 丁目 9

支 腐 名 古 屋 - 福 岡

j昆 湿 度 調 整 装 置 - 冷 暖 房 - 換 気 装 置

フ ァ ン ・ ヒ ー タ ー ・ ク ー ラ ー

スチール・アルミ- サ ッシドア- シャ ッター

設 計 ・製 作 ・施 工

鍋 機 株 式 会 社

大阪市東区高成繍 5 - 4  5  ( 興銀ピル別館)

111 大 阪 代 ( 202) 7  '1 4  5 番

東 京 都 北 区 神 谷 3 の 1 0 の 3

電 東 京 代 (901) 3  1  9  1 番

東京都港区麻布弊町 1 5  5  (第 5 興 和 ピ J レ)

電 東 京 代 ( 409) 0  1  5  1 番

屋 ・ 仙 台 連 絡 所 福 岡

理 研

大 阪 支 庖

本 社 ・工場

温湿度調整・暖冷房・換気給排水・衛生設備

設 計 並 施 工

日 本 管 工 業 株 式 会 社

代表取締役 市 川 繁 雄

ヰ土 京 都 市 南 区 西 九 条 鐙 田 町 2 0 番 地 の l

電 話 (68) 5101- 5 ・夜間専用 ( 69) 1045 

大阪市北区天満繍筋 1 - 3 7 ( 天満締北詰)

1li ri 舌 ( 352) 3501 - 3  

四 日市市浜田酋末広田T 電 活 ⑪7431- 3  

津 市 栄 町 2 ー 1 1  1  1lt，1舌⑥ 3 6 1 0  

大 阪 営 業 所

⑨ 

本

本 社 ・分室

四日市営蝶所

i章 営 鎌 所
古名后支

2名t Q震居期S
Ci"'O. 

ーーーーーーーーー・ Ｔ 可ｾ ｾ＠ ｾ轟 ｅ 唱ｾ .. 

ー・F電'ー...._，，-.、 東 洋 キ ャ リア工業( 株) 製品販売庖 特 約 工 事 庖

!∞l 日本冷熱工産株式会社

℃ヨ〆 本 社 及 大 阪 営 業 所 説 薄 暗 野 明1U匂附
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電 気 設 備の 頁

設計施工

社

A

Q

一
品式電陽

4土

営 業 所

朝

本

社

事土

支 1占

'，::j'・ 1住 所

本

J . ! l : 京支社

営 業 所

会 社

電気設備工事設計施工

東 光 電 気 工 事 株 式

大 阪 支 社

支 社 長 姉 川 正 男

大阪市Ｊ区尚関紙五丁目 二 八 ｬｬｕ 也 ｮｲ ， ￬ｾ 大阪 Ｈ ＲＰＲＩ 0325- 9 番

本 社 東 京 都 千 代 悶 区 西 神 田 1 丁目 4 番 地

支 社 札 帆 ・ 仙 台 ・九 ノ 内 ・ 名 古 屋 福 間

出 張 所 処 川 ・白 河 . I指 浜 ・静 | 湖 ・ 富 山

電 気 工 事 設 計 施 工

キ土

A

Q

一

A
式株

と
一
刈電藤工

「行

大阪市北区野崎町六九 ￭ｾｲ￬ｧ . 大阪 (313) 代点3456

* 京支庖 点 京 nll 中 央 区 西 八 丁 嘱 二 丁 目 卜 ー

'，'(t .ll i  (551)  8  3  3  0 ・ 8 3  0  3  

名 古 屋 ・ 神 戸 ・| 向 山 ・ 広 島 ・ 北 九 州

電気 設 備 ⑤

気 株

代表取締役 山 本 博 三

大阪市北区中之島 3 の3 朝日ピルディング

T E L 代 表 (448) 1  3  6  1  

大 阪 市 西 区 土 佐 堀 通 り 4 の 8

T E L  代 表 (448) . 1  3  6  1  

京 都 市 中 京 区 西 ノ 京 中 合 町 2 0 の 1 1  

T E L 代 表 (81)  9  2  9  6  

寄 種 電 気 工 事 設 計 施 工

浅 海 電 気 株 式 会

取締役社長 浅 海 正 雄

大 阪 市 北 区 老 総 町 / 丁 目 2 2  

1l! ，!1i 大 阪 (362) 8  7  0  1  

東 京 都 浴 区 赤 坂 1 丁 目 5 IJI: 7  

旬 以 (481) 8  6  2  1  f¥: :必

名 古 屋 ・ 札 帆 ・ 福 岡

胞 川 ・ 償 j兵・ 浜 総 ・ 姫 路 . ｲＺ ［ ｾ 松

西 村 正取締役社長

1営 業 所

設 計 ・施 工

司'

電 気 工 事電 気 工 事 ・ 計 装 工 事

設 計 施 工

社

取締役社長 中 本 正 明

社 大 阪 市 城 東 氏 n 江 東 之 町 三 丁目 一 五

'I'l! Mi 大 阪 (931) 代 長 7 3 4 1 - 5

0 3 8 8 ' 2 1 9 3  

大阪市城東区野江東之町三「日→ - '，'UJri 大阪(幻1)7∞4

奈良県御所市御同通り 3 6 0 '，'[.t，l/i 御所 ② 2ω7 ・4259

A

S

A

 

式ネ来

と

相

川

呈 居

宅，本中

本

社

取 締 役 社 長 栗 原 信 英

大 阪 市 北 区 高 垣 間J 1  6 番 地 ( 京 阪 急 ピ ル 7 階)

屯 話 大 阪 (313) 1  1  0  1  ( 大代 )

支 社 東 京 ・ 名 古 屋

出張所 舞 鶴 ・広 島 ・ 八 幡 ・福 岡 ・ 富 山

A

Q

一

A
式株業工原栗

資 材 倉 庫

奈良営業所

電 気 工 事 設 計 施 工

令 富 士 電 業 株 式 会 社

社

工晴

血

(

敏

晶
又事工

程
一
刈電

-

代表取締役

株 式 会 社

'J長

大 阪 市 西 区 北 堀 江 上 通 1 丁目 6 5  

電 話 大 阪 (541) 0564- 7 ・7148- 9

東 京 ・ 名 古 屋 ・広 島 ・福 岡

中回取締役社長

社ノド

夫

阪 市 北 区 絹 笠 岡T 5  0  (堂ピル 7 階)

1包 括 ⑩ 3 6  7  1  (代)

東 京 邸 中 央 区 日 本 崎 箱 崎 町 3 丁目 2 番地

屯 ぷ ⑪ 1 4  7  8  ( 代)

川 崎 ・ 4目 僕 l京 ・排 ・ 福 山

林

キ土

庖

本

支

営業所出 張 所

寄 種 電 気 工 事 設 計 施 工

株式会社 ヤ マ ト 電 気 商

山 本 永 造

阪 市 北 区 西 堀 川 町 1 5 番 地

電 話 大 阪 (364) 代 3 0  5  6  

東京都港区新橋 5 - 3 4 - 6  相馬ピル 5 階

電 話 東 京 (434) 3848 ・(431) 8435 

大 阪 南 北 海 道 ・名古屋・四日市- 福山 田福岡

電 気 ・暖 冷 房 ・ 空 間 工 事言宣言十 施 工

A

Q

一

A

社

. 6.  

ｾ＠式

伝

電 機 株

取締役社長 嘉 納

宝

取締役社長

社 大本

大 阪 市 北 区 絹 笠 岡 丁 五 O ( 堂 ピ Jレ三階)

電 J舌 ( 364) 1  4  7  1  ( 代)

東 京 郎 中 央 区 明 石 町 6 ー 2 3  ( 辻孝ピ Jレ)

屯 J舌 ( 542) 5  6  4  .  1  

名 古 屋 市 北 区 城 見 通 二 丁 目 二 O 番 地

1u J :!i (991)  5  1  3  1  - 3  

戸 市 . e y . 市 ・ 高 槻 市 ・ 姫 路

社

1高

本

支

東京営業所
営業所

所張出市
神出張所

社

A

Q

一
品

電 気工 事 ・昔十装工事 ・ 設 置十 施 工

気 工 業 株 式

今 村 騰

中 央 電

取締役社長

大 阪 市 北 区 梅 ケ 枝 問T 5  6 番 地

電 話 大 阪 代 表 ( 341) 8  1  3  1  - 7  

東 京 ・名 古 屋 ・ 四 日 市 ・神 戸 ・和 歌 山

松 山 ・京 都 ・草 津 ・静 岡 ・ 水 島 ・福岡

社本
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!  奉 仕 感 謝 の 底 |  底の

タ イ ル 工 事 施 工

特 許 申 請 中 ・ 完 全 滑 止 タ イ ル

タイル新発売

( カタログ進呈)

⑪ 認 " ] 淳 窯 業 高 庖

サ ン エ ス

s s s  

建 材 ・そ の 他 の 頁

ト弓 1 ・ヒューム宅

ベン手レチ-ミ) i /; ーjレ

⑩ 

ホ
Iy 

酸耐

陶器、

セトモノのデン〈ー卜

. 内 念 宮 内 ゴ ー レ ッ ク ス 防 水

. 化 粧 壁 材 ソ リ ジ ッ ト ス タ イ ン 吹 付

. 樹 脂 砂 壁 エ パ ー サ ン ド 吹 付

. 樹 脂 蛭 石 工 パ テ ッ ク ス 吹 付

本社営業所 ・大阪市東住吉区駒川町 3 - 54 常 務 (702) 代7814- 6  

特約代理唐・ 束 京 ・ 名 古 屋 ・金 沢 ・ 広 島 ・ 今 治 ・ 福 岡

FUTABAYA DECORATORS， LTD 

建 築 物 、 船 舶 等 造 作 工 事

家 具 、 建 具 、 寄 木 、 室 内 装 飾 工 事

内外装飾織物・窓、掛、敷物、壁紙類一式

二葉屋装備工業 株式会社

設計施工

庖商石理大梧j矢

株 式

会 社

⑨ 

所

大 阪 市 東 区 高 麗 紙二 丁 目 九 野 村 ビ ル 五 階

電 話 大 阪 ( 231 ) 4  2  5  7  - 8 番

タ株式会社

主 宰 商 曾

各 種 斤司¥

ガラス製品卸問屋 ι ν/

;原八橋 セ卜モノ百貨l苫をご利用下さい 。、d ノ

22 吉田芳雄商庄

源 八 蜘 大阪市北区 天 向 愉4ー 78 ｾ Ｎ正 論 Ｈ ＳＵＸ Ｉ Ｑ ＷＹ ＰＧＱ ＸＳＸ も ＮＮＮＮ｟Ｍ， Ｎ｟｟ ρ

張出阪大

取締役社長 若 林 繁 吉

大阪市大淀区本庄川崎町 2 の 6

電 話 ・大 阪 ( 371) 3321- 3・3630( 創業大正 7 年)

@問
瓦

ル
イ

仔

山

タ
f

A

 

d

4

E

 

U

大

大

瓦

レ

用

タ

屋

矧

寄

変

数

服

寺

峨

社

内

Board&Slate 

一
I  )!? 'l  ，，¥'，1  

ｾ 与空 ｊ r.' ;. ¥ 

ｷ 、ｾ ，ｶ ¥¥ Jr 尽‘

Standard 

フ タ パ 需 3阪

，; ( / : 11市*山区今熊野k 仏地問町 9 町 9

大 阪 市 北 区r. - ! 心 UIT 1 丁 1-1 2  8  

名 古屋 市 守 山 区 大字 小 幡 山 脇27

* ，j( I1I Si.¥'，谷医と JJ ;{ "1 了 n 29の 4

J j(  ｾ 怖が ｴ 水 ー山 総 ・ 瀬戸

本 社

大 阪 営 操 所

名 古 屋 営 機 所

東 京 営 蝶 所

工 場

舟

T
==目特

所蟻

所 長 防 除 士 松 平 藤 佐 根

奈 良 市 南 城 戸 南 方 町 2 8  電 話 ( 22) 4098  

奈 良 市 登 大 路 二 番 町 ( 博 物 館 前 ) 電 話 ( 22) 4098  

本 部 高 知 県 宿 毛 市 宿 毛 町 2 6  3  9  

防予滅殺白式平本公

ナニワ媛匂 12ii
3 寸緩旬最適軽量7j ，止付( 空葺) 瓦

止
丹

田

ト落剣

量

入

岡

山

経

一

湯

割

引

水

耐

扇

ナ

二

つ

瓦

株

式

会

社

大

阪

市

浪

速

怪

冗

町

一

丁

目

章

一
電

話

山

m

g
歪
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特 許 岩元式ベンチレータｾ

建 材 の 頁

( カタログ進呈)

( 電動式並固定型各種) I  

岩元式ベンチレーター A 型・ B 型・固定型

岩元式連塔換気装置

新 型 換 気 塔 N S ライン ( 強 制 換 気 扇 付 )

/ 特殊装置による風量増幅¥

新 型 換 気 塔 S Fスーパー l  l  

l換気扇の能力を倍増する/

最新型 採光排気塔( 風光) スーパーライン特殊増幅装置付

岩 元 工 業 株 式 会 社

大阪市東成区東今里四丁 目40番地

電 話 ( 981  )  0  6  1  6  - 0  6  1  8  

スカイライト工事・通風ルーパー

スチール及アルミサッシュドアー・各種シャッター製作施工

其 の 他 曲加工一式

特 許 ・ 耐 酸 ・ 耐 ア ル カ リ ひ ふ く 鉄 板

ｹｴｉｊｉ Ａｊ弓 ｊｾ ｊＮ Ｙ ル
. 永 久 建 材 の 超 ひ ふ く 鉄 板

ス ＭｊｴＭ 苅 ＧｊＱν ＧｊＧｾ克明ル ＨｓｐｍＩ

- 法 定 不 燃 材 の 屋 根 長 尺 現 地 成 型

フゲス! 二も/ 熱 jご ι

函を・薬品 l三 も

大丈夫で‘ オ Ｂ弓ースー ｊｴＭ 苅 Ｇｊｬν ｊｪ ＧｾｾＹｊＧ に ｓｐｍＩ
. 責 任 施 工 ・ 型 録 送 呈

. 新 時 代 に マ ッ チ し た 各 種 のカ ラ ー 製品 が あ り ま す

11 IJ 1  !J -9 ｊｾ＠ s  IJ ル製造株式会粧

腐らないそして燃えない

本 社 工 場 尼 崎 市 大 物 北 口 電 話 大 阪 (481) 8085- 9

大 阪 支 直 尼崎市北軒町 4- 41(古川 ピル) 電話大阪 (481) 8085- 9

東京宣車量工唱 埼玉県車市東町 2- 2 0 - 4 電 話 班( 32) 3  11 5- 7  

宣車・幽張所 畠山八幡 名古屋川崎岩国・宇都・延 同教買・三原，瞳島・龍山

法定不燃材 298号

ケミカラーオーシマメタル

屋根材、壁材・谷樋棟包水切に

新しい型の

ひふくてっばん

スタンダードメタルの大島応用化学 東大阪市新圧 ( 782) 4171代
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建 材 の 頁

88 

陸屋根防水には ぬ込l 式 特許絶縁工法を

訓 ＭＷＱ ヤ悶ｾ帯
マーフエク ト け 工 法 苧 ヲ q イト

奥山イヒ工業株式舎社
東 京 都 中 央 区 銀 1 m 西 8 - 3 電 話 (571) 2703- 4 . 2370. 4064 ・0264

大 阪 出 強 所 大 阪 市 者11&¥区 都 島 中 迎 。 5 - 4 電 倍 ( 921) 2497 

名 古 屋 出 張 所 名 古 屋 市 南 区 若 草 町 3 3  電 略 (811) 3660 

K A N D A N  

- 空気調和設備

・各種送排風機

・給排水衛生設備

設計施工

4( t / 同盟喜男持井智

カ ー テ ン ¥ 。昔、 一 / P タ イ ル

フ ロ ー ン

/ / 電 " d ' ｾ Ｇビ

グ ノ イ ド

ン リ ュ ム

ノ リ ュ ー ム

木 工 練 付 / 特許気光式通風器製造 ¥ リ

ノ リ ュ ー ム

5 田君旦芸誌竺竺社

石 綿 セ メ ン 卜 の 最 高 水 準 を 行 く f ノ

アスベスト Ｉｾｉｊ ヤ
As bes t o Bar r i ev  (硬質石綿板)

( 塁カタログ)

@  

建 物 内 外 壁 、 間 仕 切 、 天 井 扉 、 電 気 室 、 発 電

所、配屯室、製鋼、ガラス工場の壁、製縮、

製 油 製 薬 工 場 の 床 、 ス カ ー 卜 壁 な ど に 最 適。

泉 石 綿 工 業 株 式 会 社

大 阪 市北 区 間 心 田T 1 の 11 電 話 ( 351) 3 4 4 2・4 0 7 8



建 材の 頁

. 超 高 層 時 代 を に な っ て 、 カ ー テ ン ウ オ ー ル の 果 す 役 割 は ま す ま す 大 き く

な り ま し た 。 東 京 カ ー テ ン オ ー ル 工 業 の 、 こ の 分 野 に お け る 特 異 な 技

体I は 広 く 業 界 に 認 め ら れ て い ま す が 、 ア ル ミ 、 ス テ ン レ ス 、 ブ ロ ン ズ 等

を 使 用 し た 美 し い 金 属 外 装 で 都 市 に 一 層 の 美 観 を そ え る こ と も 、 ま た ピ

ル デ ィ ン グ ド レ ス メ ー カ ー と し て の 東 カ テ の 使 命 で す 。

町田東京s- j J 万-JL工業

.  ...・・・ a 司 電 n.!i ( 8 9 3 )  

1  2  

カーテンウ オー ル

サッシ・ドア

アッセンフルフロア

グリルウ オー ル

ワ イ ヤ ー モ ー ル

天 井 パ ネ ル

軽量間仕切

防潮扉

工 ヤ ー ム ー パ ー

そのイ也

i
・

e

-

，

洲 三 井 ピ J レ)戸斤業'IJ; 

台f山問弘司戸斤

*  

仕3

ステンレス・アルミニウム

防火シャ" ，9 -武川、 f 実特 許

11¥俣シャEγ q- 工業キ朱式会社大阪支庖

ヨニ

イ乍

施

言十

製

設!

近代建築の要求する

※  

自11

ド ア ー• ユノ
、y

サ
ス チ ー ル

) 7) レミ

ス テ ン レ ス
カ ー テ ン ウ オ ー ル

套ｾ三高製作所
本社・ 工場 尼 崎 市 神 崎 五 反 田 2 8  0 番 地

電 話 大 阪 ( 401) 6158 ・6159 ・7939 ・9463 ( 491) 3200 

ド ア ー ハ ン ガ ー

シャッター

• 

作

詞

S
〕

『

d

;

 

M

-

K
園

児

-

干

し

-

J

;

 

ポ

、

M

F

豊 か な 経 験 と

最 新 の 技術 ・..

東洋シャッター株式会社

本社工場 大阪 市 西淀川区佃町 4 - 3 3  T  E  L  (471)  8  3  3  1 代.表

支 庖 東京 (771) 1171. 名古屋 ( 331 ) 6171 ・大 阪 (352) 4571 

営 業 所 償 浜 ・滋 賀 ・京 都 ・神 戸 ・ 福 岡 ・ 他 全国主要都市

89 
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⑧ 
.  .・

ノ

• 
⑨ お 部 屋 の ム ー ド は 壁 材 の 美 し い 調和 で ・・

建 設 省 建 築 研 究 所 試 験 合 格 品

(  H l 繊 庁w ，，;r 付 ) - チェリーコート - マ マ ウ オ ー ル - ほたるかベ - 爵 香

- い す :.' か ベ
・ノ、。

ビ ロ ン • ...i 、く よ か べ ・7一育 j荒 - 金 蘭

- カ セ ロ ン ウ オ ー ル - パ ー マ エ ー ス - あ あ lナ - 錦 上 壁 K (  州 繊維 Ｂ ， ｾ 1-1" )  

- ス- " ，ーウオール • 1尚
晋吾

コ 一 コ
τ"'" 

一
- 蛍 光 壁 - 龍 鳳

- セ ン カ ウ オ ー ル (  H 納 品11 Ｂ ， ｾ＠ 1-1" )  - 明 光 壁 - 日 本 壁 - 金 育E

• dち け Lま: σコ - 錦 上 壁 - 目白 手口 壁 - す ず ら ん ( 判 少;:1- "l ，) 

- 新
盟1

壁 - 大 阪 壁 - 新 日 本 壁 - 桃 山 - 大 手口 壁

Ｈ ｛［Ｉｪ 火繊手，ｪｦ ［ ｉＺＮ ＧＱＺＮ村 として ご Ｑ 皮川 の 節 ｩ は ｛ ＧＮＮｬｃｉｈｩ 品に ｹ ンケ ン ｼ幼火斉 ｉｊ をｩｊｾ人 の こと Ｉ

. ; . . . ンケン| 切火剤l ・ |りIj J.，!l /TIJ エ パ コ ン Ｎ ， ｦｩｩＮｴｩＵｾ Ｎ 月 ｉｊ オ ー ト ン ・ 化ザ: 約l スー パ ー シ ン ケ ン 糊 ( :'I': ll 刊行r. 主u村山にイT )

株 式 会 社 新 興 建 材 工 業 所

石膏壁は

5 5 5プラスター c ( セメントモルタル下地用 )

5 5 5フ。ラスター p ( ペイント下地用・金鍾仕上 )

大 阪 市 内 区 別 ツ 焔 T  E  L ( 538) 2951代 ( 54 1) 5757代

' 託業 /;II " 点以 ・大|以 ・明石 lよ !;，¥.  t'i. 1崎

. 建 築 用 ・ 美 術 工 芸 用 ・ 各 種 焼 石 膏 ・

サンエス石膏株式会社

本 社 工 場 ・姫 路 市 神 屋 町 4 一 7 7  

T E L  姫路 (22) 3  8  3  7  ( 代表)

東京営業所 ・東京都新宿区東大久保 1 丁目 3 3 1 番 地

T E L (351)  0 3 9 6 ・(351) 6  9 6  2  

中部営業所 ・瀬戸工場 ・瀬 戸 市 首 場 町 1 1 3

T E L  瀬戸 ( 82) 9  1  8  5  - 6  

大阪営業所 ・大阪市西区江戸堀 1 - 24(三輿ビ/ レ 2 階)

T  E  L  (441)  0  0  9  4 ・ 5 3  7  5  

福岡営業所 ・福 岡 市 七 隅 2 8  2  - 3  

T  E  L  (  82)  9  4  1  9  

、
、
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日本建築協会優夏謹明 セ メ ン 卜 増 強 防 水 剤

?7t-q.イトB雪

株式会社日本セメント防水剤製造所

型仕

様

主主，li

R(') 

o  

コ璽

株 式 会 社

司王 宇土

辺E 品各 戸斤

出 ' H王 所

ウォータイト式防水

工 事 代 行 庖

大 阪 市 東 区 船 越 町 2 - 3  1  ( 船 越 ビ ノレ) 電 話 ( 941 ) 乙626 ・ 2628

宝 塚 市 町 台 上 の 池 電 話 宝 塚 ( 36) 2153 

ftI 館 東 京 ( 431 ) 8648 ・名古屋 ( 321 ) 1331 ・仙 台@0 7 2 1 札 幌@l l l l

'i:1r 階 大 三 工 業 高 松 ( 2 ) 0016 安 藤 工 事 福 岡 ( 28) 5  2  0  7  

12永 主 色 村 広 島 ( 61 ) 6  3  7  1  

モ ル タ ル ・ コ ン ク リ ー ト 用

防 水 剤

結 剤ヨF
， ... 

1 6， 

- 防 水 工 事 責 任 施 工

製 ロE ヨロ

- セ メ ン ト 混 和 剤 の ト γ プ・・・・・・

11 

ご一 報 次 第 カ タ ロ グ 進 呈 し ま す

急

A  

接

景1

Eコ

τヲ

着 剤

離 剤

2由周旨 f t : 工事土

本 社 東京都品川区大井 1-ニ1 5 電話 (774 ) ‘ 4111 ( 代表)

大阪営難所 大阪市東成区西今里 2 - 48 電話 (971) 4765 ∞63 

- 基 礎 施 工 の 悪 僚 件 を 克 服 す る

議 置 式 自 信 三 品 杭

特 許 . 第 2 3 3 7 4 4号

特 許 . 第 2 5 0 1 0 8 号

実 用 新 案 . 第 2 5 - 1 0 9 4 2 号

実 用 新 案 . 第 3 7 - 3 6 1 0 6 号

株 式 会 社 説 智 工 務 町

本 社 大 阪 市 東 区 高麗 縫 2 - 2  O( 高 麗 新 ピ ル )

T E L 大 阪 (202) 3233( 代 ) ・7501 ( 代)

名 古 屋 営 業 所 名 古 屋 市 中 村 区 船 入 町 1 - 12(服 部 ピ ル )

T E L 名 古 屋 ( 582) 3  0  3  6  ( 代)

大 阪 工 場 大 阪 市 住 吉 区 北 加 賀 屋 町 5 - 2  7  

T E L 大阪 ( 672) 3  2  2  3 ・3 2  2  4  

名 古 屋 工 場 愛 知 県 海 部 郡 弥 怠 町 佐 古 木

T E L 弥 富 ( 7 ) 1 1 9 1 - 1 1 9 2  

2 日 本 建 鉄 の

PS型レテりードサッシ

ァIL: : サ ッ シ ド ア

日 本 建 鉄 株 式 会 社

本 社 東 京 都 千 代 田 区 大 手 町 2 - 8 T E L 東 京 ( 270) 6 511( 大 代 )

大 阪 支 庖 大 阪 市 北 区 梅 田 町 4 7  ( 新阪神ビル ) T  E  L 大 阪 ( 3 61) 6758 ( 代 )
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建築と社会

屋 根 . 外 壁 . 内 壁 . 天 井 に

昭

和

二

十

四

年

三

月

十

九

日

第

三

種

郵

便

物

認

可

昭

和

四

十

二

年

九

月

二

十

日

印

刷

昭

和

四

十

二

年

九

月

廿

五

日

発

行

の不燃建材 を日朝建 設 省 認 定

(

毎

月

廿

五

日

発

行

)

朝日耐火パネル

朝日防火パネル

朝日グラスインパネル

朝日フェザーパネル

朝日コルゲートインパネル

吹 付 石 錦

朝日ブロベスト

工場・倉庫・住宅に

法 定 不 燃 材

朝日波形スレート

朝日フレキシブルボード

朝 日 大 平 板

朝日ステンドスレート

朝日ネットインスレート

場エ• J レビ

ぷ品

朝 日 石 綿 工 業 株 式 会 社

大阪支凶 1:大阪市北区神山町 4 3 電話 (312) &521 (代表)

本 社 / 東京都中央玄銀座7 - 3 電話 ( 573) 5111(大代)

営 業 所 / 東 京 ・償 浜 ・併問・名古屋 ・富山 ・大津・姫路

岡山・ lム烏 ・門司 ・福岡 ・長 崎 ・延岡 ・高松

新居浜 ・ キｬｊｉｾ

場/ 東京 ・償r兵・山梨 ・大阪 ・水島 ・玉島 ・門司工

ご

入

会

の

お

申

込

み

は

:

:

:

:

:

:

:

:

:

寸

建

築

と

社

会

」

発

行

所

社

団

法

人

日

本

建

築

協

会

大

阪

市

東

区

北

浜

三

ノ

一

毛

電

話

大

阪

(

ニ

一

三

)

九

百

八

・
九

百

九

九

六

回

口

振

替

口

座

大

阪

=

一

九

九

宅

五

番

Ｍ・ Ｒｩ 理ｾｾ闘車司 ｄｚ ・ ｟ I  ｊｉｉｉｉｾＮＮＮＭｅ 司
・・・ ｅ 臨書 ｉｭｦｾ｡ 拘註茸届百 ｡ ま軍司・・Ｎ， l T 7  ，ｾＮＮＮＮＮ圃ｉｲ I  jI田・

屋内の温度変化が小さく、ルーフィングなど不要

室内に露滴落下の心配がありません。

太陽の直射や屋外寒気などを防ぎ、熱貫流抵抗は

20"'lm厚の木毛セメント板に等しい。

雨音の発生が少なく、 室 内 ・室外の騒音を吸収。

静かな環境をつくります。

長尺ロー Jレ成形、波付加工及び現場施工は従来の

亜鉛鉄板と問機に簡単です。

施 工 が容 易、工程が簡単、その上軽量であるため

工事費がグーンと節減できます。

特 殊 難 燃 処 理 が 施 さ れ た ウ レ タ ン フ ォ ー ム は

自己消火性を有し防火上安全です。

ウレタンフ ォームがコーキ ング材の働きをして

防水↑ 生を高め、雨漏りの心配無用です。

. <ダンネット 〉は着色亜鉛鉄板〈カラーグリップ〉と難燃性〈ポリウレタンフオーム初〉複合建材です

特 長

1 防 性

在

性

性

性

性

3. 吸音遮音性

;斉

火

水

露

熱

工

6. 防

7. 防

4. 加

5. 経

2. 断

定

イ面

吉区大 岡 鋼 板

一
一
一

O

O
円

( 送料 J 長)

T E L  (203) 075 1  

T Eし (212) 050 1  

- ヵタロク・見本帳ご希望の方は〈建築と社会〉とご記入の上ご請求下さい l  

大 阪市 東 区高車線 僑 2 - 41 

東京都千代田区丸の内3- 10

キ土

所

種 領 長 尺 ・ 平 板 0 ;，度 板

カフーグリ y プ

厚 さ o  .27"%. ( #  31 )  - 0  .60"%. ( #  24)  

ポリウレ' ; 1 ンフオーム 5"! .  

寸 法

幅 914弘 ( 3尺)

長さ 50私まで m 

色 彩

カフーヴリ ップの色 標準色 8 色

ポリウレ宮 ンフオームの色灰色 ・黄色

園 標 準 寸 法 及 び 色 彩


